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インターネットにおける電子メールの利用

定　道　　宏

　　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　わが国におけるインターネット（ネットワークの相互接続）は，1984年に，

慶応大学，東京工業大学，東京大学の3大学がUNIXマシンを相互に接続させ

て，UUCP（Unix　to　UnixCoPy）プロトコルを用いてファイルの転送，電子

メールの交換を行ったJUNET（ジュネット，ジェイユーネット）の実験に始ま

る。JUNETは，公衆電話回線を利用した低速の通信であったが，順調に普及

し，大学の研究者のみならず，一般企業や政府機関の研究者も参加するように

なった。国際的なインターネットとしては，1985年にRSCS（RemoteSpoo1ing

CommunicationSubsystem）プロトコルを用いた専用回線によるBITNET（ビ

ットネット）が東京理科大学を日本のノードとして接続された。

　今日では，専用回線，X．25綱，ISDNを利用したIP（Intemet　ProtocoI）プ

ロトコルを用いた高速のインターネットに取って代わるようになった。

　1988年のWIDE，1989年のJAIN，HEPNET，TISN，1992年のSINET，JOIN

などがある。なお，海外とのインターネットとして，WIDE，SINET，TISN

などがあり，米国のIntemetに接続されている。

　本稿では，国内の代表的なインターネットとその相互接続関係を概観し，イ

ンターネットにおける電子メール利用について述べる。

　　　　　　　　　2．国内のインターネットの概要

国内の代表的なインターネットには，次の8種類のものがある。（表1）
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（1）BITNET（ビットネット）

　BITNET（BecauseIt’sTimeNETwork）は，主としてIBMのメインフ

レームを結ぷコンピュータネットワークの通信網であり，IBMの開発したプロ

トコルRSCS（Remote　Spooling　Communication　Subsystem）を用いた専用

回線によるインターネットである。

　BITNETの通信網は東京理科大学を日本のBITNETノードとするスター状

（星状）で構成され，日本BITNET協会によって運営されている。

　現在，国内には，約120のノードがあり，東京理科犬をはじめ，早稲田大，名

古屋商科大，金沢工業犬，大阪工業大，九州工業犬などがあり，海外には，米

国ニューヨーク市立犬，韓国ソウル大などに接続されている。

　国内の他のインターネットヘは，JOIN（後述）と相互接続され，JOIN経由

でWIDE，SINETに接続されている。

（2）JOIN（ジョイン）

　JOIN（JapanOrganizedInterNetwork）は，BITNETのIP（Intemet

Protocol）プロトコル版であり，日本BITNET協会により運営されている。国

内の他のインターネットヘは，WIDE，SINETに専用回線で接続されている。

（3〕JUNET（ジェイユーネット，ジュネット）

　JUNET（JapanUnix／UniversityNETwork）は，UNIXマシンを結ぷコ

ンピュータネットワークの通信網であり，UUCP（Unix　to　Unix　CoPy）プロ

トコルを用いた公衆電話回線によるインターネットであり，JUNET協会によっ

て運営されている。現在，約650の組織が参加している。

　国内の他のインターネットヘは，WIDE，JAINに接続されている。
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（4〕WIDE（ワイド）

　WIDE（WidelyIntercomectedDistributedEnvironments）は，JUNETの

IPプロトコル版であり，全国7地区（仙台，東京，藤沢，京都，大阪，広島，

福岡）のWIDE地区センタ（WNOC）を幹線にして，各地区センタを中心に参

加組織（大学，非営利組織，政府機関，企業）がスター状に構成されている。

　国内の他のインターネットヘは，JUNET，JOIN，JAIN，SINETに専用回

線で接続されている。海外へは，Hawaiiネット経由で米国のIntemetに接続さ

れている。

（5〕JAIN（ジェイン）

　JAIN（Japan　Academic　Intermiversity　NETwork）は，WIDEの大学版

であり，全国9大学（北海道大，東北大，東京大，筑波犬，名古屋大，京都大，

大阪大，広島犬，九州大）をJAIN地区センタ（JNOC）にして相互に放射線状

に接続し，各地区は地区ネットワークを形成している。

　他のインターネットヘは，特に，WIDEとの接続が緊密であり，ドメインを

共有する大学として，9大学があり，その他に，神戸大，九州工業大，大分大

などがある。

（6〕SINET（サイネット）

　SINET（Scientific　Information　NETwork）は，学術情報センタを中心に，

全国の8大型計算センタ（北海道大，東北犬，東京大，筑波犬，名古屋犬，京

都大，大阪大，九州大）に設置したSINETノード（IPルータとイーサネット

セグメント）とスター状に接続したインターネットバックボーンである。

　他のインターネットヘは，学術情報センタにある日本インターネット交換機

（JIX）を通して，JOIN，WIDEなどに接続されている。
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以上に述べた国内のインターネットの相互接続関係を表にまとめると次のよ

うになる。（表1）

表1　国内インターネットの接続関係

f。。mto BITNET HEPNET JAIN JOIN JUNET SINET TISN WIDE

BITNET ＃ X X O X X X X

HEPNET X ＃ X ＠ X ＠ X ＠

JAIN X X ＃ X O X O 0

JOIN X ＠ X ＃ X ＠ X O

JUNET X X O X ＃ X O O

SINET X ＠ X ＠ X ＃ X ＠

TISN X 0 0 X X X ＃ O

WIDE X ＠ 0 O O ＠ O ＃

（凡例）＃：同一ネット内　O：童接接続　＠：JIX接続

（注）HEPNET：High　Energy　Physics　NETwork

　　TISN：Toudai　Intemational　Science　Network

　　　　　　3．インターネットにおける電子メール・アドレス

　電子メールを出すには，普通の郵便と同様に，宛名を書かなければならない。

宛名は，氏名と住所からなる。氏名は「ユーザ名」で表される。住所は，個々

の計算機に付けられる識別名であり，その表記法には，IPアドレスとドメイン

名がある。

　IPアドレスは，国際電話番号（国番号・市外番号・局番・番号）のように，

4つのグループからなる数字で表される。

　ドメイン名は，国際郵便宛先（国名・種別・組織名・都局・機名）のように，
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階層構造で表される。

計算機の名称 IPアドレス ドメイン名

神戸大　iclma　　133．30．10，110　ic1una．kobe－u．ac．jp

京都大　sakura　　130．54．9111

東京大　m－unix　　130．69，240．41

学術情報センタ　　150，100．1．6

スタンフォード大　36，172．O．41

sakura．kudpc．kyoto・u．ac，jp

m－unix．cc．u－tokyo．ac．jp

sinet．ad．jp

forsythetn．stanford．edu

　神戸大のunixマシンの愛称は「iclma」であり，IPアドレスは「133，30．10，110」

であり，ドメイン名は「ic1una．kobe－u．ac．jp」である。

　ドメイン名の意味は，国名：jp（japan），種別：ac（academic），組織名：kobe－

u（kobe－university），機名：ic1unaである。

　国名では，kr（韓国），de（ドイツ），fr（フランス），uk（英国），ca（カナ

ダ），Cn（中国），au（オーストラリア）などがある。米国は，国名を付けない。

　種別では，Co（企業，CommerCial），go（政府，goVemment），or（非営利

機関，organization），ad（管理機関，administration）などがある。米国で

は，edu（学術研究機関），com（企業），gov（政府），org（非営利組織），mil

（軍関係機関），net（ネットワーク運用機関）が使われる。

　BITNETは独自のドメインアドレスの付け方をしていて，ノード名と呼ばれ

ている。

計算機の名称

京都大　FACOM

学術情報センタ

ショージワシントン犬

bitnetノード名

jpnkudpc．bitnet

jpnac．bitnet

gwuvm．bitnet
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電子メールを直接送信する宛名は，ユーザ名と住所で次のように表す。

　　　　　（注）＠はatであり，アドレスの場所を意味する。

ユーザ名＠住所

sadamiti＠iclma．kobe－u．ac．jp

nakahara＠hiuxm．kuec．kyoto－u．ac．jp

y50748＠jpnkyoto．bitnet

b32158＠sinet．ad．jp

　　　　　　　　　　　　　4．電子メールの送信例

　インターネットにおける電子メールの送信には，ルーター経由で直接送信す

る場合とゲートウェイ気付けで間接送信する場合とがある。

4・1　直接送信

　インターネットは，ルーターまたはゲートウェイを介して，他のインターネ

ットに接続される。電予メールの利用者は，同一のインターネット内のユーザ

とは自由にメールを送受信することが出来る。しかし，他のインターネットの

ユーザにメールを送信する場合には，インターネットの接続関係を意識しなけ

ればならない。

例えば，神戸大のiclmaは京都大のsakuraとはJAINでもWIDEでも接続

されているが，京都大のfacomとはBITNETでしか接続されていない。した

がって，京都犬のfacomのユーザヘはBITNETでメールを送信すれば良い。

（1〕神戸犬（ic1ma）一一BITNET一一＞京都犬（facom）

　神戸大のic1unaからBITNETで京都大のfacomヘメールを送信するための

アドレスは次のようになる。
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y50748＠jpnkudpc．bitnet

（2〕神戸大（icluna）一一JAIN一一＞京都犬（sakura）

　神戸大のic1unaからJAINで京都大のsakuraヘメールを送信するためのア

ドレスは次のようになる。

　y50748＠sakura．jpnkudpc．kyoto－u，ac．jp

13〕神戸犬の（ic1ma）一一BITNET一一＞学情センタ

　神戸犬のic1maからBITNETで学情センタヘメールを送信するためのアド

レスは次のようになる。

　c32158＠jpnac，bitnet

（4）神戸犬（icluna）一一SINET一一＞学情センタ

　神戸犬のiclmaからSINETで学情センタヘメールを送信するためのアドレ

スは次のようになる。

　c32158＠sinet．ad．jp

（5）神戸大（ic1una）一一JAIN一一＞東京大（m－unix）

　神戸大のiclunaからJAINで東京大のm－unixヘメールを送信するためのア

ドレスは次のようになる。

　c32158＠m－unix．cclu－tokyo．ac．jp

（6〕神戸大（icluna）一一WIDE一一＞私情協ネット（mgW）

　神戸大のiclmaからJAIN／WIDEで私情協ネットm期ヘメールを送信す

るためのアドレスは次のようになる。

　sjk29921＠mgw．shijokyo．or．jp
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（7〕神戸犬（ic1una）一一WIDE一一〉ニフティサーブ

神戸大のiclunaからWIDEでNiftyServeヘメールを送信するためのアドレ

スは次のようになる。

　nbb02353＠niftyserve．or．jp

4・2　間接通信

　先に述べたように，神戸大のiclunaは京都大のsakuraとはJAINでもWIDE

でも接続されているが，京都大のfacomとはBITNETでしか接続されていな

い。したがって，京都犬のfacomのユーザヘはBITNETでメールを送信する

場合を述べた。

　しかし，神戸犬のiclmaはJAINで京都大のjpnkyoto（BITNETのノード）

に接続されているので，JAINでこのBITNETのノードに気付けで送信し，そ

の後の気付け住所への転送はBITNETノードに任せることができる。

J　A　l　N B1T　N　E　T
神戸大
1C1una

ルータ

京都犬
jpnkyoto

京都犬

jpnkudpc

図1　気付け間接通信の例
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　電予メールを間接送信する宛名は，ユーザ名と気付住所と住所で次のように

表す。

　　　　　（注）％はC／oで気付けを意味し，＠はatで宛先場所を意味する。

ユーザ名％気付住所＠住所

y50748％jpnkudpc　l　bitnet＠jpnkyoto．kyoto－u．ac．jp

（8）神戸犬（ic1ma）一一JAIN一一＞京都大（IBM）一＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一＞BITNET一〉京都大（facom）

　神戸大のiclunaからJAINで京都犬（facom）気付けで京都大（IBM）に送

信し，BITNETで京都犬のfacomへ転送するためのアドレスは次のようにな

る。

　y50748％jpnkudpc．bitnet＠jpnkyoto　l　kyoto－u．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　5．むすび

　1990年代になって，わが国にもインターネットの時代が到来した。上述した

ように，WIDE，JAIN，SINETなどの全国規模のインターネットが整備さ

れ，目ざましい成長を示している。増大する参加組織は，国公立大学，私学，

政府，非営利団体，企業に及び，今後，高校，中学校，小学校にまで網羅する

勢いである。

　インターネット社会の住人として国内外の人たちと電子メールを通じて意思

の疎通を図るには，インターネットを理解し，積極的に参加することが肝要で

ある。
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米

海外子会社の現地人社長

吉　原　英　樹

　　　　　　　　　1．業績低迷と日本中心のワンウエー

　日本企業の海外子会社の現地人社長をアンケート調査にもとづいて実証的に

分析することが，この論文の目的である。

　まず，なぜ海外子会社の現地人社長というテーマをとりあげるかの理由を明

らかにしたい。

　日本企業は海外子会社にかんしてさまざまな問題に直面しているが，つぎの

2つがとくに重要である。第1は海外子会社の業績が低迷していることである。

通産省の調査によると，1991年度の日本企業の海外子会社の売上高経常利益率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
は0．4％であり，前年度よりO．6ポイント低下した。地域別にみると，アジアの

海外子会社の経常利益率は3－3％で一番高い。つづいてヨーロッパがO．O％で，

日本からの投資が一番多い北米の利益率が一番低い。北米では一〇．6％である。

　1991年度はヨーロッパとアメリカの経済が低迷していたために，日本企業の

海外子会社の利益率が低下したという事情はある。しかし，海外子会社の低い

利益率は1991年度にかぎったことではない。最近の数年間をとってみても，海

＊　本稿は，文部省の特定研究経費（平成4，5年度）による「経済と経営の内なる国

　際化の研究」の成果のうちのひとつである。アンケートの回答データはspssxのプ

　ログラムで分析したが，京都学園犬学法学部助教授の吉川肇子氏にお世話になっ

　た。記して感謝の意を表したい。

（1〕通商産業省産業政策局国際企業課編『我が国企業の海外事業活動（第22回）』犬蔵

　省印刷局，1993年，p．31。
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外子会社の売上高経常利益率は世界全体でみて1％前後である。地域によって

差はあるが，日本企業の海外子会社の利益率は全般的に低い水準で低迷してい

るのである。

　第2の問題は，日本の親会社と海外子会社の関係が日本中心のワンウエーに

　　　　　　　　（2〕
なっていることである。日本の親会社と海外子会社からなるグローバルな経営

システムにおいて，中心は日本の親会社であり，海外子会社は周辺に位置して

いる。ヒト，モノ，カネ，情報などの経営資源は日本の親会社から海外子会社

に一方向的に移転する。日本の親会社の決定した戦略が海外子会社によって実

施される。日本の親会社が海外子会社をコントロールする。日本の親会社は海

外子会社をコントロールするために日本人社員を派遣する。そして海外子会社

では日本人による経営が行われる。

　いま，日本中心のワンウエーに関連して，日本人による経営という特徴を指

摘した。この特徴は海外子会社におけるヒトの現地化の状況によく表われてい

る。日本からの投資が多い北米，ヨーロッパ，アジアの3地域について，海外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3〕
子会社におけるヒトの現地化をみると，つぎのようになっている。北米にある

海外子会社では最高経営責任者（通産省の調査では最高責任者の用語が使われ

ている）が日本人であるのは全体の82．O％に達している。日本人以外が社長な

ど最高経営責任者である海外子会社は2割もないのである。ヨーロッパの海外

子会社の73．1％において日本人が最高経営責任者である。アジデでは63．9％の

海外子会社で日本人が最高経営責任者になっている。

　つぎに，部門の責任者が日本人である海外子会社の比率をみると，北米では

人事・労務5118％，経理66．1％，販売51．0％，仕入48．3％，研究開発53．8％，

（2〕吉原英樹，林吉郎，安室憲一『日本企業のグローバル経営』東洋経済新報社，1988

　年，pp．40－43。

（3〕通商産業省産業政策局国際企業課編『海外投資統計総覧（第4回海外事業活動基

　本調査）』犬蔵省印刷局，1991年，p．35の第38表。
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海外子会社の現地人社長倍原）

企画・調査58．2％となっている。ヨーロッバの海外子会社では，部門の責任者

が日本人である海外子会社の比率は半分をすこし下まわっており，40％台であ

る。アジアの海外子会社もヨーロッパの海外子会社とよく似た状況になってお

り，半分弱の海外子会社において部門の責任者は日本人である。

　日本企業の海外子会社の利益率が低迷しているのは，日本中心のワンウエー，

とくに海外子会社におけるヒトの現地化の遅れが原因であるとかんたんにいう

ことはできない。しかし，日本企業の海外子会社の重要な課題が，海外子会社

の利益率を改善することと，もう一っ海外子会社におけるヒトの現地化をすす

めることの2つであることは否定できない。後者の課題にかんして，筆者は海

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
外子会社の社長の現地化を重視している。

　日本企業はすでにかなり以前から海外子会社におけるヒトの現地化にとり組

んできた。まず，ロワー・マネジメントの現地化にとり組んだ。つづいてミド

ル・マネジメントの現地化にとり組み，この課題もほぼ達成している。各社の

現在の主たる課題はトップ・マネジメントの現地化である。さきほどみたよう

に，部門の責任者のレベルにおいて，現地化は約半分の海外子会社で実現して

いるにすぎない。最高経営責任者になると7割の海外子会社において日本人が

ポストについており，現地化は実現できていない。

　ここで海外子会社の社長（以下，最高経営責任者の意味で社長という用語を

使うことにする）に親会社から人を派遣する傾向は，アメリカ，ヨーロッパの

企業に比較して日本企業にとくに強くみられることを指摘しなければならない。

たとえばアメリカ，ヨーロッパの企業の日本子会社（外資系企業）についてみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛5〕
ると，全体の63％では日本人（現地人）が社長になっている。日本企業のアメ

（4）吉原英樹『現地人社長と内なる国際化』東洋経済新報社、1989年。

（5）神戸犬学経済経営研究所の外資系企業研究グループ（筆者が代表者）のアンケー

　ト調査による。吉原英樹編著『外資系企業』同文舘出版，1994年。
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リガ，ヨーロッパの子会社における状況と対照的な状況がみられるのである。

　では，なぜ日本企業では現地人（その国の人にとどまらず日本人以外の外国

人を広く意味する用語としてここでは使用する）が社長である海外子会社はす

くないのだろうか。各社は海外子会社の社長の現地化をどのように考えている

のだろうか。本稿ではこれらの設問を念頭におきながら，現地人社長にかんし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕
てアンケート調査のデータをみていくことにしたい。

　　　　　　　　　　　　　2．現地人社長の有無

　現地人社長の海外子会社の有無

　まず，現地人が社長の海外子会社の有無をみることにしたい。なお，本稿で

いう海外子会社は，海外現地法人のうち出資比率が50％以上のものあるいは経

営責任を有するものをさしている。

　表1は「現地人が社長の海外子会社はありますか」の質問にたいする回答を

示している。全産業でみると，現地人が社長の海外子会社が1社以上あるとこ

ろは219社で，回答企業421社の52％である。他方，現地人が社長の海外子会社

が1社もないところが199社（47％）ある。現地人が社長の海外子会社をもつ企

業のほうがすこし多い。

　製造業と非製造業で現地人社長の有無に差がある。製造業では現地人社長が

いる企業は金体の59％である。現地人社長のいない企業（41％）を上まわって

いる。他方，非製造業をみると，逆に現地人社長がいない企業が全体の60％で，

（6）筆者は「現地人社長と内なる国際化」のアンケート調査を実施した。アンケート

　の質問票は28の質問で構成されているが，本稿の分析ではそのうちの現地人社長に

　がんする9つの質問を中心に分析した。なお，アンケート質問票は1992年11月下句

　に783社（東証1部上場企業のうちで海外子会社をもつ企業）に発送し，1993年2月

　中旬までに427社から有効回答をえた（有効回答率55％）。

　　アンケートの回答データは，神戸大学経済経営研究所の機械計算室のコンピュー

　タでspssxのプログラムを使って分析した。

14



海外子会社の現地人社長｛吉原）

現地人社長のいる企業（39％）を上まわっている。

　現地人社長の有無が製造業と非製造業で差があることがわかったので，つづ

いて製造業と非製造業のうち主要業種別にみることにしたい（表2を参照）。

　製造業では化学，機械，電機，輸送機の4つの業種をとりあげた。これら4

つの業種のうち，輸送機では現地人社長のいない企業のほうが多くなっており，

他の3業種とはちがっている。

　非製造業では建設，総合商社，金融の3つの業種をとりあげている。建設と

金融の2業種はよく似たバターンを示している。現地人社長のいるのは全体の

3分の1強であり，現地人社長の海外子会社を1社ももたないところが全体の

3分の2弱ある。総合商社はすこしちがっており，現地人が社長の海外子会社

をもつところが全体の半分である。

　総合商社の海外子会社の現地人社長にかんしては，つぎの2つの点を考慮に

入れなければならない。その一つは，表2で現地人社長がいると答えた4社の

なかには，現地人が社長の海外子会社を1社もっところがふくまれていること

に注意しなければならない（4社の現地人社長の海外子会社数は1，5，6，

82である）。総合商社は世界中に海外子会社をもっており，8社のうちの4社は

100をこえる海外子会社をもっている。8社は平均して93社の海外子会社をもつ

表1　現地人柱畏の有無

産　業
現地人社長 製造業 非製造業 全産業
の有無

現地人社長はいる 164社（59％） 55（39） 219（52）

現地人社長はいない 114（41） 85（60） 199（47）

合計（その他ふくむ） 280（100） 141（100） 421（100）

注1．出所1筆者のアンケート調査（とくにことわらないかぎり以下の表も同じ〕

15



経済経営研究第43号

　　（7〕
ている。そのように多数の海外子会社をもちながら，現地人が社長の海外子会

社が1社もないところが4社（50％）あることに注目しなければならない。

　第2点として，総合商社の海外子会社は大きく2つのタイプにわけることが

できる。第1は国内の卸売業務や貿易業務など商事活動をする海外子会社であ

り，もう一つは製造業，資源開発など商事活動以外の事業を営む海外子会社で

ある。じつは総合商社の場合，現地人が社長である海外子会社の多くは，商事

活動以外の事業をする海外子会社である。商事活動をする海外子会社のほとん

　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
どすべては日本人が社長になっている。

表2　現地人社長の有無　主要業種別一

現地人社長
の有無 いる いない

合計

業種
（その他ふくむ）

化学 32社（63％） 19（37） 51（100）

機械 28（70） 11（28） 40（1OO）

電機 33（66） 17（34） 50（100）

輸送機 12（48） 13（52） 25（100）

建設 11（34） 21（66） 32（100）

総合商社 4（50） 4（50） 8（1OO）

金融 11（37） 18（60） 30（100）

全産業
（上記以外ふくむ）

219（52） 199（47） 421（100）

17）　『会社別海外進出企業’92』東洋経済新報社，1992年のデータによる。

（8〕筆者のインタビュー調査にもとづく。
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海外子会社の現地人社長｛吉原）

　以上の2点を考慮すると，海外子会社の社長の現地化にかんして，総合商社

は他の製造企業や非製造企業に比較してむしろおくれているといわなければな

らない。総合商社の場合，その経営活動の特性のために，海外子会社の社長の

現地化をすすめることは困難なのかもしれない。

　つづいて現地人が社長をしている海外子会社が全海外子会社に占める比率を

みることにしよう。

　現地人社長の海外子会社のデータを提供してくれた！93社のうちの92社（48％）

においては，現地人社長の海外子会社の比率（全海外子会社に占める比率）は

25％以下である（表3参照）。すなわち，全体の半数近い企業においては全海外

子会社に占める現地人社長の海外子会社の比率は4分の1以下である。つぎに

60社（31％）においては，現地人社長の海外子会社の比率は25％から50％のあ

表3　現地人社長の海外手会社の比率

産業

現地人 製造業 非製造業 全産業
社長の比率（％）

○超～25以下 61社（43％） 31（61） 92（48）

25超一50以下 48（34） 12（24） 60（31）

50超一75以下 17（12） 6（12） 23（12）

75超～100以下 ！6（1！） 2（4） 18（9）

合　計 142（！00） 51（100） 193（100）

注1．現地人社長の比率は・全海外子会社に占める現地人社長の海外子会社の比率である。

　2．現地人社長のいる企業の回答データが示されている。
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いだである。つづいて23社（12％）では，現地人社長の比率は50％がら75％の

あいだである。現地人社長の海外子会社の比率が75％をこえるのが18社（10％）

あるのが注目される。

　現地人社長の海外子会社の比率は製造業と非製造業で差がある。比率が25％

以下の企業は製造業では全体の43％であるのにたいして，非製造業では61％で

あり，非製造業のほうが多い。つぎに25％～50％の比率の企業をみると，逆に

製造業では全体の34％であり，非製造業の24％より多い。全体として現地人社

長の海外子会社の比率は，非製造業よりも製造業のほうが高い。

　さきに現地人社長の有無をみたときに，非製造業に比べて製造業のほうが現

地人社長をもつ企業が多いことをみた。いま，現地人社長のいる企業について，

全海外子会社に占める現地人社長の海外子会社の比率をみたが，非製造業より

製造業のほうがその比率が高いことがわかった。以上の2つの結果は，海外子

会社の社長の現地化は非製造業より製造業のほうがすすんでいることを示して

いる。

　つづいて，企業の国際経営の経験と海外子会社の現地人社長の関係をみるこ

とにしたい。

　さきに，海外子会社のヒトの現地化は時間の経過とともに進行してきたこと

を指摘した。この点に注目すると，早くから海外に進出して国際経営の経験を

長くっんでいる企業のほうがそうでない企業よりも海外子会社の社長の現地化

をすすめていると考えることができる。

　つぎに，海外子会社のヒトの現地化とくに経営幹部の現地化は日本の親会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕
の国際化と関連があると考えることができる。日本の親会社の日本人が海外子

会社の現地人の経営幹部と情報をやりとりしたり，いっしょに意思決定する機

会がふえる。現地人の経営幹部やその部下が日本の親会社をひんぱんに訪れる

（9）吉原英樹『現地人社長と内なる国際化』を参照。
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海外子会社の現地人社長（吉原）

ようになる。日本の親会社の役員や中間管理者は，現地人の経営幹部や管理者

といっしょに仕事をしなければならない。このような事態に対処できるために

は，日本の親会社の内部の国際化をすすめなければならない。

　以上のような点を考えて，ここでは，ひとつの試みとして企業の国際化度と

いう尺度をつくってみたい。国際化度は，海外子会社数，長期海外経験の役員

の比率，日本の親会社のなかの外国人社員数の3つの変数でできている（各変

　　　　　　　　　　　　　　　　（l　O）
数の数量化の方法については注を参照）。

　さて，企業の国際化度と海外子会社の現地人社長の有無の関係を示したのが

表4である。この表4のデータは，企業の国際化度が1から2そして3へと増

表4　国際化度と現地人社長の有無

国際化度
現地人 1 2 3 合計
社長の有無

現地人社長はいる 100社（54％） 45（79） 5（83） 150（60）

現地人社長はいない 85（46） 11（19） 1（17） 97（39）

合計（その他ふくむ） 186（100） 57（100） 6（100） 249（1OO）

注1．国際化度については本文と注10を参照。

（10）国際化度は，①海外子会社数，②1年以上海外経験の役員の比率（常勤監査役を

　のぞく金常勤役員に占める比率），③日本の親会社の中の外国人社員（海外子会社か

　らの逆出向社員ならびに外国人労働者をのぞく）の数の3つからできている。①の

　海外子会社数は，つぎのように数量化した。0－9社は1，10－24社は2，25－49

　社は3，50－99社は4，100社以上は5。②の数量化はつぎのとおり。O％は1，O

　％超10％以下は2，！0％超25％以下は3，25％超50％以下は4，50％超75％以下は

　5，75％超99％以下は6，99％超は7，③の数量化はつぎのとおり。5人以下は

　1，6－1O人は2，1ト20人は3，21－50人は4，51～100人は5，101人以上は
　6。①，②，③の合計をつぎのとおり数量化して，国際化度とした。3－7は1，

　4－12岳ま2，　13－18’ま3。
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大するほど現地人社長の海外子会社をもつ企業の割合がふえることを示してい

る。

　海外子会社の設立方法と所在地域

　海外子会社を新しくつくるときには日本人が社長になるのにたいして，既存

の現地企業を買収するときには被買収企業の経営者を引きつぐので現地人が社

長になる。ときどきこのようにいわれるが，はたして実際はどうだろうか。

　現地人が社長をしている海外子会社のデータを回答してくれた企業について

みると，1社あたり平均して4．1社の海外子会社（現地人社長）をもっている（表

5を参照）。その現地人社長の海外子会社の設立方法を新設と買収にわけると，

新設でできた海外子会社は1社あたり平均して2．6社であり，他方，買取によっ

てできたのは1社あたり1．5社である。現地人社長の海外子会社は，買収によっ

表5　海外子会社（現地人社長）の設立方法

産業

製造業 非製造業 全産業
設立方法

新設 421社（64％） 102（67） 523（64）

1社当り子会社数 2，8社 2．O社 2．6社

買収 240（36） 50（33） 290（36）

1社当り子会社数 1．6社 1，O社 1．5社

合計 661（100） 152（1OO） 813（100）

1社当り子会社数 4．5社 2．9社 4．1社

注1．1社当り子会社数は，回答企業1社当りの海外子会社（現地人社長）の数である。

　2．50社以上の海外子会社（現地人社長）をもつ3社は例外的であるので，のぞいて計算している。
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てできたものよりも新設の方法によってできたもののほうが多いことがわかる。

　表5では現地人社長の海外子会社の設立方法が，製造業と非製造業にわけて

示されている。設立方法は産業間で差はないと考えてよいだろう。製造業でも

非製造業でも，現地人社長の海外子会社の約3分の2は新設の方法によってで

きており，既存企業を買収したものは全体の約3分の1である。

　つづいて現地人社長の海外子会社の所在地域をみることにしたい。

　アメリカやヨーロッバは経営者の人材に恵まれている。そのため海外子会社

の社長の現地化をすすめやすい。これにたいして，東南アジアの国々では経営

者の人材が不足している。この点でアジアの海外子会社の社長の現地化をすす

めることは困難である。このように考えることもできるが，はたして実際はど

うだろうか。

　表6の右端の全産業のデータをみると，たしかに現地人社長の海外子会社は

表6　海外子会社（現地人社長）の所在地域

産業
製造業 非製造業 全産業

所在地域

北米 2ユ2社（31％） 55（36） 267（32）

1社当り子会社数 1．4社 1．1社 1．3社

欧州 253（37） 38（25） 291（34）

1社当り子会社数 1．6社 O．7社 1，4社

アジア 178（26） 45（30） 223（26）

1社当り子会社数 1．2社 O．9社 1．1社

合計（その他ふくむ） 693（100） 151（100） 846（100）

1社当り子会社数 4．5社 2．9社 4．1社
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北米とヨーロッパに多く，アジアはすくないことがわかる。しかしその差は大

きいわけではない。現地人社長の海外子会社の構成比率でみると，北米の32％

とヨーロッパの34％にたいして，アジアは26％であり，パーセントの差は10％

もない。

　現地人が社長をしている海外子会社の所在地域は，製造業と非製造業でぢが

うだろうか。表6のデータによると，北米とヨーロッパのあいだに差がある。

製造業では現地人社長の海外子会社は北米よりもヨーロッパのほうに多い。こ

れにたいして非製造業ではヨーロッパよりも北米のほうに多い。

　アジアは従来は製造企業の投資対象地域として注目されていたが，最近では

非製造企業も投資している。その非製造企業のアジアの海外子会社において，

現地人が社長をしているところが北米やヨーロッパの海外子会社とあまり違わ

ない比率でみられる。

　　　　　　　　　　3．現地人社長についての考え方

　日本人社長か現地人社長か

　日本企業は，海外子会社の社長は日本人のほうがよいと考えているのだろう

か，それとも現地人のほうがよいと考えているのだろうか。

　アンケートの回答では「社長として適任であるかどうかが重要であり，日本

人か現地人かは重要でない」の回答が一番多かった。表7に示されているよう

に，回答企業422社のうちの248社（59％）がこの回答をしている。

　つぎに「日本人のほうがよい」と「現地人のほうがよい」の2つの回答を比

較すると，「日本人のほうがよい」の回答は106社（25％）で，「現地人のほうが

よい」の45社（11％）を大きく上まわっている。

　つぎに，製造業と非製造業にわけてアンケート調査の回答をみることにした

い。社長としての適性が重要であるとの回答が一番多い点では，製造業と非製

造業でほとんど差がない。製造業の場合には金体の60％で，非製造業では56％
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である。日本人と現地人のどちらがよいかにかんしては，製造業と非製造業で

差がある。製造業と非製造業はともに，日本人のほうがよいの回答が，現地人

のほうがよいの回答よりも多いが，その差は製造業よりも非製造業のほうが大

きいのである。製造業では59社対38社（1．6倍）であるのにたいして，非製造業

では47社対7社である（6．7倍）。

　海外子会社の社長は日本人がよいかそれとも現地人がよいかの質問にたいし

て，日本人か現地人かは重要でなくて社長として適任であるかどうかが重要で

あるとの回答が一番多い。この回答は，じつは海外子会社の社長は日本人のほ

うがよいの回答に近い内容のものであると考えることができる。海外子会社の

社長は日本の親会社の経営方針や経営戦略をよく理解していなければならない。

生産，販売など日常業務の遂行にさいして，日本の親会社と連係プレーをしな

ければならない。日本の親会社として安心して海外子会社の経営をまかすこと

ができるような人物でなければならない。いつ辞めるか不安があるような人で

あっては困る。これらの適性を備えている点では，現地人よりも日本人のほう

がまさっているだろう。

　社長としての適性が重要であるとの回答は，実質的には日本人のほうがよい

との回答に近いと考えるならば，表7のデータは，日本企業の多くは海外子会

表7　日本人社長か現地人社長か

産業
海外子会社 製造業 非製造業 全産業
の社長

日本人のほうがよい 59社（21％） 47（33） 106（25）

現地人のほうがよい 38（14） 7（5） 45（11）

社長としての適’性が重要 168（60） 80（56） 248（59）

合計（その他ふくむ） 279（100） 143（100） 422（100）
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社の社長は現地人よりも日本人のほうがよいと考えていることを明らかにして

いると考えることができる。

　つづいて，現地人社長を新たに起用したり増員する将来の計画についてみる

ことにしたい。

　表8によると，近い将来（3年以内）に現地人社長を実現（増大）したい企

業は回答企業の28％である。他方，現地人社長の実現（増大）は考えていない

と回答している企業は全体の56％である。現地人社長の実現や増大の計画のあ

る企業よりも計画のない企業のほうが多いのである。その差は2倍である。

　現地人社長の計画を製造業と非製造業にわけてみることにしよう。現地人社

長を実現したり増大する計画の点で，非製造業のほうがより慎重である。非製

造業では現地人社長の実現や増大の計画のある企業は回答企業の22％であり，

これにたいしてそのような計画のない企業は65％である。その差は約3倍であ

る。製造業でも現地人社長の実現や増大の計画のない企業のほうが多いが，そ

のような計画のある企業との差は1．7倍である。

　これまで海外子会社の社長の現地化について，製造業と非製造業を比較しな

がら検討してきた。その検討の結果，海外子会社の社長の現地化にかんして，

現状，考え方，計画のいずれの点においても非製造業より製造業のほうが進ん

でいるないし積極的であることがわかった。

表8　現地人社長の計画

産業

現地人社長 製造業 非製造業 全産業
の計画

現地人社長を実現（増大）
したい

83社（31％） 31（22） 114（28）

現地人社長の実現（増大）
は考えていない

142（52） 91（65） 233（56）

合計（その他ふくむ） 272（1OO） 141（1OO） 413（100）
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　つづいて，現地人社長の計画の有無を企業の国際化度と関連づけてみること

にしたい。表9のデータからわかるように，企業の国際化度が1がら2，そし

て3へと増大するにつれて，現地人社長の実現（増大）の計画をもつ企業の比

率は増大し，逆にそのような計画をもたない企業の比率は減少する。さきにみ

た現地人社長の有無と国際化度の関係と同様な関係がみられるのである。

表9　国際化度と現地人社長の計画

国際化度

現地人社長
1 2 3 合計

の計画の有無

現地人社長を実現（増
犬）したい

49社（27％） 21（36） 2（33） 72（30）

現地人社長の実現（増
大）は考えていない

102（57） 26（45） 1（17） 129（53）

合計（その他ふくむ） 180（100） 58（100） 6（100） 244（100）

注1．国際化度については本文と注10を参照

　ところで，外資系企業，すなわちアメリカやヨーロッパの企業の日本子会社

の多くでは日本人，すなわち現地人が社長になっている。このことに関連して，

今回のアンケート調査につぎの質問をふくめている。「外資系企業（欧米企業の

日本子会社）の3分の2の企業では，日本人（現地人）が社長です。このこと

についてどのように思われますか。」

　この質問にたいする回答結果が表10に示されている。一番多いのは，「この事

実は，日本企業の海外子会社の社長にもっと現地人を起用すべきことを示唆し

ている」という回答である。全産業でみると，全体の半分をこえる220社（53％）

がこの回答をしている。他の回答を大きく上まわっている。

　製造業と非製造業を比較すると，すこし差がある。日本企業も現地人社長を

ふやすべきであるとの回答は，製造業のほうが多く，製造企業の半分をこえて
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いる（57％）。非製造業では62社で，全体の44％で半分に満たない。他方，外資

系企業に日本人すなわち現地人の社長が多いことは日本企業にとって参考にな

らないとの回答は，製造業では16％であるのにたいして，非製造業では22％と

かなり多くなっている。この質間にがんしても，海外子会社の社長の現地化に

ついて製造業より非製造業のほうがより慎重であることがわかる。これまでの

データと同じような結果がここでも出ているのである。

表10外資系企業の現地人（日本人）社長について

産業
製造業 非製造業 全産業

回答

日本企業の参考にならない 45社（16％） 31（22） 76（18）

日本人が優秀なため 1O（4） 16（11） 26（6）

日本企業も現地人社長をふや
すべきである

158（57） 62（44） 220（53）

とくに何も思わない 45（16） 17（12） 62（15）

その他 50（18） 31（22） 81（19）

回答数合計 308 157 465

回答企業数合計 278 140 418

注1．複数回答のため，回答数が回答企業数を上まわる。

　2．表の会社数は，回答した企業数を示し，かっこ内は回答企業数にたいする比率を示す。

　現地人社長の評価

　日本企業は海外子会社の現地人社長をどのように評価しているか。今回のア

ンケート調査では現地人社長の長所と短所にわけて質問している。まず，現地

人社長の長所からみることにしよう。
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　まず第一に注目できることは，現地人社長の長所として業績がよくなること

をあげる企業がすくないことである。回答企業239社のうちわずか13社（5％）

しかない（表11を参照）。非製造業では1社もない。日本企業の場合，海外子会

社の社長に現地人を起用するのは，そのことによって海外子会社の業績がよく

なると考えているからではないのである。

　では，日本企業は海外子会社の社長に現地人を起用すると海外子会社の業績

が悪くなると考えているのだろうか。そうではない。現地人社長の短所として

業績が悪くなることをあげているのは，回答企業197社のうちわずかに5社（3

％）にすぎない（後掲の表12を参照）。

　さて，表11のデータによって現地人社長の長所をみると，一番多くの企業が

あげているのは，現地社会との関係がうまくいくことである。全回答企業の84

表11現地人社長の長所

産業

現地人社長 製造業 非製造業 全産業

の長所

業績がよくなる 13社（7％） 0（0） 13（5）

現地人従楽員のモラールが
あがる

106（60） 33（53） 139（58）

現地社会との関係がうまくいく 147（83） 53（86） 200（84）

現地政府との関係がうまくいく 59（33） 20（32） 79（33）

現地化推進のイメージづくり 82（46） 25（40） ！07（45）

その他 12（7） 3（5） 15（6）

回答数合計 419 134 553

回答企業数合計 177（1OO） 62（100） 239（100）

注表10の注を参照
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％の企業があげている。この回答内容と関連性の強いものに，現地政府との関

係がうまくいく，と現地化推進のイメージづくり，の2つがある。前者の回答

企業は全回答企業の33％であり，現地化推進のイメージづくりを現地人社長の

長所にあげているのは45％である。

　現地人社長の長所として現地人従業員のモラールの向上をあげる企業も多い。

全回答企業の58％の企業があげている。さきに，日本企業の海外子会社の特徴

として日本人による経営を指摘した。この特徴は現地人，とくに能力があって

昇進意欲の強い優秀な現地人のモラールを低下させやすい。かれらは昇進でき

るポストには限界があり，昇進の可能性がすくないと考える。また，重要な情

報に接したり，意思決定に参加できる機会もすくないと考えるからである。海

外子会社の社長に現地人を起用することによって，かれらのこのような不安を

とりのぞくことができるだろう。

　ここで，海外子会社の社長に現地人を起用することは，現地人従業員のモラ

ール向上を通じて海外子会社の業績の改善に寄与する可能一性があることを指摘

したい。社長の現地化は，まず，いますでにいる現地人従業員のモラールを向

上させる可能性がある。つぎに，社長の現地化は，現地の優秀な人材の採用面

でプラスに作用するのではないか。優秀な人材は能力があり，昇進意欲も強い。

かれらは，社長が現地人であるのをみて，また，現地人従業員の高いモラール

をみて，日本企業の海外子会社でも自分たちは昇進できると考え，仕事をした

い人が多くなるだろう。現在の現地人従業員のモラール向上と優秀な現地人の

採用は，海外子会社の業績をよくする方向に作用するはずである。

　さきに，海外子会社の現地人社長の長所として海外子会社の業績向上をあげ

る企業がわずかしかいないことをみた。しかし，現地人社長は，いま上でみた

ように，現地人従業員のモラール向上を通じて海外子会社の業績の向上に寄与

する可能性がある。現地人社長と海外子会社の業績の関係を考えるときには，

この間接的な効果を考慮に入れなければならないと思わ乱る。
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　さて，表11で現地人社長の長所が製造業と非製造業にわけて示されている。

若干の差はあるが，全般的には製造業の回答と非製造業の回答のあいだに差は

ないと考えてよいだろう。

　つづいて現地人社長の短所をみることにしよう。

　現地人社長の短所として一番多くの企業があげるのは，「日本の親会社の方針

や戦略にしたがわないことがある」という回答である。回答企業197社のうち94

社（48％）があげている（表12を参照）。

　つぎに多くの企業があげているのは，日本人出向社員との関係に問題が生じ

ることである。全体のうちの35％の企業がこの点を現地人社長の短所としてあ

げている。つぎに日本の親会社との関係がうまくいかないことを指摘している

のが28％ある。

表12現地人社長の短所

産業

現地人社長 製造業 非製造業 全産業

の短所

業績が悪くなる 4社（3％） 1（2） 5（3）

日本の親会社との関係が
うまくいかない

45（30） 11（23） 56（28）

日本人出向社員との
関係に問題

55（37） 14（30） 69（35）

日本の親会社の方針や戦略に
したカ｛わない

72（48） 22（47） 94（48）

現地人従業員のモラールが
下カ｛る

3（2） O（O） 3（2）

その他 25（17） 10（21） 35（18）

回答数含計 204 58 262

回答企業数合計 150（ユOO） 47（100） 197（100）

注表10の注を参照

29



経済経営研究第43号

　現地人社長の短所としては以上の3つが主要なものである。業績が悪くなる

ことをあげているのは，すでにみたが，ごくわずかしかない（3％）。現地人社

長の短所として現地人従業員のモラールの低下をあげる企業もほとんどない（2

％）。

　現地人社長の短所についても製造業と非製造業にわけてデータが示されてい

る。製造業の回答と非製造業の回答のあいだに大きな差はないと考えることが

できよう。

　つづいて海外子会社の現地人社長に限定せずに，現地人の役員や部門の長ま

でをふくめて，現地人幹部の要件や問題についてみることにしたい。まず，日

本企業が現地人幹部にのぞむ要件をみることにしよう。

　日本企業が現地人幹部にのぞんでいる要件としては，実務能力と人柄の2つ

が一番多くの回答をえている（表13を参照）。現地人幹部が名目的なものである

場合は別であるが，経営幹部として実質的に仕事をするときには，かれらの実

務能力が重要になる。この点で，現地人幹部にのぞむ要件として多くの日本企

業（回答企業の85％）が実務能力をあげていることは当然といえよう。

　注目すべきことは，現地人幹部の要件として，実務能力とほぼ同じ程度に多

くの企業（341社，81％）が人柄をあげていることである。人間として信頼でき

る，誠実である，約束を守る，裏切らない。日本企業の実務家の多くは，海外

子会社の現地人幹部にこのような人柄の要件を期待しているのである。これは，

いいかえれば，過去において人柄の点で期待を裏切られた経験をもっている人

が多いことを物語っている。

　人柄に関係するものとして愛社心を現地人幹部の要件にあげる企業も多い。

回答企業のうちの30％があげている。

　日本理解を要件にあげる企業も多い。回答企業の半分があげている。海外子

会社は通常の独立的な企業とはちがい，日本企業の子会社である。そのため海

外子会社で仕事をする経営幹部は，親会社の日本企業との関係のなかで仕事を
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しなければならない。そのため日本人，日本文化，日本社会，日本の経済，日

本的経営などにつし｛てある程度の知識をもっていなければならない。また，日

本について肯定的な関心や興味をもっていることものぞまれる。

　現地人幹部の要件として日本語能力をあげる企業はすくない。回答企業のう

ちの13％しかない。国際経営において言葉の問題は重要である。日本の親会社

と海外子会社の基本共通言語について質問したところ，日本語と英語であると

　　　　　　　　　｛ユ1〕
回答した企業が一番多い。全体の41％である。これにたいして日本語であると

回答した企業は23％，英語と回答した企業は35％である。この回答データから

わかるように，日本企業の国際経営においては，日本語ができるだけでは十分

でないことは当然であるし，また英語だけでも十分でない。英語と日本語の両

方ができることがのぞましい。ただ日本語は国際性にとぼしい言語であるから，

表13現地人幹部にのぞむ要件

産業

現地人幹部 製造業 非製造業 全産業
の要件

日本語能力 26社（9％） 27（19） 53（13）

日本理解 139（50） 70（49） 209（50）

実務能力 242（87） 114（80） 356（85）

人柄（信頼できるなど） 227（82） 114（80） 341（81）

愛社心 84（30） 43（30） 127（30）

その他 25（9） 14（10） 39（9）

回答数合計 743 382 1125

回答企業数合計 278 142 420

注表10の注を参照
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外国人に日本語能力を期待する企業はすくない。また外国人に日本語の習得を

のぞんでいるところもすくない。

　つづいて現地人幹部の問題点をみることにしよう。

　現地人幹部の問題点として一番多くの企業があげているのは，いつ辞めるか

不安であることである。回答企業のうちの60％の企業があげている（表14を参

照）。能力，人柄ともにすぐれた現地人をえて，何年間かにわたって仕事を教え

た。ところがその人がある日突然に辞めるといい出す。このときほどがっくり

したことはない。このような感想を筆者自身，何人かの人から聞いたことがあ

る。いわゆる終身雇用制を特徴とする日本企業で仕事をしている日本人にとっ

て，日本人の場合にはいつ辞めるかの不安をもたないですむことができる。こ

れにたいして外国人の場合には，いつ辞めるかの不安をっねにもっていなけれ

ばならない。

　つぎに多くの企業があげている現地人幹部の問題点は日本理解の不足である。

回答企業のうちの37％の企業があげている。さきにのべたように，海外子会社

は日本企業の子会社である。そのため幹部になると，日本の親会社の経営方針

や経営戦略を理解し，日本人といっしょになって，日本の親会社と連係プレー

をしながら日常の業務をしなければならない。日本理解が必要となるのである。

その日本理解が不足していることを現地人幹部の問題点としてあげる企業が多

いのである。

　個人プレーの多いことを現地人幹部の問題点としてあげる企業も多い。回答

（ll）アンケートの問14にたいする回答である。なお，問14は，「日本の親会社と海外子

　会社の基本共通言語についておたずねします。該当するものにO印をつけてくださ

　い」である。回答結果はつぎのとおりである。

　1　日本語　　　　　　96社（23％）

　2　英語　　　　　　144社（35％）

　3　日本語と英語　　　168社（41％）

　合計（その他ふくむ）　410社（100％）
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企業のうちの33％があげている。日本的経営の一つの特徴は集団主義である。

日本企業ではチームワークが重視される。日本人の目からみると，現地人幹部

にはチームワークが苦手で個人プレーに走る人が多いのであろう。

表14現地人幹部の問題点

産業

現地人幹部 製造業 非製造業 全産業
の問題点

愛社心が不足 38社（16％） 21（18） 59（16）

個人プレーが多い 82（34） 39（33） 121（33）

日本の親会社の方針や戦略に
したがわない

29（12） 14（12） 43（12）

日本理解が不足 90（37） 42（36） 132（37）

仕事が残っていても残業しない 17（7） 8（7） 25（7）

給与が高すぎる 25（10） 21（18） 46（13）

仕事の能力が不十分 62（25） 28（24） 90（25）

日本人出向社員との関係が
よくない

15（6） 6（5） 21（6）

日本の親会社との関係が
よくない

5（2） 4（3） 9（3）

モラールが低い 15（6） 9（8） 24（7）

いつ辞めるか不安 147（60） 70（60） 217（60）

人柄に問題 3（1） 4（3） 7（2）

その他 34（14） 15（13） 49（14）

回答数合計 562 281 843

回答企業数合計 245（！00） 117（100） 362（100）

注表10の注を参照
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　仕事の能力が不十分であることを現地人幹部の問題点としてあげる企業が回

答企業のうちの25％ある。

　以上の問題点をのぞくと，他の問題点をあげる企業は多くない。いずれの問

題点も回答企業のうちの20％未満の企業しかあげていない。現地人幹部にのぞ

む要件として多くの日本企業は人柄をあげていたが，その人柄に問題があるこ

とを現地人幹部の問題点としてあげている企業は全体のわずか2％しかない。

　以上，現地人幹部の問題点をみてきたが，表14のデータで注目されることは，

いっ辞めるか不安であることを問題点としてあげる日本企業が一番多いことで

ある。他の問題点をはるかに上まわって多くの企業がこの点を問題点として指

摘している。

　　　　　　　　　4．海外子会社の経営様式との関連性

　海外子会社では日本的経営（日本の親会社の経営様式）が実施されているの

だろうか。また，海外子会社の社長が現地人である場合，日本的経営よりも現

地的経営が多く実施されるのだろうか。このような点についてアンケート調査

の回答にもとづいてみていくことにしたい。

　アンケートの質問「海外子会社の経営様式としては日本的経営（貴社の経営

様式）がのぞましいですか，それとも現地の経営方様式がのぞましいですか」

にたいする回答結果が表15と表16に示されている。2つの表のデータ（一番下

の合計を参照）からわかるように，海外子会社の経営様式についての回答はア

ジアと北米のあいだで差がある。なお，北米と欧州の回答結果はよく似ている

ので，ここでは欧州のデータは省略して，北米のデータだけをあげている。

　アジアの子会社の経営様式についての日本企業の考え方を表15でみると，全

回答企業のうちの59％にあたる215社が日本的経営と現地的経営のミックスがの

ぞましいと回答している。つぎに日本的経営と現地的経営を比べると，105社対

43社と，日本的経営がのぞましいとする企業が2倍以上も多い。
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　つぎに表16によって，北米の子会社の経営様式をみることにしよう。日本的

経営と現地的経営のミックスがのぞましいとする回答企業が一番多く，全体の

57％に達している。さきのアジアの子会社とよく似た結果である。ところが，

日本的経営と現地的経営を比較すると，現地的経営がのぞましいとする企業が

！38社あり，日本的経営がのぞましいとする23社を大きく上まわっている。アジ

アの子会社と対照的な結果が出ている。なお，さきにのべたように，ヨーロッ

パの子会社についての回答は表16の北米の子会社の回答とほぼ同じである。

　以上の検討から，海外子会社の経営様式にかんしてつぎの2点を指摘するこ

表15海外子会社の社長と経営様式一アジアー

海外子会社の

海外子　経営様式 日本的経営 現地的経営 ミックス
合　計

会社の社長
1その他ふくむ）

日本人 40社（43％） 7（7） 46（49） 94（100）

現地人 3（9） 12（34） 20（57） 35（100）

社長としての適性 57（26） 24（11） 136（62） 218（100）

合計（その他ふくむ） 105（29） 43（12） 215（59） 366（100）

表16海外子会社の社長と経営様式一北米一

海外子会社の

海外子　経営様式 日本的経営 現地的経営 ミックス
合　計

会社の社長
1その他ふくむ）

日本人 10社（11％） 27（29） 56（60） 94（100）

現地人 O（O） 28（64） 16（36） 44（100）

社長としての適性 13（6） 75（33） 134（60） 224（100）

合計（その他ふくむ） 23（6） 138（36） 218（57） 384（100）
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とができる。

　第1。海外子会社の経営様式としては日本的経営と現地的経営のミックスが

のぞましいとする回答企業が一番多く，全体の約60％に達している。この点に

かんしては，アジア，北米，ヨーロッパのあいだで差がない。

　第2。海外子会社の経営様式として日本的経営と現地的経営のどちらがのぞ

ましいかをみると，アジアの子会社については日本的経営がのぞましいとする

企業のほうが多い。他方，北米とヨーロッパの子会社については現地的経営の

ほうがのぞましいとする企業が多い。

　なお，以上でみてきた海外子会社の経営様式にかんするアンケート調査の回

答は，製造業と非製造業のあいだで差はあまりない。

　つづいて，海外子会社の経営様式を海外子会社の社長と関連づけてみること

にしよう。

　表15（前掲）によると，アジアにある海外子会社の社長についての回答で一

番多いのは，社長として適任であるか否かが重要であって，日本人か現地人か

は重要でないという内容のものである。この回答をしている企業は218社ある。

この回答の企業の場合，海外子会社の経営様式として日本的経営と現地的経営

のミックスがのぞましいとする回答が一番多く，136社，62％に達している。日

本的経営と現地的経営を比較すると，日本的経営がのぞましいとする回答のほ

うが2倍以上多い（57社対24社）ことが注目される。

　アジアの子会社の社長としては日本人のほうがよいとする回答企業は94社で

ある。この94社についても，日本的経営と現地的経営のミックスがのぞましい

とする回答が一番多く，46社，49％ある。日本的経営と現地的経営を比べると，

40社対7社と，日本的経営がのぞましいとする回答が5倍以上も多い。

　アジアの子全社の社長としては現地人のほうがよいとする回答企業について

みると，やはり日本的経営と現地的経営のミックスがのぞましいとする回答企

業が一番多く，20社，57％ある。日本的経営と現地的経営を比較すると，3社
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対12社と，現地的経営がのぞましいとする回答企業のほうが4倍も多い。

　以上から，アジアの子会社については海外子会社の社長が日本人であっても

現地人であっても，日本的経営と現地的経営のミックスがのぞましいと考える

回答が一番多い。しかし興味深いことに，アジアの子会社の社長として日本人

がよいと回答している企業の場合，日本的経営がのぞましいとする回答が現地

的経営がのぞましいとする回答を大きく上まわっている。他方，現地人社長が

よいとする回答企業では，日本的経営がのぞましいとする回答より現地的経営

がのぞましいとする回答のほうが多い。このように海外子会社の社長と海外子

会社の経営様式にかんして，日本人社長のもとにおける日本的経営と，現地人

社長のもとにおける現地的経営という関係がみられるのである。

　つづいて北米の子会社の社長と経営様式の関係をみることにしよう。

　北米の子会社で一番多い回答は，社長としての適性が重要とミックスの組み

合わせの回答である（表16参照）。この点はアジアの子会社の場合と同様であ

る。北米の子会社で注目される点は，社長が日本人であっても現地人であって

も，子会社の経営様式としては日本的経営よりも現地的経営のほうがのぞまし

いとする回答企業が多いことである。子会社の社長が現地人の場合，日本的経

営がのぞましいとする回答企業は1社もない。現地的経営がのぞましいとする

回答企業は全体の64％に達している。子会社の社長が日本人の場合でも，日本

的経営がのぞましいとする回答企業は全体の11％にすぎない。現地的経営がの

ぞましいとする回答企業は29％あり，日本的経営がのぞましいとする回答企業

の3倍に達している。

　表16のデータは全体として，北米の子会社に日本的経営がのぞましいとする

回答がすくないことを示しているのである。

　なお，欧州の子会社についても北米の子会社と同様な傾向がみられる。

　日本的経営はいまや世界的に有名であり，アメリカやヨーロッパでも高く評

価する意見がすくなくない。ところが，今回のアンケート調査では，日本企業
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のアメリカやヨーロッパの海外子会社には日本的経営はのぞましくないと考え

る日本人の経営者や管理者が多いのである。

　　　　　　　　　　　　5．要約と今後の研究課題

　主要なファインディング

　これまでの分析で明らかになったファインディングとして，ここではつぎの

3点を指摘したい。

　第1に，海外子会社の社長の現地化を積極的にすすめる企業はかならずしも

多くない。海外子会社の社長は現地人よりも日本人のほうがよいと考える企業

が多い（前掲の表7を参照）。また，近い将来において海外子会社の現地人社長

を実現あるいは増大する計画をもつ企業よりもそのような計画をもたない企業

のほうが多い（前掲の表8を参照）。海外子会社の社長の現地化に消極的な企業

が多いのは，現地人社長にはさまざまな問題があり（前掲の表12を参照），ま

た，海外子会社の社長を現地人にしてもそのことによって海外子会社の業績が

よくなるとは考えられていない（前掲の表11を参照）ためであるかもしれない。

　第2に，海外子会社の現地人社長の点では，非製造企業よりも製造企業のほ

うがすすんでいる。現地人社長の有無（前掲の表1を参照），全海外子会社に占

める現地人社長の海外子会社の比率（前掲の表3を参照），日本人がよいか現地

人がよいかの比較（前掲の表7を参照），現地人社長の計画（前掲の表8を参照）

のいずれにおいても，非製造企業より製造企業のほうがすすんでおり，前向き

の姿勢である。

　第3は，海外子会社の社長と海外子会社の経営様式の関係についてのファイ

ンディングである。「社長として適任であるかどうかが重要であり，日本人か現

地人かは重要でない」と「日本的経営と現地的経営のミックスがのぞましい」

の組み合わせが一番多い（前掲の表15と表16を参照）。この点では欧米とアジア

は共通している。ところが，日本的経営にかんしては欧米とアジアで差がある。
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欧米の海外子会社では，社長が日本人でも日本的経営がのぞましいとする回答

はすくない（前掲の表16を参照）。他方，アジアの海外子会社では，日本人社長

一日本的経営，現地人社長一現地的経営の関係がみられる（前掲の表15を参

照）。

　今後の研究課題

　最後に，今後の研究課題にっいてのべることにしたい。

　第！に，アンケート調査の回答データの分析から明らかになったファインデ

ィングについて，その理由を明らかにしなければならない。なぜ，海外子会社

の社長の現地化に消極的な企業が多いのだろうか。なぜ，非製造企業は製造企

業より現地人社長の点で消極的なのだろうか。なぜ，アメリカやヨーロッパの

海外子会社では日本的経営はのぞましくないのだろうか。これらの一連の「な

ぜ」に答えることが1つの課題である。本稿の分析は海外子会社の現地人社長

についていくつかのことを明らかにしたが，同時に多くの「なぜ」の疑問を提

供したのである。

　第2に，海外子会社の社長が日本人の場合と現地人の場合で海外子会社の経

営や業績がどのようにちがうか，また，海外子会社と日本の親会社との関係に

どのようなちがいがみられるかを明らかにすることも必要である。日本人社長

の場合の研究は行われているので，現地人社長の場合の研究を中心にすすめる

のがのぞましい。

　以上の2つの研究課題にかんしては，インタビュー調査を中心にする事例研

究が1つの有効な研究方法と考えられる。少数の事例を対象にした詳細な実態

調査がのぞまれる。

　第3に，現地人を対象にアンケート調査やインタビュー調査を実施すること

も必要である。今回のアンケート調査は日本人を対象にしており，回答は日本

人の意見や考え方を明らかにしている。国際経営の研究のためには，日本人か
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ら情報をえるだけでは不十分である。現地人の意見や考え方の情報も収集して

分析しなければならない。
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米

新規事業開発の過程と成果

金　　　龍　烈

吉　原　英　樹

　　　　　　　　　　1．アンケート調査に基づく分析

　今日，日本の多くの大企業は，既存事業の成長鈍化から脱皮するために新し

い事業分野への進出，つまり新規事業開発に意欲的に取り組んでいる。また，

新規事業開発を通じて会社全体の脱成熟化やリストラクチャリングの企業革新

をめざしている。

　こうした時代的な要請にしたがって，今日の日本企業が展開している新規事

業開発に対する関心が高まっているにもかかわらず，今までのところそれに関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
する体系的な研究調査はそれほど多くない。とりわけ既存の関連研究の中では，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
新規事業の成功のキープァクターに関する調査報告はいくつか行われているが，

新規事業開発の全般的な過程及びその成果についての研究はほとんどないとい

っても過言ではない。

＊　本論文は，共著者のひとりの金龍烈の博士論文の作成のために実施されたアンケ

　ート調査の結果を吉原葉樹と共同で分析したものである。本論文のテーマに関して

　は次を参照。金龍烈r企業家精神と日本的経営一新規事業開発を中心にして一』（神

　戸大学大学院経営学研究科の博士論文）1993年3月。金龍烈「大企業の新規事業開

　発における日本的経営の役割」（本年報に収録）。

（1）日本企業の新規事業開発に関する代表的なサーベイとしては，「特別調査：なぜ難

　しい新規事業」『日経ビジネス』，日本経済新聞社，！987年11月23日号；『リストラ

　クチャリングと組織革新一経営実態調査報告書』関西生産性本部，1991年などが上

　げられる。
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　本研究は，今日の成熟化した日本の大企業が新規事業開発を進めるプロセス

を，（i）新規事業開発の推進者，（ii）新規事業開発のための組織，（iii）新規事

業開発のための戦略にわけて具体的に調べ，また新規事業開発の成果を分析す

ることを目的としている。このため，日本企業の新規事業開発をテーマとする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）
アンケート調査を実施し，その回答結果を詳しく分析したのがこの論文である。

　以下では，まず新規事業開発の成果を進出と撤退，成功と失敗をはじめとす

る様々な観点から分析し，続いて新規事業開発の具体的な過程を新規事業開発

の推進者・組織・戦略の順に述べた後，最後に本研究の結論と今後の研究課題

について述べることにする。なお，アンケート調査の概要と集計表が付録とし

て提示されている。

　　　　　　　　　　　　2．新規事業開発の成果

11噺規事業の進出と撤退

　まず1985年度以降，各社が手掛けた新規事業の数をみると，総2383件で1社

平均14．5件つまり1社ごとに約15の新規事業に進出している（データは巻末の

集計表のIVの1と2を参照）。各社はかなり意欲的に新規事業を手掛けているこ

とがわかる。

　また，進出した新規事業の中で撤退あるいは中止を余儀なくされた件数は総

500件で，1社平均して三つの新規事業から撤退したことになる。

　1985年度以降の総進出数と総撤退数の割合を新規事業開発の撤退率と見なす

12〕新規事業開発の成功のキープァクターに関する調査報告は，伊藤邦雄・大江建・

　本庄修二「新規事業参入・撤退の分岐点」『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス』，

　1991年3月号；山田英夫「大企業における新事業開発のポイント」『ビジネス・リサ

　ーチ』，1991年7月号などが参考になる。

（3〕アンケート調査については巻末の付録を参照。
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と，撤退率は21．8％である。回答企業の中には，進出50件に撤退40件の企業や

進出150件のうち撤退100件の企業などのケースもある。

（2噺親書業の成功と失敗

　新規事業の成果や業績を客観的な基準を使って判断するのは難しい。今回の

調査では，次の六つの項目をもうけそれぞれの質問項目がyeSかnoかを選択し

てもらい，それらの項目を合わせて全体のパターンと総合的な成功率を計算す

ることにした（表1）。

　これらの六つの項目で構成される組み合わせは無数に多いが，アンケート調

査ではいくつかのパターンが全体の半分くらいを占めている。即ち，perf1か

らperf4までが全部noでperf5だけがyes，そしてperf6はnoであるとい

うパターンが一番多い（55社）。新規事業の成果が単年度利益や累積損益の面で

マイナスを記録していると同時に，当初の計画水準からも大きく外れている。

しかし活性化やイメージ・アップなどでは成果が出ている。にもかかわらず全

体的な判断では成功とはいえない。

　このパターンに加えて，perf1からperf4までがnoであるがperf5とperf

6がyesと答えた企業や，perf1からperf6までが全部noと答えた企業もか

〈表1〉成果の判断基準

perf1：

perf2：

perf3：

perf4：

perf5：

perf6：

単年度べ一スで利益を計上しているかどうか

累積べ一スで黒字経営に転じているかどうか

売上げの水準が当初の計画を達成しているかどうか

利益の水準が当初の計画を達成しているかどうが

計画通りに進んでいなくても社内の活性化、技術習得、

イメージ転換など目に見えない効果があるかどうか

新規事業の成果を総合的に評価するならば

成功といえるかどうか

（yes＝！，no＝O）

（yes土1，no＝O）

（yes＝1，no＝O）

（yes＝1，no＝O）

（yes＝1，no＝0）

（yes二！，no＝O）

注　集計表のVlの3を参照
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なり多い。これらの三つのパターンを合わせると，全体の回答会社の半分を越

えている（表2）。

　ここで155社の中でバターン1の割合は35．5％で，パターン2とパターン3を

合わせれば61．3％になる（集計表のIVの3を参照）。

　perf6に答えた163社のうち，自社の新規事業が全体的に成功であると答えた

企業は82社，成功とはいえないと答えた企業は81社で，新規事業の成功と失敗

はほぼ半々ぐらいである。

　perf1がらperf6までの答えを算術平均した成功率は35．8％で，他の関連調

　　　　　　　　　　　　　　　　（4〕
査の結果ともかなり一致している。現代の日本企業における新規事業開発の成

〈表2〉成果のパターンの分布

パターン1　（perf1－O，perf2・0，perf3・O，perf4・O，perf5・1，perf6・O）：55社

パターン2　（perf1・O，perf2・O，perf3・O，perf4・0，perf5・1，perf6・1）：29社

ノ寸ターン3　（perfトO，perf2＝O，perf3＝O，perf4＝0，perf5＝O，perf6＝O）：11社

注　集計表のVIの3を参照

〈表3〉新規夢業の成功要因と障害要因（上位4要因）

順位 要　　因

新しい市場・技術に関する知識の不足（障害要因）

会社の確固たる方針（成功要因）

企業家精神に溢れる人材の不足（障害要因）

推進者たちのヤル気（成功要因）

回答企業数　比率（％）

110　　　　64．3

106　　　　62．0

104　　　　60．8

100　　　　58．5

注　集計表のV1の4と5を参照

（4）この前の関西生産性本部の調査では（前掲書），取り組んでいる新規事業の成果が

　成功か期待外れかを聞くことによって，日本企業の新規事業開発は平均37．0％の成

　功率であると報告している。
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功率は3割か4割であり，新規事業の成功は難しいといえよう。

／3噺規真業の成功要因と障害要因

　新規事業の成功に欠かせない要因及び新規事業開発の際に障害になる要因を

調べたところ，最も指摘が多かった要因と少なかった要因はそれぞれ次のとお

りである（表3，表4）。

　新規事業開発の際に障害になる要因としては，進出する分野に関する専門的

な知識の不足が一番重要であり，また企業家精神に溢れて旺盛な活動を見せる

人材が不足しているのも重大な障害要因になっている。なお，手掛けた新規事

業を成功に導くために重要な要因としては，会社の確固たる方針と推進者たち

のヤル気が最も多く指摘されている。

　回答数の少ない要因の中では，担当者に対する報償制度の不備が新規事業の

推進に障害になると答えたのが最も少ない。171社のうちたった12社がこの要因

が重要であると答えており，その割合も全指摘率の中で一番低い7．O％である。

　次に，新規事業の成功のためのファクターとして外部提携の戦略がそれほど

重要でないと答えている。最近，他社との提携による新規事業のケースが増え

てはいるものの，今まで内部開発による事業展開に依存してきた日本企業の属

性があまり変わっていないことがわかる。また，人材確保に関わる既存事業部

の反対及びタイトな社内の管理システムも新規事業開発の障害になっていない。

今日の日本企業の新規事業開発において，組織内部の障害要因は少なく，組織

〈表4〉新規事業の成功要因と障害要因（下位4要因）

順位 要　　因

担当者に対する報償制度の不備（障害要因）

外部との提携（成功要因）

人材確保に関わる既存事業部の反対（障害要因）

タイトな社内の管理システム（障害要因）

回答企業数　比率（％）

12　　　　　7．0

24　　　　　14．0

31　　　　18．1

34　　　　20．O

注　集計表のVIの4と5を参照
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的な仕組みはかなり整備されているといえる。

（4噺規事業開発の動機と進出分野

　各社が新規事業開発に臨む理由ないし動機に関しては，次の四つの選択肢が

ありうる。

　①いつの間にか既存の主力事業が成熟化しており，今後とも売上や収益を伸

　　ばすために，

　②今までの事業活動から生じた副産物やノウハウなど余剰の経営資源を有効

　　に活用するために，

　③既存の主力事業は順調に伸びてはいるものの，将来にかけてもっと大きな

　　成長機会を求めるために，

　④官僚化しがちの大企業の組織風土を活’性化し，従業員の企業家的な意欲を

　　呼び起こすために。

　この中で，①と③の答えが多いのに対して，②と④の答えは少ない（集計表

のIIIの2－1を参照）。とりわけ，④の選択肢に答えたのは172社による197の回答

数のうちたった12しかない。反面，①の選択肢に対する回答が一番多く，全体

の4割強が新規事業開発の動機として既存事業の成熟化を上げている（41．！

％）。多くの日本企業は本業が成熟していることを強く認識しているのである。

①と並んで③の選択肢も多く選択されている（35．O％）。まだ本業がそれほど成

熟していない場合においても，将来の新たな成長分野をめざして予め有望な新

規事業に進出しておくということである。

　なお，日本企業の新規事業開発において余剰資源の活用のためという目的が

少ない（17．8％）のは，企業活動の中から自然に未利用の資源が発生し，それ

を有効に生かすために新規事業開発による多角化を追求するという従来の説明

と相反する。その原因としては二つが考えられる。まず一つは，今回のアンケ

ート調査で対象にしている新規事業は，既存事業から離れた分野を意味してい

ること。もう一つは，最近の事業環境が厳しくなるにつれ，多くの企業で従来
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のやり方とは違う新規事業の展開が行われていることである。いずれにせよ，

今日の日本企業の新規事業開発において余剰資源の活用という動機が弱まって

いるのかもしれない。

　次に，新規事業の進出分野をシーズと二一ズ，関連と非関連，販売・サービ

スと技術・製造でわけてみると，二一ズ（47社）よりシーズ（58社），非関連（20

社）より関連（95社），販売・サービス（32社）より技術・製造（86社）の分野

が多くなっている（集計表のIIIの2－2を参照）。

　ここで，シーズか二一ズかの選択についてははっきりした方向性はないが，

他の二つの選択基準においては多数の企業で関連分野，技術・製造分野が選ば

れている。まず関連分野の新規事業が多いのは，既存の事業運営から得られた

経験やノウハウに基づいて本業の周辺分野に新規事業を展開することで，まっ

たく知識のない非関連分野への新規事業でリスクを負うのをできるだけ避けよ

うとするためだと思われる。また販売・サービスより技術・製造の分野が多く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕
選ばれるのは，アンケートの回答企業に製造企業が多いためと考えられる。

　シーズ・二一ズの分野では，製造業に比べて非製造業の場合がシーズより二

一ズの分野を選好している。非製造業の二一ズ選好は，自社の内部にシーズが

少ないからという理由が考えられる。関連・非関連の分野では，非関連を選択

している企業が撤退率が高く，関連分野の新規事業に展開した方が撤退が少な
　〔o〕

い。販売・サービスと技術・製造分野においては，販売・サービスの場合が成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
功率が高く，技術・製造分野の新規事業の成功率が低くなっている　（表5）。

15〕回答企業の業種別分布は，a1建設10社，b．食料品11社，c．繊維，パルプ・紙9社，

　d．化学25社，e．石油・石炭、ゴム製品，ガラス・土石製品14社，f．鉄鋼7社，g．非

　鉄金属，金属製品12社，h．機械20社，i．電気機器7社，j．造船他2社，k．自動事開運

　13社，1．精密機器，その他製造9社，m．陸運・海運・空運，倉庫・運輸関連，通信

　8社，n．電力・ガス4社，o．商業，不動産，その他サービス20社，合計171社になっ

　ている（回答企業のうち3社は社名不明のために業種も不明）。ここで，a，m，n，oの

　42社を非製造業，それ以外の129社を製造業として分類した。
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　　　　　　　　　　　　3．新規高業開発の推進者

（1脆進者の役割

　各社の新規事業開発において中心的な推進者が存在しているかどうかについ

〈表5〉新規事業の進出分野

製造業 非製造業 計

シーズ 49社（39．2％） 7（17．1） 56

二一ズ 33　（26．4） 13（31．7） 46

不明確 43　（34．4） 2ユ（51．2） 64

計 125 41 166

低撤退率 高撤退率 計

開運 61　（56．O） 34（58．6） 95

非関連 10　（9，2） 10（17．2） 20

不明確 38　（34．9） 14（24．1） 52

計 109 58 167

高成功率 低成功率 計

販売・サービス 11　（23．4） 21（18．1） 32

技術・製造 18　（38．3） 68（58．6） 86

不明確 18　（38．3） 27（23．3） 45

計 47 116 163

注1．それぞれ1O％，5％，10％水準で有意。

　2、集計表のmの2－2を参照。

　3．撤退率1高，低）と成功率（高，低）については本文の注6と7を参照。

（6）撤退率による分類は，全体の撤退率平均2ユ．8％より低い撤退率を記録している企

　業を低撤退率企業，それより高い撤退率を記録している企業を高撤退率企業にした

　（低撤退率企業110社，高撤退率企業62社）。

（7）成功率による分類は，全体の成功率平均35．8％より高い成功率を記録している企

　業を高成功率企業，それより低い成功率を記録している企業を低成功率企業にした

　（高成功率企業50社，低成功率企業122社）。
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ては，1から5までの五つのスケールで計ってみると平均値が4．1になる（アン

ケートの質問とデータについては集計表のIの1－1を参照）。各社の新規事業開

発プロセスに積極的に取り組む推進者が大きな役割を果たしていることがわか

る。また，原則的にその推進者が発案する事業案件を中心に新規事業が進めら

れる度合いも，3．6の平均値になっている（集計表のIの1－2を参照）。新規事業

開発のプロセスでは，一人の個人あるいは何人かのグループの推進者の存在が

かなり高く評価されており，新規事業開発の中心的な役割を演じている。

　ところが，推進者が自ら手を上げて新規事業に参加する場合は少なく（4．0

％），大半が会社から命じられて新規事業に取り組むことになっている（64．4％）

（集計表のIの1－3）。日本企業の新規事業開発において推進者の役割が重要で

はありながら，推進者が自発的な戦略行動を取る可能性はあまり高くなく，誘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
導的な戦略行動になりがちであることがわかる。

　にもかかわらず，いったん新規事業開発の任務に命じられ，推進者が新規事

業に取り組んでからは，その職務に限定的にかかわるのではなく（4．O％），特

別の理由がない限り新規事業にロングスパンでかかわる（44．5％）ということ

が明らかになった（集計表のIの2－4を参照）。特に，製造業の場合は一時的な

かかわりが少なくロングタームのかかわりが多いのに対して，非製造業の場合

はロングスパンでのかかわりが製造業に比べて低くなっている（表6）。

（2〕推進者のコミットメント

　推進者がどれほど新規事業にコミットしているかを新規事業に関する出世，

業務意欲と愛着，仕事のやりがいと意味感という三つにわけて計ってみた。

（8〕自発的な戦略行動と誘導的な戦略行動はRlA，Burge1manの次の論文にもとづく。

　“Corporate　Entrepreneurship　and　Strategic　Management：Insights　from　a　Proc－

　ess　Study，”Mmα雛mεm’∫cタmce，Dec．1983および“A　Model　of　the　Interaction　of

　Strategic　Behavior，Corporate　Context　and　the　Concept　of　Strategy，”λω∂emツ

　げMαm昭θme〃地板舳，Aug．1983．
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〈表6〉新規■業の職務処置

製造業 非製造業 計

元の職務にもどる 2社（1．6％） 5（11．9） 7

どちらともいえない 58　（45．3） 29（69．O） 87

長期的にかかわる 68　（53．1） 8（19．O） 76

計 128 42 170

注1．1％水準で有意

　2．集計表のIの2－4を参照

　まず，新規事業は出世への近道であり本業に勤めるより有利であるとの回答

は5段階の尺度で平均値2．7，新規事業に携わり業務意欲が高まり仕事への愛着

が増えたとの回答は平均値3．9，以前に比べて仕事にやりがいがあり意味感が感

じられるとの回答は平均値3．9になっている（集計表のIの2－1から2－3を参

照）。新規事業の推進者にとって新規事業そのものに関する出世のファクターは

平均より低いのに対して，新規事業の仕事に絡む業務の性格からかなり高いコ

ミットメントが注がれていることがわかる。

　ここで，新規事業への業務意欲や愛着については規模別に有意な差がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕
回答企業の規模を大規模と中規模にわけてみると，大規模企業では業務意欲や

愛着は平均値4．Oになっているが，中規模企業では3．7の平均値になっている。

規模の大きい企業の方が新規事業の推進者により高い業務意欲を呼び起こして

いるのである。

　一方，新規事業の推進者がコミットメントを発揮する基本的な前提として，

大企業の中で新規事業に取り組むことに対していかに評価しているかを調べて

（9〕回答企業の規模別分布は，各社の資本金が100億円以下を中規模企業，それ以上を

　大規模企業として分類した（大規模企業119社，中規模企業52社）。
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みる必要がある。

　大企業からスピンオフして新規事業を起こすより現在勤めている会社の中で

事業化すべきであるかの質問の回答の平均値は3．5で，また大企業のイメージや

ノウハウ・経営資源などの面で企業内での事業化に大きなメリットがあるかの

質問の回答の平均値は3．7である（集計表のIの6－1，6－2を参照）。このような

結果から示唆されるのは，今日の日本企業の新規事業開発において推進者のコ

ミットメントを規定する条件には内面的な仕事への執着とともに，外面的に大

企業の中で新規事業開発に取り組むのが決して不利ではないということが重要

な役割を果たしている。

（3）推進者にとってのインセンティブ

　新規事業の推進者が高いコミットメントを発揮することからもらえるインセ

ンティブには何があるのか。アンケート調査では，新規事業に携わることから

得られる経済的なインセンティブはかならずしも重要でないが，推進者のコミ

ットメントを引き起こす様々な非経済的なインセンティブがあることが明らか

になった。

　職位上昇，給料・ボーナスの引上，ストックオプションの提供など経済的な

インセンティブがあるかの質問にたいする回答は5段階の尺度で2．9の平均値が

記録された。他方，経営の経験，知識とノウハウの蓄積，将来のキャリアパス

に役に立つという非経済的なインセンティブがあるとの回答は平均値3．8になっ

ている（集計表のIの5－1と5－2を参照）。特に，非経済的なインセンティブの存

在は規模と成功率によって有意な差がある。中規模企業より大規模企業の方が，

また成功率の低い企業より成功率の高い企業の方が，新規事業にともなう非経

済的なインセンティブが多いと答えているのである。

　このような非経済的なインセンティブの存在を裏付けるために，いろいろな

補足質問が行われた。

　まず，新規事業の遂行と関連して取扱う資源の権限範囲や仕事の満足水準を
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調べてみると，自分の意思で使える資金や人員の決定範囲が増えたとの項目は

5段階の尺度で3．2の平均値になり，以前に比べて仕事の多様性や統合性が増え

たとの項目では4．5の平均値になっている（集計表のIの3－！と3－2を参照）。新

規事業に携わり実際の権限が増えたことよりも，取り組む仕事の性格の変化が

インセンティブの源泉になっていることを意味しているといえよう。

　次に，新規事業開発の意思決定プロセスで与えられる自律性やコントロール

の程度については，新規事業の推進に関してほとんど自律的に任せてくれると

の回答が5段階の尺度で平均3．5，新規事業の仕事に関する報告など日常的なコ

ントロールの手続きが減ったという回答は3．0の平均値になっている（集計表の

Iの4－1と4－2を参照）。この結果は新規事業の推進に際し与えられる自律性は大

きくなるのに対して，実際に新規事業の報告の手続きはあまり少なくならない

ことを意味している。

　　　　　　　　　　　4．新規事業開発のための組織

（1噺規事業開発の独立組織

　まず，新事業開発のための特別の組織の有無と位置づけについて調べたとこ

ろ，約半分くらいの企業で（47．1％）独立した組織があり，組織の位置づけも

高いという回答が得られた（集計表のIIの1を参照）。事業開発組織の独立性と

新規事業の成功率とには有意な関係が見られる。事業開発組織の独立性が高け

れば高いほど，新規事業の成功率は高いのである（表7）。

　また，事業開発組織の構成（責任者と所属人数）に関する質問には，ほとん

どの企業で部室長クラスあるいは取締役クラスが責任者になっており，所属人

数も事業開発の性格によって大きなばらつきはあるものの，だいたい二桁の数

字が上げられている。

　事業開発組織が果たすマネジメント上の役割について調べてみると，反対・

非難からの保護・支援や経営資源の動員をめぐる社内の説得・交渉といった二
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〈表7〉事業開発組織の独立性と新規高業の成功率

高成功率 低成功率 計

別に区別されていない 15社（30．0％） 31（25．O） 46

独立しているが位置づけが低い 8　（16．0） 38（30．6） 46

独立しており位置づけも高い 27　（54．0） 55（44．3） 82

計 50 124 174

注1．10％水準で有意

　2．集計表のIIの1を参照

つの役割が多い。5段階の尺度で両方の平均値はそれぞれ3，8と411になり，中

位値の3を上回っている（集計表のIIの2－1と2－2を参照）。日本企業の新規事業

開発においては事業開発組織のマネジメントサポートやスポンサーシップとい

った役割がかなり強いことがわかる。この中で新規事業の保護・支援という役

割に関しては，撤退率によって統計的に有意な差が見られる。撤退率が低い企

業のほうが高撤退率の企業より新規事業の保護・支援の回答の平均値が高い。

　事業開発組織と既存組織との関係については，新規事業の推進の際に既存事

業部門から反対・抵抗あるいは協力・交流があったかを調べた。新規事業への

反対・抵抗に関しては，新規事業の推進に「若干の反対と抵抗があったが決定

的な障害までにはならなかった」という答えが大部分であった（67．8％）（集計

表のIIの6－1と6－2を参照）。そして，新規事業プロジェクトは「単独で行われた」

（30．6％）より，「社内の関連部門から協力・交流を得た」（37．6）の方が少し

多くなっている。

ω新規事業開発と組織文化

　新規事業開発をめぐる組織文化に関連して，まず各社が既存事業から離れた

新しい分野への進出のようなイノベーション活動にいかに積極的であるかを調

べてみた。変化の受容態度と実行意欲として，絶えざる変化や試みの必要1性を
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認識しているかどうかについては5段階の尺度で平均3．Oに止まり，中間くらい

に過ぎなかった（集計表のIIの3－1と3－2を参照）。それに対して，新規事業と既

存事業は本質が違うのでまったく異なるやり方で取り扱うべきであることをど

れくらい認識しているかに関しては5段階の尺度で4．O平均値になり，かなり前

向きな姿勢で新規事業に取り組んでいることが明らかになった。

　次に，既存事業に比べてなかなか期待どおりの成果が上がらない新規事業に

対して，各社はいかなる評価基準を持っているかについて評価の厳しさと業績

への期待という二つの項目を調べた。

　評価の厳しさという観点からは，新規事業の進み具合に対する評価基準の存

在と通常的なチェックの方法を聞いてみたところ，「はっきりした評価基準があ

りきっちりしたチェックをする」（11，5％）より，「はっきりした評価基準はな

く細かいところまで厳しくチェックしない」（36．2％）の方が多くなっている（集

計表のIIの4－1を参照）。なお，半数以上の企業（52．3％）が新規事業の評価に

関する自社の方針を明確にしていない。

　新規事業から期待する業績への考え方という観点から新規事業開発をめぐる

組織文化を調べてみると，「思わぬ出来事で計画とずれがありがちである」とい

う考え方（37．4％）より「新規事業といっても計画通り業績を上げるべきであ

る」という答え（40．2％）がやや多くなっている（集計表のIIの4－2を参照）。

このような結果には，新規事業というのはなかなか期待どおりの成果が上がら

ないという制約の下でも，いったんスタートした以上は計画や予算の管理から

見逃されることはないという大企業の姿勢が反映されている。新規事業の業績

への期待は成功率によって統計的に有意な差が見られる。期待どおりの業績を

主張する企業の成功率が高く，緩やかな考え方や明確にしていない企業の成功

率は低くなっている（表8）。新規事業といえども計岡や予算どおり業績をあげ

るべきと考えている企業の成功率が高いのは示唆に富んでいる。
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＜表8〉業請への期待と新規事業の成功率

高成功率 低成功率 計

計画どおり上げるべき 27社（54．0％） 43（34，7） 70

どちらともいえない 6　（12．O） 33（26．6） 39

計画とずれがありがち 17　（34．0） 48（38，7） 65

計 50 124 174

注1，5％水準で有意

　2．集計表のIIの4－2を参照

（3）失敗の対応

　新規事業というのはいかに徹底して準備をし，会社全体で十分な配慮をして

も，失敗がつきまとうのが普通である。今日の日本企業の新規事業開発におい

て，こうした新規事業の失敗に対する対応はどのようになっているか。アンケ

ート調査では，各社における新規事業の対応を失敗への姿勢と失敗後の処遇の

二つの側面から調べることにした。

　まず失敗への姿勢から見ると，「どんな場合でも失敗は絶対に許されない」と

答えた企業はわずかに過ぎない（4．O％）のに対して，「積極的な試みの結果と

して失敗になるのは認められる」と答えた企業が全体の半分を超えている（5810

％）（集計表のIIの5－1を参照）。各社は新規事業開発の失敗に対してかなり前向

きの姿勢をとっていることがわかる。

　新規事業の失敗に対する姿勢については，成功率によって統計的に有意な差が

見られる。できるだけ失敗を認める企業の方が成功率が高くなっている（表9）。

　次に失敗後の処遇についてみると，「やはり何かの形で傷が残る」と答えた企

業（8．6％）より「ほとんど影響がない」と答えた企業（25．3％）のほうが多い

（集計表のIIの5－2を参照）。失敗の場合の処遇の問題は，成功率によって統計

的に有意な差が見られる。失敗の処遇方針をどちらか一つ明確に示している企
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業の中で，ほとんど影響がないと答えた企業の方が成功率が高く，多くの失敗

を経験した企業においてどうしても傷が残るという答えの比率が高くなってい

る（表10）。

〈表9〉失敗への姿勢と新規事業の成功率

高成功率 低成功率 計

許されない 2社（4．O％） 5（4．O） 7

どちらともいえない 13　（26．0） 53（42．7） 66

認められる 35　（70．O） 66（53．2） 101

計 50 124 174

注ユ．10％水準で有意

　2．集計表のIIの5－1を参照

〈表10〉失敗後の処置と新規事業の成功率

高成功率 低成功率 計

傷が残る 2社（4．O％） 13（10．5） 15

どちらともいえない 29　（58．O） 86（69．4） 115

影響がない 19　（38，O） 25（20．2） 44

計 50 124 174

注ユ．5％水準で有意

　2．集計表のIIの5－2を参照

　　　　　　　　　　　5．新規事業開発のための戦略

（1噺規事業開発への戦略志向

　会社全体のレベルで新規事業開発に関する戦略志向がいかに展開さ札でいる

かを，戦略概念の性格とトップ・マネジメントの役割及び資源動員の積極性と

いう三つの観点から調べることにした。
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　まず戦略概念の性格からみると，新規事業開発に関しではっきりした戦略目

標があり，実際の活動に具体的な指針として反映されているかにっいては5段

階の尺度で3，5，また新規事業開発の戦略的重要性について組織全体にその意義

が共有されているかに対しては313という中間よりやや高い平均値になっている

（集計表のmの1－1と1－2を参照）。新規事業開発の場合，他の戦略代案に比べて

その戦略概念を明確にする傾向があるといえる。戦略概念の認識と共有の度合

いがその存在や明確性の度合いに比べて低いのは，会社が掲げる戦略と実際に

組織成員によって認識される戦略の間に若千のずれがあることを意味する。

　次に，トップ・マネジメントの役割に関して新規事業への長期的な視野と自

らの戦略的介入の二つにわけて聞いてみたところ，忍耐をもって長期的に新規

事業を見守ってくれる度合いについては5段階の尺度で3．4，トップ白ら調整・

応援など新規事業のために介入する度合いについては3．6の平均値が出ている（集

計表のIIIの4－1と4－2を参照）。新規事業開発に関してある程度トップの役割が果

たされていることがわかる。

　最後に，新規事業開発のための資源動員がいかに積極的に行われているかを

内部資源の活用と外部資源の活用に分けて調べた。企業内部及び系列会社から

強力な援助をもらったかについては5段階の尺度で3．5の平均値が，また最近よ

く見られる戦略的提携や買収合併など企業外部の資源を積極的に利用したかに

ついては3．5の平均値が出ている（集計表のII1の6－1と6－2を参照）。最近の日本

企業の新規事業開発において，本社はもちろん周辺の関連企業も新規事業開発

のために積極的に動員されており，内部開発だけでなく外部との連携戦略もか

なり取り入れられていることがわかる。

　内部資源の活用に関しては規模によって統計的に有意な差がおり，大規模企

業の方が中規模企業より内部資源の活用に積極的である。外部資源の活用に関

しては撤退率によって差が見られ，低撤退率の企業に比べて高撤退率の企業が

より積極的に外部資源を利用している。
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（2噺規事業の比重

　アンケート調査では，新規事業が本業に比べてどれくらいの比重を持ってい

るかを新規事業の規模，投入する人材の水準，新規事業の狙いの三つの項目で

調べることにした（集計表のIIIの3を参照）。

　まず，各社で手掛ける新規事業の規模が資本金，従業貴数，売上高の面で本

業に比べてどれくらいがを聞いてみると，ほとんどの企業（7工．1％）が「ほん

の僅かに過ぎない」と答えている。新規事業の規模は撤退率によって統計的に

有意な差が見られる。小さい規模で新規事業をやっている企業は撤退率が高い

のに対して大掛かりの新規事業をやっている企業は撤退率が低くなっている（表

11）。

　次に，各社における新規事業の比重を投入する人材の水準で調べた結果，新

規事業に「できるだけ工一スの人材を投入する」という会社は1617％に過ぎな

く，他の事業と「別に変わらない」（36．8％）とか人材の水準に関して「はっき

りいえない」（46．6％）といった会社がほとんどであった。新規事業に必ずしも

最高の人材を回しているとは限らないといえよう。

　新規事業の人材水準は撤退率によって統計的に有意な差が見られる。工一ス

を投入するという答えが少ない会社において撤退率が高くなっている。（表

12）。

〈表11〉新規事業の規模と新規高業の撤退率

低撤退率 高撤退率 計

はんのわずが 74社（66．7％） 49（79．O） 123

どちらともいえない 27　（24．3） 12（19．4） 39

がなり大きい 10　（9．O） 1（1．6） 11

計 111 62 173

注1．10％水準で有意

　2．集計表のuIの3を参照
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〈表12〉人材の水準と新規善業の撤退率

低撤退率 高撤退率 計

別に変わらない 41社（36．6％） 23（37．1） 64

どちらともいえない 45　（40．2） 36（58．1） 81

工一スを投入 26　（2312） 3（4．8） 29

計 112 62 174

注1．5％水準で有意

　2、集計表のmの3－2を参照

　最後に，新規事業の狙いという観点から新規事業の比重を計ってみたところ，

新規事業は「あくまでも本業の停滞を補う立場にある」というのが（34．7％）

「将来は本業に代わって会社全体を引っ張っていく」というより（19．7％）多

くなっている。日本企業の中で積極的に進められている新規事業開発は，成熟

化の懸念のある本業を助けることに重点があり，本業にかわる新しい柱（次の

本業）を育てていくという狙いはそれほど高くないことがわかる。

（3噺規事業開発の方針

　新規事業開発が会社全体のレベルでいかなる方針に基づいて行われているか

を，各社の新規事業開発の進め方と開発完了後の処置という二つの項目に分け

て調べてみた（集計表のIiIの5を参照）。

　まず，新規事業開発の進め方を「小さいことからやってみて結果がよければ

段々大きくする」というアプローチと「最初から大きなスケールで勝負をかけ

る」というアプローチの二つに分けると，前者の方が多い（58．6％）。最初から

大掛かりのスケールで手掛けるのはたった4．5％に過ぎなかった。

　今日の日本企業の新規事業開発はかなり実験主義的な進め方に基づいており，

最初から大掛かりの新規事業を手掛けることは少ないことがわかる。

　また，開発完了後の処置という観点から新規事業開発の方針を調べてみると，
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事業化を完了した新規事業のプロジェクトが「既存事業部の中に統合される」

のは少なく（10．8％），「新しい事業部になる」（47，3％）が「別会社として設立

される」（41．9％）のが多い。この調査でいう新規事業が既存事業から離れた新

しい分野への進出を中心にしているため，既存の事業部とは違う別の組織とし

て処置される可能性が多くなっている。

　新規事業の開発後の処置に関しては規模，業種，撤退率によって統計的に有

意な差がある。まず，中規模企業では既存事業都への統合や新事業都の設置の

比率が高く，大規模企業では別会社の設立の比率が高い。また，製造業の場合

は既存事業部への統合と新事業部の設置の比率が高く，非製造業の場合には別

会社の設立の比率が高い。さらに，既存事業部への統合及び新事業部の設置の

場合に撤退率が高く，別会社の設立の場合に撤退率が低い（表13）。

　　　　　　　　　　　　6．結論と今後の研究課題

　アンケート調査を通じて，日本の大企業の中で行われている新規事業開発の

成果とプロセスについて，次のようなファインディングが得られた。

　・今日，多くの日本企業では既存事業の成熟化に直面し，新しい分野への新

規事業開発が積極的に行われている。調査対象企業は，1985年度以降，1社当

り15の新規事業に進出している。

　・ところが，新規事業の成果はあまり高くない。進出した15の新規事業のう

ち平均三つの新規事業から撤退している。売上・利益など六つの基準で計算し

た成功率も35．8％にとどまっている。

　・新規事業開発の成功要因としては会社の確固たる方針と推進者たちのヤル

気が多く指摘されており，新規事業開発の際に障害になる要因として担当者に

対する報償制度の不備を指摘したのはほとんどない。

　・新規事業開発の動機としては既存事業の成熟化と将来の成長機会が上げら
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〈表13〉開発完了後の処置

大規模 中規模 計

既存事業部に統合 8社（7．O％） 10（20．0） 18

新しい事業都 49　（43，O） 29（58．0） 78

別会社設立 57　（50．O） 11（22．O） 68

計 114 50 164

製造業 非製造業 計

既存事業部に統合 16　（13．1） 2（4．8） 18

新しい事業部 67　（54．9） 11（26．2） 78

別会社設立 39　（31．9） 29（69，1） 68

計 ！22 42 164

低撤退率 高撤退率 計

既存事業部に統合 10　（9．4） 8（13．1） 18

新しい事業都 45　（42，5） 34（55．7） 79

別会社設立 51　（48．1） 19（31．2） 70

計 106 61 167

注1．ユ％、1％、5％水準で有意

　2．集計表のmの5を参照

れる。新規事業の進出分野は二一ズよりシーズ，非関連より関連，販売・サー

ビスより技術・製造の分野が多い。

　・新規事業開発のプロセスにおいて，個人あるいはグループの推進者が大き

な役割を果たしており，高いコミットメントを発揮する。推進者に対して金銭・

職位など経済的なインセンティブはほとんどない反面，仕事そのものあるいは

職務環境から与えられる非経済的なインセンティブが多く存在する。

　・新規事業開発のための組織の面では，独立組織を中心にマネジメントサポ

ートの役割が太いに果たされており，組織文化もかなり前向きでゆるやかな管

理システムになっている。しかし新規事業から期待する業績については厳しく
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追及するかわりに，結果としての失敗に関しては寛大な姿勢を見せている。

　・新規事業開発のための戦略の面では，比較的明確な戦略概念があり，トッ

プ・マネジメントも所定の役割を果たしているが，取り組む新規事業の比重は

小さく，新規事業開発の方針にも実験主義の特徴が見られる。会社全体として

戦略的に十分コミットしているとはいいがたい。

　各社の新規事業開発にはなぜ失敗が多いのか，個人レベルのコミットメント

は高いのに対して会社全体として戦略的に十分コミットしていないのはなぜか，

など問うべき疑問が多くある。またこの論文では，新規事業開発の三つのプロ

セス及び成果のそれぞれの間にありうる関係については分析していない。各質

間項目と規模・業種・成功率・撤退率との間における有意性の検定において，

その差の理由に対しても掘り下げた分析をしていない。本研究の分析結果に基

づいて，より全体的かつダイナミックな関係図を描き，核心となる個別テーマ

に絞った詳しい分析が必要であろう。そして，できるならばここで把握された

新規事業開発の特徴が本当に日本企業の特徴かどうかを調べるために，アメリ

カ企業の新規事業開発との比較研究をするのがよいと思われる。以上の様々な

問題は今後の研究課題として残されているといえよう。

　　　　　　　　　　　　　　　付　　録

　　　　　　　　　　　A．アンケート調査について

　アンケート調査の対象企業は東証・大証の上場企業を中心にしたが，例外的

に他の参考資料で既に新規事業開発のケースとして取り上げられた未上場企業

も一部含むことにした。対象企業の業種は，製造業および金融業を除いた非製

造業のすべてにした。

　調査対象企業の具体的な選定基準は，①各社の事業分野が複数であり多様で

あること，②組織構造の中に新規事業開発と関連した部署が存在することの二
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つが適用された。このようにして，最終的に日本の大企業の中で既存事業が成

熟し，新規事業開発に取り組んでいる353社が選ばれた。

　今回のアンケート調査では各社の多様な新規事業を全体的にとらえることに

し，アンケートの宛先も様々な新規事業の担当者ではなく，全体の新規事業を

総括する部門にした。この際，会社の組織図に新規事業開発部門が明記されて

いる場合はその部門に，また明記されていない場合は企画室とか関連事業部な

ど最も密接に関わる部門を選んだ。アンケート及び返送に必要な書類を揃え，

該当部門の責任者に発送した。

　送られた353社のうち，179社から返信が寄せられた。179社の中で5社は，自

社があまり新規事業開発に取り組んでいないとか，このアンケート調査の性格

と合わないという理由ですべての項目に答えていない。この5社を除き，合計

174社（全体の49．3％）が分析の対象となった。

　また，174社のうち3社は会社名の欄を空白にしており，そのため回答企業の

規模や業種などの分類はできないが，アンケートの回答は有効に活用された。

回答の中には一部未記入のところもあるが，ほとんどの会社がすべての項目に

答えてくれた。

　アンケートヘの回答及びその他の分類属性は，まずLOTUSプログラムによ

って入力し，入力済みのデータをテキストファイルに変換し，統計パッケージ

のSASで処理・分析した。

B．アンケート調査の集計表

新規事業開発における企業家精神の役割に関する質問調査票

1．推進者のコミットメント

1．積極的な推進者の存在

1－1貴社の新規事業開発にはその新規事業に積極的に取り組む中心的な推進者
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　　がいますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　6　（3．4）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11　（6．3）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　21（12．1）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　46（26．4）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　90（51．7）

1－2新規事業を提案した人がその事業の推進者になるのが原則ですか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　8　（4．6）

　　　②若千ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g　（5．2）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　48（27．6）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　76（43．7）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　33（19．O）

1－3主要メンバーの事業開発チームヘの参加状態は主として，

　　　①会社の命令　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　112（64，4）

　　　②上司の推薦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48（27．6）

　　　③自分の意思　　　　　　　　　　　　　　　　　7　（4．O）

　　　④その他（中途採用，ピックアップなど）　　　　　　　7　（4．O）

2．新規事業へのコミットメントの度合い

2－1新規事業の推進者にとって，新規事業が本業より出世に有利であると思わ

　　れますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　16　（g．2）

　　　②若千ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22（12．6）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　122（70．1）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　14　（8，O）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　　O　（O）

2－2新規事業の推進者にとって，新規事業に携わり業務意欲が高まり仕事に対

64



新規事業開発の過程と成果（金・吉原〕

　　する愛着が強まったと思われますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　2　（1．2）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　（1．7）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　51（29．5）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　69（39．9）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　48（27．7）

2－3新規事業の推進者にとって，以前に比べて仕事にやりがいがあり，もっと

　　自分の能力を発揮できると思われますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　（O．6）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　（2．g）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　44（25．4）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　78（45．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　45（26．O）

2－4新規事業に携わる人々の職務処遇は主として，

　　　①新規事業がある程度，軌道に乗ると元の職務に戻る　　　7　（4．O）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　89（51，4）

　　　③特別の理由がない限り長い間，新規事業に携わる　　　　77（44．5）

3．取扱資源に関する権限範囲

3－1新規事業の推進者にとって自分の判断で使える資金・人員の権限範囲が増

　　えますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　21（12．1）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1g（11．O）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　46（26．6）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　76（43，9）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　11（6．4）

3－2新規事業の推進者にとって以前よ1）仕事の多様性・総合性が増えるのが普
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　　通ですか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　O　（O）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O　（O）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　17（9．8）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　48（27．7）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　108（62．4）

4．意思決定プロセス

4－1新規事業の仕事に関しては新規事業の推進者にほとんど自律的に任せてく

　　れますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　7　（4．O）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28（16，2）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　1g（11．O）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　93（53．8）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　26（15．O）

4－2新規事業の推進者には以前の仕事より報告チャンネルの数が減少しますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　21（12．1）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30（17．2）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　66（37．9）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　39（22，4）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　18（10，3）

5．新規事業のインセンティブ

5－1新規事業が成功すると職位上昇，給料・ボーナスの引上，ストック・オプ

　　ションの提供など経済的なインセンティブがありますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　36（20．7）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1g（1O．g）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　51（29．3）
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　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　58（33．3）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　10（5．7）

5－2新規事業を通じてやりたいことがやれる，トップのような姿勢で経営がで

　　きる，事業運営の知識・経験が蓄積される，キャリアパスに役立つなど非

　　経済的インセンティブがありますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　7　（4．O）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　（4．6）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　26（14．9）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　88（50，6）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　45（25．9）

6．大企業としての与件

6－1自分の事業案はスピン・オフして自ら会社を設立するより，現在勤めてい

　　る企業内で事業化すべきだと思われますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　8　（4．6）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12　（6．g）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　70（40．2）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　42（24．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　42（24，1）

6－2企業内での事業化には信頼・名声のイメージ，市場・技術のノウハウ，経

　　営資源の余裕，万が一失敗になっても個人に対するリスクは少ないなど様々

　　な面で有利であると思われますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　6　（3．4）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15　（8．6）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　43（24．7）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　61（35．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　49（28．2）
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ll．組織のコンテクスト

1．事業開発組織の独立性

1－1新規事業開発の専担組織がありますか。

　　　①別に区別されていない　　　　　　　　　　　　　　　46（26．4）

　　　②専担組織はあるが，全体組織内の位置づけが低い　　　　46（26．4）

　　　③専担組織があり，全体組織内の位置づけも高い　　　　　82（47，1）

1－2専担組織がある場合，その組織の責任者のポストと所属人数は，

　　　責任者のポスト　　　　　　　　　　　　　　　　　データ表示省略

　　　所属人数　　　　　　　　　　　　名　　　　　　　データ表示省略

2．マネジメント・サポート，スポンサー・シップ

2－1社内の反対・非難から新規事業を保護・支援してくれますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　2　（1．2）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　（2．g）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　50（28．9）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　84（48．6）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　32（18．5）

2－2新規事業のために社内を説得・交渉したことが多いですか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　4　（2．3）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　（2．3）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　23（13．2）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　75（43．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　68（3911）

3．組織文化

3－1貴社の中には変化がむしろ常態であり，そのために新しい試みがどんどん

　　実行に移されていますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　22（12．6）
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　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45（25．g）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　33（19．O）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　52（29．9）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　22（12．6）

3－2新規事業というのは既存事業と根本的に違うので，今までのやり方とまつ

　　たく異なる進め方を取るべきであると思われますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　3　（1．7）

　　　②若千ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　（4．6）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　35（20．1）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　68（39．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　60（34．5）

4．新規事業の評価基準

4－1新規事業の評価については，

　　　①はっきりした評価基準があり，きっちりしたチェックをする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20（11．5）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　91（52．3）

　　　③はっきりした評価基準はなく，細かいところまではあまりチェックし

　　　ない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63（36．2）

4－2新規事業の業績に関する考え方は，

　　　①新規事業といっても計画や予算どおりに実績を上げるべきである

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70（40．2）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　39（22．4）

　　　③新規事業というのは思わぬ出来事で，もともとの計画とずれがありが

　　　ちである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65（37．4）

5．失敗の対応

5－1様々なつまずきや業績の不振など失敗に対する姿勢は，
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　　　①どんな失敗であっても失敗は絶対許されない　　　　　7（4．O）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　66（37．9）

　　　③積極的な試みの結果，失敗になるのは認められる　　　101（58，O）

5－2失敗の場合の処遇は，

　　　①早めに交代させるなどで対応するが，個人的にはやはり大きな傷にな

　　　る15（8．6）　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　115（66．1）

　　　③向こう傷は問わないという積極的な姿勢で評価が行れるのでほとんど

　　　影響がない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44（25．3）

6．既存組織との関係

6－1新規事業に対する社内の反対・抵抗は，

　　　①ものすごく多く，非常に強かった　　　　　　　　　14（8．2）

　　　②少しあったけど，そんなに強くなかった　　　　　　　1！6（67．8）

　　　③ほとんどなかった　　　　　　　　　　　　　　　41（24．O）

6－2既存事業部門との協力・交流の程度は，

　　　①ほとんどが新規事業プロジェクト単独で行われた　　　53（30，6）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　55（31，8）

　　　③既存事業部門から多くの協力・交流を得た　　　　　　65（37．6）

lll．会社の戦略志向

1．新規事業開発に関連した戦略概念の存在

1－1新規事業開発に関して，はっきりした戦略目標があり，それが実際の活動

　　に具体的な指針として反映されますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　13　（7．5）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29（16．7）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　27（15．5）

70



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規事業開発の過程と成果（金・吉原）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　68（39．1）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　37（21．3）

1－2新規事業開発の戦略的重要性について組織全体にその意識が共有されてい

　　ますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　12　（6．9）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36（20．7）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　37（21．3）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　60（34．5）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　29（16．7）

2．新規事業の性格

2－1貴社が新規事業開発に積極的に取り組むことになった理由ないし動機は，

　　　①いつの間にか既存の主力事業が成熟化し，今後とも売上げや収益を伸

　　　ばすために必須的であったため　　　　　　　　　　　　8！（41．1）

　　　②今までの事業活動から生じた副産物やノウハウなど余剰の経営資源を

　　　有効に活用するため　　　　　　　　　　　　　　　　　35（17．8）

　　　③既存の主力事業が順調に伸びてはいるものの，将来にかけてもっと犬

　　　きな成長機会を求めるために　　　　　　　　　　　　　69（35．O）

　　　④官僚化しがちの大企業の組織風土を活性化し，従業員の企業家的な意

　　　欲を呼び起こすために　　　　　　　　　　　　　　12（6．1）

2－2貴社の新規事業開発における重視する分野はそれぞれどちらに近いと思わ

　　れますか。

　（i）①シーズ志向　　　　　　　　　　　　　　　　　58（34．3）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　64（37．9）

　　　③二一ズ志向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47（27．8）

（ii）①関連分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g5（56，g）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　52（31．1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　71
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　　　③非関連分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20（12．O）

（iii）①販売・サービス分野　　　　　　　　　　　　　　　　32（19．6）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　45（27．6）

　　　③技術・製造分野　　　　　　　　　　　　　　　　　86（52．8）

3．新規事業の比重

3－1新規事業の規模は資本金，従業員，売上高の面で本業に比べてどのくらい

　　ですか。

　　　①ほんの僅かである　　　　　　　　　　　　　　　123（71．1）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　39（22．5）

　　　④かなりの規模である　　　　　　　　　　　　　　　　11　（6．4）

3－2新規事業に携わる人々に対する評判は，

　　　①別に変らない　　　　　　　　　　　　　　　　　　64（36．8）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　81（46．6）

　　　③できるだけ本当の工一スを投入している　　　　　　　29（16．7）

3－3新規事業と本業との関係は，

　　　①あくまでも本業の付属手段で本業を補う立場である　　60（34．7）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　79（45．7）

　　　③本業と対等の立場でいずれは本業を代替していく意味を持つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34　（19．7）

4．新規事業に対するトップ・マネジメントの役割

4－1トップは新規事業が長期間に渡る準備，多くの資金を必要としながらも，

　　収益が遅れたり低い水準に止まるのを忍耐をもって見守ってくれますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　7　（4，O）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34（1g．5）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　　32（18．4）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　80（46．O）
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　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　21（12．1）

4－2ドッブは部署間のコンフリクトの仲裁，競争と重複の認定，人材と予算の

　　優先的割当，公式的な激励などで新規事業に関する調整・応援の役割を十

　　分に果たしていますか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　7　（4．O）

　　　②若千ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20（11．5）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　44（25．3）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　67（38．5）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　36（20．7）

5．新規事業に臨む基本姿勢

5－1貴社の新規事業開発の仕組みは主として，

　　　①小さいことからやってみて，結果がよければ段々犬きくする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　102（58．6）

　　　②どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　64（36，8）

　　　③最初から大きなスケールで勝負をかける　　　　　　　　8　（4，5）

5－2事業化を完了した新規事業のプロジェクトは，

　　　①既存事業部の中に統合される　　　　　　　　　　　　18（10．8）

　　　②新しい事業部になる　　　　　　　　　　　　　　　　79（47，3）

　　　③別会社として設立される　　　　　　　　　　　　　　70（41．9）

6．内部・外部資源の活用

6－1新規事業開発のために企業内部や系列会社から強力な援助をもらいました

　　か。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　8　（4．6）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20（11．5）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　45（25，9）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　78（44．8）
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　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　23（13．2）

6－2提携，買収，ジョイントベンチャーなど企業外部の資源を積極的に活用し

　　ましたか。

　　　①全然そうでない　　　　　　　　　　　　　　　　　16　（9．2）

　　　②若干ちがう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18（10．3）

　　　③どちらともいえない　　　　　　　　　　　　　25（14．4）

　　　④少しあてはまる　　　　　　　　　　　　　　　　　　85（48．9）

　　　⑤まったくその通り　　　　　　　　　　　　　　30（17．2）

1V．新規事業の総合的な評価

1．貴社が昭和60年代以来（1985年以降）手掛けた新規事業の数はどのくらい

　　ですか。

　　　（プロジェクトおよび関連会社の数で）164社で2，383件（1社当り14．5

　　　虻

2．それらの中で今まで撤退あるいは中止したことはどのくらいですか。

　　　（プロジェクトおよび関連会社の数で）160社で500件（1社当り3．1件）

3．今まで継続している新規事業の全般的な成果はどのように評価されますか。

　　　①単年度べ一スで利益を計上している　　　　（はい52，いいえ105）

　　　②累積べ一スで黒字経営に転じている　　　　　（はい32，いいえ124）

　　　③計画に照らした売上げの水準は　　　　（計画以上29，計画以下126）

　　　④計画に照らした利益の水準は　　　　　（計画以上23，計画以下132）

　　　⑤計画通りには進んでいないが，社内の活性化・技術習得・イメージ転

　　　　換など目に見えない効果がある　　　　　　　（はい138，いいえ19）

　　　⑥新規事業の成果を総合的に判断すれば

　　　　　　　　　　　　　　　　（成功的である82，成功とは言えない81）

　　貴社の新規事業の採択にあたって，一番重視される基準は何ですか。（複数
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　　　　回答可）

　　　①売上高，キャッシュフロー　　　　　　　　　　　　　63（36．8）

　　　②利益率，ROI　　　　　　　　　　　　　　　　　　89（52．O）

　　　③マーケットシェア，競争優位　　　　　　　　　　　　40（23．4）

　　　④投資規模，リスク　　　　　　　　　　　　　　　　　66（38．6）

　　　⑤独創性，新鮮さ　　　　　　　　　　　　　　　　　　49（28．7）

　　　⑥既存事業との適合性，インパクト　　　　　　　　　　92（53．8）

　　　⑦携わる人々の意欲　　　　　　　　　　　　　　　　　54（31．6）

　　　⑧成功への自信感　　　　　　　　　　　　　　　　　　24（14．O）

　　　⑨その他

4．新規事業の推進にとって最も困難な障害としては何が上げられますか。（複

　　数回答可）

　　　①企業家精神に溢れる人材の不足　　　　　　　　　　　104（60．8）

　　　②タイトな社内の管理システム　　　　　　　　　　　　34（19．9）

　　　③戦略的方向性の欠如　　　　　　　　　　　　　　　　73（42，7）

　　④人材確保に関わる既存事業部の反対　　　　　　　　　31（18．1）

　　⑤新しい市場・技術に関する知識不足　　　　　　　　　110（64．3）

　　⑥担当者に対する報償制度の不備　　　　　　　　　　　12　（O．7）

　　⑦その他

5．新規事業の成否に関わる決定的な要因には何があると思われますか。（複数

　　回答可）

　　①推進者たちのやる気　　　　　　　　　　　　　　　　100（58．5）

　　②全社的な支援体制　　　　　　　　　　　　　　　　64（37．4）

　　③会社の確固たる方針　　　　　　　　　　　　　　　106（62．O）

　　④優秀な人材の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　87（50．9）

　　⑤進出分野の選定　　　　　　　　　　　　　　　　　　77（45．O）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　75
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⑥差別化・付加価値

⑦外部との提携

⑧自社の経営資源

⑨その他

57　（33．3）

24（14．O）

64　（37．4）
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企業形態と取引形態に関する

　　　一般均衡的な分析視点

井　川　一　宏

　　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　企業がその活動を外国に拡張する場合，種々可能な形態のなかでどれか適切

なものを選択する必要に迫られる。1OO％出資の子会社を作るか，独立の会社を

設立するか，あるいは現地企業と合弁の会社を設立するか等々である。いずれ

の場合にも，既存の経営資源を利用しながら，新会社との間に特定の取引形態

（相互依存的ネットワークと契約における力関係）を結ぶことによって，企業

目的の達成を計ることになる。このことは，対外投資活動に限られるわけでは

なく，国内の活動全般について類似した選択がなされる。ただ，国境を越えた

取引形態の選択の重要性は比較的高いと考えられる。

　本稿の目的は，企業の国際化にともなって生じる，企業形態・取引形態の選

択の視点を明らかにすることである。特に，広い意味での取引費用を節約する

ために，市場メカニズムと組織メカニズムをどのように結合（混合）した形態

を選ぶかについて検討を加える。

　企業の活動は多くの取引から成り立つので，取引費用の軽減は企業にとって

関心のあることであり，これは家計についても原理的には同じである。取引費

用は，結果的に同じ取引がなされる場合にも，取引参加者間でどのような取引

状況（市場形態・組織形態）を設定しておくかによって，かなり異なったもの

となろう。取引形態の一つの極端なケースは，競争的市場におけるように「お
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互いに独立」している場合であり，他の極端なケースとしては一つの確固たる

組織に属して「お互いに協調」する場合が考えられる。

　市場形態・組織形態をどのように選択するかは，取引費用を考慮してなされ

る。取引費用に影響を与えるものとして多くの要素が考えられるが，本稿では，

世界の経済発展にともなって重要性を増していると考えられる要因を中心に取

り上げることにしよう。経済発展は新技術の導入と技術移転をともなうのが通

常である。後で説明されるように，これらの技術に関連した活動は必然的に「お

互いに独立」した形態での取引費用を増加させ，「お互いに協調」した取引形態

での取引費用を減少させることになろう。したがって現実の世界においてみら

れる状況は，経済発展段階の状況に応じて，企業はいろいろな形でのいわゆる

市場と組織を混合させた関係を創り出していると考える。

　以下では，第2節において取引費用について特定化し，第3節において議論

のベンチマークとなる効率的取引および効率的費用について定義する。第4節

では，実際において考えなければならない調整費用を導入して均衡取引と均衡

費用という概念を定義する。第5節では，取引状況の諸形態，すなわち市場と

組織の諸形態，について明確化する。第6節ではそれらの諸形態と取引費用の

関係が論じられ，取引状況の調整費用が明示的に導入される。取引の長期契約

が第7節で論じられ，最後の第8節ではそれまでの議論を企業の国際化のケー

スに応用する。

　　　　　　　　　　　　　　2．取引費用

一連の取引の過程を考慮すると，取引費用はマッチング費用，契約費用およ

び実行費用に分解することができよう。財・サービスを売ったり買ったりする

とき，売り手は買い手を，あるいは買い手は売り手を見つけ出さなければなら

ない。売買の相手を捜すためのマッチング費用がかかるが，その費用を節約す

るためには，ネットワーク体制を発達させなければならない。どのようなネッ
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トワークの形態であるかによって，結果的に同じ売買が成立する場合にも必要

となるマッチング費用は異なるであろう。また，ある市場とか組織には，それ

自体特有のネットワーク体制が備わっている。

　取引相手を見出した後，当事者間で交渉し，契約を結ばなければならない。

この契約の同意に達するための活動も費用をともない，契約費用と名付けるこ

とができよう。この契約費用は交渉当事者間の力関係にも依存することになる。

一度特定の市場あるいは組織が決められると，その力関係は，その状況に規定

されたものとして固定されているであろう。

　一連の取引は，契約が実行されるとき完結する。その実行において契約当事

者に輸送費などの別の費用がかかることになろう。それらの実行のための費用

を実行費用と呼ぶが，この費用もまた，決められた市場あるいは組織の形態に

依存する可能性がある。しかしながら，本稿の分析では実行費用には重きを置

かないので，その費用は，その形態とは独立に取引内容だけによって決められ

ると仮定しておく。

　ここで，これまで使ってきた市場とか組織という言葉が何を意味しているか

を，より正確なものにしておく必要があるように考えられる。本稿では，市場

とか組織という言葉は，ネットワーク体制と力関係を持つ特定の状況（形態）

を意味している。すなわち，ネットワーク体制と力関係の二つの次元で取引状

況が決定され，その状況（形態）を広く市場と呼ぶこともできるし，組織と呼

ぶこともできるのである。なお，市場と組織の違いについては後で立ち帰るこ

とにする。

　　　　　　　　　　　　　　3．効率的取引

　取引当事者の取引完結後の状態（例えば企業の利潤や家計の効用）が与えら

れた場合に，さらに取引費用を引き下げる方法を見出すことができる場合には

効率的とは言えない。まず，すべての経済主体がそれらの目的を最大限達する
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場合に効率的と呼ぶことができるが，出発点としてどの取引状況にあったかを

論じなくても定義できるようにするため，当面，取引状況の変更の費用すなわ

ち調整費用はゼロと考えておこう。効率的な取引に対応する取引費用は，経済

主体の同じ目的水準に対しては最小のものでなければならない。この費用を効

率的（取引）費用と呼ぶ。もちろん経済主体の目標水準が最大のものと異なる

（不均衡）の場合には，効率的費用よりも小さい取引費用が実現できる可能性

があることに留意しなければならない。このことは，効率的取引は取引費用と

取引者の目的水準を考慮に入れて，同時に決定されることを意味している。こ

の点についての形式的議論は，次節にまわすことにする。

　さて，その効率的（取引）費用において，先に述べた取引の過程を分離する

ことができるとすれば，マッチング費用と契約費用および実行費用はそれぞれ

最小のものでなけ札ばならない。ここで分離できると言う場合，それぞれの過

程に対応して適切な取引状況（ネットワーク体制と力関係）をどれでも選択で

きることを意味している。ただし，もしそのような分離が不可能ということに

なれば，マッチング費用と契約費用および実行費用をそれぞれ最小の水準に選

ぶことは困難となるが，この場合，分離できる範囲で，それらの合計が最小に

されることになろう。それぞれの取引過程を分離して特定のネットワーク体制

や力関係を選ぶことができるかどうかは技術的な問題であると言えよう。なお，

実行費用も取引過程の分離可能性に依存して変わるかもしれないが，ここでも

簡単化のためにそれに依存しないものと仮定しておく。すなわち，取引の実行

内容が同じであれば，実行費用はどんなネットワーク体制および力関係におい

ても同じであると仮定されている。

　効率的取引および効率的取引費用における均衡を示すために，単純なモデル

を用いることにしよう。そこでは，企業は投入物を買って生産物を売りその差

である利潤を最大にし，家計は労働サービスを提供して効用を最大にするよう

に生産物を買うとする。売買には費用がかかり，それは取引当事者で分担され
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るが，その分担の仕方はネットワーク体制と力関係からなる取引状況によって

決定されているものと仮定しておく。さらにここで，取引費用は，ネットワー

ク体制と力関係を所与として，取引される財・サービスの種類および取引当事

者自体にも依存すると考えておく。

　さて，ネットワーク体制と力関係からなる取引状況の形態の選択において，

取引費用の役割を浮き彫りにしておこう。生産関数および効用関数に対する通

常の単純化の仮定をおくと，ある取引状況（形態）に対応して生産フロンティ

アと効用最大点を導くことができる。次に，その状況（形態）を変えると，そ

れとは別の生産フロンティアと最大効用水準を得る。こ札を繰り返して，あら

ゆる取引状況（形態）に対応したあらゆる生産フロンティアと最大効用水準を

得て，その中で効率的取引と対応する取引状況を選ぶことができよう。ただし，

取引状況の変更が調整費用なくなされるという仮定がおかれている。

　もちろん取引費用に対して規模の経済や範囲の経済があれば，効率的取引は

可能なすべての取引過程の，分離だけでなく結合も考慮して選択がなされるこ

とになろう。結合された過程に対して，取引費用を最小にする特定の取引状況

が選ばれ，規模の経済や範囲の経済がある場合には，競争的市場での効率的取

引の達成ができないかもしれない。

　　　　　　　　　　　　　　　4．均衡取引

　実際には取引状況を変更するには調整費用がかかり，初期条件によっては，

そのため効率的取引は選ぶことができないかもしない。一度取引相手を同じ組

織内に入れてしまうと，その相手とは，取引の過程に応じて取引状況を変える

ことは困難であろう。同様に，ある制度をもつ特定の形態の市場が導入される

と，別のネットワーク体制と力関係をそなえた形態に変えるのは困難となろう。

場合によっては，変更が法的に禁じられていることもあろう。

　効率的取引は規範的なものであって，調整費用が捨象できて，あらゆる取引
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状況が調整費用無しに適用できる場合のものである。しかしながら，現実の世

界では，取引状況の調整費用がかかるため，取引状況を効率的なものに変える

ことは必ずしも容易ではない。調整費用がどれだけになるかは，とられている

取引状況にも依存することになろう。同様に，特定の取引当事者の取引過程に

ついて，ある形態の組織が一度選ばれると，彼らの間で別の過程に対してもっ

と効率的である別の組織形態にするのは困難であろう。調整費用は制度的・法

律的なところからも生じるが，通常は経済的な費用と捉えることができる。す

なわち，ある取引状況から別の状況に変更するための調整費用として，必要時

間，必要投入物として考えることができる。この調整費用が大きいと，そのこ

とは取引形態の決定において実際上重要である。これについてはさらに次節以

下で論じる。

　さて，調整費用の制約を考慮すると，均衡取引を定義する事ができよう。す

なわち，均衡取引は，すべての経済主体が調整費用の制約の下でその目的を最

大限達成しているものとされる。なお，ネットワーク体制や力関係からなる取

引状況の技術進歩によって，その均衡取引は変化するかもしれないが，ここで

はそれはないと仮定して話をすすめる。

　均衡取引に対応して取引費用が決定されているが，それを均衡（取引）費用

と呼ぶことにしよう。ただし，均衡でない取引から出発して，均衡取引にいか

に達成するかについては，ここでの分析範囲を越えていて，とにかく，何らか

の方法で均衡取引が達成され，その均衡は存在し，安定であると仮定して以下

の議論をすすめることにする。

　　　　　　　　　　　　　5．市場と組織の形態

　繰り返しになるが，ここで言う市場および組織という言葉は2つの次元を持

つ取引状況を示し，その1つはネットワーク体制であり，もう1つは力関係で

ある。取引当事者が対等のパートナーシップを持ち，ネットワーク体制を使う
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同等の権利を有する場合は，市場（特に競争的市場）の典型的なものと言えよ

う。典型的な組織では，すべての取引者は上下の力関係を守り，その力関係に

応じた特有の形でネットワーク体制を使用することになろう。なお，特有のネ

ットワーク体制の内容は，以下で述べるように，他のパートナーとの間の結合

の方向と程度において特定されていることを意味している。これらを両極端と

して，間にいろいろなタイプの取引状況（形態）が存在する。それらのいくつ

かは，市場と呼ばれる範疇に属し，いくつかは組織と呼ばれる範疇に属すであ

ろうが，市場であるか，組織であるかはっきりしないものもあろう。

　二人の取引パートナーの間の取引状況を示す尺度として，2つの要素のベク

トルを使うことができる。第1要素はパートナー間のネットワークの程度，す

なわちどれだけの頻度で接触する用意があるかである。これは結合していない

“O’’から完全な結合である“プ’の間の実数で示すことができよう。第2要

素はパートナー間の力関係，すなわち両者間で合意された先導者と追随者であ

る程度であり，これも，対等のパートナーである“O”からワンマンとイエス

マンである“1”までの実数で示すことができよう。理論的には，これら2つ

の要素の値について，2つのOと1の間のあらゆる対を選ぶことができるが，

実際には有限の対が存在するだけであろう。つまり，取引者が選択できる範囲

は，技術的にあるいは法的に限られていると言えよう。

　すべての経済主体の結合の仕方がネットワーク体制と力関係で示されると，

経済全体の取引状況（形態）が決定されることになる。多くの経済主体があっ

て，先導者と追随者の関係がゼロに近い場合には，競争的市場に近いものとな

る。それらの経済主体の結合の程度がゼロに近ければ薄い市場であり，その程

度が1に近ければ厚い市場と呼ぶことができよう。他方，先導者と追随者の関

係が1に近ければ非常に階層的組織であり，その組織に参加している主体の結

合度がゼロに近ければゆるやかな組織と，結合度が1に近ければきびしい組織

と呼ぶことができよう。すでにふれたように，これらの中間形態としていろい
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ろなものが考えられ，存在している。

　　　　　　　　　　　田．財・サービスと取引費用

　すでに述べた結合の程度と先導者・追随者の程度からなる取引状況によって，

取引費用は異なったものになる。また，取引費用は個々の主体間の取引が全体

としてどのように組み合わされているかによっても異なると考えられる。すな

わち，状況について規模の経済や範囲の経済が考えられる。

　ここではさらに別の取引費用の決定要因となる，取引される対象である財・

サービスのタイプについて考えることにする。規格化された商品が取引される

場合，契約のための費用は重要でなく，むしろ相手を見つけるマッチング費用

を節約することが取引費用を小さくするための「カギ」となる。規格化商品に

ついては，その内容について相手方が十分の知識・情報を持ち，契約すべき事

項が限られていると考えられるからである。これとは逆に，ハイテク商品が取

引される場合には，マッチング費用は重要でなく，今度は契約費用の節約が「カ

ギ」となろう。というのは，ハイテク商品の内容に関する情報が十分開示され

ていない場合が多く，晶質について事前に測りかねるところがあるので，価格

決定および晶質チェックに関して交渉が難行することも十分考えられるからで

ある。もちろんこれらのことは，ハイテク商品と同質的商品について相対的に

述べているにすぎない。

　さて，ある商品群に対して，パートナー間で最も取引費用を小さくする取引

状況を選ぶとしよう。次に同じパートナー間で取引される商品の構成が変わる

ならば，選ばれるべき，取引状況も変わるはずである。効率的取引および効率

的費用の概念では，取引される商品群に対して取引状況の調整費用を無視して

いたが，実際にはその費用を考慮しなければならない。一度ある取引状況を導

入すると，別の状況を用いるためには時間やもろもろの費用がかがり，すでに

ふれたように，場合によっては法律によって状況の変更は認められないことも
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ある。

　均衡取引および均衡費用の概念は，調整費用を考慮して調整に制限がある場

合のものであり，その制約の下では，セカンド・ベストである均衡取引，した

がって均衡費用が選ばれることになる。この場合，商品の構成が変わっても調

整費用を考慮して取引状況を変えないことも十分ありえることに留意しなけれ

ばならない。

　　　　　　　　　　　7．取引における長期契約

　前節で述べたように，効率的取引に対する効率的費用では，多くのタイプの

取引状況を用いることによって達成され，取引される商品・サービスに応じて

均衡取引に対する均衡費用がそれよりも少ないタイプの取引状況を用いるので

あれば，その減少をもたらすのに支配的な役割を演じる商品・サービスがある

のではないかと推察することができる。ある商品・サービスは，特定の形態の

取引状況にすれば取引費用が大幅に節約されることになるのであれば，その商

品・サービスを重視した取引状況が均衡取引を決定する「カギ」となる。調整

費用を考慮すると，その商品・サービスに合わせた取引状況が主として選択さ

れることになるからである。

　ここでは以上の議論をより現実的なものにしておこう。先進国ではサービス

部門の成長が最も速く，研究・開発のレベルは競争力のために重要であり，ハ

イテク商品の輸出も重要となっている。ハイテク商品はすでに述べたように契

約費用を大きなものとするので，取引費用全体のなかで主要な役割を演じるこ

とになる。取引費用を節約するためには，ハイテク商品に合わせた契約費用の

節約を図ることが必要となる。取引される商品の晶質等について，取引当事者

間に情報の非対称性が存在する場合，インセンティブ・コンパチィブルな契約

を作成し，契約に合意することが困難となるケースが多い。すなわち，情報を

多く持つ取引者はそれをうまくつがって独占的に優位を保とうとするが，情報
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の少ない取引者はだまされないようにつとめるからである。この場合，インセ

ンティブ・コンパチィブルな手法を見出さなければならないので，契約のため

の交渉が複雑化することは，“レモン”の議論およびそれに類似した議論にみら

れるとおりである。非対称的情報が存在する場合の非効率性を克服する方法を

見出すことができない可能性も強いのである。

　その非効率性を克服するためにいろいろな方法を考え出すこともできるであ

ろうが，その中でも長期契約は，実行する場合にいちばんうまくゆきそうな候

補の1つである。もし取引契約がスポットでなされ，同じ取引パートナー間で

あっても，異時点の契約が独立的になされるとすると，適切な契約にもちこむ

ための手段の数が少ないため，インセンティブ・コンパチィブルな契約の作成

がより困難なものとなろう。長期契約は確かにより複雑なものとなるであろう

が，インセンティブ・コンパチィブルな契約を作るための手段の数は増える。

したがって，先進国では増加しているハイテク商品取引に対応するため，長期

契約を選択する可能性は大きくなろう。

　長期契約は，ネットワーク体制の程度はより小さくして，力関係の程度を大

きくするものと言える。長期契約では，取引のペアの間には長期間強い関係が

ある。そうして取引者はパートナーとの間で交渉し，契約作成の費用を減じる

ことになる。長期契約にもいろいろな形態があるので，そこで選ばれる力関係

は片方が一方的に得をするようなものは長期では維持できない。その意味で，

長期契約は市場よりも組織の特徴を多く持つとは言え，競争市場の特徴も加え

られる面があると言えよう。また，長期契約はその名のとおり短期的には取引

状況を変えないので，取引状況を変えるために必要な調整費用の減少・排除に

もなる点で一石二鳥と言えるかもしれない。

　　　　　　　　　　　　8．企業の国際化

現在の世界経済のトレンドを理解するうえでのキー・ワードの1つに“ボー
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ダレス・エコノミ」があげられよう。このトレンドは，国境を低くするよう

な技術進歩によっても強められている。すなわち，通信費や輸送費の低下は企

業の利潤最大化において，生産・流通のために外国に拠点を置く場合の特殊な

立地要因の重要性を弱めている。さらに内外の区別の必要が弱くなれば，国際

的にみてどう立地してゆくのが最も企業の優位を生かす分業活動となるかとい

う視点で考えることが重要となる。

　今日において，大企業の競争力をつけるためには，生産プロセスの国際的ネ

ットワークや流通プロセスの国際的ネットワーク，情報収集プロセスの国際的

ネットワーク作りが重要となってきている。もちろん中小の企業といえども，

そのような活動のネットワークに組み込まれることになる。

　いずれにせよ，企業の国際活動が増加するとその優位にある経営資源を他の

企業，特に外国の企業へ流出させてしまう可能性が高くなる。国内と違って外

国では契約がきちっと守られているかどうか監視し，違法な活動から防衛する

事が容易でないことが多いからである。したがって国際的な取引においては，

それらの困難を回避するように契約が作成されなければならないことになり，

かさむ契約費用を低くする取引状況を選択することがますます重要となること

がわかろう。

　　　　　　　　　　　　　　　9．結ぴ

　以上では，企業形態は取引費用を小さくするような取引状況のなかで決まる

ことが論じられた。以下のように結論をまとめることができよう。その取引状

況を次々と変えるとすると調整費用がかさむことになるので，ある取引状況が

かなり固定化して用いられることになる。したがって選ばれた均衡取引状況は，

多くの取引に対して取引費用を引き下げるものでなければならない。今日では，

ハイテク商品とか情報を集約したサービスの取引量が増加しているので，その

取引で「カギ」となる契約費用を小さくする必要が高まる。したがって，選択
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される取引状況は，力関係の程度において，市場よりも組織と言えるものに近

いものとなろう。企業の国際化はさらに不確実性とそれにともなう大きな契約

費用をともなうことになるので，大組織となる取引状況を用いることがより効

率的となるであろう。

　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

［1コ　Coase，R．H．，“The　Nature　of　the　Firm，”亙。omom5cα，November1937．

［2］井川一宏「直接投資・多国籍企業の形態の基礎理論」世界経済評論Vo1．32，No．

　　9，9月，1988年。

［3］井川一宏「取引コストと仲介組織」経済経営研究年報Vol．38（I・II），1988

　　年。

［4］Niehans，J．，“Moneyin　a　Static　Theory　ofOptimal　Payment　Arrangements”，

　∫mm〃ρ戸〃。mψCma〃ma3m肋mg，Vol．1，No．4．1969．

［5コRugman，A．M．，∫m∫肋肋e〃m肋mα肋mαゐ，Croom　He1m，1981．

88



　　　　　　　南アジアと日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

現状とさらなる経済協力への展望

阿　部　茂　行

井　川　一　宏

　南アジア諸国は，アジアNIESのみならずASEAN諸国からも経済開発では

遅れをとってきた。日本と南アジアの関係をみると，開発援助の大きさに比べ

て，貿易と投資はそれに見合う規模では増えていない。ASEANやアジアNIES

と日本の関係は，援助・貿易・投資の三面で緊密であり，南アジア諸国もまた

すべての面で日本との経済関係を，現在より，より緊密なものにしたいと望ん

でいる。一国の経済発展において，民間部門の果たす役割は大きい。このこと

はアジアNIESやASEANの経済発展をみると一目瞭然である。南アジアにあ

っては，それをより容易にするために，日本，アジアNIES，ASEANの経験を

ふまえて，社会的・政治的な枠組みを新たに構築する必要があろう。南アジア

諸国は経済発展における外国資本の重要性を十分認識しており，外国投資や貿

（1〕この論文はアメリカのICEG（International　Center　for　Economic　Gro耐h）と

　EWC（East－WestCenter）の主催で，南アジア経済開発をテーマに開かれた会議（1992

　年5月25日から27日までニュー・デリー）での報告論文“SouthAsia　andJapan：

　Prospects　of　Further　Cooperation”をもとにしている。この論文の作成にあたっ

　て，日本経済センター奨励金の援助を受けた。記して謝意を表したい。ここで南ア

　シアはインド，パキスタン，バングラデシュ，スリランカ，ネパールを指している。
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易の自由化を急速に実施している。ことにインドとバングラデシュの1991年の

　　　　　　　　　（2〕
改革は注目に値する。南アジア諸国が，アジアNIESやASEANの成功に刺激
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔宮〕
され，急な改革をしているとみることも可能であろう。

　1O年前の世界ではいざ知らず今日の世界では，開発途上国への資金供給の状

況には厳しいものがある。なぜならこれまでのようにアメリカとドイツに依存

することができないからである。東西ドイツの統一によって，国内経済再建に

資金が必要なことから，資金面での世界貢献をドイツには，あまり期待するこ

とはできない。一方，アメリカは依然双子の赤字に混迷を極めており，開発途

上国に供する資金は少なくならざるをえないであろう。それに加えて，ソ連の

崩壊と東欧の再編によって，資金がそちらに流れ，開発途上国ことに南アジア

諸国は，大きな影響を受けると危倶されている。この意味においても，1990年

代における唯一頼れる供給源ということで，日本への期待は高まる一方である。

　本稿では，日本と南アジア諸国との関係を，貿易・投資・援助の三面で，過

去・現在・未来について展望する。日本は，南アジアに援助では非常に大きな

貢献をしているが，貿易と投資については微々たる貢献しかしていない。アジ

アNIESやASEANに対しては，日本は，戦後，公的援助を拡大していく過程

で，民間の貿易・投資活動も同時に拡大していった。南アジア諸国でも，外国

資本を誘致し国際競争力を高め，貿易を活発にすることによって，輸出指向の

工業開発をしなければならないであろう。そのために南アジア諸国はここしば

（2）1991年7月にインドは新政策を発表し，外国投資法を制定した。1974年の外国為

　替制限法を大幅に修正した。バングラデシュもまた1991年の産業政策の一環として

　外国投資に関する新政策を発表した。

（3〕アジア開発銀行のチーフエコノミストであるコーリ氏は，インドで必ずしも自由

　化について総意が出来上がっている訳ではなくて，どちらかというとIMFとか世界

　銀行の圧力でしぷしぷ自由化に踏み切ったという意味合いもあるとコメントをした。

　そうであるとしても，最近のアジア中進国やアセアンの経済面での成功が政治的指

　導者に影響を与えたことは確かであろう。
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らくは，公的資金に頼らざるを得ないが，徐々にその度合いを低めて，日本と

の投資・貿易構造を，日本とアジアNIES，日本とASEAN間のような方向に

移行させる必要があろう。最近の共産圏諸国の崩壊と，その経済的支援の必要

性を考えると世界全体での資金不足は必至であろう。この意味から，本稿では

貯蓄・投資ギャップを三経済大国，日本・アメリカ・ドイツについて推定し，

世界で進行する経済環境の変化が南アジアにどのような影響を及ぼすかをシミ

ュレートする。アメリカが双子の赤字を縮小し，アジアNIESとASEANが債

務国から債権国に変貌を遂げるというシナリオが描けるなら，南アジア諸国は

それほど心配なく世界から資金供給を受けることができることが示される。最

後に，南アジア諸国の経済開発における日本の役割を議論する。

　　　　　　　　　　　第1節　日本との貿易関係

　経済面に限れば，南アジアは，この何年かはアジアNIESやASEANに遅れ

をとってきた。ODA供与額の大きさに比べて，日本は南アジアに貿易・投資の

両面では積極的な役割を果たしてきたとはいえない。アジアNIESやASEAN

に対する日本の関わり方と比べれば好対照である。外資を導入し，輸出指向の

経済発展を遂げるには，インフラを整え，政治的にも社会的にも安定した社会

を築かなければならない。技術移転や経済活動全般にわたる民間部門の役割が

経済発展にとって重要であることを考えれば，何にもまして民間企業に投資意

欲をかきたたせるような環境をつくらなければならない。南アジア諸国でも外

資の必要性を十分認識しており，最近の外国資本拡大政策は目を見張るものが

ある。なかでも，インドは深刻な外資不足に見舞われた1991年末から，「経済の

自由化」と「高度成長政策」を柱に三年計画で経済再建に乗り出している。こ

れまでのソ連寄りの外交姿勢を軌道修正して，アメリカとの関係改善に力をい

れるとともに，日本との関係を極めて重視している。インドの対外債務は700億

ドル強で，ブラジル，メキシコについで，途上国で三番目に多い。ラジブ・ガ
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シディー元首相の暗殺などの政局の混乱で深刻な外貨危機に見舞われ，一時は，

デフォルト寸前まで追い込まれた。昨年末，国際通貨基金（IMF）からの融資

が決まり，かろうじてデフォルトを当面回避し，経済再建に向けて動きだした

のである。

　南アジア諸国の日本でのプレゼンスは極めて小さい。第1表は日本と南アジ

ア各国との関係を他のアジア諸国と比較している。人口が多い割にGNPが低い

ので，一人当たりGNPは小さくなっている。日本での居住者をみると南アジア

からの人数は，その他のアジア地域から比べて少なく，貿易も日本にとっては

微々たるものである。たとえば，人口が8億3000万人のインドとわずか268万人

のシンガポールを比べると，その日本への輸出では，シンガポールはインドの

1．7倍，輸入では6．3倍となっているのである。70年代・80年代を通して，日本

の貿易のうち南アジア諸国との貿易額は2％の水準さえも切っている。逆に，

　　　第1表南アジア諸国1人口，一人当たりGNP，日本との関係

人ロー ﾘり日輪の日鮒の在外日本人在日外国人

！989．1000　　1989，＄　　1990，mi1．＄　1990，mi1＄　　9010，1　　90．12．31

インド　　　　832．535　　　　350

スリランカ　　　16．779　　　　430

ネパール　　　　　18．431　　　　170

パキスタン　　　109．950　　　　　370

バングラデシュ　　　111．590　　　　　180

韓国　　　　　　42．380　　　4，400

シンガポール　　　2．684　　10，450

インドネシア　　　178．211　　　　490

タイ　　　　　　　55．200　　　1，170

中国　　　　　1，105．067　　　　360

フィリピン　　　61．224　　　　700

マレーシア　　　17．340　　　2，130

2．075　　　　　1．708　　　　　1．190　　　　　3．107

　134　　　　　　　315　　　　　　　625　　　　　　1．206

　　3　　　　　　　　59　　　　　　　363　　　　　　　447

　537　　　　　　1，O06　　　　　　　68！　　　　　　2．067

　71　　　　　　　376　　　　　　　426　　　　　　2．109

11．707　　　　　17．457　　　　　　5．826　　　　687．940

3．571　　　　　10．708　　　　　12．701　　　　　　1．194

12．721　　　　　　5．040　　　　　　7．031　　　　　　3．623

4．147　　　　　9．126　　　　14．289　　　　　6．724

12．054　　　　　　6．130　　　　　　8．269　　　　150．339

2．157　　　　　　2．504　　　　　　4．025　　　　　49．092

5．402　　　　　5．511　　　　　6．116　　　　　4，683

出典：外務省（1991），1頁，149頁。
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南アジア諸国にとっては日本のプレゼンスは極めて大きい。第2表をみると，

南アジアの輸出における日本のシェアは1970年代の11％が1980年代では21％，

輸入のシェアは8％を持続している。他方，アメリカとの貿易関係をみると，

南アジアの輸出は13％から33％へと激増している一方で，輸入は16％から11％

へ後退している。

一般的特徴と顕示比較優位指数（RCA）

　一般に南アジア諸国は日本に原材料や魚介類を輸出し，自動車を含めた機械

類を輸入している。ある財について他国に比べて競争力のある場合，その国は

その財に比較優位をもつという。比較優位のある財が，多数あるとそれだけ外

国からの需要が期待できる。どういう財でどの程度比較優位が強いかをみれば，

将来の貿易成長の可能性を占うことができる。こうした比較優位をみるために，

一般によく使われる指標に顕示比較優位指数（RCA）がある。これはある財の

輸出の総輸出に占める割合を世界のそれと比較したものである。この指標が1

より大きければ，この国は世界平均より大きな割合でこの財を輸出しているわ

けで，この財にこの国は比較優位があるとみる。二時点間を比較してRCAの推

移を観察すると，たとえば衣類（SITC84）は南アジア諸国で大幅に大きくなっ

ているが，日本では小さくなり，1を大きく下回っている。

　部門をSITC（国際標準貿易分類）二桁に分けて南アジア諸国についてこのRCA

を計算すると，比較優位があるのは以下のわずか10％未満の部門のみである。

繊維，動物油脂，植物油，皮革，糸，非金属鉱物，旅行司晶，衣類，履き物な

どである。それも指標は二桁の大きな値をとる。一方，日本は製造業製品では

多数の財で比較優位がある（第3表）。南アジアの場合はRCAは極端で，Oか

非常に大きな値であるのに対し，日本はすべての産業においてO．5から3の範囲

となっている。1970年と1987年の間に，南アジア諸国では比較優位構造に多少

の変化がみられるが，依然同様の数値であることは変わらない。一方，日本で
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㊤
⑦

商品

OO一一Live　animals

01一一Meat　and　prepamtions

02一一Dairy　products　and　eggs

03一一Fish　and　preparations

04一一Cereals　and　PreParations

05一一Fmitandvegetables
06一一Sug目r　and　preps　honey

07・一Coffee　tea　cocoa　spices

08一一Anima1feeding　stuff

09一一Misc　food　preparations

11一一Beverages

12一一To1〕acco　and　mfrs

21一一Hides，skins，furs　undrssd

22一一〇i1盟eds，nuts，kerne1邑

23一一Rubber　crude，s〕mthetic

24一一Wood1umber　and　cork

25一一Pu1p　and　waste　paper

26一一Textile　fibres

27一一Crude　fert1zr，minrls　nes

28一一Meta11iferous　ores，scrap

29一一Cmde　anim日1，veg　mat　rle

32一一Coal．coke，briquettes

33・・Petroleum　and　products

34一一Gas　n刮tur目I　and　mmufct

41一一Animal　oils　and　fats

42一一Fixed　vegetable　oi1，f≡1t

43一一Procesd　anm1veg　oi1．etc

第3表　顕示比較優位指数

　　　インド　　　　パキスタン　　バングラデシュ
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0．13

11，12

0，05

0，83

0．11

2，94

0，02

0．00

　　na
0，18

0．OO

O．OO

　　na
0，00

0．O0

9．31

　　na

　　na

O．68

0．OO

O．26

　　na

　　na

　　na

O．08

　　ネパール　　　スリランカ　　　　日本
1974　　　　1986　　　　1970　　　　1987　　　　1970　　　　1990

0．O0

0．O0

0．OO

O．O0

6，18

1，30

0．O0

4，85

3，25

0．OO

O．00

0．00

27，92

0．OO

O．OO

O．45

0．09

19，81

0，08

0．OO

16，69

0．OO

O．O0

0，00

0．OO

O．OO

O．00

11，56

0．O0

1，62

0，28

2，47

6，35

0，86

2，45

5，31

0，27

0，01

0，10

0，31

4．40

　　na

1，06

0．OO

1，59

0，52

0，00

6，86

0．OO

　　na
O．OO

　　na
5．67

　　na

O．OO

O．00

0，00

0，34

0，01

2，49

0．00

30，15

0，16

0．O1

O．01

0，21

0，04

1．74

28，29

0，26

0．OO

1，28

0，66

0，09

0，43

0，00

0，22

0，00

0．00

11，55

1．12

O．01

0，02

0，21

1，42

0，02

2，47

0．01

32，78

0，09

0，84

0．θ5

0，42

0，05

0．86

18，89

0，56

0，00

1，42

1．OO

O．76

1，51

0．O0

0，97

0．O0

0，13

1，99

0．01

O．03

0，02

0，06

2，14

0，34

0，17

0，06

0，02

0，14

0，52

0，04

0，08

0．O1

O．00

0，44

0，07

0，01

0，56

0，07

0，02

0，21

0，03

0，03

0，04

0，38

0，12

0．13

0，00

0，01

0．OO

O．27

0，06

0，03

0，05

0，02

0，12

0，21

0，03

0，06

0，14

0，01

0，83

0．O1

0，01

0，44

0，19

0，05

0，12

0，12

0，11

0．OO

O．46

0，03

0．15

藤
謙
離
廊
華
滞

摘

司口



第3表　顕示比較優位指数

商品

51・・Chem　elements，compou

53一一Dyes，tanning，colour　pr0

54一一Medicinal　etc　products

55・・Perfume，c1eaning　etc　pro

56一一Ferti1izers　manufactured

57一』≡：xplosives，pyrotech　pr0

58一一Plastic　materials　etc

59一一Chemicals　nes

61一一Leather，dressed　fur，etc

62一一Rubber　manufactures　ne

63一一Wood，cork　manuf日。trs　n

64一一Paper，paperboard　and

65一一Texti1e　y≡1m，fabric　etc

66一一No㎜et31mineral　mfs

67一一1ron　and　stee1

68一一Non－ferrous　metals

69一一Metal　m日nufactures　nes

71・一Machinery，non－electric

72一一Electrical　macbinery

73一一Transport　eq11ipment

81一一Plumbg，heatng，1ghtng

82一一Furniture

83一一Tr≡we1goods，handbags

84・・Clothing

85一一Footwear

86一一Instrmnts，w日tches，clock

89一一Mi畠。　manufctrd　goods

　　インド　　　　パキスタン　　バングラデシュ
1970　　　　1988　　　　1970　　　　1989　　　　1978　　　　1987

0．18

0，70

0，54

1，05

0，00

0，12

0，14

0．11

12．O1

O．66

0，17

0，18

5，33

1，49

1，21

0，19

0，72

0，15

0．ユ8

0，20

0，10

0，10

0，41

0，89

1，19

0，24

0．58

O．66

1，85

1，50

1，30

0．O1

O．20

0，07

0．38

12，49

0，60

0，15

0，03

3，39

9．ユ6

0，38

0，19

0，87

0，24

0，19

0，13

0，24

0．04

324
4，16

1，20

0，18

0．38

出所：UNTrade　Netのデータをもとに計算

O．03

0，26

0，18

0，57

0．OO

O．01

0．OO

O．12

11，25

0，22

0．O1

0．04

10，37

0，22

0．OO

O．OO

O．10

0，09

0，04

0，26

0，12

0，03

0，18

0，36

1，21

0，35

0．67

O．04

0，02

0，27

0，05

0．OO

O．OO

O．O1

O．05

13，91

0，04

0，03

0．OO

12，96

0．ユ9

0，03

0，00

0，16

0，04

0，01

0，01

0，10

0，02

0，33

5，08

0，44

0，43

0．51

O．17

0，00

0，00

0，00

0．00

O．OO

O．04

28，77

0，00

0．OI

O．86

1718
0．OO

O．OO

O．00

0，00

0．OO

O．04

0，03

0．O0

0，01

0，00

0．OO

O．01

0，00

0．07

O．02

0，00

0，01

0．OO

O．49

　　na

　　na
O．01

22，50

0，00

0．OO

O．00

7．1O

O．03

0．OO

O．OO

O．05

0，09

0．OO

O．01

　　na
O．02

0．OO

1O．56

0．O1

O．10

0．09

　　ネパール　　　スリランカ　　　　日本
1974　　　　1986　　　　1970　　　　1987　　　　1970　　　　1990

0．OO

O．09

0，00

0，00

0．OO

O．00

0，00

0，00

0，10

0．O0

0，35

0．08

10，22

0．OO

O．OO

O．00

0，01

0，00

0．OO

O．OO

O．00

0．O0

0，00

0，42

0．11

O．01

2．04

　　na
5，12

0，01

0．04

　　nヨ

　　na
O．00

0．01

18，57

0，00

0，73

0，03

6，62

0，05

0．OO

O．00

0，13

0，00

0．O0

0．00

　　na
O．12

0．23

10，25

0，03

0．O0

0．42

O．04

0，00

0．OO

O．47

0．OO

O．OO

O．00

0，02

0，47

0，02

0，09

0．OO

O．O1

O．11

0．OO

O．O1

O．04

0，00

0．O1

0，01

0，OO

O．OO

O．00

0，19

0，08

0，02

0．02

O．04

0，00

0，03

0，40

0．O1

O．00

0，01

0，47

0，24

0，99

0，43

0，02

0，50

3，07

0，01

0，01

0，22

0，06

0，02

0，04

0，05

0，04

0，14

9，63

0，56

0，03

0．43

1．10

0，52

0，33

0，36

0，64

0，51

1，52

0，32

0，41

1，65

1，17

0，49

2，12

0，95

2，75

0，31

1，64

0，83

2，03

1，61

0，55

0，38

1，92

1，18

1，09

1，73

2．10

O．75

0，63

0，24

0，29

0，10

0，03

0，63

0，53

0，26

1，51

0，05

0，32

0，63

0．52

ユ、29

0，42

0，73

1，42

1，89

1，80

0，17

0，18

0，08

0，06

0，02

1，99

1．34

㊤
べ
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は，数値の変化の幅は小さいが，1より犬から1より小に，すなわち比較優位

が失われた産業には，化学製品，プラスチック製品，木材製品，繊維，金属，

旅行司晶，衣類，履き物などがある。比較優位は失ったが，いまだに競争力を

維持している産業は鉄鋼，電気機械，運輸機械となっている。また比較優位が

強まったのは，非電気機械と工具である。

　どの財を輸出し，どの財を輸入するかは，その国の需要構造と競争力にかか

っている。アジアNIESやASEANの発展は輸出鉱犬によるもので，実際，製

造業の多くの部門で競争力がついてきた。RCA指標の大きさはより日本に近い

数値となり，水平分業の可能性，つまり同じ産業間で貿易をする可能性が高ま

り，昨今の経済発展につながった。製造業輸出を拡大すれば，連鎖効果が大き

く，付加価値も大きい。経済発展に貢献する度合いが強いのである。しかし，

南アジア諸国のように少数の一次産晶だけしか輸出できないとすると，資源の

枯渇，連鎖効果のなさ，付加価値の低さから，将来の経済発展の可能性は低く

なってしまう。水平分業がなにより望まれるわけだが，これを行うには技術移

転を活発にし，産業内，工程間分業ができる体制にならなければならない。

　比較優位の構造が先進国から後発国へ雁が群れをなして渡っていくように発

展していくという「雁行形態論」に従うと，南アジア諸国が日本や他のアジア

諸国の比較優位を失いつつある産業での競争力をつければ，互いに補完的な貿

易が拡大するはずである。アジアNIESやASEANは，これまでは日本が比較

優位を失う産業の競争力をつけ，このギャップを埋め，貿易の拡大に成功した。

南アジア諸国の産業構造はまだ工業化の初期の段階であって，これから日本や，

NIESの民間部門の積極的投資を誘致し，工業基盤を整備し，外に開かれた政策

をとっていく必要があろう。日本の海外直接投資がNIESやASEANで果たし

た役割は非常に大きく，南アジア諸国はこうした役割を日本のみならず，NIES

やASEANにも期待すべきであろう。
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　　　　　　　　　　　　　第2節　海外直接投資

　前節で述べたように，日本の南アジア諸国への貿易での貢献は小さい。直接

投資での貢献は，もっと小さいといえる。第4表一aはこうした日本企業と南ア

ジア諸国との関係を示している。数でみると，日本からアジア全体について4，299

の企業（現地合弁企業）が進出しているが，アジアNIESには実に58％の2，490

社が誘致され，ASEAN4（シンガポールとブルネイを除くASEAN）には34

％の1，469社が誘致されている。これらを合計すると，92％になる。しかし南ア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
ジアヘの進出企業数は，！10に過ぎない。1950年代の直接投資は硝子・塗料・ビ

ニールなどの化学工業に集中していたが，1960年代には自動車関連の直接投資

がスタートした。最近では漁業とその加工，スリランカでは陶磁器やセメント，

ネパールでは観光が直接投資の対象となっている。

　　第4表　直接投資

a．在外日系企業総数（全産業）

年度　　総数　　一75　76－8081－85　86　　87　　88　　89　　90　　91－　10％〈

世界　　　　13522

アジア針　　　5126

韓国　　　　　392

中国　　　　　358

台湾　　　　　735

香港　　　　　827

タイ　　　　　820

シンガポール　　806

マレーシア　　540

フィリピン　　183

インドネシア　　　338

インド　　　　65

パキスタン　　　14

スリランカ　　19
バングラデシュ　　　　5

ネパール　　　　3

出所：『海外進出企業総覧92』東洋経済
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b．投資目的

2　　　3　　　4　　　　5 6　　　7　　　8
世界
アジア計
韓国
中国

台湾

香港
タイ

シンガポール
マレーシア
フィりピン
インドネシア
インド

パキスタン
スリランカ
バングラデシュ
ネパール

1190
995
132

　52
267

　81
140
107

　97
　41
　63

　5
　2
　8
　0
　0

4730
1837
146

　61
308
336
245
337
188

　58
108

　28

　5
　10

　0
　0

1621
448

　17

　9
　40
169

　43
106

　36

　9
　12

　2
　0
　2
　0
　0

比率

1 2 3 4 5 6 7 8

世界 5 2 12 10 47 16 3 5

アジア計 3 2 22 14 41 1O 2 6

韓国 2 1 31 20 34 4 3 6

中国 8 5 29 13 34 5 1 6

台湾 2 1 33 12 38 5 3 5

香港 2 1 12 2 51 26 1 5

クノ 2 9 9R 17 五∩ 7 1 7タイ

シンガポール
マレーシア
フイリピン
インドネシア
インド

パキスタン
スリランカ
バングラデシュ
ネパール

　7
　4

　7
　2
　6
　4
　9
12

100

目的：

出所：

1．原材料，資源の確保　　　　　　5．現地市場と第3国市場へのマーケットシェア拡大

2．豊富な資源のため現地生産が容易6．情報収集

3．安い労働カ　　　　　　　　　7、貿易摩擦のための輸出困難

4．現地政府の保護政策　　　　　　8．特許

『海外進出企業総覧92』東洋経済

（4）　『’92海外進出企業総覧』東洋経済。
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C．貿易相手

　　主要な市場
a　　　　b　　　　c

　　主要な供給国
a　　　　b　　　　c

世界
アジア計
韓国
中国
台湾

香港
タイ

シンガポール

マレーシア
フイリピン
インドネシア
インド

パキスタン
スリランカ
バングラデシュ
ネパール

1086
121

　35
216
153
142
168
116

　2
　1
　69
　13

　5
　2
　1

864
480
39
11

116
72

54

104
52

9

19
3

3

1

1396
698

　74
　24
160

　92
　86
122

　67

19

38
9

1

5

1536
787

　97
　33
178

　72
108
108

　86

24
56

15

443
261
16

　5
38
44

37
49
40

6

20
2

比率

　　主要な市場
a　　　　b　　　　c

　　主要な供給国
a　　　　b　　　　c

世界
アジア計
韓国
中国
台湾

香港
タイ

シンガポール
マレーシア
フイリピン
インドネシア
インド

パキスタン
スリランカ
バングラデシュ
ネパール

注1a．
b、

日本

被投資国

。．第3国

出所　『海外進出企業総覧92』東洋経済
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　日本の南アジアに対する直接投資が少ない理由として，政治的安定に欠ける

ことや，社会不安などがあげられる。何よりもルールが煩雑で厳しいこと，管

轄省庁の典型的なお役所仕事，それに加えて日本の経営者に精神的な障壁があ

ることが真の理由であろう。通産省の調査によると，日本の直接投資企業の進

出目標は，一般に，投資国での販売と第三国への輸出である。進出目標がそう

であるかぎり，南アジアは投資対象国にそもそもなりにくいのである。通産省

の調査で二番目に重要な要因は低賃金であり，これは南アジアのセールスポイ

ントである。労働集約財については，直接投資企業の生産拠点のシフトが最初

はNIESに，つぎはASEANにと移ってきて，これからは南アジアに移ると考

えられている。今日は日本のみならず，アジアNIESも生産拠点をASEANか

ら南アジアに移す動きが出てきている。すでに，数々のプロジェクトがスター

トしており，たとえば，日本と韓国の合弁会社が経営をスタートさせたりして

いるのも注目される。

　東南アジアには中小企業の進出も多く見られるが，危険負担，制約的な外資

政策のため南アジアでは，どちらかというと大企業の進出がほとんどであった。

東洋経済の『海外進出企業総覧』によると，ベスト200の中にインドに進出して

いる鈴木自動車のマルティ・ウジョグが第7位で入っているし，TVSスズキが

97位，関西ペイントの合弁会社は142位となっている。南アジアヘの直接投資は

もともと少ないが，それもほとんどがインドとパキスタンに集中しているので

ある。中小企業の技術の方が，南アジアにより適したいわゆる連性技術であろ

うから，これを導入できるような体制，すなわち，より一層の自由化を推進す

るとともに，中小企業優遇策を導入する必要があろう。

　他の南アジア諸国でもおおむね同様の問題点があった。それゆえ，東南アジ

アと比べると，進出企業数が少なく，大企業の進出はあるが中小企業がなく，

進出した産業の種類も少し違うといった結果をもたらしたのである。東南アジ

アには，中小企業が大挙進出し，そして労働集約財である繊維，衣類，家電な
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とが大きく成長を遂げたのである。

　現在の外国直接投資の低水準の状況と，まだ制限的な政策，そして市場の小

ささを考えると，南アジア諸国は早急に不必要な制限を解き，ことに日本から

の中小企業の投資を誘致するよう努力すべきであろう。第5表は過去の日本か

らの直接投資の推移を示しているが，投入財の50％，機械設備の40％は日本か

ら輸入していることがわかる。現地で購入されている比率は，50％から60％で

あり，このシェアは一般的にみてそれほど低いものではない。日本企業を誘致

するには，部品メーカーのレベルが低いことを考えると，誘致当初はローカル

コンテント規制は低く押さえるべきであろう。日本企業が努力して極力現地企

業から部品を調達すべきであることは否定できない。しかし，この地域は労働

集約的な産業に比較優位をもち，そうした産業に日本企業は進出しており，こ

第5表　日本の直接投資活動

78　　　　　79　　　　80　　　　81　　　　82　　　　　83　　　　84　　　　85　　　　86　　　　87

1．総売上額

2．直接投資残高

31／2

4直接投資

5．仕入

6．設備投資

7．4／6

8日本への輸出，
I総売上比率

9日本からの輸入，
一総仕入比率

10．設備投資に占める
　日本からの輸入比率

11．5／1

23　　　　　　　　　　29　　　　38　　　　40

9．2　ユO．9　12．6　ユ49　　17

250　　　　　　　　　230　　　255　　　235

2．04　　　ユ．69　　　1．71　　2　31　　2．08

　　15，3　　　19．1

　　199　　23

　　85．9　　100，4

　　10．9　　9，9

　　42，8　　　41．2

52，8　　　50．3

54　　　　56　　　　71　　　　103

22　　　24，4　　　28．2　　　　36

245　　　230　　　252　　　286

2，51　　2，35　　3，81　　7．83

　　　　　247

　　　　　3．32

　　　　114．8

　　　　　78

　　　　　53

　　　　　42，6

　　　　　34．8

出所：経済企画庁（1990）
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の新規の生産的な雇用を創出していることが何にもまして重要なのである。現

在のところもっとも急を要する問題は日本からの投資の数と量を増やすことで

ある。現地の企業は一夜にしてできあがるものではない。

　　　　　　　　　　　第3節　援助とその問題点

　貿易と直接投資での日本の南アジア地域への貢献は些細といえるかもしれな

いが，こと援助に関しては非常に大きなものがある。ただし，これも昔からそ

うであったわけではなく，最近になってはじめて日本は世界一の援助大国に昇

格したのである。援助大国となったものの，その援助哲学の一貫性のなさや，

グラント・エレメントの低さ，アジアヘの集中，紐付き援助，経済要因の強さ

　　　　　　　　　　（5〕
が批判され続けている。円ローンが二国間援助の中で58％を占め，石油危機以

前はアジア集中は98％にも達し，日本のインフラ関連援助は，先進国平均がODA

の17％であるのに対し37％を占めている（第6表）。

日本のODAの特徴

　援助額に関して言えば，他の先進国が長い道のりをかけたところを日本は短

時間に達成したといえる。日本が初めてコロンボ計画に参画したときには，そ

の援助予算は僅か5万ドルであった。現在，日本は0DA大国であって，その援

助実施額は1988年度で101億ドルとなり，アメリカに次いで二位であった。これ

はDAC諸国の総援助額の19，2％に当たる。1989年度には89億ドルで前年度に比

べると若干の減少であったが，アメリカの拠出額の減少もあって，世界一にな

（5）たとえば，Orr，Robert　M．Jr．〃e亙me惚mceげ力φα舳Fom鋤”a月0mγ，

　NewYork：ColumbiaUniversityPress，1990年，樋口貞夫『政府開発援助』勤

　草書房，1986年，Nishikawa，Jun“Japan’s　Economic　Cooperation：New　Visions

Wanted’’，切αm　Q枷肋吻，October－December，1989年，鷲見一夫『ODA援助

　の現実』岩波書店，1989年。
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り，その後も第1位の地位を守っている。第7表は南アジアヘのDAC諸国の供

与額を示している。日本は1989年度のパキスタンを除いては（アメリカが第1

位），明らかに南アジア諸国においては第一の援助供与国である。

　日本がインフラ関連プロジェクトに集中して援助していることは，被援助国

第6表　日本の南アジアヘのODA

贈与　　　技術協力　　　小計　　　　借款　　　　合計

パキスタン

インド

ネパール

バングラデシュ

スリランカ

1984

1985

1986

1987

1988

1984

1985

1986

1987

1988

1984

1985

1986

1987

1988

1984

1985

1986

1987

1988

1984

1985

1986

1987

1988

42．95

55．86

49．35

124．61

118．71

14，45

9．65

22．53

23．05

35．28

15．15

36．31

44．66

49．98

41．37

42．72

38．52

31－9

61．78

89．64

29．42

33．35

56．61

54．16

65．68

5，24

6，29

　9，3

11．25

15．01

3，15

4，49

6．94

10．12

10．31

　6．4

4，82

9．05

14．74

14．56

3，01

4，74

6．94

ユ1．01

13．75

5，82

7．71

11．09

12．47

21．18

48．19

62．15

58．65

135．86

133．72

17，6

14．14

29．47

33．17

45．59

21．55

41．13

53．71

64．72

55．93

45．73

43．26

38．84

7279

103．39

35．24

41．06

67，7

66．63

86．86

　75，1

59．33

189．82

198．34

208，24

　4，01

　7．77

197．23

270．78

133．87

6，97

9．61

14．35

12，05

6．43

21．31

50．05

112．72

53．89

198．97

28．53

42．68

　59，2

51．63

ユ12．97

123．29

121．48

248．47

334．2

341．96

21．61

21．91

226．7

303．95

179，46

28．52

50．74

68．06

76．77

62．36

67．04

93．31

151．56

126．68

302．36

63．77

83．74

126．9

118．26

工99．83

出所1外務省（1989．1990，199王〕
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の種々の必要性に十分反応していないのではないかとの批判がある。事実，日

本のインフラ関連プロジェクトのシェアは37．3％に及んでいて，これはDAC平

均の16．5％を大幅に上回っている。確かにこうしたプロジェクト中心の援助は，

過去においては日本の援助の中心的役割を果たしてきた。しかし，日本は開発

途上国の緊急度に応じて，もっと柔軟性のある反応をすべきであることも十分

認識している。

　日本のODAの今一つの特徴はアジア集中である。第一次石油危機以前は日本

の援助の98％がアジアに集中していた。しかし，石油危機を経験して，経済安

全保障の観点から日本は援助先を大幅に変更することになった。すなわち，中

東への割合が高くなったのである。援助を外交の切り札として使うことが，結

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕
局のところ，日本の援助をアジアを越えて他地域へ届くものとした。1970年に

は，日本の十大被援助国はすべてアジア諸国であった。1975年にはエジプトと

イラクがこのリストに登場した（第8表）。そして！989年にはアフリカのケニア

とナイジェリアが十大国の一員となり，1990年にはトルコとポーランドが十大

第7表DACによる二国間援助

　　　　100万US＄

日本　　アメリカ　西ドイツ　イギリススウェーデンオランダ　フランス　カナダ　　DAC

バングラデシュ　　370．60　　138．O0　　　62．31　　　85．24

　　　　　38．11　　　　14．ユ9　　　　　6，41　　　　　8．77

インド　　　257．23　　69．OO　122．54　　8187

　　　　　22．69　　　609　　10，81　　　7．22

スリランカ　　185．25　　4300　　40．79　　30．90

　　　　　46　63　　　　10．82　　　　10，27　　　　　7．78

ネパール　　　77．39　　14．O0　　37．98　　28．18

　　　　　31　09　　　　　5．62　　　　15．26　　　　11　32

パキスタン　　177．46　　263．O0　　54．22　　4138

　　　　　26　01　　　　38．55　　　　　7　95　　　　　6．07

23．31　　　　65　89　　　　24．22　　　　73　21　　　972，34

2．40　　　　　6　78　　　　　2，49　　　　　7．53　　　100．00

203．08　　　　92．36　　　103．39　　　　24，31　　1，133．67

17．9工　　　　　8，！5　　　　　9，12　　　　　2．14　　　100．O0

6．29　　　18，01　　　　1．27　　　15．44　　　397，29

！．58　　　　453　　　　0，32　　　　3．89　　　100．OO

O．O0　　　　　4．60　　　　17．63　　　　10．61　　　248，92

0．O0　　　　　1，85　　　　　7，08　　　　　4．26　　　100．00

10．99　　　　26．61　　　　19．52　　　　35．31　　　682，25

1，61　　　　3，90　　　　2，86　　　　5．18　　　100．OO

出所：外務省（1990．1991．1992）

（6）この点については，Dennis　T，Yasutomo，“Why　AidP　Japan　as　an　Aid　Great

　Power，”肋。砺。λ励5バ，Vol．62，no．4．1989－90，p．493を参照のこと。
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国に加わった。最近年には日本はアフリカヘの援助を強めており，その結果，

1988年アフリカヘの二国間援助は13．8％にまでなった。同様の拡大傾向が，南

太平洋や中央アメリカで見られる。

　日本はまたDACの中で最もグラントエレメントが低いと非難されている。円

借款は，利子率が低いとはいえ，利子元本とも返済されなければならない。円

借款は日本の0DAの中で一番大きなシェアを占めている。日本の二国間援助の

うち実に58％を占める。ちなみにアメリカのドル借款の全ODAに占める割合

は5％と低い。日本のグラントエレメントは47．3％とDAC中最低である。第

6表は日本の最近の南アジアヘの0DAの供与額を，グラント・技術協力・政府

借款に分けて示している。円借款の圧倒的シェアはいうまでもない。日本政府

第8表 日本の政府開発援助10大供与国

　　100万US＄

1970　　　　　　　　　　　　　　　1975 1980 1989　　　　　　　　　　　　　　　1990

インドネシア

　韓国

パキスタン

　インド

フィリピン

　タイ

　イラン

　ビルマ

　中国

1oシンガポール

　1o大国計

125．84インドネシア

8676　　韓国

3955　フィリピン

3273　マレーシア

19．23　エジプト

1691バンクラデシ子

1ユ96　　インド

1194　　タイ

9．53　　イラク

575ナイジェリア

36020

19792インドネシア

8744バングラデシュ

7033

6327

50．17

4705

4661

4112

2977

27．31

661．08

　タイ

ビルマ

ェジプト

パキスタン

フィリピン

　韓国

マレーシア

スリランカ

350．03インドネシア1145．26インドネシア　867．78

215．14　　中国　　　8321呂　　中国　　　723．02

189．55　　タイ　　48885　フィリピン　647．45

152．蝸　フィリピン　　40375　　タイ　　　418．57

122．97バングラデシュ　370．60バングラデシュ　373．57

112．42　　インド　　257．23　マレーシア　372．62

94－40　スリランカ　185．25　　トルコ　　324．31

76．30　パキスタン　　177．46　パキスタン　　19355

6563ナイジェ■』ア　16586　スリランカ　176．07

44．78　　ケニア　　14781　ポーランド　149．85

1423，68　　　　　　　　　　　　4王74　25　　　　　　　　　　　　4246．伍9

世界計　　371．51 85040 1960　80　　　　　　　　　　　　6778　50 693956

出所1外務省（1990．1991．1992〕
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は，援助の量と質を改善しようと努力をしている。この借款かグラントかとい

う問題は実は援助の予算作成，実施過程に関連しているのである。ただし援助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
予算は一般予算のみから成り立っているわけではない。

　借款に関しても，たとえば一次産晶融資やツー・ステップ・ローンを含むノ

ンプロジェクト融資などの，開発の必要性に応じた多様な対応がとれるような

より柔軟なアプローチが必要であろう。事実，日本がらのノンプロジェクト融

資の量は増加の一途にある。ことにマクロ経済再建のためや特定産業サポート

などの構造調整融資（SAL）は大きく増加している。

　もう一つの批判は援助の在り方に関するものであって，いわゆる要請主義へ

の批判である。日本は，被援助国が援助の要請をして始めてODAを供与すると

いうものである。しばしば被援助国は，援助を要請するのに必要な知識を持ち

合わせていない。そこで日本の企業が必要な申請書類の作成に協力することに

なる。往々にして，総合商社や建設会社は必ずしも被援助国の潜在的な二一ズ

と整合的な要請をしない可能性がある。それに加えて，日本の援助プログラム

は大部分民間部門に依存しているところがある。何故なら犬蔵省はODAプログ

ラムを担当モニターするのに十分な人材を確保しているとはいえないからであ

る。

　　　　　　　　（目）
日本のODAの考え方

　「相互依存の認識」と「人間主義的考慮」という二大目標は現在世界的に認

知されていて，日本もいうまでもなくこうした二つの目標を基本に援助政策を

実施している。にもかかわらず，日本には援助哲学がないと批判されている。

いわゆる「要請主義」も日本の開発途上国に対する自助努力を重要とみる考え

（7）大部分がその主財源が郵便貯金である財政投融資予算であるがゆえに，日本はこ

　れからも円借款の高シェアは続くことになろう。たとえば，Jun　Nishikawa（1989），

　前掲論文。

（8）Ministry　of　Foreign　Affairs，0D山990．
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方の顕れと思われる。こうした考え方のもと，日本のアプローチは各被援助国

でプライオリティの高いプロジェクトのみに援助を与えるということになる。

日本のODAの特徴を批判して，よく次のような提案がなされる。（1）プロジェク

ト主体の援助を再考せよ。（2）プロジェクトの前調査を徹底せよ。（3）被援助国の

種々の二一ズに対応した種々の援助を供与せよ。（4〕NGOと積極的に協力せよ。

（5〕援助後の評価体制を改善せよ。16〕援助プログラムを実施・モニターするため

のより効率的な体制を確立せよ。17）人的資源の開発に直接関連した援助量を拡

大せよ。

　こうした提案は日本の0DAの特徴を弱めるものである。換言すれば，こうし

た批判は日本のODAを他の諸国，ことにどちらかというとアメリカに似たもの

にせよと言う主張なのであろう。ODAに関しては，最近，新しい試みがなされ

ている。たとえば，部門別ローン（セクターローン），ソフトローン，援助国間

の調整などであるが，多くの国はこの方向に向かっているといえる。プロジェ

クト主体，アジア中心などの日本のODAの特徴について言えば，上記にあげた

提案がことごとく間違いなく改善につながるとは保証できない。日本がもっと

n㎝一projectや借款の方に動くとすれば，それだけインフラ関連の援助が減るわ

けで，経済開発全体から見れば好ましくないかも知れない。民間資本は十分な

インフラが整備されないと容易には流入しない。アジアNIESやASEANはODA

で当初インフラを整備し，民間資本流入の成功を収めたのである。

　東欧の劇的な変貌，ことに市場経済への移行や政治的民主主義化への動きが

あって，アジアの開発途上国は，日本からの援助資金の配分が変化するのでは

ないかとの危倶を高めている。ODA資金を日本がどのように配分するかは現在

のところ不透明な領域であるが，ただ近未来に大きく変わるとは思えない。次

節ではいろいろな変化の可能性をみるが，ここでは簡単に我々の立場を述べる

にとどめておこう。日本のODA体制はまず専門スタッフが不足している，そし

てこのことが援助の計画，実施の効果を阻害している。日本では，とかく人的
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資本，研究，社会的インフラなどの経済開発が中心で，ソフトな側面は軽視さ

れる傾向があるが，この傾向は変えるべきであろう。日本はアジアヘの主要な

援助供与国であり続けるであろうが，日本だけ独自で行うのではなく，アジア

中進国や先進国との協調のもとに援助政策をすすめるべきである。雁行形態的

発展という見方はアジアにはよく当てはまり，アジアNIESはASEANに，そ

してASEANは南アジアに追われる立場にある。技術や人事に関して，このこ

とはASFANの経済発展のためにはアジアNIESの経験を，そして南アジアの

経済発展のためにはアジアNIESとASEANの経験を大いに利用すべきという

ことであろう。この観点からいえば，次の方策をとるのが望ましい。

　・日本はプロジェクトに関して，コンサルティングとスーパーハイズを担当

し，実際のインフラの建設にはNIESがあたる。

　・プロジェクトの前調査にはJICAが，外国人スタッフを，ことにNIESから

増員し，南アジアの開発に関しては経験の豊富なアメリカ人スタッフを採用し

て大いに効果を高めるべきである。

　・日本はまた大量のODAにマッチする民間資本を奨励すべきである。

　以上の議論をもとにして，南アジアヘの将来の資本移動に関して，増える要

因と減る要因を列挙して，少しばかり大胆な結論を出してみよう。

　まず増える要因として，

（1）マレーシアやタイはすでにODAに依存する体制からは卒業しつつあるという

事実。

12〕援助の形態のうちグラント部分はもっとも変動を受けにくい部分で，南アジ

アはこれまで通り，大部分をグラントで供与を受けるということ。

（3）近未来については日本のODA量は増え続けるという見通し。

　また減る要因として，

（1）ベトナムやその他のインドシナ諸国が新たにアジアの被援助国として登場し

てきたこと。
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（2）日本のアジア重視の態度が世界的に批判の対象となっていることは，ODA資

金がアフリカ，東欧，中央アジアなどにより流れることを示唆すること。

（3〕環境への関心が援助の配分に大きな影響を与えうること。

が考えられる。

　このような従来の日本の援助への批判をかわすには，プロジェクト主眼の援

助の見直し，前調査の徹底，多くの選択肢の用意，NGOの積極的活用，援助後

の評価システムの向上，援助行政の人材を養成することなどが必要となる。要

するに，援助を従来の日本型から欧米型にせよということである。だが，南ア

ジアの現状を鑑みると，一概にこれまでのプロジェクト中心で，アジアに集中

し，経済オンリーという日本型の援助が悪いともいえない。グラント・エレメ

ントが低いといっても，資源配分の面で経済効率を良くさせるのに効果がある。

日本がもっと非プロジェクト援助に走るとすると，インフラの発展は望めなく，

したがって工業化のぺ一スも遅くなる。インフラが整備されない限り，民間資

本はついてこないからである。事実，アジアNIESやASEANは日本の援助で

インフラを整備し，民間資本を誘致するのに成功した。アジア中心という批判

もあたらない。ソ連が崩壊し，東欧が民主化をはかる中で，世界の資本がアジ

アを飛び越して，旧ソ連・東欧に流れてしまうのではないかという危倶を生み

出した。いまこそ，南アジアの開発に日本は責任をもって，アジアの一員たる

ことを示すべきであろう。

　　　　　　　　第4節　世界的資金不足問題と南アジア

　前節ではどのような援助を南アジアに与えるべきかという観点から議論を展

開したが，本節ではどれだけの援助を南アジアに与えうるかという資金の量に

ついて述べる。

　世界三犬援助国の貯蓄・投資バランスを推定し，アジア諸国の資本需要の大

きさを検討する。理論的には，資本需要（投資）を減らし，資本供給（貯蓄）
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を増やすために，利子率が十分上昇しうるなら資本不足はないということにな

る。しかしながら，高金利は南アジアを含む開発途上国の投資，したがって経

済成長を阻害することになる。ことに，高金利がODAのアベイラビリティとコ

ストに負の影響を与える場合にそうである。こうした可能性を評価するために，

簡単な貯蓄投資モデルを構築した。このモデルを使って，どのような利子率，

どのような成長率のシナリオのもとで，ジャーナリストや経営者，政治家が危

倶している世界的な資金不足を解消できるかを検討する。ここに，日本の役割

がクローズアップされる。その前に，簡単に世界の資金不足の現状を述べてお

」つ。

　国際的な不均衡が大きくなると，その調整が必要となる。ニクソン・ショッ

クと日本では呼ばれたアメリカの経済政策の転換を契機に，変動相場に移行す

ることでアメリカのドル流出によるインフレーションの輸出に歯止めがかけら

れた。石油危機によって生じた石油輸出国への資金流入は，国際的な銀行から

の途上国向け貸付を通じて還流し，結果的に累積債務問題を引き起こした。石

油価格が比較的安定化した状況に移行した後において，産油国の資金供給能力

は低下しているが，累積債務問題は尾を引き残されている。レーガノミクスと

呼ばれたアメリカの政策は，財政と貿易の双子の赤字とそれにともなうアメリ

カヘの資金流入をもたらした。双子の赤字に対する調整策の必要性は十分認識

されてはいるが，その効果的実行がなされているとはいえず，アメリカヘの資

金流入のトレンドは変わりそうにない。

　東西ドイツの統合は，旧東ドイツの復興と安定化のためにドイツの財政支出

の拡大を余儀なくさせ，規模では異なるがアメリカの財政赤字がもたらした国

際的経済効果と同様の影響を与えることとなった。現段階では，ドイツからの

資金流出は多くを期待できなくなっている。さらに旧ソ連・東欧の再編と市場

経済化への変革は，不確実要因が多く実際にどの程度の資金流入が起こること

になるかはもう少し検討されなければならないが，確実に資金の吸収要因とな
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るであろう。

　このように世界的にみると，資金をネットで需要する国・地域を挙げること

は比較的容易であるが，ネットで供給する国は限られてくる。ここに世界的資

金不足を懸念する議論が多出する原因がある。いつも資金不足が大きく取り上

げられるのは，不足国がその調整に切実であり，資金余剰国は比較的小さなコ

ストで調整ができる余裕があるので，不足の声が大きくなりがちであることが

あげられよう。したがって，もし議論に警告・指針の役割が期待されるのであ

れば，不足諭が多くなることもうなずける。余剰も資産インフレや分配の不平

等などのいろいろな経済問題を引き起こすであろうが，不足からもたらされる

投資減少・低成長などは，より深刻であることが多いからである。

　1980年代には逆石油危機，債務危機，アメリカの双子の赤字が発生して世界

の資本市場を圧迫した。1990年代には1980年代から続くアメリカの資金不足，

累積債務をかかえる発展途上国の資金不足，飢餓・難民を抱える最貧国への援

助資金不足，1日ソ連・東欧の再編と市場経済化のための資金不足，地球環境を

守るための追加的資金需要などである。開発途上国にとっては，この世界的資

金不足は不安の材料である。

アジア諸国における資金不足

　ドイツ統合後，資金余剰国として世界の他の国に資金を供給する役割を果た

せる国として，日本がクローズアップされているが，将来を考えるとアジアNIES

にもそれが期待できる。日本は，急速な経済発展を遂げることができ，それに

ともなってフローの所得は増加したが，それに見合うストックの増加はおくれ，

現在はストックを増加する段階にきている。それが金融資産などの増加，すな

わち資金余剰の状況を生み出したと考えられる。アジアNIESも所得水準が上

がってきていて，次第に資産増加にむかう段階にさしかかっているので，遠く

ない将来において資金不足をやわらげる役割が期待されることになろう。
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　ASEAN・アジアNIESに近接する東・東南アジアの国は，アジアNIESか

らASEANへと向かった直接投資の流れの新しい受け入れ先として，発展に向

かう地域が部分的にでできている。経済発展の伝播がさらに周辺におよぷこと

が期待できる。こうした地域には直接投資は先進国からだけでなく，アジアNIES

やさらにはASEANからもなされるようになってきている。このような国々の

資金需要が近い将来顕在化する可能性が大いにあるわけである。

　アジア各国のISギャップを調べてみると，たとえば，韓国は1984年に資本

不足から資金余剰国に転換している。もっとも，1989年から1992年の間は資金

　　　　　　　　｛9）
不足となっていた。台湾では，貯蓄が投資を1970年代，1980年代と上回って

いる。香港とシンガポールはそれぞれ1984年と1986年に資本余剰国に転換し

ている。このようにアジアNIESは総じて基本的に資本余剰である。最近のア

ジアNIESの経常収支黒字はこのことを裏付けている。アジアNIESに続いて

ASEANも，ことにタイとマレーシアは，資本余剰国となりつつある。マレー

シアのISギャップは1984年に，タイは1986年に資本余剰国となっている。マ

レーシアの経常収支黒字は1987年より始まっている。フィリピンを除いたアジ

アNIESやASEAN諸国の貯蓄率や投資率が，30％近くになっていることは驚

くべきことである。

　アジアNIES，ASEAN，およびそれら近接の東・東南アジア地域のあとに控

える国・地域の経済発展には時間が必要と考えられる。インド・パキスタンな

どの多くの人口をかかえる大国が，経済発展することは容易ではない。これら

の国・地域は資金不足に悩むが，海外の民間資金が期待できそうにないので，そ

れが顕在化するには公的援助が必要である。パキスタンの貯蓄率は極端に低く，

それゆえ，その資本必要額を満たすために外国貯蓄に依存する体質となってい

る。すべての南アジア諸国の貯蓄率は，インドを除いて，アジアNIESやASEAN

（9）日本輸出入銀行（1990）のデータに基づく。
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と比べると極端に低い。

　このように，アジアには発展段階の異なる国が多数存在するので，資金過不

足の状況も違ったものになる。資金余剰の状況も期待できるアジアNIESなど

については資本不足の心配はないであろう。しかし，経済的評価が高く海外か

ら民間資金が十分流入する国・地域については，もっと利潤率の高い地域が将

来でてくるかどうかでシナリオが違ってくる。ASEANおよび近接の東・東南

アジアにとっては，EC／NAFTAと民間資本を競合する場合を危倶しなければ

ならないであろうが，投資誘因を一層高めることで資金不足を切り抜けること

が可能であろう。そのためには，質の高い労働力だけでなく技術力においても，

EC／NAFTAとの競争を意識する必要がある。民間資金の流入が期待できない

国・地域については，公的資金の動向が資金過不足を決めることになる。アメ

リカが双子の赤字を続け，ドイツが旧東ドイツ地域やECに資金を振り向け，更

に，公的資金が，累積債務をかかえる発展途上国や旧ソ連・東欧の復興に流出

すると，公的資金に頼る残りのアジア諸国は資金不足をきたすことになる。旧

ソ連・東欧の復興資金の影響は公的資金に頼る他の諸国に及ぶが，当面民間資

金への影響は小さいであろう。旧ソ連・東欧が民間投資の受け入れで競争的と

なるには時間がかかるであろうし，そうなった状況は世界経済にとって好まし

く，競合するアジア諸国にも好ましいといえよう。

日本・アメリカ・ドイツからの資金フローの推定

　これからの世界の資金過不足を予測するには国際的な貯蓄・投資の推定が不

可欠である。我々は日本・アメリカ・ドイツの資本の需給をいくつかのシナリ

オのもとで予測した。三か国を選んだのは，世界の総生産の43．9％，世界の工

業生産の60％を占めるほどこの三か国が巨大な経済大国であるからである。

　経済企画庁の推計では，先進国だけで700億ドル，旧ソ連・東欧を除いた開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛10〕
発途上国で330億ドルの資金不足が生じるという。1992年の資金過不足は1030
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億ドル，1993年は920億ドルになるという。これに旧ソ連・東欧の資金不足を

加えると，実際の資金需要は膨大となる。我々のここでの関心はこの三大経済

大国が近未来において開発途上国に十分資金を供給できるかどうかであり，世

界的資金不足を解消するにはどれほどの高成長を達成しなければならないかと

いう問題にある。

　ここで，我々独自の計測結果を示す。モデルは巨視的なもので，Barro（1991）

やBarro＆Sa1a－i－Martin（1990）を参考にした。彼らは世界の資本需要を明

示的に扱い，その需給が世界の利子率を決定するようなモデルを構築した。世

界の10の工業国を集計し，あたかも閉鎖経済であるように，一つの資本市場を

形成するとした。期待実質利子率が変動することによって，資本の需給の均衡

を達成するとしたのである。我々は，利子率の決定には関わらないが，成長率

や利子率を与えて，その時の資本の需給を計測する。我々のモデルは10か国で

なく3か国であるという点でもBarro達のものより簡単なモデルである。推定

式は次表で示されている。

三か国の貯蓄投資関数の推定結果

　　　　　　　　　　　（11〕投資関数（従属変数＝I／Y）

定数項 r－1 （I／Y）一1 DOILCY－1 CR2 Durbin’s　H

日　　本
O，08812

i1．82）

一〇．00318

@（2．75）

0．77263

i5．56）

一〇．52386

i一1．44）

O．85 1．31

ドイツ
O．0548！

i一1．60）

一〇．00018

i一〇．31）

O．73718

i4．86）

一〇．00067

i一1．64）

O．63 O．86

アメリカ
0．12402

i2．83）

一〇．0016

i一1．89）

O．39128

i1．76）

O．29 1．25

（10〕EPA（1991）とFukao（1991）。
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貯蓄関数（従属変数＝S／Y）

定数項 r－1 （S／Y）一1
‡DM－1｝（Debt／Y）一1

CR2 Durbin’s　H

日　　本
0．02889

i0．83）

O．00206

i2．51）

O．86538

i8183）

O．81 1．20

ドイツ
O．28567

i24．52）

O．OO059

i1，17）

一0．00153

i一5．61）

O．06226‡

@（O．87）

O．72 1．17

アメリカ
O．16417

i1．62）

0138065

i1．05）

一〇．15846村

@（一1141）

O．66 O．74

　この推定をもとにいくつかのシナリオを描いて，世界の資金過不足を予測す

る。シナリオは成長経路と，実質利子率に関して描く。基本シナリオ（B）は成

長率に関しては1990年代の成長率は1980年代の平均と同じであるとする。IMF

シナリオ（I）は1990年代の成長率がIMFが予測しているとおりだとする。す

なわち，日本は3．4％，アメリカ3％，ドイツ2％というものである。高成長

シナリオ（HO）は日本5％，アメリカ4％，ドイツ3％の成長を設定する。ま

た低成長シナリオ（L0）では3か国とも1％の成長と仮定する。これらのシナ

リオ（B，I，HO，LO）では，実質利子率を1980年代平均利子率と仮定した。

HO，LOをべ一スに金利を1ないし5％上乗せしたものを仮定する。すなわち，

（ll）この推定に当たって，データはすべてIMF，IFSよりとった。ここでの変数は次

　のとおりである。

　r　　　　　実質利子率

I／Y

OILCY
D
DM
DEBT／Y
S／Y

実質国内投資・GNP比率

原油輸入・GNP比率
差分オペレーター

M1成長率
実質政府負債・GNP比率

実質貯蓄・GNP比率
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H1は80年代平均利子率プラス！％，H5はプラス5％といった具合で，計14

のシナリオを描くわけである。

　Bシナリオのもとでは，3か国は1992年，1993年に800億ドルの資本余剰を

3か国で作り出すことができる。この800億ドルの余剰資金は経済企画庁の予

測の中で世界の資金需要・供給の中に折り込み済のものであるとしよう。そう

すると，これに加えて1030億ドルの資金不足が起こるとしていることになるか

ら，世界の資金不足が解消するには，3か国で合計1830億ドルの資金余剰を生

み出さなければならないことになる。H5シナリオ，つまり，高成長，高金利シ

ナリオの場合，3か国は1560億ドルの資金余剰を生み出し，必要な額に近くな

る。1990年代のアメリカのISギャップをみると，アメリカが財政支出のパター

ンを変えさえすれば，実現が難しいと思われるH5シナリオでなくとも，世界

の資金需要は基本シナリオのもとでも（1620億ドル），またHOシナリオのもと

でも（1760億ドル），またH1シナリオのもとでも（1880億ドル）解消するこ

とがわかる。

　シナリオを描くに当たって，GNPと利子率の水準を変えた。このパラメター

を変えることによって，世界の資本フローへの影響をみたわけである。この際，

公的資金も民間資金も両方含んだ形で分析している。利子率の変化は主に民間

資金のフローを決め，成長率の変化は公的資金のフローを決める。ゆえに，H5

シナリオは資金を大きく増加させるが，必ずしも公的資金を大きく増やすわけ

ではない。南アジア諸国にとっては，公的資金の方が重要であって，どれだけ

の資金が利用可能かも重要であるが，さしあたってはどれだけの公的資金が利

用可能かが肝要となる。高成長シナリオでは100億ドルの資金が追加的に利用

可能であるとしたが，これは大部分公的資金である。南アジアにとっては先進

工業国が高成長を遂げることが何より重要なのである。
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　　　　　　第5節　日本と南アジア間の政策問題と若干の提案

　結論にかえて日本と南アジア間の関係を，もうすこし大局的な視点から論じ

ておく必要がある。我々がこれまで強調したように民間の貿易と投資をODAと

うまく調整することが一番大事である。アジアNIESやASEANが南アジアを

一歩リードしている秘訣を調べることも必要であろう。日本の民間資本が南ア

ジア諸国の経済を再構築するには必要である。南アジアと日本の貿易パターン

は南アジアの一次産品や原材料を日本の製造業製品と交換するというものであ

る。このバターンは現在少し変わりつつある。南アジアから労働集約的で資源

集約的な財サービスが輸出され，日本からは相対的により資本・技術集約的な

財サービスが輸出されるといった具合である。換言すれば，従来の厳しい垂直

貿易がどちらかというと少しは水平的な貿易に変換されつつあるということで

あろう。顕示比較優位，民間資本流入，ODAの相互関係を検討しそれを明らか

にした。日本とアジアNIES，そしてASEANの間における成功に見られる要

因を抽出することにより南アジアと日本がとるべき将来の方向を見定めること

ができよう。

協力の理由と手段

　日本経済は日本が世界経済の発展に責任を果たせるほど十分大きくなった。

日本が他の先進国以上に金融資産をもっているという事実からも，こうした責

任を回避するわけにはいかない。このような理由で，誰も日本が世界の成長と

安定のために大きな役割をはたすべきであることを否定するものはない。ここ

では一歩踏み込んで日本が南アジアに荷担すべき政治的あるいは戦略的な見方

を与えておこう。

　世界経済はボーダーレスとなってきている。と同時に地域主義も強い支持を

得，その形成に拍車がかけられている感がある。事実，世界経済では三つの経

済ブロックが形成されようとしている。ヨーロッバ・ブロックはEC，EFTA，
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そしてそのうち東欧を含むよう発展していこう。西半球，あるいはアメリカ・

ブロックはNAFTAを軸にラテンアメリカ諸国を包含することになろう。そし

てアジア・ブロックはいまのところ緩いブロックではあるが，日本を中心にア

ジアNIES，ASEAN，中国，その他で形成されるであろう。将来的に各ブロッ

クは近隣の開発途上国をメンバーに加えていくことであろうが，こうした見方

から南アジア諸国はどちらかというとアジアの緩い地域ブロックに入ることに

なろう。もちろん，こうした地域主義は閉鎖的で世界貿易の進展を阻害するも

のであってはならない。三つの地域ブロックは，GATTを補完する形で将来は

発展的に解消するのが望ましい。環太平洋地域にはPECCやAPECといったア

メリカ・ブロックと日本ブロックを含む緩い地域協力あるいは地域調整フォー

ラムがある。アメリカは，一方，ECにも近いわけだから，仲介役となってEC

とアジアを結び付けることもできる。このように，地域主義と世界主義をとも

に推進することによって，世界の自由化を本物にすることが出来る。こうした

理想的な世界主義を実現するために，日本と南アジアはとりあえずはより緊密

な関係を築くことが要請される。「雁行形態論」流に言えば，日本からアジアNIES

へ，アジアNIESからASEANに，そしてASEANから南アジアヘと発展パタ

ーンを移転することができる。経済の観点，すなわち，資源配分・生産などの

効率から考えると，南アジアとのより緊密な協力関係は避けることができない

のである。

　本稿では国際貿易・直接投資・ODAの活動に関して焦点をあてた。ODAに

比べて，貿易や投資活動は非常に小さい。南アジア諸国はその人口の大きさが

その特徴で，大きな国内市場が出現する可能性があり，このことを有利に展開

すべきであろう。こうした発展を期すには何にもまして，民間部門の経済活動

に対して，十分な自由を保証し，外向きの政策をとる必要があるであろう。
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協力の方法

　日本にはユニークな経済制度がある。日本は一応市場メカニズムに依存して

いるが，市場メカニズムを強化し支持するために特別の制度的メカニズムも存

在している。一つの事例は系列である。系列は取引や投資の調整，計画に関し

て経済主体間の長期的関係を確たるものとしている。日本的と言われているこ

うしたシステムは，日本の経済風土の中である意味で合理性をもつものとして

形成されてきたものであるが，経済風土の違う南アジアに適合するような形で，

市場メカニズムを補完するように移転してみるのも面白い実験がもしれない。

ここで今一度強調しておかなければならないのは，市場メカニズムを政府の活

動と協調させて国際競争力のある民間企業を育てなければならないということ

である。これを実現するには，我々は公式に日本と南アジア間で情報交換の制

度を確立する必要があるであろう。

　経済協力を拡大するには，二国間協力だけを推進するのでは不十分である。

日本は全世界規模での国際分業を，すなわち種々のレベルの諸国との国際分業，

より具体的には，アジアNIES，ASEAN，南アジア諸国間の国際分業を積極的

に考えるべきであろう。日本と南アジア間のみならず，開発途上国同士の分業

も考えなければならない。そのようにすることによって，世界規模での国際分

業を最適化することができるのである。日本から南アジアヘの直接の援助は勿

論必要であるが，いまやASEANやアジアNIESも南アジア経済の拡大に貢献

することが必須となっている。この目的のために，雁行形態論が示唆するよう

に，産業構造を調整し，国際分業を推進するような経済活動の移転をスムーズ

に行えるようにすることが肝要である。これには政治的安定は勿論のこと，効

率的で競争的な市場，民有化，インフラの供給が必要であることはいうまでも

ない。一旦南アジア諸国が必要な開放政策をとり，市場メカニズムを機能させ

れば，アジアNIES，ASEAN，そして日本は真の意味で，経済協力を惜しまな

いであろう。
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情報システムヘの新たな期待

一悪構造問題理解に対する情報システムの支援

角　田　　勝

　　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　マネジメントは絶えず問題を理解したり，定義づけたり，解決したりしてい

る。すべての問題は，主観的，概念的・客観的な要素をもっていて，それが現

実と理想との不一致に関連する。また，幾つもの関係者が存在するし，それぞ

れの独自の信念と目標をもっている。問題が存在するということで一致するこ

とさえないかもしれない。望ましくない状態が相互関連しているし，「真」の間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
題として一つの状態を識別する根拠がない場合もある。これが悪構造問題（i11・

structured　problem）といわれる問題である。これは戦略的意思決定を行なう

マネジメントが直面する問題にも当てはまる。これらの問題はマネジメントの

認知能力に絶えず挑戦してくる。認知とは意識性と判断をともなった知るとい

う行為ないしプロセスである。意思決定を行なう場合はいつも一それが自らの

生活について個人が意思決定する場合でも，企業の決定であっても，この認知

能力が使われ，問題領域を理解するために，それが情報を捕捉し，代替的解決

策を模索する。このときに捕捉された情報とは，認知された情報であって，環

＊　拙稿を掲載する機会を与えていただきました神戸犬学経済経営研究所に深く感謝

　いたします。また有益なコメントをいただきました榊戸大学　伊藤先生，摂南大学

　山根先生にも感謝の意を表します。

（1）Smith，Gera1d，“Toward　a　theory　of　managerial　problem　so1ving，”Dec畑。m

　∫mφカ0竹靱∫まe〃∬8．1992，p．29．
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境に対する意思決定者自体の反応である。

　　　　（2〕
　Rumelhartは，人間の全体的な情報処理システムが持つ主要な特徴として次

のように述べている。「われわれは期待するところのものを知覚し，既に経験し

たことに関係づけて理解し，すでに知っていることに適合する事柄を記憶する

　　　　　　　　　　　　　　　　（3〕
のである。」また，Dona1dson＆Loschは，10数個の主要企業のトップの経

営者の意思決定の研究において，調査したそれぞれの企業における経営者の間

には，「信念」の特色あるシステムが存在していると結論している。彼らによれ

ば，「相互関連する信念のシステムは，フィルタの役割を果たし，これを通し

て，マネジメントは企業が直面する現実を知覚する」のである。

　人間の情報処理能力には限界があって，それを補うために，このように世界

観とか信念を利用せざるをえないのであるといえる。マネジメントは，制約さ

れた情報処理能力でもって，自らの認知能力に対する問題解決の挑戦に対処し

なければならない。

　ここでは，情報システムの認知活動に対する支援，さらには悪構造問題の理

解や解決に対する支援をいかにおこなうが，そのための情報システムの概念的

デザインについて考察する。

　　　　　　　　　　　　2．悪構造問題の理解

　前に引用したように，意思決定者は目下考察中の問題空間の中で特定のゴー

ルを達成するために彼に関係する情報のみを知覚する。関係する情報の決定は，

意思決定者が心の中で持っているメンタルモデルに依存する。マネジメントは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〕
自らの世界観に基づいて意思決定を行なう。これは戦略的な決定において特に

（2）Rume1hart，David　E．，‘‘Introduction　to　Human　Information　Processing，”John

　Wiley，1977，p．213御領謙訳，『人間の情報処理』サイエンス社，昭和54年，p．251．

（3）Donaldson，G，and　Lorsch，G．W．，“Decision　Maki㎎at　the　Top：The　Shaping

　of　Strategic　Direction，”　Basic　Book，1983，pp．279－280．
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そうである。戦略策定のプロセスは，他の組織プロセスと同様に世界について

の個人の認知に基づいている。そのような悪構造問題の解決は意思決定者の認

知努力に主として依存しなくてはならない。モデルや世界観は問題点のある局

面を意思決定者が選択するのを援助する。モデルとは，現実の単純化された表

現である。これは特定の見地から作成されたものである。この見地，認知指向，

モデルは，意思決定者が悪構造問題を理解し，定義づけるのを助ける。基本的

主題は，意思決定者は，内的外的環境をある色のついた眼鏡で眺めるというこ

とである。意思決定者によって一度情報が受け入れられると，この眼鏡に基づ

いた解釈がなされる。この眼鏡は問題領域に関係すると思われる事前の知識，

信念，価値，知覚を表わしている。（以後は信念あるいは信念システムと呼ぶこ

とにする。ここからもわかるように，本稿でいう信念は，この言葉が一般的に

意味するよりも広い意味をもたせている。）受け入れられた情報は問題を理解す

る，定義づける，診断するために使われる。信念システムは現実をモデル化し

ようとするものである。信念システムは，現実の世界について構成要素とその

相互関係の集合にろ過された情報を変換するものである。しかし信念システム

ばる過という考え方を超えた抽象化のより高いレベルにあり，単なるフィルタ

のような静的なものではなく，意思決定者が知覚した新しい情報に基づいて修

正され，精製されるという意味で動的であり適応的である。

　　　　　　　　　　　　3．情報システムの支援

　上で，マネジメントがある問題領域に対する自らの決定プロセスを主観的に

理解することを強調したが，従来情報システムを開発する中ではほとんどそれ

（4）角田勝，「悪構造問題の定義について」，富大経済論集VoL27No．2．1982におい

　て，このような場合に「世界観」や「モデル」が必要で，それがいかに悪構造問題

　の定義をガイドするかについて考察した。本稿においては，信念という言葉を使用

　するが，基本的にはその機能は同じである。
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は考慮にいれられなかった。マネジメントが悪構造問題に直面したとき彼は一

般的には直感的な決定を行なう。たとえばマネジメントの日常の計画は直感を

通してなされる計画であるといわれている。そのような計画は関係する人々に

太いに依存している。計画の成功ないし失敗を決定するキーワードは予感，判

断，直感，統合である。これらの概念は個人や組織の他の成員の信念システム

に関係している。実際，信念はマネジメントが考慮し決定を行なう要因につい

ての強力な制約条件である。この信念は強力な制約条件となるので，実際のあ

るいは潜在的変化が提供する機会をマネジメントが逸するということも起こり
　　（5〕
える。

　したがって，問題の理解を助ける形で意思決定者を援助する試みは，情報シ

ステムの支援を提供する主要な目的のひとつとして含まれるべきである。理解

をうまく達成すれば，特に悪構造問題に関しては，質の高い決定を生み出すで

あろうし，高い決定への信頼をも生み出すであろう。

　情報システムの分野では，パラダイムシフトが現在起こっている。この変化

は行動を指向したもの（Behavioristic　Orientation）から認知を指向したもの

　　　　　　　　　　　　　　（6〕
（CognitiveOrientation）である。他の言葉でいえば，意思決定の行動的局面

に対する情報システム支援を，意思決定者の認知指向に対する支援に強調点を

移そうというものである。前者の場合は，問題に対する理解は問題自体から引

き出されるし一つまり良構造問題（wen－structured　prob1em）であるから一，

それは既知の情報システム機能によって援助される。後者の場合は，理解は意

思決定者の認知指向を通じてなされる。問題領域と意思決定者の認知能力との

相互作用によって理解が達成される（図一1）。情報システムが支援すべき機能

（5〕Yadav，Surya　B．and　Khazanchi，Deepak，“Subjective　understanding　in　strate－

　gic　decision　making：An　information　system　perspective，”　Dec兆4om∫妙ψo〆

　③sた〃丑∫8．1992，p．55．

（6）　必5a．，p，56．
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は，これを助け理解を深めることにある。戦略的意思決定のような悪構造問題

を主観的に理解する情報システム支援を提供する道を捜さなければならない。

　後述するように，認知指向を支援する動きは，意思決定者の事前の経験，知

覚，価値，信念といったものを捕捉し，操作し，修正できる形でそれを表現で

きる道があるということからきている。またそれは意思決定者の認知指向を規

定できることにも通じているかもしれない。システムは意思決定者の決定プロ

セスと認知構造を意思決定者自ら理解することを深める助けになる。

　意思決定者の信念システムに対する情報システムの支援は，意思決定に最初

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛7〕
の段階一だとえば，Simonの情報活動のフェーズーに最も有効である。そこで

は，意思決定者の認知努力に主として依存しているからである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
　問題の理解を助けるためには次の活動が必要である。

（1臆思決定者の認知指向に基づいた関連する情報にある程度の構造を与える。

　つまり，思考への洞察をえる機会を提供する。

（2）認知指向の構造の重要な局面（たとえば，中心となる構成要素）に注意を集

　中させる。

（3）問題の見方を分析し，他の見方と比較し，統合された見方を研究し，認知構

　造全体あるいはその構成要素に基づいて，問題の理解を促進するのを助ける。

問題

領域

工1一・lll㍍

図一1　意思決定者の問題理解

（7）Simon，H．，“The　New　Science　of　Management　Decision，’’Prentice－Hall，1977，

　pp．40－42稲葉元吉，倉井武夫訳，『意思決定の科学』産業能率犬学出版部，1979，pp．

　55－58．

（8）Yadav＆Khazanchi，oφ．c〃．，pp，57－58．
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　これらは，悪構造問題を理解し構造づけするのに意思決定者を助けるようデ

ザインされた情報システムによって支援しなければならない活動を示している。

最初はモデル構築，単純化，理解といった活動を示し，意思決定者に自らの認

知指向を見ることを可能にし，その認知指向固有の仕組みを理解させる。評価，

調査，検査は2番目から由来する活動の例である。理解活動の3番目のものに

は分析，比較，統合がある。

　これらの理解活動は，支援システムにおいて提供されれば，悪構造問題の理

解を促進するのに役立つ。これらの活動をさらに明らかにする。

（1）単純化

　システムは意思決定者の見方から構成要素とそれらの関係によって悪構造問

題を組織化するのに役立つかといった質問に答えることに関連する。他の言葉

でいえば，問題の極度の複雑性を慣れ親しんだ理解し易い言葉に翻訳する試み

である。

（2）理解

　意思決定者は憤れ親しんだ言葉で問題を彼の見方でみることができる。意思

決定者はシステムを使って彼自1身の信念システムの固有の構図を見るのである。

（3）分析

　意思決定者の信念システムの構造を批判的に検査する能力に関連する。分析

は複雑な信念システムを重要な構成要素の集合とその関係に単純化する機会を

提供する。

（4）調査

　問題についての自らの考えをシステマティックに調べることができる。これ

は自らの認知構造，組織の仲間，競争者，同じ環境で働いている他の人々のそ

れを調べ，理解する能力を意味する。

（5〕比較

　これは調査と直接比較によってなされる。問題についての私の見方は同僚，
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競争者，規範モデルとは異なっているか，といった質問に答えることに関連し

ている。調査と分析を伴えば，これは強力な活動となる。これは問題について

の防備された信念，知覚，価値を固めるか否定する機会を与える。自らの見方

を見ることができることによって，さらには他人の見方を見ることができるこ

とによって，構成要素とそれらの関係のいくつかについて可能性と妥当性をチ

ェックする機会が提供される。意思決定者の信念システムの基礎自体がテスト

されうる。

（6〕評価

　調査と分析から信念システムの価値を測定する能力に関係する。さらに，構

成要素や関係を修正したり，削除したり，追加することによって代替的な認知

構造をテストし評価する能力をも意味している。

（7）統合と圧縮

　この理解活動は，分析，調査，テストと結合されて同じ問題について複数の

見方を統合させる。特に圧縮は，構成要素と関係をメタレベルの見方に結合あ

るいはグループ化させ，その結果問題理解を促進させる。

　上に述べた活動は，悪構造問題の主観的理解を助ける。情報システムはこれ

らの活動を行うのを助ける機能を持たねばならない。さらに，活動は意思決定

者の認知指向を通してなされるから，情報システムは意思決定者の認知指向を

表現し，操作できなければならないことを意味している。

　そこで次の節では，基本的にはエキスパート・システムの手法を取り入れな

がら，上述の活動を支援する情報システムを考察する。エキスパート・システ

ムはある特定の問題領域においてその分野の専門知識を利用して推論を行ない，

専門的な問題の解決に関して，専門家（エキスパート）と同等の能力を持つこ

とを目的とした知的問題解決システムをいう。エキスパート・システムでは問

題解決のための知識をいかにシステムの中に取り入れそれを利用するかが中心

のテーマとなる。知識とは教科書的知識はいうまでもなく，専門家としての経
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験から獲られたいわゆるヒューリスティックスもふくまれるが，本稿では，さ

らにいままで強調してきた信念をも取り入れようということである。システム

にとっては，ヒューリスティックスと信念とを区別しなければならない理萌は

ない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕
　　4．信念メインテナンス・システム（Be11ef　Maintenance　System）

　信念メインテナンス・システム（BMS）は，意思決定者に関心のある各種の

問題に対するエキスパート・システムつまり因果の構造の集まりとみなすこと

ができる。エキスパート・システムにおけるプロダクション・ルールと同様に，

BMSの中の各システムは相互に関連する徴候と仮説のルールの集まりである。

ある問題に対するあるデータが与えられると，関連する信念システムがアクセ

スされ解を出すために推論がくだされる。解とは，計画，説明，予測といった

性質を持ったものである。これが前節で述べた問題の理解を促す活動にっなげ

られる。ただし，問題についてのすべてのデータが利用できないときには，な

いデータに関して最も有り得る仮定をシステムは行なわなければならない。い

かなる時点にも，BMSは，問題に関する状況について，なされたデフォルトの

仮定を前提に，前向きの推論によって，これらの信念システムから引き出され

たものに関して，現在の信念の状態を表わしている。具体的には，たとえば次

のような状況を考えている。「暑ければ，ビールが飲まれる」一これは経験から

得られたヒューリスティックな知識といってよい。「ビールを飲むなら，麟麟の

ラガーである」一これは知識とはいえない。信念である。ここで「夏だ」という

（9）Chaudhury，A．andWhinston，Andrew　B．，“Decision　Making：Computational

　Approach，’’in　Kmo〃e㎏色D肋ma　Com卿オe作此銚肋Dec畑。m，Schder，M．

　andGaul，W．（eds．，）NATO　ASI　Series，Vo1．F61，Springer－Verlag，1990，pp．187

　－193．基本的システム設計は本論文に依存しているが，部分的には本稿の目的に合

　わせて改造した。
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データが与えられた。「夏は暑い」ということは，デフォルトの仮定である。こ

のデータから，夏には麟麟のラガーが飲まれるという計画，説明，予測が引き

出される。これは夏という事柄に対する信念に基づいた理解ないし単純化であ

るといっても異論はないであろう。もちろん，BMSは，エキスパート・システ

ム同様，知識べ一ス（上述したように，システムにとっては知識と信念の違い

は大きいものではない）とその操作能力，つまり推論エンジンを備えていなけ

ればならない。

　しかし，このような知識は一般的に非柔軟性と脆弱性をともなっている。こ

こでは，エキスパート・システムのいう知識の中に信念までも含んでいる。信

念についてもまた知識についての確信度（certaintyfactor）と同様なものを取

り入れることができる。したがって，確信度の高い信念がシステムの中にあれ

ば，それは非柔軟性に通じる。また確信度の低い信念が多く含まれれば，問題

の明確な理解が得られず，脆弱性に通じることになる。さらには，矛盾の処理

の必要一性は一般的なエキスパート・システムよりも大きいはずである。それ故，

環境が変わったとき，BMSのなかに含まれた知識を修正できるように，説明生

成器（explanationgenerator以下EG）が重要な役割を果たさなければならな

い。EGはBMSが失敗した理由を分析するのを助ける。予測が間違っていたが

も知れないし，計画がうまく作用しなかったかもしれないし，説明が誤ってい

たかもしれない，このような理由から失敗したのである。エキスパート・シス

テムにおいても，「深い知識」の重要性が認識され，いわゆる知識だけではな

く，その基本にある物事の原理や原則及び問題解決の対象の構造や機能などに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（l　O）
関する知識の表現と利用に関心が高まっている。EGはこの役割を担う。BMS

の概念や知識べ一スの基礎にある深い知識の倉庫になる。

（1O）上野春樹，小山照夫共編，「エキスパート・システム」，知識工学講座5，オーム

　社，1988，p．35．
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　BMSは，新しい信念システムが作成されたときや，既存のモジュールがうま

く働かないときに，EGモジュールと相互作用する。理想から言えば，EGは既

存のBMSが失敗したとき，新しい証拠にしたがって，新しい説明をつくり出さ

なければならない。既存のシステムがらの予測が観察と一致しないならば，そ

してこれがデフォルトの仮定の操作から解決できないならば，BMSを改訂しな

ければならない。

　EGは自らの知識べ一スを使ってBMSの信念システムを改訂することができ

る。BMSの知識べ一スと対照的に，EGが利用できる知識はBMSの中で現わ

れる概念間の因果関係についての深い詳細な知識からなっている。BMSの一つ

の信念システムはEGに関して利用できる知識のチャンクされたないしコンパイ

ルされた形のものとみることができる。このコンパイレイションやチャンキン

グにより，BMSがなす推論のプロセスはより効率的になる。EGによる信念シ

ステムの改訂は次のステップに従う。

l1）矛盾の発見

（2）矛盾を解くための情報探索およびデフォルトの操作

（3）デフォルト仮定の操作が観察と一致した状態を生み出せなかったら，BMS自

　体の構造の改訂

　最後に以上2つのモジュールを監視し，BMSとEGの仕事を効率よくさせる

モジュールを考えなければならない。それは類似推論器（resemblance　reasoner

以下ではRR）と呼ばれる。

　RRはBMSとEGに代わって外界と交流することが，主要な役割の一つであ

る。BMSとEGと現実の外界との間を通るすべてのものに対するフィルタの役

割をする。この交流を通して，お互いに似ているという事実から（analogy），

複数の事象が因果関係を持っているということや，一緒に出現することが多い

ので，それらは因果関係を持っているということを推論する（induction）。外界

から集めた知識はまた仮のものかもしれない。即座に真とか偽とか評価できな
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い。それが使われるときにのみ評価が可能となる。このようなアナロシカルな

知識や帰納知識がRRにあるから，前に述べたようにEGが推論できる。

　ある状況のもとで，RRはコンテキストとその状況に最も似たBMSのなかの

適用可能な信念構造を決定する。すべての観察に対するBMSの中で利用できる

もっともらしいあるいは最も似ている信念構造を選択する。この信念構造が推

論を担当する。換言すれば，RRが現在のコンテキストを読む方法はどの信念シ

ステムが検索され推論に使われるかを決定する。またRRは異なったタイプの

証拠の関係を観察し，EGの現在の問題領域がそれらと一致しているかどうかチ

ェックする。

　以上3つのモジュールの役割を述べてきたが，その相互関係をフロー・チャ

ートの形で示せば図一2のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　5．おわリに

　日常の常識による推論でよく出くわすことは，人は不完全な情報に反応する

ために，結論にジャンプするということである。これは人間の情報処理の能力

が不十分であることによると考えることができる。

　人々は世界についての特定の信念を採用し，それを真であると信じて使用す

ることにより，与えられた情報を理解したり，情報の欠如を補ったりして，問

題を理解する。もちろん場合によっては，自らの信念と一致しない情報を受け

取った時には，それを撤回する。長年使用してきて，撤回の必要のないものは

本当の確固たる信念ということになる。信念とは人問の情報処理作業を効果的

に行なわせるものである。またその反面，意思決定を結果として誤らせるのも

この信念である。

　ここでは，悪構造問題に関して信念のもつ意味を考察し，情報システムにそ

の機能を担わせるための基本的デザインを考察した。これにより，戦略決定の

ような問題に直面した意思決定者は，白1らの信念による問題の理解，矛盾の発
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見，あるいは他人の信念による自らの理解のチェック，さらには，このチェッ

クを通した理解の統合が可能となろう。固定された信念に原因する誤った意思

決定を回避することができるかもしれない。

　もちろんこのようなシステムの詳細なデザインはこれからの問題である。

問題　　情報　　証拠

↓　↓　↓

EGのデータ
ベースを更新

RR

問題に最も似た信念システムを

BMSの中で選択する

デフォルト仮定を使い、推論
する

yeS ↓

他のデフォルト　　no
仮定は可能か

推論はもっともらしいか
yeS Q

no
EGに新しい信念システムを
生成することによって失敗を

説明することを求める。

↓

新しい信念システム

図一2　3つのそ≡ジュールの相互関係
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西　島　章　次

　　　　　　　　　　　　　　　はじめに

　ラテンアメリカがインフレーションから脱却するには，たんに一時的な貨幣

供給の抑制や為替レートの固定化だけでなく，財政を健全化し，整合的でクレ

ディビリティーのあるマクロ政策を実施しなければならない。このためには，

まずは財政・金融政策の抜本的な政策改革が必要である。しかし，このような

整合的でクレディビリティーのあるマクロ政策を実現し，それを維持するため

には，経済システムの効率化が必要であり，政府の過度の経済介入が排除され，

また非競争的な市場が是正され，資源配分の適正化が要求される。とりわけ，

保護政策の撤廃，規制緩和，民営化などの市場自由化が重要である。したがっ

て，真に経済安定化を実現するためには，経済の構造的調整，制度的変革を含

んだ経済改革が不可欠となる。

　ところで，1980年代のラテンアメリカは，ハイパーインフレ，累積債務，経

済停滞などの経済的困難と，軍事政権がら民主政権への転換という政治的激動

の時期にあったが，90年代に入りラテンアメリカ経済は全体としてかなり回復

し，マクロ・バランスの改善と構造調整の進展に成果をみせている。たとえば，

インフレ率については，ラテンアメリカ全体として，87年以降連続して高進し

ていたのが，90年の1，200％から，91年の約200％へと低下し，ブラジルを除け

＊　本稿は西島［1993cコ第8章を修正、加筆したものである。
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ば92年はさらに低下したと予想されている。また，ラテンアメリカ全体の実質

GDP成長率は，90年のO．3％から91年の3．5％へと上昇し，92年も2．4％と比較的

高い成長率が実現している。一人当たりの実質成長率も88～90年のマイナスか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工〕
らプラスに転じ，91年は1．6％，92年はO．5％と予測されている。

　このような展開は，1990年代に入り，債務救済が進展し返済負担が軽減され

てきていることと，これまでの広範な政府介入と保護政策に依存した開発政策

から市場メカニズムを重視した政策へと転換する経済改革の成果であることは

明白であろう。このため，一般的には80年代の「失われた10年」がら，90年代

は「再生の10年」となると期待されている。しかし，個別の国々をみると必ず

しもその状況は一様ではなく，依然として政治的不安と経済的困難を抱える国

もある。良好な成果をみせる国においても不確実な要素が多分に存在すること

を否定できない。したがって，ラテンアメリカ諸国が今後「再生の10年」を実

現するかどうかは，多くの条件に依存するであろうが，とくに経済安定化・構

造調整をめざす経済改革の取り組みがいかに進展するかに依存していると考え

られる。

　ところで，一般的に安定化は構造調整の前提条件だとされている。安定化を

実現して価格シグナルを正常に機能させる必要があるからである。この意味で，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
経済安定化から構造調整という順序での経済改革が望ましいとされている。し

かし，一時的な安定化であれば，長期間を要する構造調整の実施期間にわたっ

て経済の安定化が持続する保証はない。ところで，財政改革を伴わない安定化

は困難である。財政改革は時間を要する制度的改革であることから構造調整の

（1）CEPAL（Comisi6n　Econ6mica　para　Am6rica　Latina　y　e！Car三be），Pmκm加〃

　aeわ亙。omm乞αaeλm励。α工α物αμ’Cα励e，1991。

（2〕Sachs［1989コでは安定化が構造調整の前提であることが議論されている。なお，

　Edwards［1984］，McKi㎜on［1991］では，構造調整のシークェンスの議論がなされ

　ている。
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政策項目にも含まれるであろう。したがって，一方で経済安定化と構造調整の

区別や順序の問題は理論的に重要であり，これを無視することはできないが，

他方でインフレーションの抑制にとっては安定化と構造調整という単純な区分

は必ずしも適切ではなく，両者を含む経済改革として分析の対象とするのが適

当であろう。

　以下では，第！飾で1993年初頭時点でのラテンアメリカ諸国の現状を概観し，

第2節で経済改革のインプリケーションを理論的に解釈する。第3節では経済

改革の問題点として，経済改革における安定化政策と構造調整政策の関係，経

済改革のコストと政治的影響の問題を議論し，今後のラテンアメリカの課題を

明らかにする。最後にこれに加え，現在のラテンアメリカ諸国において大きな

趨勢となっている地域市場統合の試みに触れておく。地域市場統合は構造調整

のなかでも，とくに貿易自由化に対し重大な影響を及ぼし，その進展が経済改

革の成否に大きく関わると考えられるからである。

　　　　　　　　　　第1節　ラテンアメリカの現状

1　対外債務問題

　1980年代にラテンアメリカ諸国に重圧となっていた債務問題は，90年代に入

り急速に改善の方向に向かっている。このため，返済負担の軽減（債務救済と

実質的な支払停止を含め）が良好なマクロ・パフォーマンスをもたらしている

一因となっていることは疑うべくもない。返済負担の軽減が，財政への圧迫を

緩めると同時に，マクロ経済政策の自由度を高め，投資のために資源を解放す

るからである。

　1990年にブレイディー提案による新債務戦略の第1号の適用国となったメキ

シコをはじめとし，ベネズエラ，ウルグアイなど急速に債務を削減してきてい

る。重債務国であるアルゼンチンでは，92年4月に債権銀行との間に，中長期

の元本230億ドルと延滞金利80億ドルについて，元本削減（35％を削減し変動金
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利を適用する）か，金利軽減（ただし元本据置）の二方式で，アルゼンチンの

政府債に転換する証券化が合意され，92年12月に調印，93年4月には債券発行

　　　　　　　　　　　　　（3〕
による削減が実施されている。

　また，ブラジルにおいても1992年7月に440億ドルの証券化で債権銀行と合意

し，11月には元本削減の前段階として71億ドルの延滞金利を証券化によって返

済している。ただし，92年末現在の段階ではコロル大統領の弾劾裁判などで混

乱し，IMF（国際通貨基金）や世界銀行からの融資の条件となっている財政赤

字削減やインフレ抑制が達成されていないため，証券化の資金繰りが困難とな

　　　（4〕
っている。また，ペルーにおいても，フジモリ政権のもとで，国際機関や債権

銀行との関係修復がはかられてきた結果，93年3月にはIMF理事会で包括支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛5〕
策が合意され，7年ぶりに融資が再開されるとの見通しである。いずれにせよ，

債務返済負担の軽減は，整合的なマクロ政策の運営や構造調整の推進を容易な

ものとし，ラテンアメリカにおける90年代初頭のインフレ低下や成長率の回復

などの良好な経済パフォーマンスの前提条件となっている点を忘れてはならな

い。

　なお，債務問題とならび，注目しなければならない問題は，インフレーショ

ンの鎮静化と自由化政策の進展にともない，ラテンアメリカヘの海外からの資

金流入が急増し，景気回復を支えていることである。このような現象は，1980

年代初頭以来のことで，91年には資本収支は390億ドル，92年は570億ドルの黒

　　　　　　〔6〕
手となっている。とくに，メキシコ，ブラジル，アルゼンチン，ベネズエラ，

チリなどへの資金流入が顕著であり，その形態は，主として，海外投資家によ

る債券購入や民営化企業の株式取得，また信用力の回復によるユー口市場での

（3）　『日本経済新聞』1993年4月8日。

（4〕　『日本経済新聞』1993年1月5日。

（5〕　『日本経済新聞』1993年3月18日。

（6〕CEPAL，oψ．c〃．，1992。
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資金調達である。ブラジル，アルゼンチンについては，92年の債務交渉が成立

していない段階で，政府や企業がユー口市場で起債に成功し，ユー口市場では

ラテンアメリカ・ブームと呼ばれるほどであった。この他，とくにメキシコで

顕著に見られるように，北米自由貿易協定をにらんでの直接投資も重要である。

　これらの資金のかなりの部分は，1980年代にラテンアメリカから逃避した資

金が還流したものとみられている。逃避資本の還流は，それが実物資本へ投下

されれば構造調整を促進する要因となるであろうし，また，資金の流入は為替

レートの固定化に依存する安定化政策を持続させることに貢献するであろう。

したがって，ブレイディー提案などの債務削減と逃避資本の還流は，経済改革

を支持する重要な要素であるといえる。

2　経済改革の進展

　1990年代のラテンアメリカに全体として良好な経済成果をもたらしているい

ま一つの重要な要因は，経済安定化や構造調整によって市場経済化をめざす経

済改革が，積極的に推し進められ，その成果の一部が顕在化してきた結果であ

るといえる。以下，いくつかの国に関し簡単にみておこう。

チリ

　ラテンアメリカ諸国の中でも，最も早い時期からオーソドックス・タイプの

安定化政策と自由化政策を実施してきたのがチリである。1970年代初頭のアジ

ェンデ政権下では，再分配政策，政府介入政策に基づくボピュリスト的な経済

政策が実施されたが，その末期には大幅な財政赤字，ハイパー・インフレ，マ

イナス成長，大幅な対外赤字を結果し，経済は破綻した。しかし，73年からの

軍事政権下では，一貫して自由化政策とオーソドックス・タイプの経済安定化

政策が実施され，以後のチリ経済の基本的条件を形成している。具体的には，

財政赤字の均衡化（政府系企業の民営化，財政支出の厳格化，付加価値税の導

入），貿易自由化，資本自由化などの開放化政策，価格コントロールの廃止な
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と，市場メカニズムを重視し，輸出指向，民間主導の経済政策を追求したテキ

スト通りの経済運営を実施してきたとされる。

　しかし，このような政策転換は，必ずしも順調な経済の展開をもたらしたわ

けではなかった。イナーシャル・インフレのために価格の調整スピードは遅く，

オーソドックス・タイプの安定化政策の実施によってインフレーションが低下

し経済成長が回復するのに，極めて長い時間を必要とした。また，安定化政策

とともに実施された，労働組合の抑圧に基づく実質賃金の低下と社会関連支出

の削減は，社会問題や貧困問題を悪化させるものであった。さらに，1979年の

資本自由化政策は，為替レート政策の失敗から過大な債務累積を結果し，82年

には債務危機とこれにともなう経済危機がもたらされた。

　しかし，自由化政策とオーソドックス・タイプの安定化政策の継続によって，

多くの犠牲を払いながらも1980年代にはインフレーションは安定し，今日のチ

リ経済は他のラテンアメリカ諸国と比較し，より市場メカニズムに立脚した資

源配分を可能とし，高い成長率と対外均衡を享受しているといえる。ただし，

長期間にわたり大きな社会的コストをともなう経済政策を持続しえたのは，軍

事政権を背景として政治的安定が保たれていたことに注意しておかなければな

らない。

メキシコ

　1983年のデ・ラ・マドリ政権から安定化政策が開始されたメキシコでは，そ

の後，紆余曲折はあったものの，87年末には「経済連帯協定（PACTO）」に基

づき，価格・賃金凍結や為替レートをインフレ率のアンカーとして機能させる

ヘテロドックス・タイプの安定化政策によってインフレ抑制にかなりの成果を

あげている。また，構造調整も85年頃から本格化し，輸入許可制の削減や関税

引き下げなどの自由化，実質為替レートの切下げ，民営化が加速し，80年代末

からは外国資本に関する規制緩和，預金金利の自由化などの金融自由化，技術

移転に関する規制緩和が実施され，91年には国営商業銀行の民営化も開始され
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ている。

　基本的には，これらの自由化，規制緩和，民営化によって，財政の健全化や

内外の民間投資が促進され，高い成長率を可能としてきたのであるが，今日で

は反面で旺盛な投資・消費需要と過大評価の為替レートによる貿易収支赤字の

悪化が，急増する資本流入によってファイナンスされていることを見逃しては

ならない。

アルゼンチン

　前述のチリ，メキシコに比べ，アルゼンチンでは依然として不確実な要素を

多分に残しているが，1980年代にあれほどのハイパー・インフレと経済混乱に

悩まされたにも拘らず，ようやく89年7月からのメネム政権の経済改革によっ

て改善の方向に向かっている。安定化政策に関しては，メネム政権の当初は，

前政権から引き継いだハイパー・インフレの終一自、が最大の課題であった。しか

し，産業界，労働界などとの価格協定や，定期預金のBonexと呼ばれるドル建

て国債への強制転換を実施したにもかかわらず，為替レートの不安定性が解消

されることはなかった。このため，十分にインフレーションを抑制することは

できず，また，経済はマイナス成長を続けた。しかし，91年4月には，為替レ

ートの固定化と，通貨発行がドルの裏付けをもってなされる（マネタリー・べ

一スと外貨準備高を同額に維持する）という事実上の「ドル・リンク政策」も

しくは「ドル本位制」によって，さしものインフレも鎮静化に向かっている。

この間，貿易自由化政策や民営化政策が加速され，経済自由化政策は順調に進

捗しているようである。

　ただし，残存するインフレーションによる為替レートの過大評価，国内景気

の拡大，輸入自由化などの影響によって，92年には貿易収支が赤字に転落する

と予想されている。したがって，これまで，外貨準備の維持を，民営化や海外

からの株式市場を中心とする資金流入，ユー口市場での債券の発行に依存して

きただけに，貿易収支の赤字化は経済のドル化政策による為替レートの安定化
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を困難なものとし，これに基づくインフレ抑制政策は微妙な段階となっている。

この意味で今日のアルゼンチンの基本的問題は，経済改革により非貿易財産業

から貿易財産業へ資源が移転し貿易収支を改善するスピードと，外貨がいつま

で潤沢に流入しうるかの問題にあるといえる。

　以上のチリ，メキシコ，アルゼンチンにおいては，いずれの国においても共

通しているのが，今日の良好な経済成果の基本的背景として，経済安定化をあ

らかじめ実現している（チリ，メキシコ）か，安定化政策と構造調整をほぼ同

時に実施し，インフレーションが完全には鎮静化されないまでも，ある程度抑

制される状況（アルゼンチン）で，経済開放化などを実施している点にある。

いうまでもなく，インフレ抑制によって正しく価格メカニズムを機能させ，そ

のうえで内外の自由化政策によって資源配分を正常化する必要があるからであ

る。この点は，経済改革における安定化政策と構造調整の順序の問題に重要な

示唆を与えているといえる。

　しかし，問題はこの安定化が継統している間に，構造調整を進展させなけれ

ばならない点である。いうまでもなく，この構造調整とともに財政改革が進展

すれば，安定化をより強固なものとしうるであろう。しかし，構造調整には時

間が必要であり，財政改革に成果が現れるまでに当初の安定化が揺らげば，構

造調整は困難となる。したがって，ここで留意しておかなければならない点は，

いずれの国においても，今日のインフレーションの安定化や高い経済成長率を

可能としている理由が，本来の資源配分が正常化し経済のダイナミズムが回復

したという側面と同時に，外資の還流もしくは流入によって経常収支が改善し，

このもとで過大評価の為替レートによって低いインフレ率の維持が可能となっ

ていることや，貿易収支を厳密にコントロールしないで高成長政策の運営が可

能となっている問題である。したがって，外資の流入や逃避資本の還流によっ

て現在の経済改革がサポートされているだけに，資本の流入が低下すれば，安

定化が困難となり，経済改革を危うくする可能性を忘れてはならない。この点

144



ラテンアメり力の経済改革の諸問題（西島〕

において，チリはともかくとして，とくにアルゼンチンにおいては，今日の安

定化が基本的にドル・リンクによる為替レート政策に依存しているだけに，注

意が必要である。

3　経済改革にもたつく国々

　ところで，以上の諸国とは対照的に，］部のラテンアメリカ諸国では民主主

義定着の過程のなかで，依然として政治的不安定と経済改革の困難に直面して

いる。

ペルー

　フジモリ政権が誕生したペルーにおいては，政権が引き継いだ経済破綻に対

し，「フジ・ショック」と呼ばれる大幅な価格調整に始まり，税制改革や財政均

衡化などの厳しい緊縮政策を実施し，さらには為替・貿易の自由化，関税引き

下げ，利潤送金の自由化，金融自由化，民営化の開始，公的部門の整理など，

市場原理の導入と規制緩和をもくろむ構造調整に着手してきた。しかし，イン

フレ率は劇的に低下した（1990年の7，481％から91年の410％，92年の74％）も

のの，不況，失業間題が深刻化し，経済成長率も91年は2．5％であったのが92年

にはマイナス成長が予想される状況となり，92年初めにはフジモリ政権への政

治的支持を揺るがしかねない事態となっていた。

　フジモリ政権は，もともと貧困層の支持によって成立した政権であったため，

議会では少数政党であり，いずれの改革も諸々の既得権益と利害が対立するた

め，支配勢力から議会での政治的抵抗にあい，経済政策の運営は困難であった。

このため，少数政党であるフジモリ政権としては，明確な経済的展望を見いだ

せないまま，貧困層からの支持の低下，議会での政治的抵抗，極左ゲリラ「セ

ンデロ・ルミノソ」の攻勢の中で，いっそうの経済改革を推し進めるための突

破口として，92年4月には軍部に権力基盤を求める形で議会解散，憲法停止な

どの自らによるクーデター（アウトゴルペ）という非常手段に訴えることとな
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ったのである。

　いうまでもなく，形式的には民主主義の否定であり，独裁への国際的非難は

免れないが，社会的コストと各階級からの抵抗が不可避である経済改革を推進

するためには，止む得ない手段であったことは否めない。また，腐敗した権力

構造のなかで，一都特権階級に支配された議会制度を守ることが，真の民主主

義たり得るかという問題も否定できないであろう。いずれにせよ，貧困，社会

的不安，階級対立という問題を内包する政治システムのなかで，安定化，構造

調整などの経済改革を推し進めることの困難さを象徴的に示しているといえる。

ベネズエラ

　1979年2月のカラカス市での大暴動や，92年2月と11月の二度にわたる一部

軍部によるクーデター未遂事件など，ベネズエラも社会的，政治的に不安定で

ある。いずれもその背景には，緊縮政策を柱とする経済改革に対する不満があ

るといわれている。ベネズエラでは，89年以降経済改革を実施してきており，

石油価格の上昇にも助けられて，90年，91年には高い経済成長率を実現してき

た。しかし，IMF，世界銀行の処方箋に従い進められている構造調整政策の社

会的・政治的コストは大きく，とくに価格自由化，賃金抑制，補助金の廃止な

どは，中・低所得層を直撃し，ストライキやデモなどが頻発しており，政府へ

の不満はかなり高まっている状況である。58年に民政移管を実現し，以来ラテ

ンアメリカにおける民主主義の一つの模範といわれていたベネズエラにおいて

さえ，経済改革がコストをともない社会的緊張を高めるために，その遂行がい

かに困難であるかを示唆しているといえる。

ブラジル

　政治的，経済的な混迷から脱却できない重要な国としてブラジルを忘れては

ならない。ユ970～80年代には政府主導型の開発政策によって，過度の政府介入

と価格ディストーションが資源配分を歪め，マクロ不均衡と非効率的な産業構

造を造り出してきた。しかし，90年からのコロル政権下では，以上の問題への
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反省にたち，市場経済化への転換が試みられている。貿易自由化，各種の規制

緩和，行政改革，民営化などの競争促進政策と，科学技術や生産性向上のため

の産業技術支援政策が立案さ札でいる。しかし，このうちのいくっかは不十分

ながら進展をみせているが，多くは議会などでの抵抗にあい，みるべき進展は

ない。

　また，安定化政策に関しては，当初，預金凍結などのヘテロドックス・タイ

プが採用されたがインフレーションは収束せず，91年からはオーソドックス・

タイプの安定化政策への転向がみられ，価格の自由化やインデクセーションの

廃止などが実施され，インフレ率は90年の2，940％から91年には440％にまで低

下している。しかし，財政改革は進展せず，また金融引き締めに依存するイン

フレ抑制政策は高金利を生み，大量に発行されている国債問題が解決していな

いために，国債の利払いによる財政負担が増大し，結局92年にはインフレーシ

ョンは再び1，OOO％台に高進し，安定化は達成されていない。また，景気も低迷

し，三年連続のリセッションとなっている。

　このような状況の中で，92年9月にはコロル大統領の弾劾裁判が始まり，政

局は極度に混乱した。コロル大統領は，州知事時代の汚職追放で有名となり，

クリーンなイメージで大統領に当選したにもかかわらず，皮肉にも汚職疑惑で

弾劾されることになり，12月29日にはコロル大統領が辞任し，翌30日には上院

で弾劾裁判の有罪が決定されている。このような大統領の弾劾は，ある意味で

経済改革を推し進めようとする政府に対し，コスト，犠牲を被るセクター・階

級赤らの政治的抵抗の表れであり，汚職疑惑とタイミングをあわせた，議会制

度にのった形での合法的な政権交代劇といえるかもしれない。なぜなら，コロ

ル大統領の汚職は，ブラジルの政治的腐敗のごく一部に過ぎないことは，あま

りにも周知の既成事実であるし，議会で弾劾裁判が可決したのは野党連合が多

数を占めたからである。しかし，誤解を避けるために一言追加しておくと，大

統領の弾劾裁判を実現したブラジルの議会制度は，かなりの程度に民主主義が
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定着しているともいえる。

　コロル大統領を引き継いだフランコ大統領の政権の経済政策はコロル政権下

の基本政策を踏襲しているようである。新政権が発表した安定化プログラムに

よれば，経済開放，規制緩和，民営化を推進し，価格凍結・資産凍結，ドル経

済化などのヘテロドックス・タイプの政策は採用されていない。しかし，これ

まで数度にわたり経済関係の大臣などの更迭を繰り返しており，政府内部での

経済政策に関する意見の不統一をみせている。また，なによりも新政権は三党

連合に基盤を置く政権であり，94年10月の大統領選挙にむけて政治的確執が強

まれば，三党連合に大きな影響を与えずにはおかないであろう。各党がそれぞ

れの利害を主張すれば，連合体制は揺さぶられることになり，継続的，整合的

な経済政策の遂行は望めないであろう。

　いずれにせよ，現在のラテンアメリカは，1980年代の状況から一転し，経済

改革の実施によりインフレ抑制と経済的回復にむけて歩み出したといえるが，

依然として政治的，経済的に困難な状況にある国々が存在し，今後の進展は極

めて不透明な状態である。

　　　　　　　　　　第2節　経済改革の理論的解釈

　経済改革の理論的フレーム・ワークは，経済改革が有する多面的，多義的な

性格を反映して，さまざまなアプローチが可能であろう。そのなかでも，構造

調整に着目し，その中心課題を，最も単純化して，中・長期的な（1）マクロ経済

バランスの回復・維持と，（2性産資源の効率的配分，として捉えることが可能

であるとすれば，サルター，コーデン流の貿易財・非貿易財による2部門モテ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
ルが最も妥当なフレーム・ワークを提供するであろう。ただし，ここで取り上

げられる標準的なフレーム・ワークにおいては，コーデン自身が述べているよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
うにインフレーションの分析は直接的には扱えない。このため，以下では過大

なアブソープションが財政赤字によってもたらされていると考え，一方で財政
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赤字がインフレ率を決定し，他方で貿易財の超過需要（経常収支赤字）をもた

らすと想定しよう。したがって，基本的には貿易財・非貿易財による2部門モ

デルは構造調整の理論的背景として援用されるのであるが，同時に裏側で財政

赤字とインフレーションの関係を認めることによって，安定化の問題も考慮可

能であり，この意味で経済改革の分析フレームとして用いるのである。

1　貿易財・非貿易財モデル

　交易条件が一定のもとでの小国開放経済を仮定する。輸出財と輸入財で構成

される合成財としての貿易財部門と，非貿易財部門の2部門が存在する。当面

は貿易財と非貿易財はともに消費財であるとする。小国仮定より貿易財価格は

国際市場で決定され，非貿易財価格は国内市場の需給条件で決定される。以下

では，完全雇用下での非貿易財の需給一致を国内均衡，貿易財の需給一致を対

外均衡と呼ぶ。

　当初，経済は国内均衡にあるが，対外不均衡にあるとする。図1において，

貿易財は縦軸，非貿易財は横軸にとられている。pp’は完全雇用下での生産可能

フロンティアであり，生産は貿易財と非貿易財の相対価格gg’のもと，B点でお

こなわれている。したがって，非貿易財ではかった所得は。g’である。非貿易財

ではかった当初の支出を。h’とすると，国内アブソープションは社会的無差別曲

線と直線hh’が接するD点で決定される。非貿易財の需給は一致しているが，貿

易財についてはBDで示される超過需要となっており，これが当初の対外不均

衡（経常収支赤字）を示している。このとき，過大な国内アブソープションを

もたらす財政赤字が存在しており，これに対応するインフレ率となっている。

　さて，このような対外不均衡を解消するには，国内需要の抑制政策が必要で

（7）貿易財・非貿易財の標準的なモデルはCorden［1986］参照。構造調整への応用につ

　いては，Corbo［1985］，西島［1992］［1993b］，柳原・須田［1992コ参照。

（8〕Corden［1989］，59頁参照。
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ある。いま，相対価格が一定のもとで収支がgg’まで抑制されだとすると，消費

点は所得拡張線。zに沿ってC点まで移動する。C点では，貿易財の超過需要す

なわち対外不均衡は低下しているが，非貿易財に超過供給が発生している。こ

こで，非貿易財価格が下方に伸縮的であれば，非貿易財の超過供給より非貿易

財価格が低下し（曲線jj’），相対価格が貿易財生産にとって有利，非貿易財生産

にとって不利となるので，非貿易財部門から貿易財部門へと資源が移動する。

同時に，相対価格の変化は貿易財需要の低下と非貿易財需要の拡大をもたらし，

最終的には，生産点，消費点はA点で一致し（このとき所得拡張線は相対価格

貿

　h易

財

＼＼　　　　　　　D

＼　　C

　　　　　　＼
　　　　　　　＼E　　　　　　B　＼
　　　　　　　　　＼

f’　P’　　　9’ パh’

非貿易財

団1
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の変化とともに下方にシフトしている），国内均衡，対外均衡が同時に達成され

る。いうまでもなく，国内需要の低下は財政赤字の縮小を意味し，インフレー

ションは低下している。

　しかし，一般的にラテンアメリカでは，非貿易財価格は下方に十分に伸縮的

ではないと仮定するのが妥当である。非貿易財部門における，寡占的な市場構

造，インデクセーションなどに基づく下方に硬直的な名目賃金，労働組合によ

る圧力，さらには長年にわたるインフレーションによる硬直的なインフレ・マ

インドなどが存在するからである。非貿易財価格が下方に硬直的な場合，長期

間にわたり経済はC点に留まることになり，対外不均衡と非貿易財部門での超

過供給が継続することになる。国際収支不均衡を短期間に解消しなければなら

ないとすると，いっそうの支出の抑制が必要であり，ff’まで支出を低下させる

とE点で貿易財の需給が一致し対外均衡が実現する。しかし，非貿易財にはEB

の超過供給が発生することになり，深刻な失業をもたらす。

　したがって，非貿易財部門の価格が下方硬直的なケースでは需要抑制政策の

みでは対内均衡，対外均衡を同時に達成することはできない。ここで，為替レ

ート切下げによるスイッチング政策が必要となる。いま，経済は生産点がB

点，消費点がC点にあるとしよう。為替レート切下げにより，貿易財の国内価

格は相対的に上昇し，貿易財の需要が低下すると同時に，国内資源が非貿易財

部門から生産に有利となった貿易財部門へと移動し，貿易財の生産が拡大する。

このため貿易財の超過需要が低下し，対外不均衡が解消する方向に働く。一方，

為替レート切下げは非貿易財価格の相対的な低下をもたらし，非貿易財の需要

を増加させると同時に，生産資源が貿易財部門へと移転するために非貿易財の

生産が低下し，非貿易財の超過供給が低下していく。このとき，非貿易財に超

過需要が発生し，非貿易財価格の上昇が為替レート切下げによる相対価格変化

の効果を相殺してしまわないように，切下げによる輸入財価格上昇がもたらす

実質支出低下の効果を考慮しながら，適度の需要抑制政策が実施されれば，最

151



経済経営研究第43号

終的に均衡点はA点となり，生産可能フロンティアと無差別曲線がA点で曲線

jj’と接し，国内均衡，対外均衡が同時に達成される。ただし，実質賃金が伸縮的

でなければ為替レート切下げの効果は失われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〕
　さらに貿易自由化についても以上のフレームで分析可能である。たとえば，

関税撤廃の効果は，ここで輸入財の国内価格をニュメレールとすると，輸入財

ではかった輸出財価格が相対的に上昇するため，一定の資源配分のもとで輸出

財生産が拡大する。このため，輸入財ではかった貿易財の総生産量は増大する

ため，図においては，生産可能フロンティアが上方にシフトすることとして表

現される（図示されていない）。シフトの程度は輸出財と輸入財の代替弾力性と

貿易財と非貿易財生産における資源配分の比率に依存する。新しい生産可能フ

ロンティア上で，消費点と生産点が一致し，共通接線が新しい実質為替レート

となる。いうまでもなく，関税が撤廃されたときの新しい均衡点は，関税が存

在するケースに比して，社会的厚生を高めている。

　ところで，以上は静学的な2部門の資源配分を考慮した分析であったが，短

期的には資本は部門にスペシフィックであるが，長期的には減価償却や投資を

通じて部門間でシフトするものであるとすると，暗黙的には投資の生産力効果

を考慮した分析であったといえる。しかし，いうまでもなくより直接的に，貿

易財，非貿易財が消費財のみならず投資財でもあると仮定し，消費需要だけで

なく投資需要をも考慮した国内均衡と対外均衡のモデルヘの拡張は容易であり

（図においては独立投資需要として無差別曲線で決まる消費需要に追加すれば

よい），投資の生産力効果を生産可能フロンティアの上方シフトとして考慮すれ

ば，ダイナミックな分析が可能である。

（9〕　Lal［1989］。
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2　経済改革へのインプリケーション

　ここで，以上のモデルによる経済改革に対するインプリケーションをまとめ

てみよう。モデルは，経済改革の効果を示すというより，内外不均衡とインフ

レーションの解消に対し，また持続的な成長に対し何が必要であるかを示して

おり，これらを実現するための経済改革の諸方策を示唆しているといえる。

　（1）国内の過大なアブソープションとこれをもたらす財政赤字を是正するため

の，財政・金融政策などマクロ政策の変更。しかも，短期的にではなく中・長

期的に適切なマクロ政策を維持するには，ルーズな財政・金融政策を改めるた

めの政策改革が必要である。さらに制度面や行政組織における改革，たとえば，

　　　　　　　　　　　　　　｛10〕
過剰な補助金や制度的金融の改善，租税収入を高めるための税制改革（間接税

主体で逆進的な税体系の改善，税制上の優遇の廃止，脱税の防止など），公共料

金体系の改善，さらには肥大化し非効率な公的部門の縮小と民営化が必要であ

る。また，貧困問題，分配問題などを抱えているが，不適切な社会保障や社会

関連支出のケースにおいては，これらの支出も削減の対象となるであろう。し

たがって，以上の諸課題を実現するために抜本的な政策改革・制度改革が不可

欠である。

　（2）スイッチング政策のための，効果的な為替レート政策。一般的に，為替レ

ートの切下げは輸入財価格の上昇を通じてインフレを加速させること，このた

め実質賃金が低下すること，また切下げが予想されれば資本逃避を誘発するこ

となどのために，機動的な為替レートの切下げ政策が実施されず，過大評価レ

ートが選好される傾向がある。しかし，モデルで示されたように，需要抑制政

策のみでは国内均衡，対外均衡が同時に達成されないことから，適切な為替政

策のための改革が必須である。

　（3）貿易財都門，非貿易財部門間の生産資源の移転を促進するために，種々の

（lO）ブラジルにおける制度金融の問題点については西島［1991a］［1991b］参照。
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ディストーションや介入を排除すること。とくに，補助金や制度的金融，各種

規制，関税などの保護政策を撤廃する国内市場の自由化や貿易の自由化が要求

される。また，政府系企業を主体とする公的部門による市場への介入は，民営

化や公的部門の縮小によって排除されなければならないし，寡占的企業が支配

する市場構造の是正も重要である。これら，自由化，民営化，競争的市場の確

立は構造調整の中心的課題であり，とくに非貿易財部門における歪みが是正さ

れなければならない。さらには，インデクセーションなどに基づく労働市場の

歪みの排除により，賃金の伸縮性を回復することも必要である。また，部門間

の生産資源の移転を促進するために，金融市場の自由化と効率化も不可欠であ

る。規制金利によって国内貯蓄が抑圧されている場合，金融市場の自由化は国

内貯蓄を増強させるであろう。

　（4〕経済改革に伴う社会的コストを軽減すること。経済安定化にせよ，構造調

整にせよ，これらの改革には必ずや調整コストを伴う。とくに，安定化のため

の経済抑制の程度が大きいほど，また，部門間の資源の移転に関する産業調整

の規模が大きく調整期間が長い程，その改革のコストは深刻となる。いうまで

もなく，改革のコストは改革の性質に応じて各階級・セクターでその影響は異

なるが，とくに貧困層にとっては，財政支出削減にともなう消費補助の低下，

失業，実質賃金の低下など調整の影響は深刻であり，また，新たな就業機会を

得るのに時間的，金銭的コストを被る。したがって，経済改革の社会的支持を

維持するために，調整に伴うコストを軽減もしくはカバーする政策的対応が重

要となる。

　　　　　　　　　　　第3節　経済改革の問題点

　以上の議論に基づけば，経済改革の目的とは，適切なアブソープション政策

や為替レート政策を実現するための政策的・制度的改革，市場メカニズムに基

づく資源配分を実現するための政策的・制度的改革，経済改革にともなう調整
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コストを配慮するための政策的・制度的改革に帰することになる。では，これ

らの経済改革を実施するうえで，いかなる問題点が存在するのであろうか。以

下では，ラテンアメリカのコンテクストで重要と考えられる，安定化と構造調

整の関係，経済改革と政治的問題に加え，ラテンアメリカにおける1990年代の

最も注目すべき潮流である地域市場統合との関わりを議論する。

1　経済安定化政策と構造調整政策の関係

　一般的に，構造調整と経済安定化とは理論的に区別される。経済安定化は短

期的問題が対象であり，マクロ経済調整（インフレーション，国際収支不均衡

などの調整）が主たる課題であるとされている。他方，構造調整は，中・長期

的問題が対象で，供給サイドに重点を置き，資源配分の是正，生産基盤の再編，

国内貯蓄率の増加などに基づく成長率の回復が課題とされている。

　ところで，構造調整と経済安定化とはどのような関係にあるのであろうか。

現在，多くの途上国の経験から得られた一般的認識は，安定化政策は構造調整

　　　　　　　　　　　　（1工〕
の前提条件という議論である。その理由として以下の議論が挙げられる。

　（1）経済が安定化されていない高インフレ下にあっては，市場が正しい価格シ

グナルを発せず相対価格に歪みがあり資源配分が歪められること，金融仲介機

能に障害があり長期の信用が低下すること，税取に時間的ラグが存在するため

インフレーションによって税収の実質的価値が低下すること，輸入インフレを

避けるために為替レートの切下げが十分に出来ないこと，またインフレ・ヘッ

ジのために財テク投資が過大となること，などの問題である。これらは実質投

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12〕
資を阻害し，長期的な構造調整を妨げる。また，国際収支危機は，輸入制限，

関税の引き上げなどを不可避とし，貿易自由化を実施する条件をもたらさない。

（11〕　Sachs［1989］。

（1勃　Edwards［1984］。
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したがって，効率的資源配分，供給能力の改善，貿易自由化などを柱とする構

造調整を挫折させることになる。

　12）安定化政策と自由化政策を同時に実施すると，非貿易財産業，輸入競争財

産業は両方からの不況効果によって深刻なダメージを受ける。そもそも資源配

分において，産業間の資源移転はスムーズではなく，産業調整には時間を要す

る。このような経済にあって，安定化政策によって経済全体が引き締められ，

また貿易自由化によって海外と競争にさらされれば，これらの産業は深刻な不

況に陥る。1970年代のアルゼンチンやチリの経験が典型的な事例である。また，

金融自由化に関しても，資本逃避，ドラライゼーションをもたらす可能一性が大

きい。とくに，金融市場や金融制度が未発達な場合や未組織金融市場が存在す

る場合，金融市場の自由化は高金利をもたらし，深刻なリセッションを引き起

こす。これらは安定化政策のコストを増幅させ，安定化政策を失敗させる重要

な要因となる。

　したがって，理論的には，これらの弊害から逃れるために，まず経済の安定

化が実現されるべきという議論となり，安定化政策から構造調整政策へという

シークェンスが示唆される。しかし，経済の安定化は，たしかに短期的な手段

（金融引き締め，公共投資削減，輸入制限など）によって一時的に可能である

かもしれないが，中・長期的に安定化するためには，財政赤字の抜本的改革や

民営化など構造的ともいえる改革が必要である。これらの改革は長い期間を経

て初めて実現されるものであるかも知れない。

　さらに，これらの改革が伴わず，経済抑制に基づく安定化政策が引き続けば，

以後の構造調整を妨げる可能性がある。強引な財政赤字の縮小は公共投資やイ

ンフラ投資の低下をもたらし，経済基盤を弱体化し，構造調整の進展を妨げる。

また，需要抑制が実質賃金の低下，失業の増加，景気後退をもたらせば，民間

投資も低下する。金融政策に依存したインフレ抑制が実施されれば，資本市場

が未発達もしくはディストーションが存在する場合，高金利となり民間投資は
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収縮する。これらは，構造調整がめざす市場メカニズムのダイナミズムと矛盾

する方向に経済が動く可能性を示している。また，国際収支赤字解消のために

保護政策に依存せざるを得ない状況であれば，輸入自由化は困難であるし，財

政収入における関税収入の比重が高い場合，財政均衡を維持するために関税を

引き下げる誘引は小さいであろう。さらに，財政均衡のために公共料金を引き

上げれば貧困層に深刻な影響を及ぼし，構造調整をより困難とするであろう。

　したがって，安定化政策と構造調整政策との関係は単純ではなく，その関係

は表裏一体であり，不可分であるという側面を無視できない。しかも，個々の

国々の初期条件（マクロ不均衡の程度，ディストーション・介入の程度，政治

的・社会的安定の程度など）の違いに応じて，安定化政策と構造調整政策の関

係，順序は一義的ではなく，現実的な政策対応の場面においては一般論は存在

しないであろう。唯一これまでの経験から議論し得るのは，安定化政策と構造

調整政策にコンシステンシーが保たれなければならないことである。たとえば，

インフレ目標，貨幣供給成長率，為替レート切下げ率，財政赤字の水準，経済

成長率，国際競争力などの間の整合性であり，かつ，これらの変数とぞ札それ

の分野における改革，調整のスピード・程度との整合性である。さらには，政

治的安定性との整合1性も重要であろう。これらの整合性を考慮することによっ

て，改革の順序やタイミング，さらには改革が漸進的であるべきか急進的であ

るべきかなどの問題が決定されるべきであろう。

　しかし，残念ながら，調整コスト，不完全情報，外部経済性などの問題が存

在するため，整合的な政策の組み合わせを見つけ，それを実施することは極め

て困難であり，現在試みられているラテンアメリカ諸国の多くの経済改革にお

いても，かなりの部分が試行錯誤で実施されており，必ずしも政策間のコンシ

ステンシーが保証されているとは限らないであろう。これらの評価は今後の課

題である。

　いま一つ，安定化と構造調整の関係で重要な問題は，安定化が必ずしも適切
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な期間のうちに成長をもたらさないことである。適切な期間というのは，緊縮

的な安定化政策が実施され経済が停滞することに対し社会が耐え得る期間であ

る。安定化により価格メカニズムが正常化したとしても，投資は瞬時に反応し

ない。実質為替レートが切下がったとしても，輸出が拡大するには時間を必要

とする。とくに，経済改革の各政策に整合性が欠如する場合には，民間の経済

改革に対するクレディビリティーは生まれず，いっそうこの傾向は強いであろ

う。また，このような場合，貿易財部門の利潤率が高まっても，民間は海外に

逃避するだけであって，国内投資が高まらない可能性が存在する。これらの点

に関連して，Dombusch〔1991，P．19〕は以下のように述べている。「経済安定

化の議論は伝統的に，財政緊縮，競争的な為替レート，健全な金融市場ならび

に規制緩和が，成長の回復の条件を提供すると仮定してきた。しかし，必要条

件と十分条件を区別しておかなければならない。調整は成長の回復にとって必

要条件であるが，必ずしも十分条件ではない。なぜなら，資産保有者は逃避資

本を還流させるのを延期するかもしれないし，投資家はプロジェクトの開始を

遅らせるかもしれないからである」。かかる問題は，経済改革に対するクレディ

ビリティーが欠如する場合，投資家の反応に遅れがあり構造調整のスピードが

遅い可能1性を指摘している点で重要である。それが十分に遅い場合には，社会

的・政治的理由から安定化政策は維持できなくなるであろう。

2　経済改革と政治的問題

　経済改革がいかに経済全体として有益であっても，必ずや調整コストと再配

分のインパクトを持っている。このことは，深刻な階級間の対立を生み，これ

らの政策の遂行を阻む圧力として立ちはだかる。典型的には，以下のプレッシ

ャーが現われるであろう。

（1）企業がらのプレッシャー

　国際競争力をもつ輸出指向的企業や国際金融市場へのアクセスをもつ企業は，
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貿易自由化のコストが比較的小さいために，自由化を支持する傾向にあるであ

ろう。しかし，非貿易財産業や輸入競争財産業で保護を享受してきた企業は，

構造調整により深刻なダメージを受けるために，貿易自由化に対し強い抵抗を

示すことになる。また，流動性を十分に保有する企業が，大規模に資本逃避を

行なえば，マクロ政策の自由度を制約し，その遂行を妨げるという意味で圧力

となる。

（2）労働者のプレッシャー

　都市の組織労働者は，大部分が非貿易財，輸入競争財産業に従事しているの

で，国内需要の抑制や自由化に反対する。都市インフォーマル・セクターなど

に滞留する貧困層の労働者は，財政均衡化のための食糧補助金カットなどへの

抵抗を示す。これらのプレッシャーによって，労働者階級を支持基盤とする政

府は，失業よりもインフレーションを好む傾向にあり，調整コストが小さいと

みなされるヘテロドックス・タイプの安定化政策を実施しがちであり，多大な

実質面のコストと時間を要する構造調整には消極的となるであろう。また，対

外債権者に対しては強硬な態度で交渉することが多くなる。

（3）輸出部門からのプレッシャー

　製造業や農業における輸出部門は，現実的な為替政策や自由化を選好する傾

向にある。また，自由化や民営化による非貿易財価格の低下は，これを投入財

として使用している輸出財部門にとって有利となり，これらの政策を支持する。

また，輸出税の廃止も重要である。逆に，都市部門においては，為替レートの

切下げは非貿易財産業を収縮させるために，これら産業の資本家・労働者から

の抵抗が生じる。また，都市部門の消費者にとっては，輸入消費財が重要であ

る場合，為替レートの切下げは輸入財価格の上昇をもたらすため，これに反対

する。ラテンアメリカで顕著なのは，輸出農業部門と都市の非貿易財部門との

対立である。

　この他，政府系企業の民営化や行政機構の改革に対し，政府部門自体，とく
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に公務員がプレッシャー・グループとなる問題などが存在する。いずれにせよ，

所得分配が極めて不平等で，階級間の対立が激しい社会では，構造調整や安定

化政策は階級間のコンフリクトを強め，それらの実現を危くすることが多い。

したがって，これらの経済改革を進展させるには，一般大衆のみならず，各階

級，各セクターからの政治的支持がなければ困難である。

　このような状況下における経済改革の遂行能力は，たとえば議会での与党の

勢力分布に端的に示されているであろう。実際，メキシコ，チリ，アルゼンチ

ンの現政権の出発時点での与党の議席分布をみると，多数政党であるか政治的

連合によって議席数の過半数を占めているのに対し，ペルー，ベネズエラ，ブ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13〕
ラジルにおいては与党は過半数に達せず，議会運営に苦慮する傾向にある。い

うまでもなく，それぞれの時期または問題により，政治的に離合集散を繰り返

していると考えられるので，たんに与党の議席数だけでは推しはがれないであ

ろうが，強い政治勢力をもたない政権は経済改革の遂行能力が低いことが理解

できる。

　しかも，経済改革の遂行能力が低いことは次の重要な問題をもたらす点に注

意しておかなければならない。すなわち，たとえ経済改革が可能であったとし

ても，以上のような政治的抵抗が存在し議会運営が困難な場合，経済改革にお

いて危倶されることは，改革が最も抵抗の少ない領域から着手される傾向を持

っていることである。一般的に，資源配分のディストーションの大きい領域に

おける改革が高い経済合理性を有していると認められるが，かかる領域では既

得権益も大きく，改革への抵抗は強硬であり，このため改革は実施され難いと

いえる。したがって，政治的理由から選択される改革は，必ずしも高い経済的

合理性を有している保証はないのである。

　ところで，経済改革にコストと政治的抵抗がともなう場合，改革のプロセス

の決定をいっそう困難とする。一例をあげれば，改革が漸進的であるべきか急

進的（ショック療法）であるべきかの問題がある。経済改革が漸進主義に基づ
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いて実施される場合，失業などのコストが少ないことから，改革への支持が形

成されやすいであろう。たとえば，漸進的な改革においては資源配分の調整ス

ピードを改革のそれにあわせることが可能で，民間部門の対応に時間的余裕を

与えることができる。しかし，漸進的な改革は，損失を被るグループやセクタ

ーからの組織的抵抗，ロビーングに対しても時間的余裕と可能性を与えること

になり，これが改革の妨げとなるという問題を有している。また，漸進主義の

場合，あまりに長期間にわたり改革が引き続き，将来に改革が変更されると人々

が予想すれば，クレディビリティーは形成されない。

　逆に，急進主義の場合，失業などのコストが大きく，改革に対する支持は少

（1劃各国の現政権発足時点，並びに最近の国勢選挙による議会での与党または与党連

　合の勢力分布を示しておこう。

　メキシコ：サリナス政権の政権発足時（88年）における与党の制度改革党（PRI）

　　は，上院94％，下院53％であり，90年8月18日の選挙では制度改革党は上院で95

　　％，下院で64％を占めている。ただし，メキシコの場合，もともと一党独裁の政

　　治体制である。

　チリ：エイルイン政権の発足時点である89年12月14日の大統領・国会議員選挙で

　　は，与党連合（民政連・社会主義拡大堂）は上院では47％であったものの，下院

　　では60％を占めている。

　アルゼンチン：メネン政権では91年10月現在，ペロン党とUCDによる与党連合は下

　　院で52％を占めている。

　ペルー：フジモリ政権は，90年4月8日の国会議員選挙では，与党であるカンビオ

　　90は，僅かに上院で23％，下院で18％を占めるに過ぎない。

　ブラジル：コロル政権の90年10月3日の総選挙の結果では，与党支持勢力は上院で

　　47％，下院で45％であり，過半数に達していない。

　ベネズエラ：ペレス政権においては1992年現在，与党である民主行動党の勢力は，

　　上院で47％，下院で49％である。ただし，キリスト教社会党との対立は大きくない。

　　以上の一般的傾向としては，今日経済改革がうまく進展しているメキシコ，チリ・

　アルゼンチンでは与党勢力は議会で過半数を占め，うまくいっていない国であるペ

　ルー，ブラジル，ベネズエラでは過半数に達していないことがわかる。いうまでも

　なく，このような数字は単なる一次的接近に過ぎない。出所はアジア経済研究所『ラ

　テンアメリカ・レポート』各号である。
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ないであろう。しかし，反面において諸々の抵抗に対して時間的余裕を与えな

いために，クレディビリティーの喪失という問題は少ないとも考えられる。ま

た，急進主義の場合，パッケージとして改革が進められるので，改革の全体像

の把握が可能で，クレディビリティーを得られ易いかもしれない。この場合，

いうまでもなく政策パッケージは整合的であらねばならない。いずれにせよ，

改革にコストが存在しこれに対して各セクターからの政治的抵抗が生じる場合

には，経済改革の実施ならびに決定プロセスを困難なものとするのである。

　したがって，今後も貧困問題，分配問題，深刻な階級対立の中で，社会的コ

ストをともなう経済改革を推し進めるには，政治的コアリションと社会的コス

トヘの手当をおこない，経済改革と政治的・社会的安定のバランスを保つこと

が不可欠である。さもなくば，経済改革の強行は遅がれ早かれ社会的・政治的

不安化をもたらし，これまでのラテンアメリカのパターンであった政権交代や，

軍事的介入，暴動を繰り返す可能性が高い。現在良好な経済パフォーマンスを

実現している国にあっても，改革がもたらす犠牲やコストに対しかなりの不満

が欝積しているであろうし，うまくいっていない国においても成果の乏しい経

済パフォーマンスに不満を持っていることに注意しなければならない。経済改

革が一定の成果をもたらし，それが人々に配分されるまでの時間が長ければ長

いほど，また，経済改革の調整コストに社会が耐えられる時間が短ければ短い

ほど，事態は深刻である。

3　地域経済統合の進展

　今後のラテンアメリカの経済改革の進展を規定するもう一つの要素は，地域

経済統合がいかに進展するかという問題である。地域統合の試みは経済改革の

最も重要な要素である対外自由化と密接に関わるからである。現在のラテンア

メリカには，二国間，多国間，サブ・リージョンでの，自由貿易協定，共同市

場，共同体が多数存在し，または計画されており，その活性化といっそうの進
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展が試みられている。ラテンアメリカにおいては，地域統合に関係しない国は

ないといわれているほどであり，好むと好まざるにかかわらず地域統合のプロ

セスと関わっていかなければならないのである。がかる地域統合の進展は，過

去の市場統合が輸入代替的工業化の延長であったのに対し，現在の試みは輸出

拡大をめざす債務危機以後の市場経済化の流れにあるものと理解すべきであり，

市場経済化をめざす経済改革の進展を決定する最も重要な要素であることに着

目しなければならない。

　市場自由化のコンテキストにおける地域経済統合の意義は，以下のように議

論できる。これまで，ラテンアメリカ諸国は1960年代初頭からラテンアメリカ

自由貿易連合（LAFTA）などいくつかの経済統合を推進してきた。経済統合を

形成すれば国内市場の狭膿性から開放され，保護され拡大した市場の中で貿易

が可能となり，資源配分の改善のみならず，規模の経済性，競争激化による効

率の改善，産業構造の多様化などの利益を追求することが可能となる。産業が

いまだ十分な国際競争力を持たず，輸入代替的工業化から輸出指向的工業化へ

急激に転換できない状況にあっては，その中間的ステップとして極めて有効な

手段であるといえる。しかし，ラテンアメリカの経済統合は70年代以降著しく

停滞していた。発展段階の異なる諸国間で構成される統合体においては，域内

の自由貿易による効率性が追求されればされるほど，経済統合による利益の衡

平な配分が困難となり，加盟国間での利害対立が深刻となるからである。この

ため，ラテンアメリカの経済統合は，ラテンアメリカ統合連合（ALADI）への

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14〕
改組があったものの，70年代以降はほとんど進展しなかったとされている。

　しかし，ラテンアメリカの経済統合は歴史的に以上のような経緯をもっては

いるが，今日の市場統合の試みはたんに輸入代替的工業戦略と輸出指向的工業

化戦略の中間段階として捉えるのではなく，経済自由化におけるもっとも重要

（1勾西向［198！コ参照
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な要素である貿易自由化を促進する試みとして位置づけるべきである。

　典型的には，メキシコは80年代中頃から経済安定化とともに構造調整を開始

し，86年にはGATT加盟を実現し，平均関税率を85年の24％から90年の12％へ

引き下げ，輸入許可対象品目を85年の92％から90年の20％へと減少させるなど，

急速な貿易自由化を実現してきた。このような構造調整は，生産性の改善や輸

出の急成長を可能とすると同時に海外資金の流入をもたらし，実質成長率の回

復を実現してきた。しかし，かかる発展パターンをさらに推し進めるためには，

メキシコはよりいっそうの自由化のプロセスの確保と，より長期的な外国資本

と技術の導入を必要としている。いうまでもなくNAFTA（北米自由貿易協定）

への加盟は，世界に対してメキシコ経済の安定と市場開放政策の信頼性をアピ

ールすることになり，外国資本と技術の導入とこれに基づくいっそうの市場開

放が期待されるのである。

　1990年6月にブッシュ大統領の「ラテンアメリカ支援構想（EAI構想）」の一

つである「米州自由貿易圏構想」が発表されて以来，二国間やサブリージョナ

ルな市場統合協定が活発化してきている。EAI構想は，アメリカにとって，ラ

テンアメリカが将来の輸出市場や直接投資の対象地域として有望であり，麻薬，

不法移民，債務問題などのからみで，ラテンアメリカの回復が経済的にも政治

的にも急がれ，支援の必要があることを背景としている。また，ラテンアメリ

カにとっても，貿易自由化を推し進めるにはアメリカ市場が最も重要であり，

その関係強化が不可欠であることを背景としている。

　したがって，ラテンアメリカにおける地域統合の活発化は，将来アメリカが

主導権を持つ「米州自由貿易圏」への参加を考慮してのことであり，サブリー

ジョナルな地域統合を形成することによって参加への交渉力を強化する目的を

もっている。このようなラテンアメリカのアメリカヘの傾斜は，たとえば米国

との将来の自由貿易協定を考慮にいれた「貿易・投資枠組み協定」が各国で個

別に締結されていることや，ラテンアメリカの主要国で組織するリオグループ
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の「ブエノスアイレス宣言」（1992年12月）で，米国とカナダに対し，NAFTA

に他のラテンアメリカ諸国に対しても速やかに参加資格を与えることを要請し，

さらにラテンアメリカ諸国内で交渉中のすべての地域協定，二国間協定をNAFTA

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15〕
に結合する方策を具体化するとの決議に端的に表れている。

　以下では，かかる地域統合の進展のなかで，最も影響力が強いと考えられる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
NAFTAとMERCOSUR（南米共同市場）について議論しよう。

（1〕　NAFTA

　NAFTAはその参加国に対し，いかなる効果をもっているのであろうか。メ

キシコにとっては，関税，非関税障壁，輸入割当の即時もしくは段階的な撤廃

が，アメリカヘの輸出拡大をもたらすと予想される。また，製造業，サービス

部門などへのアメリカからの直接投資の拡大も期待できるであろう。一方，ア

メリカにとれば，安価なメキシコの労働力を利用すれば，競争力が強化され，

メキシコを輸出の生産拠点とすることが可能であるとされている。

　しかし，NAFTA形成が，とくにメキシコとアメリカにいかなる効果を持つ

かについては，これまでの諸研究によれば，その効果はそれほど大きくないと

いうのが一般的な認識である。1989年の時点において，メキシコのアメリカか

らの輸入に対する関税率は加重平均で12．6％であり，米国のメキシコヘの関税

は3から6％の水準であり，既にかなり低い水準であるからである。しかし，

いうまでもなく，ダイナミックな要素を考慮する場合や特定の部門を考慮する

場合には，無視できない効果が存在する可能性を否定できない。

　これまでの研究においては，貿易自由化の効果をもっとも整合的に評価する

枠組みとして，CGE（computable　genera1equi1ibrium）モデルが主流である。

これらの研究の共通の結論によれば，NAFTAはいずれの国にも正の効果を有

（蜴　r日本経済新聞』1992年12月3日。

（1⑤　加賀美［1992］，西島［1993a］，岸本・山田［1992］参照。
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しているが，その程度は比較的小さいとされる。また，小国であるメキシコの

方がアメリカより大きい効果を有することも共通認識となっている。例えば，

静学分析で規模の経済を仮定しないケースでは，関税とNTB除去の効果の実質

所得比は，アメリカでO．02％，メキシコでO．32％という研究がある（Bachrach

and　Mizrahi［1992］）。

　しかし，周知のようにCGEによる分析は，モデルの構造や諸仮定によって結

論は大きく異なる（Brown［1992］）。例えば，単一財モデルか差別化を認めた

多数対モデルかによって結論は異なる。差別化モデルでは輸出・輸入に相対的

に低い価格弾力性を仮定することになるので，自由化の効果は単一財モデルよ

り低く見積もることになるというのが典型的な例である。また，異なるモデル・

セッティング，例えば統合による規模の経済や非競争的市場構造の考慮は，貿

易自由化の効果を拡大する傾向にある。例えばブラウンらの研究（Brown，Dear－

dorff　andStem［1992コ）によれば，域内での関税とNTBの除去が実質所得に

与える効果は，アメリカでO．1％，メキシコで1，6％となる。また，自由化によ

る競争激化がもたらす非競争的企業の価格低下の効果を含めると，統合の利益

はさらに大きくなる。いうまでもなく独占的競争か寡占的競争かによってその

効果は異なるであろうが，クールノー競争を仮定したローランド＝ホルストら

の研究（Roland－Holst［1992コ）では，実質所得への効果は，アメリカで1．58

％，メキシコで2，47％となる。

　統合の利益として投資拡大効果や投資転換効果を重視し，資金流入や直接投

資の効果を含めるとさらに異なるシナリオを描くことができる。例えば前出の

ブラウンらの研究によれば，メキシコの資本ストックの10％に相当する投資が

流入したとすると，NAFTAのメキシコヘの効果は実質所得に対し，5％の拡

大効果を持つ。ただし，どのような形で投資がファイナンスされるかの仮定に

よって結論は大きくことなるであろう。

　ところで，以上の研究は投資を内生化したものではないが，マクリアリィー
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（McCleery［1992コ）は投資を内生化する試みを行っている。規模の経済を想

定しないモデルで，メキシコヘの投資がリスク調整済みの利子率格差によって

決定されるとする。資本移動の規制を無くすることによって，メキシコでは2000

年までにGDPの3．2％の利益を得る。さらに，生産性が資本財輸入の関数であ

るとすると，その効果はいっそう高まり，GDPの11％に達する。いずれにせ

よ，NAFTAの効果はアメリカに対してそれほど大きいとはいえないが，メキ

シコにはかなり影響をもたらす可能性を否定できない。

　さらに，特定の部門への影響は十分に考慮されなければならない。とくに，

NAFTAが先進国と途上国の垂直的統合であるだけに，競争により域内での比

較優位原理が貫徹し，メキシコにおいて比較劣位や非効率的な多くの産業・部

門・企業の淘汰が進むことに注意しなければならない。このこと自体は，経済

合理性からすれば望ましいことであるがもしれないが，構造調整コストとの関

係で，メキシコの社会が耐え得る速度を超えて調整が進めば，NAFTAの今後

の進展に対し重大な制約要因となるであろう。

　例えばメキシコの農業部門，とくにとうもろこし生産者への効果は大きいと

予想されている。サンチアゴら（Santiago　andWijnbergen［1991］）の研究で

は穀物輸入の自由化によってとうもろこし価格と農村賃金が低下し，天水農地

の価格が低下する。土地無し農民は賃金の低下によって，天水農地の農民はさ

らに土地価格の低下も加わり，それぞれ所得は1．6％，5．7％低下する。このよ

うな効果によって向こう10年間で約100万人の労働者が農村から都市部へと移動

すると推定されている。家族の構成員を含めるとその数ははるかに膨大なもの

となる。

　いうまでもなく，このような傾向は現在メキシコ政府が進めている農業近代

化政策の効果を加速するものである。すなわちメキシコ特有の土地制度である

エヒード（ejido）の私的所有を認める土地所有制度の変更や，農産物市場への

政府介入（補助金，価格支持）の廃止などである。しかし，これらの改革は，
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農業の近代化とともにいっそうの土地所有の集中と都市への流入をもたらすと

予想される。コエクリンら（Koechlin　and　Larudee［1992］）によると，2000

年までに，とうもろこし生産者の80万がら200万人が職を失うことになる。この

ため都市の失業率の増大と賃金引き下げを結果し，社会不安の悪化は避けられ

ない。この数字は，NAFTAによってメキシコ全体での雇用の拡大が生じたと

しても，それでカバーするには余りに大きい数字である。

　いずれにせよ，NAFTAの予想される効果はアメリカにはとくに大きな影響

をもたらさないといえるが，メキシコにはプラスの意味でもマイナスの意味で

も無視できない効果を持っており，とくに特定の部門への影響が大であること

を考慮すると，NAFTAがどのような分配上の効果をもち，それがいかなる社

会的インパクトを有しているかを十分に配慮する必要がある。

　以上に加え，NAFTAに関して考慮されなければならない問題がいくつか存

在する。以下簡単に述べておこう。

①現在第4の加盟国としてチリが候補にあがっているが，複数のラテンアメ

リカ諸国がNAFTAに加盟した場合，自由貿易地域のなかで，メキシコとチリ

はいかなる競合関係におかれ，どのような分業体制が実現するのであろうか。

垂直的統合において，アメリカをトップとするヒエラルキーが成立する場合，

ラテンアメリカの加盟国は極めて厳しい競争条件に置かれると予想される。経

済統合の円くて新しいテーマである，効率的でかつ衡平な分業原理が実現され

るのであろうか（西向［1981］）。

②NAFTAの形成は，加盟国以外のラテンアメリカ諸国にとっていかなる影

響があるのであろうか。アメリカ市場，メキシコ市場で貿易転換効果が生ずれ

ば，これら市場への輸出は減少するであろう。また，アメリカからの直接投資

が加盟国にシフトすれば，それだけ他のラテンアメリカ諸国への投資がクラウ

ドアウトされるであろう（メキシコヘの投資より他のラテンアメリカ諸国への

投資の効率が高い場合には，ラテンアメリカ全体としての資源配分を誤るであ
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ろう）。

③さらに重要なことは，NAFTAへの参加に関し，アメリカが参加国を選別

し，経済改革が進展している国を一本釣りする場合，これら諸国はNAFTAへ

の参加によっていっそう有利な状況におかれるのに対し，参加が認められない

国々は差別的待遇を受けさらに経済改革が遅れることになり，NAFTA加盟国

とそうでない国々との間で格差が拡大する可能一性を否定できないことである。

この意味で，米州自由貿易圏の統合プロセスは極めて興味深い問題である。

（2）MERCOSUR

　ラテンアメリカ諸国における市場統合の試みで，いま一つ着目すべき試みは

MERCOSURである。アルゼンチン，ブラジル，ウルグアイ，パラグアイの4

カ国で構成され，1994年末までに域内関税の撤廃と対外共通関税の設定がもく

ろまれている。MERCOSURはいかなる特徴と問題点を有しているだろうか。

　まず，4カ国の域内貿易比率（輸出比率）は，1990年の時点でアルゼンチン

15％，ブラジル4％，パラグアイ40％，ウルグアイ35％であり，小国である

パラグアイ．ウルグアイはともかく，アルゼンチン，とくにブラジルの比率は

低い。このような域内貿易比率が低いケースでの自由貿易地域の形成には大き

な貿易創出効果を期待できないことが知られている。この意味でMERCOSUR

は，とくにアルゼンチン，ブラジルにとっては，静学的な利益やたんなる市場

の確保を目的としているのではないといえる。むしろ自由貿易地域より一歩進

んだ共同市場をもくろみ，生産要素の自由な移動，マクロ経済政策の強調，効

率的産業配置の促進，効率性改善などをめざしていることから，まさにこれら

諸国が試みている市場開放策の遂行を保証する手段であるとみなすことができ

る。

　いうまでもなく，NAFTAの貿易転換や投資転換によって域外のラテンアメ

リカ諸国は損失を被る可能性が存在するが，これに対する対抗手段であるとも

解釈可能であるし，将来のNAFTA加盟やWHFTA（米州自由貿易圏）に向
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けて交渉力強化の手段ともいえる。さらに，政治学的には，アルゼンチンとブ

ラジルの緊張緩和，民主化の促進，なども含めることが可能であろう。

　しかし，域内の大国であるアルゼンチンとブラジルには統合プロセスにとっ

て障害となる大きな相違点が存在することに注意しなければならない。

　第一はマクロ安定化の相違である。アルゼンチンでは，ドミンゴ・カバージ

ョ経済大臣のもとマクロ経済安定にかなり実績をあげている。インフレ率は1992

年に20％台，93年には10％となると予想されており、89年には3，OOO％台であ

ったのが嘘のようである。今後もアルゼンチンがインフレ安定化を続けるには，

経常収支赤字の縮小もしくは海外資金の継続的な流入が前提となるが，貿易自

由化や民営化の順調な進展を考慮すれば，少なくとも当面は低いインフレ率で

推移する可能性は高い。

　他方，ブラジルは依然としてインフレーションが猛威をふるっている。1991

年には440％であったのが，92年には1，100％となり，93年はさらに上昇し2，500

％に達するとの予想である。現在ブラジルは多数の政治家，官僚を巻き込んだ

汚職事件で揺れており，93年11月30日には8名の大臣が辞表を提出し，さらに

社会助成金にからむ政官界350名に関わる汚職組織の存在が明らかとなり，調査

と喚問が開始されようとしている。このため，政治スキャンダルで混乱する情

勢にあって，新しい安定化政策が93年12月初旬に発表されているが，ブラジル

が経済安定化を実現できる見通しはたっていない。

　このような両国のマクロ経済の安定化における成果の相違は，MERCOSUR

が謳う加盟国間のマクロ政策の協調を著しく困難とする。とくにインフレ率に

大きな差異が存在すれば，望ましい為替レート政策の協調を困難とし，また両

国間の貿易収支の不均衡をもたらすであろう。この意味で，ブラジルの経済安

定化はMERCOSURを進めるための一つの条件である。

　第二は，アルゼンチンとブラジルにおける貿易自由化のスピードの差である。

1991年の時点でアルゼンチンの平均関税率はすでに1O％であり，そのレンジは
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O％から22％であるのに対し，ブラジルの平均関税率は32％で，レンジは0

％から85％である。ブラジルにおいても90年のコロル政権以来，経済自由化，

民営化に着手してきたが，政治的問題もあり，アルゼンチンと比較して貿易自

由化のスピードは遅く，保護主義的1性格を依然として強く残している。他方，

アルゼンチンは，関税のみならずNTBを含めかなりの貿易自由化が進んでい

る。MERCOSURにおいて，ブラジルの自由化ターゲットに対応した域外共通

関税が設定されれば，アルゼンチンは大きな貿易転換効果を被る可能性が高い。

また，域内自由化のプロセスに関しても，1991年のアスンシオン条約で，関税

譲許率を91年12月に54％，92年12月に68％，93年12月に82％，94年12月に100％

（域内関税率ゼロ）がスケジュール化されているが，そのプロセスは極めて性

急であり，アルゼンチンはともかく，ブラジルの現在の状況を考慮するとその

実現はかなり困難といわざるを得ない。

（3〕共通の問題

　1980年代の経済危機から脱出すべく，ラテンアメリカ諸国は市場経済化に取

凸）組んでおり，かかるコンテキストから地域市場統合の試みがなされている。

このような試みは60年代，70年代の内向きの発展戦略のそれとは本質的に異な

っている。ここにラテンアメリカ諸国の経済戦略における歴史的な転換をみで

とらなければならない。

　しかし，現在，ラテンアメリカ地域には，二国間，サブ・リージョナル，多

国間の地域統合の試みが存在するが，ラテンアメリカが以上のような統合体を

追求するインセンティブの強さは，それぞれの国の市場経済化の程度のみなら

ず，GATTやウルグアイ・ラウンド，さらにはAPECなど多角的貿易自由化の

進展の程度に依存するであろう。予想外に多角的貿易自由化が進展する場合，

中途半端な統合体を結成することによって大きな貿易転換を被るならば，ユニ

ラテラルな自由化のほうが利益が大きくなる可能1性を否定できない。いうまで

もなく，NAFTAが開かれた統合体となるが保護主義的となるかにも強く影響
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されるであろう。これらの問題に対しては，今後十分なフォローが必要である。

　また，FAI（ラテンアメリカ支援構想）のもとWHFTA（米州自由貿易圏）

の構想が議論されているが，ラテンアメリカ諸国にとってはラテンアメリカ域

内でのサブリージョナルな自由貿易協定を形成し，交渉力を強めながらこれに

コミットしていくのが有利なのか，米国とバイラテラルに自由貿易協定を結ぷ

（ハブ・アンド・スポーク）ことによってこれにコミットするのが有利なのか

は議論が必要である。

　最後に，NAFTAにしろMERCOSURにしろ，域内に大国と小国，先進国と

途上国という格差をもった諸国で構成される統合体である。円くて新しい問題

である，域内分業の効率性と衡平1性の問題はいかにマネージされるのであろう

か。ラテンアメリカ諸国はすでにLAFTAでの経験を有しているはずであり，

これはどのように活かされるのであろうか。

　　　　　　　　　　　　　　　　おわりに

　今日のラテンアメリカは，市場経済化の流れの中で経済改革を推し進め，高

インフレから低インフレ，停滞から躍進の1990年代を実現しようとしているか

に見える。確かに，90年代に入りいくつかの国で良好な経済成果を実現してい

るが，その成果は90年代に入ってからの債務負担の軽減に加え，経済改革によ

る資源配分の是正とダイナミズムの復活が一部貢献していることは否定できな

いであろう。しかし，もう一つの理由である資本還流と旺盛な資本流入が，経

済改革をサポートしている反面で，為替レートの固定化によるインフレ安定化

を可能とし，かつ厳格な対外不均衡の是正を要求しない形で経済成長を実現し

ている点に注意する必要がある。したがって，このような形での安定化が今後

も引き続くという保証はなく，経済改革のいっそうの進展が要求される。

　しかし，今後のさらなる経済改革の進展を実現するためには，あまりに多く

の問題を抱えているといわなければならない。第1に，経済改革を成功させる
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ためには，安定化政策と構造調整政策に整合性が存在することが不可欠である。

整合性が保たれなければ，経済改革へのクレディビリティーは生まれず，経済

安定化を維持することは困難となる。とくに，構造調整の実質的な主役である

投資を阻害する。政策間の整合性を保った，経済改革の範囲，スピード，シー

クェンスなどを決定し，それを実現することは困難な課題である。

　第2に，経済改革には社会的コストが不可避であるが故に，階級対立の激し

い社会にあっては，政治的・社会的不安定がもたらされるため，経済改革と政

治的・社会的安定との微妙なバランスが保たれなければならない。政治的均衡

との整合性がなければ，いずれ諸階級・諸勢力からの圧力が強まり，経済改革

は後退を余儀なくされる。

　第3に，NAFTAを始めとする地域経済統合の動きは1990年代の趨勢であ

り，ほとんどのラテンアメリカ諸国を巻き込んでいくと予想されるが，経済改

革とくに自由化の進展に極めて重要な影響力をもち，ラテンアメリカ域内での，

またアメリカとの分業体制の大きな再編を遣るであろう。しかし，そこでは効

率的で衡平な分業体制が実現されなければならないし，また社会的公正への配

慮が不可欠である。

　現在，ラテンアメリカ諸国で試みられている経済改革が90年代に「再生の10

年」を実現することができるかどうかを判断することは，現時点では時期尚早

である。しかし，少なくとも以上の極めて不確実でかつ困難な課題を解決しな

ければならないことは明白である。このため，先進国からいかなる支援が可能

であるかが十分に議論されなければならない。
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一Johns－Manvi11e社の事例を中心に一

山　地　秀　俊

I　開　題

II事件の経過

III　FASBステイトメントNo．5と偶発債務の確定

IV　新マンビル社の会計情報公開

V　結　語

　　　　　　　　　　　　　　　1　開　題

　我々はこれまでに，消極的には企業の会計情報公開が必ずしも証券市場や株

主関係に限定された問題ではないこと，また会計情報公開は必ずしも企業に限

定された問題ではないことを主張し，積極的には会計情報公開は，民主主義社

会における情報公開による大衆あるいは組織に対する管理の問題であることを

　　　　（2〕
主張してきた。したがって，企業の会計情報公開をとってみても，それは決し

て証券市場関係や株主関係という環境でのみ機能している，あるいは規定され

ているわけではないといえよう。例えば企業の公表する会計情報の量が拡大し

たことは，常に株主や投資家への情報提供がより活発になった結果だとは解釈

（1〕本稿の作成に関しては，金井美智子氏にたいへんお世話になった。記して感謝し

　たい。勿論，ありうべき誤謬は筆者の責任である。

12）山地秀俊，「会計情報公開の現代的機能」，井尻雄士・中野勲編，『企業行動と情

　報』，同文舘，！992年に所収。
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すべきではなく，まったく別の要因が作用して，結果的に，アニュアル・レポ

ートに記載され公表される会計情報の量が拡大したのだと見るべきなのである。

一例を引けば，アメリカにおいて今世紀初頭の巨大産業会社の会計情報公開は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3〕
独占禁止法問題との関連で規定されており，証券問題と直接的関連は薄い。し

かし20－30年代の会計情報公開は，証券規制問題が大きく規定しているという

　　　　　（4〕
がごとくである。

　本稿で取り上げる問題は，具体的には，1960年代より注目を集め始め，1980

年代に入って世界的にも大問題となるアスベスト公害に関するアメリカでの規

制動向と，そうした動向の渦中にあったアスベスト関連製品製造会社であるジ

ョン・マンビル社（Johns・Manville　Corporation）の会計的対応問題であり，

特にアメリカの製造物責任（product1iabi1ity）問題と会計情報公開の関連性に

ついて見ることとする。その過程で，会計情報公開が証券市場や株主関係を越

えて対社会的政策として企業によって用いられる点に注目する。いうまでもな

く我々のこれまでの主張を一層裏付けるための議論である。

　　　　　　　　　　　　　　11事件の経過

　本節では，1960年代から1980年代初め頃までのアスベスト訴訟の展開過程を

概観しながら，1980年代の初めに，上述のジョン・マンビル社がまず会社リス

トラクチャとしてマンビル社に再組織化され，続いて，財務的には余力を残し

つつ，連邦破産法第11章に基づき会社更正の中し立てを行い，再建計画が受理

されるという戦略に出ざるを得なかった状況を考察しておこう。

　具体的にはアスベスト訴訟の展開過程は2つの観点から考察される。それは

（3）山地秀俊，『会計情報公開論』，神戸大学経済経営研究所，1983年，第9章を参

　照。

（4）山地秀俊，「アメリカの証券市場規制と会計情報公開」，咽民経済雑劇，第168巻

　第1号（平成5年7月）。
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法的そして財務的な観点である。法的にはアメリカにおけるアスベスト公害に

ついての一連の訴訟は，不法行為（tortS）に関する解釈の歴史である。そこで

アメリカのアスベスト訴訟の歴史を概観しようとするとき，会計的関心が第一

である我々も，不法行為法そしてそれが定める責任について若干知る必要があ

る。不法行為とは，ある者が他人の権利や利益を違法に侵害する行為をいい，

不法行為法はこのような行為を起こした加害者に対して被害者の損害を賠償す

るべき債務を負わせることを定めた法律である。そして製造物責任における損

害賠償の責務が生ずる責任法理には，当初，不法行為責任の一つである過失責
　　　　　　　　　　　　（5〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕

任（negIigence）があったが，それに第2次地∫肋emmfψ肋e工αωげTo炊

によって導入された厳格責任（strict1iabi1ity）法理が加えられた。逆にいえば

アスベスト訴訟ではこれら不法行為法の責任法理を製造物責任に遼用する過程

である。さらにアスベスト訴訟では，伝統的な賠償責任を修正するために選択

責任論，共同行為論，業界責任論，市場占有率責任諭，市場占有率修正責任論

　　　　　　　　　　　　　（7）
が原告によって主張されてきた。

　歴史的には，アスベスト関連会社の労働者に典型的にみられたアスベスト肺

症に対する会社側の賠償責任の根拠としては，当初は，労災補償（workman’s

compensation）で，争われていた。そして続いて不法行為法上の伝統的責任法

（5）不法行為責佳以外に，製造物責任には契約責任が含まれ，分けても保証責任

　（Warranty）が問われることが多いのはいうまでもない。

（6）不法行為法リスティトメントとは，判例法を条文の形に再記述（restate）し，注

　釈と設例を付して編さんじたもので，アメリカ法律協会が発行している。これは法

　典と異なり，直接の法的拘束力はないものの，全米のその後の判例をリードする点

　で事実上たいへん重要な意義を有する。我々が本稿で何度が引用する第2次不法行

　為法リスティトメントは，カリフォルニア大学プロッサー教授が起草したものであ

　る。安田総合研究所，『製造物責任一国際化する企業の課題一』，有斐閣，1989年，

　15頁。

17）林弘子，「製造物責任から所有権損害賠償請求へ一アメリカにおけるアスベスト

　訴訟の動向一」，『週刊　社会保障』，No．1556，（1989年10月9日），53－54頁。
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理である過失責任で争われるようになり，さらには現在の製造物責任法問題へ

と発展し，無過失責任を課する厳格責任という，製造者側にとって巌しい責任

法理の適用へと展開していくのである。またアスベスト関連製品製造会社にと

って不利ないくつかの新しい証拠が発見されるに及んで，懲罰的損害賠償を伴

う過失責任が再度問われるようになる。

　法的な展開過程に伴って，アスベスト関連製晶製造会社には財務的問題も発

生する。それは製造者側が裁判で敗訴した場合の損害賠償金額が，懲罰的特質

も加わって飛躍的に増大していき，アスベスト関連製晶製造会社あるいは当該

製造会社に保険を売却した保険会社の財務構造を圧迫し始めるということに他

ならない。こうした二つの環境が，アスベスト関連製品製造会社のいくつかを

して，会社更正の申し立てに駆り立てたと考えられる。その過程で我々が具体

的に問題とするジョン・マンビル社や新マンビル社の会計的対応がみられるこ

とになる。

l1－1．アスベスト訴訟前史

　アスベストの粉塵が人間の肺に吸引されると重大な健康障害を引き起こす可

能性があることは紀元前のギリシャ時代から知られていた。しかし近代産業の

勃興による絶縁体・断熱材物質の需要によってこの危険性が見逃され，アスベ

ストはその物理的属性の優良さもあって，多くの領域で絶縁体物質として利用

されていった。そして再度アスベストの危険一性が歴史的に注目され始めるのは

19世紀末のイギリスやフランスにおいてであった。しかし当時は，いま一っ工

業史の中で注目されていた，珪土の粉塵による胸部疾患である塵肺（SiliCoSiS）

とアスベストによる疾患であるアスベスト肺症（asbestosis）の区別が，未だ明

確ではなかった。このようにアスベストの悪影響と一般的粉塵の影響とが区別

されず，それゆえにアスベストの真の危険性が認識されなかったために，20世

紀に入って世界最大の工業国となったアメリカでアスベストが大量に利用され，
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アスベスト産業が台頭することになる。ちなみに本稿で取り上げるジョン・マ

ンビル社は，1858年以来絶縁体を作っていたHlW．Johnsons　Manufacturing

Companyが1901年にManville　Coveri㎎Companyと合併してその礎が完成し

た。当時より世界最大の絶縁体繊維製造会社であった。

　アスベスト利用の先進国であったイギリスでは1931年にアスベスト産業に対

する規制立法が通過し，塵挨の除去や定期的健康診断が義務づけられていた。

しかしアメリカでは規制が遅れた。しかも塵肺とアスベスト肺症の区別がつか

なかったことから，1930年代には不況も影響して，所得保証のために肺疾患を

もった労働者が雇用主を相手取って訴訟を起こしていたが，労働者自身，自ら

の疾患を塵肺と考えていた。しかしその患者の大部分は皮肉なことにアスベス

ト肺症であったと考えられる。塵肺と勘違いをした訴訟であったので，労災補

償法（Workmen’s　Compensation　Act）に基づいて労働者救済が検討された。

しかしこれは極めて産業よりの解決策であり，当該法律では補償は極めて低い

水準に抑えられた。かつ当該補償法の適用によって労働者は，コモン・ローで

認められた完全補償の訴権を断念する必要があったのである。初期に塵肺とア

スベスト肺症が区別されることなく双方とも労災補償法の対象になったことが，

アスベスト疾患の労働者に対する完全補償訴権を奪うことになった。例えばジ

ョン・マンビル社は，1933年に実際にはアスベスト肺症患者であった労働者に，

3万ドルの労災補償を支払うという形で和解し，以後30数年間コモン・ローに

よって損害賠償訴訟を起こされることを免れたのであった。

　　　　　　　　　　　　　　（8〕
11－2．現代アスベスト訴訟の幕開け

　　　　　　　　一トンプレイト（Claude　Tomplait）訴訟一

アスベスト関連製品を製造する会社のみならず，そうした製品を用いて建造

（8〕　Paul　Brodeur，0mチm彫。郷　Mゐ。omamcチーτ地eλ∫ろe∫わ∫励am∫左η　on　Tれ〃，

　Pantheon　Books，New　York，1985，Chapter　Oneを参照。
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物を造る会社でも働いた経験のあったテキサス州ブリッジ市の労働者トンプレ

イトは，当初アスベスト肺症ではなく，肺気腫と診断された。そこでステフア

ンソン（WardStephenson）弁護士は1962年2月にドンブレイトの場合につい

て，労災補償で訴訟を起こした。そしてそれまでの労災補償の補償水準である

7，500ドルで和解することをトンプレイトに勧告した。しかし1964年にセリコフ

（Irvi㎎Selikoff）医師のアスベスト肺症に関する画期的な研究が公表される

に及んで，ステフアンソン弁護士はトンプレイトのレントゲン写真をセリコフ

医師に送付して，改めてトンプレイトの疾患がアスベスト肺症であることを知

った。そこで1966年再度ステフアンソンはトンプレイトの場合について改めて，

アスベスト関連製品製造業者を相手取って製造物責任で損害賠償請求訴訟を起

こした。ここでトンプレイト訴訟を製造物責任で改めて争うに当たって，ステ

フアンソン弁護士には二つの「追い風」があった。一つは上述のセリコフ医師

の研究であり，一つは前述したように，第2次Re∫肋eme〃〆加工伽ぴToフォ∫

で明確にされた厳格責任であった。

　ニューヨーク市マウントサイナイ病院のセリコフ医師は，労働組合と連携を

とりながら，1963年に2つの地方組合で健康診断調査（免疫調査）を行い，あ

る期間アスベスト粉塵を吸引した縄験のある労働者に，長い潜伏期間（20－30

年）をおいて高い確率で肺癌等が発生し，しかも死亡率も高いという傾向があ

ることを発見した。1964年11月のコンファレンスでこの調査結果が発表され，

アメリカ国内に大きな反響を呼び，アスベストの危険性は共通の認識となり，

トンプレイト訴訟の原告に有利に作用したのである。しかし注目すべきは，こ

の同じ研究を根拠に，アスベスト訴訟の被告であるアスベスト関連製品製造会

社は以後のいわゆるアスベスト訴訟で，セリコフ研究が発表される1964年以前

には，アスベストが人間にとって危険であるという事実は科学的にも知られて

いなかった（すなわち当代の最高の科学知識を用いても知ることができなかっ

た）という最高技術水準抗弁（the－state－of－the・art　defence）を展開することに
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もなる。

　また製造物責任との関連で1965年改訂の第2次Re∫肋ememオぴ肋e工mぴ

To炊のセクション402Aでは，まず製造物の利用者（User）概念が広義に解釈

されるようになり，「自動車や飛行機の乗客のように受け身で製造物の便益を享

受する人々や，究極的購入者たる雇用主が購入した自動車を修繕する従業員の

ように，それに依拠して労働する目的で製造物を利用する人々」もまた製造物

の利用者として考えられるようになった。また同様に402Aでは，製造物責任に

関して被害者は，製造業者に過失があったか否かを立証する必要はなく，製造

物に「欠陥」があったこと，危険性について製造物に十分な警告がなかった等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛9）
不当に危険であったことを立証すればよいようになった。厳格責任の適用であ

る。このような不法行為に関する新しい徴候が，また，トンプレイトがアスベ

スト関連製晶製造会社だけでなく，それを用いる建設現場でも働いていたこと

に対して，訴訟を有利に運ばせたのである。

　しかし1966年の訴訟では，上述のようにトンプレイトが複数のアスベスト関

連会社で働きアスベスト粉塵に晒されていた（暴露していた）ので，被告の確

19）ちなみに402Aの規定は具体的には以下のようである。

　402A条　利用者または消費者に対する有形的損害についての，製品売主の特別責任

　①利用者もしくは消費者，またはその財産に対して，不相当に危険な欠陥状態に

　　ある製品を販売する者は，次の場合に，それによって最終利用者もしくは消費者

　　またはその財産に対して生じた有形的損害に対して責任を負う。

　（3）売主が，かかる製品を販売する業務に従事しており，かつ，

　（b）製品が，販売されたときの状態に重要な変更を受けることなく，利用者または

　　消費者に到達することが期待され，かつ現にそのように到達している場合。

　②第1項の準則は，次のような場合でも、適用される。

　（・）売主が製品の調整および販売に当たって，あらゆる可能な注意を尽くしたと

　　き，および，

　（b）利用者または消費者が，売主からその製品を買わなかったり、あるいは売主と

　　いかなる契約関係にもなかった場合。安田総合研究所，上掲書，15頁。
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定にステフアンソン弁護士は困難を極めた。結果11社が確定されたが，その中

に以下のようなジョン・マンビル社の関連会社が3社含まれていた。

　（1〕　Johns－Manvi11e　Sa1es　Corporation

　（2）Johns－Manvi11e　Products　Corporation，of　New　York　City

　（3）Johns－Manvi11e　Fiber　G1ass　Corporation，of　To1edo

ただし厳密には，トンプレイト訴訟が起こされたテキサス州は，当時は未だ，

上でみた新しいリスティトメントの主旨を採用していなかったので，厳格責任

を根拠にはできなかった。そこでステフアンソンは，より熟知した伝統的な過

失責任（negligenCe）と保証責任（Warranty）を根拠に争った。しかし上述の

医学と製造物責任の二つの新しい流れが「追い風」になったことは事実で，ト

ンプレイトは結局5社から各社15，OOOドル計75，OOOドルの和解金を得た。この

ことでトンプレイト訴訟は有名となり，以後のアスベスト訴訟に道を開くこと

になる。しかしトンプレイトは，労災補償ですでに支払われていた金額とステ

ファンソンベの弁護料が差し引かれて受け取った。トンプレイトには，37，500

ドルが手元に残った。

　トンプレイトとステフアンソンは，ファイバー・ボード（Fibreboard）社を

相手取って同様の訴訟を起こした。当該会社のアスベスト関連製品の名前であ

るPabcoを，トンプレイトは仕事中に用いた製品名であると記憶していたから

であるが，反対尋間でその製品をどの職業に就いていたときに利用したかを失

念していたことが指摘された。また当該訴訟で被告側のウエラー（GeorgeWe11er）

弁護士は，上でみた最高技術準水準抜弁を展開した。結果，1969年の陪審の評

決（verdict）は，被告（ファイバー・ボード社）に有利なものであった。

　　　　　　（10〕
ll－3．訴訟の転機一ボレル（Clarence　Borel）訴訟一

　ボレルはトンプレイトとともに働いた経験のある，テキサス州グローブ市の

労働者であり，33年間アスベスト絶縁体製造に従事していた。ボレルが起こし
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た訴訟は初めて第2次月e　Re∫肋召me〃〆肋e工伽ぴTo炊の402Aが，す

なわち厳格責任がアスベスト訴訟に適用された裁判事例として，アスベスト訴

　　　　　　　　　　　（11〕
談の転機となったものである。

　1969年にステフアンソンはボレルの場合に11社のアスベスト絶縁体製造会社

を相手取って損害賠償請求の中し立てを行った。11社の中にはファイバー・ボ

ード社やジョン・マンビル社も含まれていた。申し立ての主張点は以下の4点

にあった。（1）被告会社はアスベストに晒されると危険であることを警告する合

理的注意を怠った，（2〕アスベスト材を用いて労働する際にとるべき適切な安全

対策を被告会社は原告に通知しなかった，（3）被告会社はアスベストの危険性を

確かめる適正なテストをしていない，14〕被告会社はアスベストがアスベスト肺

症を引き起こすと知った際にも，アスベストを市場から撤退させていない，と

いう点であった。争点は原告がアスベストに晒されていた時期に，被告会社が

アスベストの危険性を知っていたか否かという点にあった。そこで同じくウエ

ラー被告弁護士によって，先述の最高技術水準抗弁が展開された。すなわち1964

年のセリコフ医師の研究あるいはそれが一般に知れ渡る1968年以前はそうした

危険性について知らなかった，したがって危険性についての通知を怠っても警

　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
告義務違反はないという内容であった。またボレルは被告会社のどこにも直接

雇用されたことがなかったので，ボレルの健康状態を管理することはできなか

った，また労災補償法に基づいて労働組合等を通して，アスベストの一般的な

危険性は連絡・通知されたのであるから，ボレルがそれでも防塵マスクを着用

（10）〃a．，Chapter　Two，を参照。

（ll）ただし，実際の裁判では過失責任，保証責任，厳格責任の3つの責任法理を同時

　にもち出すのが通例であり，したがって，どの法理が判決に有効であったかを問う

　のは一般的にはむずかしいとされる。品田充儀，「アメリカにおけるアスベスト訴訟

　の現状と課題」，『神戸法学雑誌』，第38巻第2号，（1988年9月），317－318頁。

（1動セリコフ医師の研究成果は1964年に公表されるが，他方，ボレルは1968年までア

　スベスト関連産業に従事していたのである。
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しなかったのならぱ，ボレルに過失による寄与（contributory　negligence）が

あると，被告弁護士ウエラーは主張した。

　これに対して陪審は，ほぼ原告の主張を認めて，ある製造会社には過失責任

を，ある製造会社には厳格責任に基づき無過失責任を課して，総計7万ドルを

越える損害賠償支払命令を被告会社に出した。これを受けて第5巡回控訴裁判

　　　　　　　　　　　　（13〕
所も概ねこの判断を支持した。同控訴裁判所は，すでにセリコフ医師の研究が出

ていた1968年が，ボレルにとって最後のアスベスト暴露（晒されていたこと）

時期であったこと，またたとえ最初の暴露が1930年代であっても当時において

さえすでに危険を認識することはできたこと一原告弁護士は1930－50年代ま

でに出版されたアスベストの危険を記載した86本の論文を指摘・列挙していた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
一を認め，被告会社の警告義務違反を肯定した。しかし最終判決が出るまで

に原告ボレルと原告弁護士ステフアンソン双方ともに死去した。

　アスベスト訴訟で厳格責任が初めて適用されたボレル訴訟が，以後の同様の

訴訟の典型となり，多くのアスベスト訴訟がアメリカ全土で行われることにな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
るが，卜連のアスベスト訴訟はいわばボレル事件の繰り返しともいえるのである。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16〕l1－4．タイラー工場（The　Ty1er　Plant）の訴訟

　ピッツバーグ・コーニング社（Pittsburgh　ComingCo、）は，1962年に，UNARC0

（Union　Asbestos＆Rubber　Company）社からニュージャージー州タイラー

（1動アメリカ合衆国は11の巡回裁判区に分かれており，それぞれに一つの控訴（上訴）

　裁判所がある。これらの控訴裁判所には，3人から9人の裁判官がおり，その数は

　仕事の量によって決められる。そして最高裁の判事がそれぞれの巡回区の巡回裁判

　長に任命される。アーサー・M・ジョンソン著，田中啓一訳，『アメリカ政府と企

　業』，勝利出版社，1971年，98頁。

（14　晶出充儀，前掲論文，319頁。

㈹　上掲論文，319頁。

㈹　Pau1Brodeur，ψ．cκ．，Chapter　Three，を参照。
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にありアスベスト関連製品を生産していた工場を買取し，当該工場が行ってい

たアメリカ海軍の仕事をそのまま引き継いだ。以後6年半の間に当該工場では，

アスベストの危険性に関する公的調査が5回行われた。しかし調査は，それま

での労災補償関係で議論されてきた，ある一定体積の空気中にアスベストの繊

維がいくら浮遊しているかに関する計測に終始し，労働者が実際に吸引する量

については計測しなかった。また公共機関が調査に入っだということが，当該

工場の安全性を保証しているかのように，工場に有利に利用されることもあっ

た。

　他方，1970年の12月に連邦議会は職業安全健康法（Occupationa1Safetyand

Health　Act）を成立させた。この法律によれば，連邦政府は，州際のいかなる

事業にも適用されうる職業安全健康基準を強制的に開発・設定できることにな

った。具体的にそれを司るNIOSH（National　Institute　for　Occupational　Safety

and　Hea1th）は，工場に立ち入り調査する権限を有していた。そして彼らは工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
場の労働条件を公開する（disclosure）ことを最大の執行手段とした。この権限

の下に，NIOSHはタイラー工場を立入検査したが，極めて重大な健康被害が労

働者の間に広がっていることを発見した。そしてそれをダラスの地方IOSHに

連絡したが，ここでも地方事務所の職員のミスから，工場側に210ドルの罰金を

　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
課すことで検査業務を終了してしまった。しかしこの事件に狼狽した経営者側

は1972年にタイラー工場を閉鎖した。当該工場で長期間働いていた労働者は健

康障害を抱えたまま解雇されてしまった。

　彼らタイラー工場の労働者に訴訟の道を開いたのは，当時26才のバロン（Frederic

Baron）弁護士であった。このタイラー工場の訴訟でこれまでの事例と異なる点

は，402A条で導入さ札た製品利用者に対する厳格責任では当該工場の労働者を

（1の　∫ろ5a．，P．80．

（1割　　∫ろ5a、，P，81．
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救済できないという点，逆言すれば，雇用主を訴えられない点にあった。何故

なら彼らはアスベスト製品を直接・間接に利用していたわけではなく，アスベ

スト製品そのものを生産していたために，「利用者」ではなかったからである。

そこでそれでも製造物責任法で訴訟を起こすには，タイラー工場で用いていた

が，その会社・工場では作っておらず他の会社から供給されていた欠陥商品

（defectiveproduct）を見つけだす必要があった。バロン弁護士はその原材料

供給先を見いだしてヤンドル（HemanYandle）を始めとする数人の労働者を

原告として1974年に訴訟に踏み切った。そしてその他の多くのタイラー工場の

労働者も訴訟を起こし，集団訴訟へと踏み切ろうとしたが，担当判事は，全員

が同じ量のアスベストを吸い込んだのではないので，集団訴訟を起こすには発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19〕
見事実（discovery）を更新する（renew）よう促した。結局，個人の訴訟とな

った。

　しかし実は，アスベストの原材料をタイラー工場に売却していた会社は，ア

メリカの会社ではなく本社はイギリスやサウス・アフリカにあった。だがイギ

リスには製造物責任法はなく，訴訟には困難があった。そこで召喚状（subpoena）

によって関係者を召喚することが検討された。召喚されたイギリスの会社ケイ

ブ・インダストリー社（Cape　IndustriesLtd．，）の担当医師ゲイズ（RichardGaze）

は，ピッツバーグ・コーニング社が，UNARCO社からタイラー工場を買う以前

に，アスベストは危険であることをピッツバーグ・コーニング社に対し忠告し

たと証言した。またゲイズはケイブ・インダストリーに入社した初日からアス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
ベストの危険性について知っていたと証言した。

　さらに，これら外国会社のアスベストのアメリカヘの輸送には，アメリカ合

衆国政府が関与していたので，原告弁護士たちはアメリカ合衆国政府を巻き込

（1④　∫ろ6a1，P．83．

⑫⑰　∫励a．，P．87．
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むことを企図し，政府担当の者がアスベスト産業を調査し，労働者に害がある

ことが判明しておきながら，健康問題が公になることを恐れて，労働者や労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21〕
組合には何等警告を与えなかったことを立証した。

　秘密のうちに両者は1977年に和解したが，その条件の交渉には，双方の弁護

士と国の弁護士とが立ち会い，解決点を金額的に計った。国は当初支払を認め

なかったが，最終的には支払を認めた。しかし責任は認めなかった。和解の後，

原告側弁護士は当該訴訟の過程で得たいかなる発見事実も，次にくる訴訟の原

告には手渡さないようにという点について合意するように，ステガー判事（Judge

Stegar）によって依頼された。そしてこのことに原告弁護士が同意したため

に，ピッツバーグ・コーニング会社の秘密を述べたゲイズの発言等は以後5年

　　　　　　　　　　　　　　（22〕
半，籍口されてしまった（gag　order）。このことは以後5年間ピッツバーグ・

コーニング社を製造物責任で相手取り訴訟を起こした原告側に極めて不利にな

った。そして以後の訴訟でピッツバーグ・コーニング社は，1964年のセリコフ

研究以前はアスベストの有害性を知らなかったという最高技術水準抗弁で通し

た。再度上述の証言がコーニング社を相手取った訴訟に利用されるようになる

　　　　　　　　　　　　　（23〕
のは，1983年になってからである。

　1978年にこのタイラー工場事件はアメリカ中の注目を集めた。原告側のヤン

ドル（Herman　Yandle）は130，000ドルを受取り，また原告弁護士も一躍有名

　　　　　　　　　　　（24〕
になりまた金額的にも潤った。

⑰1〕　∫凸タa．，P，89．

⑫勃〃a．，p．92．Gag　Orderとは，悪評に満ちた裁判で，被告が不利な状況に追い込

　まれるのを避けるために，裁判所から，弁護士や証人に対して，リポーターと裁判

　について議論しないように（詳細を明確にしないように）と発せられる命令であ

　る。こうした命令は被告に公正な裁判を保証するために必要であると考えられた。

　H．C．B1ack，肋。桃工伽〃。肋mαη，Fifth　Edition，St．Paul，West　Publishi㎎Co、，

　1979．p．610，Gag　Orderの項を参照。

⑫3）　PauI　Brodeur，oφ．cκ．，p．92．
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　　　　　　　　　　（25〕
11－5．新たな証拠の発見

　1970年代には多くの訴訟がアスベスト関連製品製造会社に対して起こされた

が，そこでの審理の過程で，被告のアスベスト会社にとっては不利な多くの新

しい事実が発見されていった。

　まずはジョン・マンビル社のスミス（Kemeth　Smith）医師の発言が重要で

ある。スミスが1940年代に開かれた医学シンポジウムで，仲間の医師に対して，

ジョン・マンビル社は1930年代からアスベストの害について動物実験をしてい

たこと，イギリスではアスベスト関連製晶製造会社の労働者の肺癌による死亡

率が高いことを自分は知っていること，等を語った事実が公表された。

　またあるアスベスト関連製品製造会社が1930年頃から，アスベストの危険性

について研究・実験をしていると年次報告書に記載していた事実も見いだされ

た。

　アスベスト関連製晶製造会社であるレイベストス・マンハッタン（Raybestos－

Ma㎞attan）社の社長シンプソン（Wi11iam　Simpson）は，原告弁護士の召喚

状によって，自社が1930－40年代に外部に委託して労働者の健康調査やアスベ

ストの危険性についての動物実験を行っていた資料の公表を余儀なくされた。

これはシンプソンの父親サムナー・シンプソン（Sumner　Simpson）が残して

いた資料であり，以後アスベスト訴訟で「サムナー・シンプソン書類」として

知られるようになり，決定的証拠（smoking　gun）となった。

⑫4　しかしタイラー工場では，労働者である夫以外に，直接アスベスト粉塵を吸引し

　なかった妻・子供もまたアスベスト肺症にかかっていった。夫の仕事着の洗濯等を

　通してアスベスト粉塵を吸引していたのであった。ヤンドルの母親もまた1983年に

　アスベストが引き起こす典型的疾患である悪一1生中皮腫（mesothelioma）で死去し

　た。ちなみに，前述のボレルもまた，クリスマスには子供のためにアスベストの粉

　を粉雪がわりに家に持ち帰っていたという。

㈱　〃a．，Chapter　Four，を参照。
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　ジョン・マンビル社に雇用され，1920年代後半から30年代の事情に通じたラ

ンザ（Anthony　Lanza）医師は，ジョン・マンビル社にアスベストの危険性を

警告したが，会社側に警告が無視された事情，また当時すでに，アスベスト肺

症での訴え（当時は塵肺との区別が明確ではなかった）が多くなっていること

に会社も気づいて，対抗策を講じてアスベストの危険性を社会に知らせないこ

とに懸命であったこと，を証言した。しかしこうした会社側の戦略はある程度

成功するとともに，第2次世界大戦が勃発し，戦時需要から依然としてアスベ

ストが主として造船産業部門で利用され続けていった。再度アスベストの危険

性がアメリカで注目されるのは，第2項でみたトンプレイトの訴訟を待たなけ

れ一はならなかった。

　多様な証拠資料が発見されるに及んで，1977年の訴訟では，ジョン・マンビ

ル社は最高技術水準抗弁を修正する士こ至った。その修正論理は，アスベストそ

のものが，それを原材料として用いる工場の労働者に有害であることは1930年

代から知っていたが，それから作られた製品を使う断熱工にまで有害であると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26〕
いうことは1964年のセリコフ医師の調査まで知らなかったという諭理であった。

この訴訟のマンビル社側の証人は，政府の医療関係でも重要な職にあったコウ

チン（Paul　Kotin）医師であったが，彼は，1940年代当時としてはアスベスト

は，配管工等にとって，それほど危険ではないと思われていたと証言し，今の

知識から過去を批判（monday－morningquarterbacki㎎）してはいけないと主

張した。またジョン・マンビル社は表示・警告責任があったのではないかとの

質問に，酒醸造産業は酔っぱらい運転にまで責任はないのと同じでアスベスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　（27〕
関連製品製造会社に責任はないと答弁した。そして原告は破れた。

⑫㊥　∫ろゴa．，P．129．

⑫の　∫あクa．，P．130．
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　　　　　　　　　　　　　　（28〕
ll－6．修正最高技術水準抗弁の打破

　続いてアスベストだけを使った製品でなくても，製品の一部にアスベストが

含まれている製品を使っても危険であることを，アスベスト関連製品を生産し

ていた会社が1964年以前がら知っていたか否かという点が，以後のいくつかの

訴訟の争点になった。1976年のチャールストンでのバウムガードナー（William

Baumgardner）訴訟に注目すると，モドレイ（Rona1d　Motley）弁護士が原告

側弁護士となり，コウチン医師とその論理を受け継ぐウイルソン（Live1yWi1son）

弁護士が被告側に立った。そして企業側に有利なように訴訟は運ばれた。その

被告弁護士側の論理は，1964年までは確かにアスベストそのものの危険性をあ

る程度認識していたが，それが15％程度しか含まれていないアスベスト断熱材

を使っていた断熱工までが危険であるということは知らなかったという，前述

の修正最高技術水準抗弁の論理であった。モドレイ弁護士は前述のスミス証言

　　　　　　　　　　　（29〕
等が利用できずに，敗訴した。

　この敗訴を教訓にモドレイ弁護士は，1978年にウイルソン弁護士の修正最高

技術水準抗弁を打ち破るべく新しい発見をする。それは共同受注体（ContraCtmit）

の労働者の労災補償法の初期の記録の中に，アスベスト被害の記録を見いだし

たことである。その中にHyatt　v．Armstrong　Cork事件の記録を発見した。

当該記録の中では，ウイルソンの修正最高技術水準抗弁でいわれていたよりも

はるかに詳しく会社は，1950年代からアスベスト製品の被害を知っていたので

あった。モドレイ弁護士は召喚状でアームストロング・コーク社（Armstrong

Cork　Co、）に会社の。ontract　mitの従業員の1953－76年の資料提出を求め，

そして資料を得た。モドレイ弁護士が行った再審の被告側弁護士はまたしても

ウイルソン弁護士であり，彼は同様の抗弁と証人を使った。そしてまたモドレ

㈱　〃a．，Chapter　Five，を参照。

（29）　∫肋a．，pp．135－137．
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イ弁護士は破れた。上告も認められなかった。

　しかし新局面を迎えた。ギレンウオーター（Pau1Gillenwater）弁護士がモ

ドレイ弁護士と同様に，召喚状でアームストロング・コーク会社に資料提出を

求めると，今度は労災補償法の原告の名前だけでなく，訴訟の訴状（complaint）

の内容を窺い知ることのできる資料を送付してきた。それによってジョン・マ

ンビル社は1964年よりも蓬か前に，アスベスト製品による訴訟を起こされ，弁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
護士を雇って法廷で争っていたことが判明した。

　1978年には1964年のセリコフ調査報告以来，再度アスベスト肺症が全国的注

目を受けることになった。アメリカ全土でアスベストを吸引した人の数が第2

次世界犬戦以来増加しており，皆，発病の危険1性があることを示す報告書をカ

リフォルニア州が改めて発行したためである。特に喫煙とアスベストの吸引が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛31〕
結びつくと，極めて高い肺癌発生確率になると警告した。

　また原告側に立つアッシュ（Kar1Asch）弁護士は，1980年代に入って，マン

ビル出身のフェンウィック（Mi11icent　Fenwick）弁護士が提案し，ジョン・マ

ンビル社と関連をもった弁護士が草案したthe　Asbestos　Health　Hazards　Com・

pensation　Actを批判した。その法律は，損害賠償金を国が支払うというもので

あったが，アッシュはアスベスト病の原因を作った人が負担すべき費用を何故

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32〕
アメリカ納税者が支払う必要があるのかと批判した。しかし類似した内容の法

案は以後何度が議会に提示され，多くのアスベスト訴訟の最終的帰結として多

くの者が想定し始めた。

　プライス（JamesPrice）判事は，ライベストス・マンハッタン社とジョン・

マンビル社の間で交わされた通信書簡（correpondence）は，訴訟を恐れて従業

⑮Φ　　∫ろ｛a、，p，138．

制〕　∫ろタa．，P．141．

⑮功〃a．，p1141．あるいは，品田充儀，前掲論文，334－335頁。
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員や大衆に対して情報を公表することを抑制するために1930年代において当該

産業が行った意識的努力を窺わしめるものであるとして，被告側の最高技術水

準抗弁にも関わらず，ContraCt　unitの病害訴訟の大量の証拠はアスベストを含

んだ断熱製品は断熱工の病気を実際に引き起こしたと製造者に注意を喚起せざ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ヨ3〕
るを得ないような証拠を構成している，と裁定（rule）した。サムナー・シンプ

ソンの書類とContraCtmitの病害の証拠が出回るにおよんで，ジョン・マンビ

ル社はコーチンを証人から外した。

　さらにモドレイ弁護士は別の追加的な証拠を発見した。それは1947年に書か

れたヘメオン（Hemeon）レポートというものである。当該報告書の中ですで

に，1立方フィート当たり500万以下の粉塵ならば労働者の健康に問題はないと

するこれまでの一般粉塵を念頭に置いた労災認定基準に固執すると，各アスベ

スト関連製品製造会社の工場で長期間働いている人には，病気が発生すること

　　　　　　　　　　　　　（34〕
があるという警告がなされていた。ボレル裁判以来，ジョン・マンビル社は1

立方フィート当たり500万以下なら安全だと聞いていたという主張を展開してき

たのであるが，この報告書によって，その根拠はなくなった。

　またさらに，ギレンウオーター弁護士は，1957－8年当時のジョン・マンビ

ル社のマンピル健康管理委員会のメモを入手した。そのメモは，ジョン・マン

ビル社が病気の従業員に対しては，詳しい情報を流さないでおこうとする会社

ぐるみの政策を採ったことを窺わせるものであった。当該委員会には，いくつ

かの訴訟でジョン・マンビル社側の専門家証人になっているシュックラー（C1ifford

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35〕
Sheck1er）も含まれていたので，彼の証人としての信用は喪失してしまった。

　南アフリカのシェパー（Gerrit　Schepers）医師は，1949年頃，南アフリカで

値動　∫あ4a．，p．142．

⑮辿　∫あクa．，p．143．

⑬㊦　∫肋a．，P．146．
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のアスベスト積み出し場の多くの子供がアスベスト肺症にかかっていることを

知って，アメリカヘ研究に来たが，アスベスト産業にマイナスになる点をレポ

ートに書かないよう依頼されたと証言した。さらにアメリカで職を得たシェパ

ー医師は，ジョン・マンビル社の従業員がアスベスト肺症に犯されていること

を調査・報告していた。その記録は彼の家の地下室にあった。シェパー医師は

1955年にアスベストを15％ほど含んだ絶縁体でもアスベスト肺症にかかりうる

ことを論文で発表していたのであるが，この事実は重要であった。これは100％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36〕
アスベストしか危険でないというこれまでの論拠を崩すものであった。

　さらにはアスベスト断熱材であるカイロ（Kaylo）の危険性を綴った書類が発

見された。このカイロ書類は，1940年代からアスベスト断熱材を作っていた会

社が断熱材でも危険であることを承知していることを示していた。

　　　　　　（37〕
ll一一．一層の展開

　さらにジョン・マンビル社にとって状況を不利にする証拠，すなわちアスベ

ストあるいはアスベスト製品の危険を単に知らなかったのではなく，積極的に

隠ぺいしていたという事実を示す証拠が多く発見された。そしてカリフォルニ

ア州では詐欺的隠ぺいと過失（fraudulent　concealment　and　negligence）でア

スベスト関連製品製造会社が訴えら礼その判決では，単なる損害賠償（Compensa・

tory　damage）額に加えて，新しく，懲罰的賠償（punisive　damage）額がアス

ベスト関連製品製造会社側に加算されるようになり，ジョン・マンビル社を始

めとする被告側にとっては，これまでとは比較にならないほど巨額の財務的損

失を被ることになり始めたのである。「アスベスト製造物責任訴訟では，他の製

造物責任訴訟よりも加罰的（懲罰的）賠償が認められる傾向にある。…　公判

⑬⑤　∫肋6、，p．148．

⑬の〃a1，Chapter　Six，を参照。
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に至った場合の95％が賠償金・解決金を受けており，最高230万ドル，中央値で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38〕
12万3千ドル，平均25万5千ドルであった。」

　また，巨額の賠償責任がアスベスト関連製晶製造会社に対して生じるに及ん

で，当該会社に保険を売却していた保険会社と製造会社との間にも訴訟が頻発

するようになった。争点は一般的にいって会社側からみた場合，時効の起算点

の確定であり，保険会社側からは保険の免責時期の確定であった。アスベスト

肺症は潜伏期間が長いために，例えば労働者がアスベスト粉塵に晒されていた

時期に労働者が雇用されていた（当該会社に保険を売却していた）製造会社（保

険会社）に責任があるとするのが暴露原則（the　Exposure　Theory）と呼ばれ，

発病した時点で労働者を雇用していた（当該会社に保険を売却していた）製造

会社（保険会社）に責任があるとするのが発症原則（theManifestationTheory）

である。通説はない。しかし保険会社はアスベスト訴訟の賠償額を製造会社に

支払っていたのでは，保険産業自体が成立しなくなるとして，支払を拒むよう

になった。また新たな保険をアスベスト関連会社に売却しなくなったのである。

このことも，アスベスト関連製品製造会社にとっては大きな問題となった。

　さらにアスベスト問題は政治的展開を見せる。1980年代前半の大統領選挙で

民主党の大統領候補指名を争うことになるハート（Gary　Hart）議員とモンデ

ール（Wa1terMondale）議員がいずれも，このアスベスト災害問題に言及する

ことになる。まずハート議員はジョン・マンビル社との選挙資金での直接的つ

ながりから，アスベスト訴訟の賠償金は国家によって負担されるべきとの法案

を提示するが，当該法案はジョン・マンビル社を助ける「ジョン・マンビル落

㈱林弘子，前掲論文，53頁。またアスベスト訴訟にかかる多くの裁判関連費用は社

　会的にも注目の的であり，アメリカの代表的シンク・タンクであるランド・コーポ

　レーションに1979年に設置された民事裁判研究所はアスベスト訴訟に関する調査研

　完を行い，1983年に『アスベスト訴訟の費用』，84年に『アスベスト訴訟の賠償額と

　紛争解決費用』を出版している。林弘子，前掲論文，52頁。
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下傘法」であるとの批判を受けた。他方，モンデール議員はハート議員との対

抗関係から，アスベストの犠牲者側に味方し，彼らの訴権を奪わないとする政

治姿勢をとったが，自らの陣営中にジョン・マンビル社のロビング活動を行っ

て所得を得ていた者がいたことが判明して，態度を変えた。

　以上本節でみてきたように，アスベスト災害は歴史上最悪といわれる産業災

害であり，中でもアスベスト産業中最大の会社であったジョン・マンビル社の

動向は，まさにアメリカ中の注視の的であった。

　　　　　　111　FASBステイトメントNo5と偶発債務の確定

　本節では，前節でみたようなアスベスト訴訟の展開過程で，多くの訴訟の被

告となったジョン・マンビル社の対応策及びその過程での当該企業の会計的問

題の一つについて考察する。

lll－1．1980年前後のジョン・マンビル社の経営重力向

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39〕
　ジョン・マンビル社はアスベスト訴訟では，いわゆるディープ・ポケットと

みなされ，アスベスト病患者である原告側から多くの訴訟の被告として選定さ

れた。事実，第I図をみても明らかなように，ジョン・マンビル社は1950年か

ら30年間でも総売上高（連結べ一ス）が急速な伸びをみせている。財務的には

いわゆる優良企業なのである。産業としてもアスベストは断熱材として物理的

に極めて好都合の特質を備えており，1945年頃には年間50トンほどの需要であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40〕
ったものが，1970年頃には400万トンにも上る市場へと成長している。

㈹　アメリカの訴訟では，原告側は訴える対象（被告）が，財務的に余裕を持ってい

　るか否かを見極めた上で被告を選定する。したがって財務的に余裕のある企業は製

　造物責任訴訟でも被告とされやすいのである。財務的に余裕があることを「深いポ

　ケット」（deeppocket）を持っていると表現している。

㈹　晶出充儀，上掲論文，294頁。
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　ここに一つの問題点がある。それはジョン・マンビル社は財務的優良企業で

あったために，多くのアスベスト肺症の労働者によって被告として訴えられた

のであり，そして前節でもみたように，アスベスト災害も，そして会社自体も

社会的に注目されるに及んで，裁判で不利な和解をしたり，敗訴する確率も高

くなり，徐々にその賠償額が懲罰的側面も加味されて増大していったという点

である。そこでジョン・マンビル社の首脳は，これから先の将来，自社が被告

になって負担しなければならない裁判費用そして和解・敗訴したときの損害賠

償額等を計算して，新たな対応策を考えた。1970年代後半のことである。その

結果，二つの政策を実施した。まず第一は，組織的にリストラ（reStruCturing）

を行い，会社資産のうち，アスベスト損害賠償裁判から事業活動用の資産をシ

ールドするという対策をとった。そのため自ら生産も行っていたジョン・マン

ピル社に代えて，純粋持株会社であるマンビル社を設立したのであった。その
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傘下にアスベスト関連事業及び問題対策のみに当たる会社としてジョン・マン

ビル社を位置づけようとした。1981年のことである。さらに第二は，そのまま

事業を続けるよりも，一度倒産して，新たな訴訟の被告となることを整理・制

限する道をも選んだのであった。そこで会社は，1982年に連邦破産法第11章に

基づいて，会社更正の申請を行うという政策を選択した。

　この二つの政策はアスベスト災害に対する個別企業による損害賠償という形

になった製造物責任規制問題あるいは一種の環境問題に対して，資本主義的企

業の採る典型的政策として注目に値する。

リストラ

　1981年，同じくアスベスト関連製晶製造会社であったノースアメリカン・ア

スベスト社（NorthAmericanAsbestosCorporation）に対して，アスベスト

疾患で死去した労働者のハモンド未亡人（Charlotte　Hamm㎝d）への懲罰的賠

償金の支払が命じられた。125，O00ドルの損害賠償と375，OOOドルの懲罰的賠償

　　　（41〕
金であった。このハモンド未亡人事件の後，多くの懲罰的損害賠償が認められ

始めた。そこでの法的基礎には厳格責任に加えて，作為的違法行為（wi11ful　and

wanton　misconduct）が根拠になった。1981年の別のフィラデルフィアでの裁

判では，ジョン・マンビル社に対しても懲罰的損害賠償が発生した。そこでの

根拠は厳格責任と過失であった。さらにほぼ同じ時期に，モラン（Edward　Moran）

によって起こされた裁判で，ジョン・マンビル社は，35万ドルの単なる損害賠

償と50万ドルの懲罰的賠償との支払を命じられたが，この件はウォール・スト

リート・ジャーナルでも注目され，以後，懲罰的賠償は着実に増大していった。

　こうした状況下で，ジョン・マンピル社は政府と保険会社を巻き込んだ社会

問題として賠償問題を解決しようとしたが失敗し，孤立状態になった。そこで

ジョン・マンビル社の取りうる対応策といえば，原告弁護士によって皮肉を込

⑭1〕　Paul　Brodeur，oψ、c〃．，p．220．
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めて提言されたもののうちの一つでしかなかった。

　彼ら原告弁護士が提言した政策としては，まず，素早く決着がつくかも知れ

ないような訴訟でも，ジョン・マンビル社が敢えて審理に応じることによって，

裁判所の審理進行を止めることができるというものであった。また審理を遅ら

せたり，開示（discIosure）手続きを遅らせたり，逆評決（adverseverdict）を

要求することでアスベスト病患者に対する支払を大幅に遅らすことができると

も考えられた。最良の場合には，裁判システムが麻痺して，議会はジョン・マ

ンビル社が法的・財務的困難性を逃れうるような法律を通過させるかも知れな

い可能性があった。最悪の場合でも，時間稼ぎができて会社再建のための新方

　　　　　　　　　　　　　　（42〕
策を考えることができるのであった。

　こうした利点を考慮した新方策の第一は，これまでの製造会社や販売会社を

統括する，新親会社で持株会社のマンビル社（Manvi11e　Corporation）を作る

ことであった。具体的には5つの子会社と54の孫会社を統括する新会社の設立

であった。5つの子会社とは以下のようである。

　1）Manvi11e　Bui1ding　Material　Corporation

　2）Manvi11e　Forest　Products　Corporation

　3）Manvi11e　International　Corporation

　4）Manville　Products　Corporation

　5）Johns－Manvi11e　Corporation

この再建策の目的について，前述したように，マッキニー（JohnMckimey）

社長は，ジョン・マンビル社から，アスベスト関連事業以外の資産や人を分離

　　　　　　　　　　（43〕
させるためであるといった。すなわち不法行為の責任から事業用資産を守るた

めであった。この間の状況は，アニュアル・レポートにも触れられている。い

色ヵ　∫肋∂．，p．255．

包＄　　∫ろ5a、，p．256．

200



アメリカにおける製造物責任規制と会計情報公開1山地）

わく「会社リストラは，…　資産管理の改善をいっそう押し進め（to　promote

improved　asset　management），マンビル社が複数の事業で成り立っているこ

とを大衆により多く気づいてもらうため（to　increase　public　awareness　ofthe

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44〕
businesses　comprising　Manville　Corporation）である」と。この文言がらも

わかるように，第一の課題は会社資産が過度にアスベスト訴訟に流れることを

防止することにあったが，持株会社マンビル社を頂点として，各機能・事業ご

とに子会社の任務を明確化し，マンピル社は決してアスベストのみを製造・販

売する会社ではないことを印象づけようとしたことにある。当該再建は1981年

10月29日に発表された。

破産法申請

　さらにリストラ以後も，1982年の多くの裁判でマンビル社に下された懲罰的

賠償は次々と記録やぷりであった。そこで1982年9月に，マンビル社は第6巡

回裁判所に控訴し，「懲罰的賠償の支払は憲法で保障された正当な法手続きを逸

脱しており，会社は同類の訴訟で何度も懲罰を受けている」と主張したほどで
（45〕

ある。

　そこでマンビル社は第2段階の対抗策を採った。それは1982年8月に1978年

改正の連邦破産法第11章に基づいて，会社更正申請を行うことであった。しか

しマンビル社が破産法上の申請をして会社更正計画を受理されるまでには，越

えるべき財務的問題が2つあった。一つは上記のように，ジョン・マンビル社

そしてマンビル社は財務的には優良企業であるということであった。一貫して

利益を計上していた会社が破産法の適用を受けることは原則としてないので
〔46〕

ある。そこで考えられたのが，財務会計基準審議会（Financia1Accounting

Standard　Board；FASB）が規定する偶発損失（Loss　Contingency）あるいは

仏φ　Mαmo〃e　Coψomκom　Ammmαi沢φo花1981，p．2．

｛45）　Paul　Brodeur，oψ、c〃．，p．223．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛47〕
偶発債務（Contingency　Liability）の計上である。当該金額が適正に見積もら

れ計上されれば，マンビル社は過度ではないが負債超過（inSolVenCy）になり，

破産法第11章の適用が支障なく受けられ，以後の再建計画の審理も容易に運ぶ

と考えられた。

　ここでの会計的問題はいうまでもなく，偶発損失・債務の認識・計上問題で

ある。FASBはそのステートメントNo．5で偶発事象の会計処理を定めている

が，その中で偶発損失について以下のように定めている。

偶発情務（lOSS　COntingenCy）の発生

　偶発損失は，以下の2つの（a，b）の条件の双方が満たされたときにおいて

のみ，所得に対してチャージされ発生計上されるべきである。

　a．財務諸表の公表前に利用可能となった情報によって，最新の財務諸表の作

成日においてすでに資産が侵食されてしまっていた，あるいは負債が発生して

しまっていたということが高い確率でありうることである（probab1e）という

ことが分かる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48〕
　b．損失の金額が合理的に見積もられうる。

そしてこの問題と表裏一体である偶発債務の計上については，

多くの場合，偶発損失の発生は負債の記録となって現れる。…

負債の定義についてはまだ一般的に，経済的義務（economic　obligation）の金

額が，それが負債として記録される前に既知であるか，あるいは合理的見積

㈹　厳密には1978年改訂の連邦破産法では，破産法上の申請（自発的申立）の要件に

　企業が債務超過であることを挙げていない。したがって財務的に優良であっても破

　産法上の申請をすることは合法的であった。ただし，多くの利害関係者あるいは破

　産裁判所判事等を納得させられるか否かは別である。

㈹　財務会計基準審議会（Financial　Accounting　Standard　Board）の意見書第5号

　では，偶発事象の計上について規定している。FSAB，S倣emmチぴ〃mmc〃

　λccom肋g∫まαm6m必No．5，λccomm肋g〃Cm伽gmc｛e∫，1975．

㈹　FSAB，助．c勿．，phrase8．
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（eStimation）によって確定されうることが必要とされる。例えば：

　〔負債は〕受領した現金，受領した非現金資産やサービスの確定した価格，あ

るいは帰すべき金額がより正確に測定できない場合には明確な特徴をもった見

積によって測定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49〕　負債の金額は計算あるいはより綿密な見積もりの対象でなければならない。

以上の規定内容からわかるように，偶発債務の金額を確定するには，FASBの

具体的規定である上記の第8パラグラフに従えば，損失の発生が確実で，かつ，

合理的にその金額が見積もられなければならない。そしてそれに連動して，犬

方の場合，偶発債務が計上されることになる。しかし偶発債務・損失計上の本

来の会計的意図は，最終確定して計上されたときにはその影響が過度に大きい

ために，予め，予告的に計上し，費用処理して当期の収益から留保しておくと

いう点にもある。具体的処理は，

（借方）偶発債務引当金繰入損　XXX　（貸方）偶発債務引当金　XXX

となる。ところがマンビル社あるいは前身のジョン・マンビル社の財務諸表で

は，こうした具体的会計処理は採られていない。一貫して偶発債務の合理的確

定ができないという脚注を記載しているのみであった。

　いま一つの問題は，偶発債務の計上が正当であるとして，その金額が過度に

見積もられると，今度は破産法第7章が適用され，破産（liquidation）に追い込

まれることになる。そこで破産法第11章は適用されるが，第7章の適用は免れ

る程度の金額の偶発債務・損失の計上が最大の会計的課題となった。こうした

会計的操作を必要としたのは，当該破産法上の申請は，その目的の第一が，将

来のアスベスト訴訟費用の軽減を狙っていたためである。ところが多数の裁判

の被告であった当該会社にとっては，この確定を行うことはたいへんな困難を

伴う作業であった。そこで最適な偶発債務・損失の計算をめぐって多くの弁護

色助　　∫肋6，phrases69，　72．
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上と医師団が雇用され，多くの可能性ある数値が吟味された。アスベスト訴訟

に関する偶発債務・損失の金額を確定するためには，（将来の訴訟件数）×（和

解の単価）の計算が必要であるが，双方の条件について専門家間で検討されて

いる。そして最後に19億ドルの負債が確定された。この具体的金額はマンビル

社の自己資本規模等が参考にされた。こうした会計上の金額は，連邦破産法上

要求されている開示文書（disclosure　statement）の中の会計書類上必要であっ

た。

　そこで最後の作業は，こうした数値をFASBのステイトメントNo．5に合致

しているとの証明を発行してくれる公認会計士の選定であった。しかし，それ

までジョン・マンビル社の証券取引関連監査はクーパー・リブラント（Cooper

＆Lybrand）会計事務所が行っていたが，当該監査法人は上でも述べたよう

に，8期連続で「ジョン・マンビル社のアスベスト訴訟に関わる負債は合理的

　　　　　　（50）
には算定できない」と，SECに対する報告書（Form－10K）で述べていた。そこ

で当該企業の首脳は，ジョン・マンビル社と古くからの関係があったモルガン・

ギャランティー（MorganGuaranty）社の公認会計士であった，プライス・ウ

ォーターハウス（Price－Waterhouse）会計事務所のビクスビー（RobertBixby）

にこの証明を頼んだ。彼はこれを引き受けた。当該開示書類には証券取引諸法

の適用は除外されていたので，SECに提出した財務諸表の会計処理と異なって

いても問題はなかった。監査論でいう，オピニオン・ショッピングの典型的例

である。結果，マンビル社は破産法第11章の申請が受理されることになった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51〕
マンビル社は「歴史上もっとも裕福な倒産会社」になったのである。

会社更正中嗣後の□カ向

　破産裁判所のリフランド（Burton　Lif1and）判事は，概ねマンビル社側に同

幅⑰　ノbゐms－Mαm〃5〃e　Coηウ。καガ。m，λmmmα3R砂。γち1981，　P．15．

幅1〕　Pau1Brodeur，oゆ、c〃1，p．271．
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情的であった。そこでマンピル社は破産法下の多くの「特典」を利用すること

ができた。その第一は，破産法申請によって，再建計画が可決決議（acceptance）

されるまでは，係争中のアスベスト訴訟あるいは損害賠償支払が中断（Stay）す

ることになるということであった。再建計画の提出は申請後120日以内というこ

とになっているが，破産裁判所判事は，これを申請後6回延長許可している。

マンビル社の政策は成功し，破産申請後も会社の株式は証券市場で取引されて

いたが，一年後には株価は12倍にもなった。会社更正申請後は配当は支払われ

ていなかった。マンビル社の当初の会社更正計画はアスベスト訴訟のみを取り

扱う抜け殻会社（she11company）M1と，アスベスト訴訟とは無関係になる

よう資産をシールドした会社M2を設立するという内容であった。しかしそれ

には多くの反対があった。続いて再建計画委員会の中心であったジャミソン（John

Jamies㎝）の再建計画案が提示された。それはマンビル社が中心になって保険

会社も出資して基金を創設するという内容であった。アスベスト病患者への補

償は当該基金から行うというもので，補償に不満のある患者は訴訟を起こす権

利が認められていた。マンビル会社側の妥協であった。この案は破産裁判所の

リフランド判事にも支持され，判事からアスベスト訴訟の将来原告の代表とし

て任命されたジルバーマン（Leon　Si1veman）によって再度提言され，最終的

には申請後約3年間が過ぎる直前に会社再建計画はジルバーマンの内容で可決

決議された。その間約3年は，アスベスト病患者への賠償支払もまた途絶えて

しまっていたのである。

　　　　　　　　　　1V　新マンビル社の会計情報公開

　第II節での会社側の政策からもわかるように，ジョン・マンビル社は，アス

ベスト肺症に関する会社側の過去の記録等については秘密にしてきた。しかし

こと会計情報公開政策に関しては，1979年までは，かなり積極的にアスベスト

関連事業を印象づける内容であった。ところが実は，こうした会計情報公開放
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策をとり続けたジョン・マンビル社は1980年に，費用削減策も考慮して，会計

情報公開政策で，突然，簡便な報告書形式に切り替えた政策を打ち出した。と

ころが倒産して会社更正を行う過程で，ジョン・マンビル社が1980年に提示し

た簡素化した報告書を，新会社マンビルになって，再度転換して，外観的にも

かなりの厚みのある年次報告書（Form1O－Kを含む）を公表し始めたのであ

る。たとえば簡易政策の時期（2年間）には平均的なアニュアル・レポートの

真数は25頁前後であったのに対して，新マンビル社2年目の会計情報公開政策

では，Fom1O－Kを含めて，80頁程度のアニュアル・レポートを公表し始めて

いる。そこで外観以外にも内容の点でどの点の詳細度が高まったか検討してみ

よう。

　まず旧来の詳しい報告書形式であった1979年のアニュアル・レポートの目次

を参照してみよう。

　1．財務データ・ハイライト（Financia1Highlights）

　2．社長メッセージ（Chairman　Message）

　4．80年代初めのJ－Mの戦略（J－M’s　Strategy　for　the　Early80’s）

　22．アスベストの近況（Asbestos　Update）

　24．5年間の財務データ要約（Five－Year　Summary）

　28．事業活動概観（Review　of　Operations）

　34．インフレ・価格変動に関する補足情報（Supplemental　Information　on

　　Inflation　and　Changing　Prices）

　40．連結貸借対照表（Conso1idated　Ba1ance　Sheet）

　42．連結損益計算書・連結収益再投資計算書（Consolidated　Earni㎎s　and

　　Earnings　Reinvested）

　43．連結財政状態変動表（Changes　in　ConsoIidated　Financia1Position）

　44．連結財務諸表脚注（Notes　to　Conso1idated　Financial　Statements）

　52．取締役組織（Executive　Organization）
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　54．株主情報（Shareho1der　Information）

1夏目に株主関係の種々のデータが1978－79年について要約され，続いて主要

事業部門ごとの収益と利益が同期間について表示されている。その後は23頁ま

では各事業活動についての近い将来における経営戦略の説明が，文章と1頁大

写真を多用することによって，なされる。さらに24頁からは1975－79年までの

損益計算書が表示される。しかし収益から売上原価，販売費及び一般管理費，

開発試験研究費が差し引かれ営業利益が，さらに利子費用と法人税が差し引か

れて当期純利益が計算されるという極めて単純なデータである。さらに事業活

動ごとの収益・営業利益・減価償却・有形資産増加分・資産についての1976－

79年の4期間の数値データ，各国ごとの収益・営業利益・資産が同様に1976－

79年の4期間の数値データで示されている。各事業活動ごとの収益と営業利益

等が2年間の変動を説明しながら表記されている。さらに連結会計データが続

いて表示される。46貫目に偶発事象の問題が触れられ，アスベスト訴訟で当社

が多くの被告あるいは共同被告である点が述べられ，最高技術水準抗弁で訴訟

を戦っている旨が表記されている。さらには「経営側の意見では，訴訟からく

るどのような究極的な債務も，会社の連結財政状態や経営成績に重大な逆効果

　　　　　　（52〕
をもってはいない」と強気で結んでいる。全体で54頁建ての報告書である。

　ところが1980年のジョン・マンビル社はかなり簡略なアニュアル・レポート

を公表することになる。いわく「今年，株主向けアニュアル・レポートに新し

いアプローチを採り始めた。我々の新しいアプローチによれば，投資家に対し

ては，彼らにとって最も有用な情報のみを含んだより短い報告書を提供するこ

とになろう。このことによって会社にとってそして究極的には株主にとって費

用削減になり，同時に公開されるデータの質を改善することにもなるのである。

加えて四半期報告書が重要な出来事の展開を素早く株主に伝えるために拡張さ

値動　∫oゐm∫一Mαm秒5〃e　Co功。”ακon，λnmmα3Rψo花1979，　P．46．
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れるであろう。どうか1980年のアニュアル・レポートについての感想を聞かせ
　　（53〕
て下さい。」具体的に会計データに関しては，大幅な削減はないが一というよ

りも従来からアメリカの会計データは，特に日本の有価証券報告書等と比較す

れば，省略する点がないほど簡略であるが一，上記1979年の目次でいえば，

「80年代初めのJ－Mの戦略」という説明箇所が省略されているといえよう。す

なわち将来に関する経営者側の文章と写真による説明が省略されているといえ

よう。全体で23頁建てである。

　このアニュアル・レポートの傾向は，1980－81年の間にジョン・マンビル社

からマンビル社へとリストラを完了しても，依然として続いており，1981年の

新マンビル社のアニュアル・レポートは1980年のジョン・マンビル社のそれと

極めて類似した構成になっている。いわく，「昨年，皆様方の各々はジョン・マ

ンビル社の株主として，伝統的な型から乖離したアニュアル・レポートを受け

取った。この新しいアプローチは，投資家としてのあなた方に最も意味のある

情報のみを含んだより短い報告書を提供することであった。このことは会社の

費用削減にもなりまた同時に，公開データの質の改善にもなった。アニュアル・

レポートを補足するために，あなた方が重要な展開事項に遅れないですむよう

に拡張された四半期報告書が提供され始めた。このアプローチに対するあなた

方の反応は概ね良好であった。再構成された会社組織の新しい親会社であるマ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛54〕
シビル社も続いてこのアプローチを採用し続けるものである。」全体で24頁建て

である。

　ところが，マンビル社として連邦破産法第11章に基づいて，会社更正を申請

した1982年のマンビル社のアニュアル・レポートは，ある意味で再度詳細な報

告書に復帰しているともいえよう。すなわち，Form1O－Kに基づいてSECに提

侮劫　ノ；oゐm∫一Mαm〃〃e　Coη）om；κom，ノ1mmmα’R助。γち1980，　P．1．

値4　Mαm栃〃召Coηう。καガ。m，ノ1mmmα∫灰φoκ1981，　P．1．
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供した報告書をアニュアル・レポートと一緒に編集し直して配布するという手

段を採るのである。

　それでは何故この時期，アニュアル・レポート編集の上からも費用増加につ

ながる公開政策に踏み切ったのであろうか。それはアニュアル・レポートの表

紙に解答があるように思われる。表紙に象徴的に書かれた7つの文章をみてみ

よう。

1）1982年…　　それは大いなる挑戦とその完成の年である。

2）アスベスト訴訟の偶発債務が発生したので，マンビル社は債権者と原告を

　　平等に取り扱うべく破産法第11章により会社更正を申請せざるをえなくな

　　った。

3）生産性改善と費用管理に多大の進歩があった。

4）事業活動範囲の再検討；適切な投資引揚げと買収がなされた。

5）ファイバー・グラス，木材製品，防湿加工が主要な中心事業になりつつあ

　　る。

6）異常項目の調整前には，マンビルの事業活動は不況にも関わらず利益をあ

　　げている。

7）資産処分，資産損傷等の過年度異常損益調整項目，その他の異常費用項目

　　が1億3，700万ドルになる。

以上のことがまさに本アニュアル・レポートで，会計的数値と文章の両情報で

マンビル社の経営側が主張したい点であったと思われるのである。こうした短

文による示唆をアニュアル・レポートの表紙に記載するということは，極めて

異例の政策である。

　1）については，これまでいくつかの手段で会社をリストラしようとしてい

たのであるが，その最も重要な手段である会社更正申請を行い，救済決定され

たという意味で，この点をレポート中で説明することが重要な意味をもってく

る。
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　2）については，まさに会計データを用いて，一方で会社資産はアスベスト

訴訟にも耐えられることを示し，他方で企業の本来的事業活動に支障なく，か

つある程度の収益をあげているということを示す必要があった。

　3）については，投資家に対して経営努力をしている点をみせる必要があっ

た。

　4），5）については，マンビル社が徐々にこれまでのアスベストに頼った事

業活動から脱皮することを目指している事実を提示する必要があった。そのた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛55〕
めに不要な事業部門の資産を売却し，新しい事業活動のために他企業を買収し

ているということを，会計データをもって示す必要があったのである。

　6）についてはマンビル社の本来的事業活動がかなり好調であることを提示

したかったのであろう。

　7）については，アスベスト訴訟関係で掛かった費用が異常損失であること

を示したかったのであろう。事実は，これから長期間に渡ってマンビル社は，

先述のアスベスト病患者賠償・救済基金にかなりの支出を行うのみならず，株

式のかなりの割合を同基金に拠出する必要が生ずることになる。

　以上のようなマンピル社の会社更正努力を，株主を始め債権者，裁判原告，

政府機関等に説得するために，マンビル社は2年前に費用削減のために転換し

た会計情報公開政策を，詳細なものに再転換したと考えられるのである。

　　　　　　　　　　　　　　　V　結語

本稿では，製造物責任訴訟の注目すべき例として，アメリカ社会で一大問題

となったアスベスト訴訟の展開過程をまず概観した。そしてそうした社会的に

も注目される問題の中で，中心的会社としてジョン・マンビル社，マンビル社

㈱　例えば会社更正の時期に，マンビル社はダイヤモンド事業への進出を企図してい

　た。Paul　Brodeur，oφ、cκ．
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の直面した問題とその対応策を辿ってきた。特に我々会計研究者の関心事は，

アスベスト問題に対するマンビル社の対応政策の中でも会計政策の在り方であ

る。一つは証券取引諸法に基づく会計規制とは異なった次元での要求から，し

かも当該規制はこれをクリアーする必要が生じ，証券取引諸法に基づく公認会

計士とは異なった公認会計士を選任し，ことさらFASBの規定を遵守しようと

していた。

　いま一点注目すべきは，直面した問題に対する自らの対応を社会に対して説

得するという観点から，一度縮小したアニュアル・レポートを再度拡張すると

いう政策を採るに至ったことである。またアニュアル・レポートの主要主張点

をレポートの表紙に記載して注意を喚起するという手法すら用いていた。

　このように会計特に会計情報公開は，形式上は対株主・投資家向けの報告で

はあっても，実質的には対社会報告になっており，また会計情報公開は現代企

業社会にあっては，多様な対社会問題との関連で，規定されている可能性が高

いのである。

　ちなみにアスベスト訴訟は，マンビル社が破産申請をして将来原告に対する

支払を制約したことを受けて，1986年頃から新しい動向を示すようになる。そ

れは製造物責任法を基礎に労働者のアスベスト疾患に対する訴訟を行うという

ことから，アスベストを用いた各種構造物の被害に対する訴訟すなわち所有権

損害賠償請求が起こされるようになるということである。この訴訟では，これ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）
までの人間を対象とした訴訟を蓬かに上回る賠償額が提示されている。さらに

世界各国でアスベストの利用が禁止され，また政府次元での種々の規制法・救

済法が制定されることになる。

㈱林弘子，前掲論文を参照。
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日本の経常収支黒字問題について＊

井　澤　秀　記

　　　　　　　　　　　　　　　I　はじめに

　わが国の経常収支黒字は，第1表のように，1991年以降拡犬してきている。

92年の経常収支は，1，175億5，100万ドル（前年比61，2％増）と過去最高を記録

し，対名目国内総生産（GDP）比3．2％と86年以来の高い比率になっている。そ

のうち日本の対米経常収支黒字は，444億6千万ドルで，全体に占める割合は91

年の54．9％から37．8％に低下しているものの，対米貿易収支黒字をみると，502

億4，900方ドルと前年比15，7％増加している。92年に米国は624億ドルの経常赤

字を出していることから，日米包括経済協議において，日本の経常黒字の対GDP

比率を3年以内に2％以下に低下させるよう要求が出ている。大幅な経常収支

黒字を背景に，円高による貿易不均衡是正圧力や欧州通貨の混乱による逃避通

貨としての円買いによって，93年8月16日に円レートは，1ドル＝100円台に突

入した。

　最近の日本の経常収支黒字問題を巡っては，論壇においても，小宮氏と赤羽

氏の間で論争が続いている。小宮氏は，日本の貯蓄一投資インバランスが経常

収支黒字の原因であり，これは為替レートや市場開放とは関係がなく，内需拡

犬を掲げた「前川レポート」は誤りであったと主張している。これに対して，

＊　本稿は，文部省科学研究費（奨励研究A）課題番号05730026「金融の国際化と経

常収支不均衡下における経済政策の運営に関する理論的・実証的研究」の交付を受

　けた研究の一部である。ここに，記して感謝する。
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第1表 国際収支表
（単位　百万ドル）
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3年 一i．001 103．0何 釧6．5朋 9．3 203．513 △　　6，1 △1L6帥 △1＝■6 3L05一 109．9朋 △＝5’51 △L8別 一6．3朋 一6．369 △　6．0” “。“

4年 11L朋1 13，。3珊 330．帖0 一、9 198．50i △　　，．5 △10－11， △　4．6I △28．帖； 80，0馳 △一。039 △10。帖1 一1，60， 一1，60， △　　” 一1』9

（a〕△は資本の流出（資産の増加および負債の減少）を示す。

（b）金融勘定に属するものを除く。

（C）△は対外支払ポジションの悪化（資産の滅少およぴ負債の増加）を示す。

（d）現先取引は，短期資本収支へ計上。

（出所〕日本銀行国際局「国際収支統計月報」（1993年5月）
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日本の経常収支黒字問題について（井澤〕

当時経済企画庁で「前川レポート」作成に係わった赤羽氏は，経常収支黒字は

内需拡大や市場開放による輸入の増加で解決することができると真っ向から対

立している。われわれは，マンデルの2国モデルを用いて金融政策と財政政策

による内需拡大および市場開放が経常収支に及ぼす効果を理論的に分析する。

　次飾で，まず経常収支に関する会計上の諸関係を整理し，経常収支の決定と

その調整メカニズムに関するアプローチを示す。III飾において，マンデルの2

国モデルを用いて内需拡大および市場開放が経常収支に及ぼすマクロ効果を分

析する。最後にIV節において，結論を述べる。

　　　　　　　　　　I　経常収支に関する会計上の関係

　まず，国民所得勘定より，

　国内総生産（GDP）＝消費十投資十政府支出十輸出一輸入

　国民総生産（GNP）＝GDP＋（海外からの要素所得一海外への要素所得）

　　　　　　　　　　＝消費十投資十政府支出十経常収支　　　　　　　11）

したがって，

　貯蓄一投資十税収一政府支出＝経常収支　　　　　　　　　　　　　　（2〕

　また，国際収支勘定より，

　経常収支＝貿易収支十貿易外収支十移転収支　　　　　　　　　　　　（3）

　経常収支十長期資本収支十短期資本収支十誤差脱漏＝総合収支

＝金融勘定＝外貨準備増減十外国為替公認銀行の対外純資産増減

したがって，経常収支＝対外金融資産増（減）一対外金融負債増（減）　　（4〕

　さらに，資金循環勘定より，

　海外部門の資金不足（余剰）＝個人・法人・公共部門の資金余剰（不足）の合

計＝貯蓄一投資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　以上の関係は，事後的恒等式であるため，そこから因果関係を導くことはで

きない。一定の説明式を想定することによって経常収支の決定とその不均衡の
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調整メカニズムを，以下の4つのアプローチに整理することができる。

（i）弾力性（elaStiCity）アプローチ

　（3〕式において，為替レートの変化は，輸出入の変化を通じて貿易収支や経常

収支を変化させる。わが国の輸出数量の価格弾力性は，実証的に一〇．3程度に低

下しており，円高に対して短期的には，Jカーブ効果によりドル換算の輸出額は

大きく膨らむことになる。

（ii）アブソープション（absorption）アプローチ

　（1）式より，経常収支は，国民総生産（所得）から消費，投資および政府支出

といったアブソープション（内需）を差し引いた残差として表される。経常収

支の黒字は，国内総生産（したがって所得）が総支出を上回ったことを意味す

る。

（iii）貯蓄・投資アプローチ

　（2）式より，経常収支は，国民経済計算上は事後的に貯蓄一投資差額に一致し，

また，（5）式で表されるように，海外部門の資金過不足にも一致する。

　第1図には，日本の粗貯蓄率と粗投資率（この差は経常収支の対GDP比に等

しい），および部門別の貯蓄超過（これらの合計は海外部門の資金不足に等しい）

が描かれている。最近の経常取支黒字の拡大は，家計部門の貯蓄率が一貫して

安定しているのに対して，バブル崩壊後の法人部門の投資超過が縮小している

ことが背景にある。中央・地方政府に社会保障基金を合わせた一般政府部門で

は，高齢化社会の到来に備えた社会保障基金によって貯蓄超過になっている。

（ただし，1994年の資金循環では，一般政府部門は資金不足に転じている）。

　小宮（1992，93）は，貯蓄率や投資率は為替レートや輸入障壁の変化の影響を

受けないため，中長期的に完全雇用下における「趨勢的」ないし「構造的」経

常収支は，市場開放をしても変化しないと主張している。80年以降のわが国の

金融の国際化を背景に，相対的に貯蓄率の高い日本が資本輸出国となったこと

が，日米間の持続的な経常収支不均衡の原因であると結論している。
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日本の経常収支黒字問題について（弁澤〕

第1図　日本の貯蓄率と投資率及ぴ部門別貯着超過（GDP比）
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（資料）経済企画庁丁国民経済計算」

（出所）「通商自書」（平成5年版）p．266

（iv）資本フロー（capita1flow）アプローチ

　変動相場制度の下で資本が国際的に自由に移動すると，国際的ポートフォリ

オの変化により，経常収支は，（4）式のように対外純資産の増減（純資本フロー）

に一致する。資本移動や投機が存在すると，為替レートは経常収支を均衡させ

るようにはもはや決定されない。1980年代後半に経常収支黒字を上回って長期

資本が日本から海外ヘジャパン・マネーとして流出していたのが，バブル崩壊

後の91年には流入に転じ，92年には長期資本収支赤字に戻ったものの，経常収
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支黒字を大きく下回り，為銀が海外に短期負債の返済を行って資金が還流する

という構造に変化している。

　　　　　　　　　皿　マンデルの2国モデルによる分析

　ここで，マンデル（1964）の2国短期モデルをもとに，金融政策および財政

政策による内需拡犬，および市場開放による外生的な輸入の増加が，所得や経

常収支に及ぼすマクロ効果を分析する。

I（r）一S（y）十G－T＋B（y，y．，e）＝O

　　I。＜O，Sy〉O，By〈O，By．＞O，Be＞O

（6）

I＾（r事）一S竈（y“）十G＾一丁｝一B（y，ヅ，e）＝O

　　I㌔，〈O，S㌦，＞O

（7）

M：L（y，r）Ly＞O，L、＜O （8）

M‡＝L‡（yホ，r‡）L㌦。〉O，L㍉．＜O （9）

r二rホ

ここで

　I：投資

　r：利子率

　S：貯蓄

　y：所得

　G：政府支出

　丁：税収入

（1O〕
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日本の経常収支黒字問題について（井澤）

　B：経常収支

　e：為替相場（￥／＄），当初e＝1と仮定

　M：マネーサプライ

外国の変数には，＾が付けられている。

　変動相場制度下で内生変数は，y，y‡，r，r“，およびeである。

　（6），（7）式は，自国（日本）ないし外国（米国）の財市場の需給均衡条件を表

す。（8〕，19〕式は，自国ないし外国の貨幣市場の需給均衡条件を表す。（lO）式は，完

全な資本移動を仮定し，また単純化のため，為替相場の予想減価率について静

学的期待を仮定している。さらに，物価は一定である。

（i）金融政策の効果

　　dy／dM＝［s申L申、十L㌦、（I、十I串、）］／△＞0

　　dy‡／dM＝一sL｝r／△＜O

　　△：　｛LyL㌧ヰ（I、十I㌦）十s＾LyLホ、十sL㌦ヰL、｝＜O

　公開市場操作（買いオペ）によるマネーサプライの増加は，自国通貨の減価

を通じて貿易収支を改善し，自国の所得を増加させる一方，外国の所得を低下

させる。この2国モデルでの結果は，マンデル（！963）の小国モデルでの金融

政策の近隣窮乏化政策と基本的に同じである。

（ii）財政政策（国債発行によるファイナンス）の効果

　　dy／dG＝L㌧．L、／△＞O

　　dyソdG＝LyL‡、／△＞O

　マンデルの小国モデルでは財政政策は所得に対して有効ではなかったが，2

国モデルにおいては双方の国の所得にプラスの効果を持っている。また，

　　dB／dG＝一　［LyL‡y，Iホ、十s＾LyLホ、］／△＜O

より，財政支出の増加は，経常収支にマイナスの効果を持っている。内需拡犬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
は，理論上は，経常収支黒字を削減する。
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（iii）市場開放による外生的輸入増加（dx）の効果

　　dy／dx＝O，

　　dy‡／dx＝O

より，輸入数量規制の除去などによる日本の米国からの輸入の外生的な増加は，

両国の所得を変化させない。de／dx＞O，dB／dx＝Oより，輸入の増加によって為

替相場が減価し，輸出が増加することによって当初の輸入の増加が相殺され，

経常収支が変化しないからである。

　輸入の増加がつねに経常収支を減少させるという考えは，他の条件を一定と

した場合の部分均衡分析であって，貯蓄一投資差額と経常収支が同時決定され

る一般均衡分析においては，為替レートなどの内生変数の変化を通じて経常収

支の減少につながらないことを認識すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　M　結ぴ

　キンドルバーガー（1968）の国際収支発展段階説（balance　of　payments　by

stages　ofdeve1opment）によれば，日本は経常収支が黒字で債権国であること

から，未成熟の債権国（yomgcreditor）の段階にあり，経常収支が均衡する成

熟した債権国（adult　creditor）への移行期にあるといえよう。「経済白書」（昭

和59年版）によれば，19世紀半ばから第一次世界大戦までのイギリスは，経常

収支が黒字で長期資本収支が赤字という構造であり，経常収支の対GNP比は3

（1〕これに対して，家計や企業が各主体の予算制約下で最適な経済行動を選択すると

　いう「異時点間の最適化アプローチ（intertempora1optimizing　approach）」では，

　一時的な（tempora1）政府支出の増加は，恒常所得を変化させないため，国内貯蓄

　を減少させて経常収支を悪化させる一方，債券発行による永続的な（permanent）

　政府支出の増加は，「リカードの等価定理」が成立するならば，将来の増税を意味

　し，家計貯蓄（消費）がその分増犬（減少）し経常収支は変化しないことになる。

　（詳しくは，Frenke1and　Razin（1992）を参照。）
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日本の経常収支黒字問題について（井澤）

％以上であった。戦後は投資収益収支が黒字の債権取崩し国（mature　creditor）

になっている。また，アメリカについていえば，第一次大戦によリ債権国にな

り，第二次犬戦後から1970年までの経常収支の対GNP比はO．6％にすぎなかっ

た。そのアメリカも80年代の半ばには純債務国に転落した。また，ドイツは東

西統合により経常収支が赤字になり，旧東ドイツの経済復興のための資金需要

が高まり，高金利をもたらしている。先進国の中では日本のみが大幅な経常収

支黒字であるが，今後高齢化社会を迎えて貯蓄率が低下することを考えると，

中長期的に見れば経常収支黒字は持続しないであろう。

　経済学的には，米国の経常収支赤字は，米国の財政赤字，貯蓄率の低さ，輸

出努力の不足が要因であり，日本に責任はないかもしれない。また，日本の経

常収支黒字を対GNPの一定範囲に抑えるという結果重視の数値目標は一方的

で，管理貿易をしない限り達成不可能である。しかし，失業の輸出，市場の閉

鎖性といった欧米からの批判に対して，このような教科書的な説明をしても十

分納得させることはできず，深刻な政治経済問題に発展している今日，内外価

格差を理由に，日本市場を開放するよう要求が高まるであろう。

　米国においては財政赤字削減案（94年度財政調整法案）が可決され，94年度

から5年間に政策努力をしなかった場合に比べ4，960億ドルの財政赤字が削減さ

れ，98年度には単年度で1，700億ドル程度になる見通しである。これにより，日

本に対する経常収支黒字削減の数値目標要求が高まると予想される。財政難に

より内需拡大のためのマクロ経済政策として日本ができることとできないこと

を明確にし，まずは，ウルグアイ・ラウンドにおける例外なき関税化，市場開

放の姿勢を示すことが必要である。しかし，前節で議論したように，輸入額自

体は増加するであろうが，必ずしも経常取支黒字の縮小につながらないことも

認識しておかなければならない。これに関する実証分析は，別稿に譲ることに

する。
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GATT・MFAの経済的効果

後　藤　純　一

　　　　　　　　　　　　　　　　1．序

　繊維・衣服産業が，多くの国々の経済開発において，重要な役割を果たして

きたのは周知のとおりである。古くは，日本，イギリス，アメリカなどの工業

化の初期段階において大きく貢献してきたし，現在でも開発途上国の生産・輸

出においてきわめて重要な位置を占めている。しかし，経済開発における重要

性にもかかわらず繊維・衣服貿易は，さまざまな制限にさらされてきた。つと

に1935年には，日本がアメリカヘの繊維輸出に対し自主規制（VER）を余儀な

くされているし，また，第2次世界犬戦後全般的な貿易自由化が進むなかで，

繊維・衣服貿易のみが依然として厳しい制隈を受けているのである。たとえば，

1961年には綿製品の国際貿易に関する短期協定（STA）が導入され，繊維・衣

服製品貿易は，GATTの原則に反する特別の数量制限を課せられた。また，1973

年には，多国間繊維協定（MFA）が締結され，制限は綿製晶だけではなく，合

成繊維，羊毛製品にも拡大された。MFAは，GATT原則に反するにもかかわ

らず，その枠組のなかで5度更新され，現在も引き続いている。

　本稿は，こうしたMFAに関するサーベイ論文であり，以下では，まず，繊

維・衣服貿易とMFAの歴史と現状を概観したのち，輸出国，輸入国双方に対

するMFAの経済的効果についての従来の研究を検討することによって，MFA

に対するより深い理解のためのフレームワークを提供することにする。
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　　　　　　　　　　　　2．繊維・衣服貿易の現状

　1987年には世界金体での繊維・衣服貿易額は1400億ドルを越え，これは工業

製品全体の貿易額の約10％となっている。繊維・衣服装晶は労働集約度が高く

開発途上国が比較優位を有しているので，表1にみるように，全世界の輸出に

対する開発途上国からの輸出のシェアは，工業製晶全体では18％にとどまって

いるが，繊維・衣服装晶では50％を超えており，特に衣服装晶については65％

弦となっている。

　また，開発途上国の輸出において繊維・衣服製品の重要性は非常に高いよう

である。表2をみると開発途上国からの輸出の28％が繊維・衣服装晶であり，

全世界平均におけるシェア（9．7％）を大きく上まわっているのがわかる。

　さらに，繊維と衣服とではその輸出先に大きな差が見られるのが注目される。

表3をみると，繊維製品については輸出の約半分が開発途上国に向けられてい

るのに対し，衣服製品についてはそのほとんどが先進国向けということがわか

る。KeesingandWo1f（1980）によれば，衣服装晶の先進国市場への依存が強

い理由は，衣服装晶に対する開発途上国の国内市場が非常に小さいこと，また，

途上国自体によって課せられた衣服製品輸入に対するMFA制限が厳しいこと

などといわれている。

　先進国への繊維・衣服製品を輸出している開発途上国の数は多いが，実際に

表1　全世界の輸出における開発途上国のシェア

（％）

繊維・衣服製品

　繊維

　衣服

工業製品

1976

32，2

26，0

43．1

9．4

1980　　　　　　　　　　　1987

40，6　　　　　　　　　　　52，0

30，0　　　　　　　　　　　36，4

57，7　　　　　　　　　　　65，6

13，2　　　　　　　　　　18．1

（出所〕United　Nations　trade　statistics．
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は，香港，韓国，台湾などの限られた国が輸出金体の大部分を占めている。し

かし，表4をみると，これら3犬輸出国のシェアが次第に低下しているのがわ

かる。その原因としては（1）労働集約財である衣服生産において比較優位が中

国など低賃金の開発途上国へ移ったこと，（2）MFA制限が次第に3犬輸出国に

表2　工業製品の輸出における誠維・衣服製品のシェア

（％）

1976 1980　　　　　　　　　　　1987

全世界の輸出

繊維・衣服製品

　繊維

　衣服

開発途上国の輸出

繊維・衣服装晶

　繊維

　衣服

9．4

5．9

3．5

32，2

16，2

16．0

9，1　　　　　　　9．7

5．0　　　　　　　4．5

4．1　　　　　　　　5．2

27，9　　　　　　　　　　　28．O

11．4　　　　　　　9，1

16，5　　　　　　　　　　18．9

｛出所〕United　Nations　trade　statistics．

表3　輸出先別による開発途上国の織維・衣服製品輸出の割合

（％）

輸出先 1965 1973　　　　　　　1978 1983

繊維

　先進国

　開発途上国

衣服

　先進国

　開発途上国

58，2

41．8

79，3

20．7

62，3　　　　　　　51，6

37，7　　　　　　　48．4

90，0　　　　　　　　85，8

10，0　　　　　　　14．2

49，9

50．1

87，3

12．7

（注）旧ソ連，東欧は含まない。

（出所）I．L．O．
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表4　特定の開発途上国から先追国への繊維・衣服製品の輸出

（％）

輸出国

アジア三大輸出酔

中国

その他のアジア諸国b

ラテンアメリカおよび
カリフ海諸邸

その他d

　　　合　　　計

繊維 衣服

1973　　　　　　　1984　　　　　　　1973　　　　　　　1984

2913

11，6

29．2

　7，2

22．7

100．O

26，8

17，8

22．4

　9，2

23．8

100．O

67．7

2．6

7．7

217

19，2

99．9e

61．1

　8，7

13．4

　3，2

13．6

100．O

a．香港，韓国，台湾

b．バンクラデッシュ，インド，インドネシア，パキスタン，フィリピン，スリランカ，タイ

C．アルゼンチン，ブラジル，コロンビア，コスタリカ，ドミニカ共和国，タヒチ，ペルー，ウルグアイ

d．ギリシャ，ポルトガル，スペイン，トルコ，ユーゴスラビア

e四捨五入のため合計は100にならない。

（出所〕C1ine1987．P．141

集中するようになってきたこと，などが指摘されている。

　また，開発途上国の衣服輸出は厳しい関税，非関税障壁の存在にもかかわら

ず増大してきているということが注目に値する。表5は，主たる繊維・衣服輸

入国における関税率を示している。GATT東京ラウンドを通じて，工業製品に

対する関税率は大幅に低下したが，繊維・衣服に対する関税率は依然として高

い水準にとどまっている。ちなみに，東京ラウンド終了後の繊維・衣服に対す

る関税率は工業製晶全体の約3倍となっている。

　さらに，繊維・衣服装晶の関税率は製品の加工段階に応じて増加する傾向が

みられる。表6からわかるように，繊維に対する平均関税率は約1％であるが，

衣服では20％を超えている。特に，オーストリアやフィンランドなどで衣服に

対する関税率が非常に高くなっているのが注目されよう。

　加えて，開発途上国からの繊維・衣服製品輸入に対しては，関税のみでなく
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さまざまな非関税障壁が課せられている。表7をみれば，輸入額全体に占める

非関税障壁の対象となる輸入額の割合は，繊維・衣服製品では工業製晶全体の

　　　表5　繊維・衣服製品に対する問税率（東京ラウンド以前および以後）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

繊維・衣服製品 工業製品

以前　　　　以後　　　　以前　　　　以後

アメリカ

カナダ

日本

EC
オーストリア

フインランド

スウェーデン

スイス

　　　平　　　均

23，5

24，0

14，0

15，0

30，5

30，0

13，0

10，5

20．1

19，0

21．5

n．5

11，5

30，0

29．0

1215

815

17，9

7，0

13，5

10．0

8，5

14．5

7，5

6．0

3．5

8．8

5．0

8．5

5．5

6，0

12．5

6．0

415

2，5

6，3

｛出所）GATT1984，P．68

　　　　　　表6　東京ラウンド以後の繊維・衣服製品の関税率

（％）

アメリカ

カナダ

日本

EC
オーストリア

フインランド

スウェーデン

スイス

　　　平　　　均

繊維　　　　糸

3．5

3．0

0．5

015

0．O

O．5

0．5

0．0

1．1

9，0

13．0

6．5

7．0

7．0

6．5

7．5

3．5

7．5

布　　　　衣服

11，5

21．5

915

10，5

23，5

28，5

13．0

8，5

15．8

22，5

24，0

14，0

13，5

37，0

39．O

14．O

11，0

21．9

｛出所）GATT1984，P．69

229



経済経営研究第43号

2倍から3倍となっているのが注目される。開発途上国からの繊維・衣服製品

輸入が広範な非関税障壁の対象となっているのは，MFAの存在によるところが

大きい。

表7　非関税障壁の対象となる輸入の割合，1983年

（％）

繊維・衣服製品 工業製晶

合計　　奈吉男輸入　翼奮勇歯実　　合計　　蒙篭男輸入　翼奮篭右実

アメリカ

EC
日本

57，0　　　　　　31，1　　　　　　64，0

52，0　　　　　　15，6　　　　　　68，9

11，8　　　　　11，0　　　　　13．0

17，1　　　　　16，5　　　　　18，6

18，7　　　　　　15，2　　　　　　29．9

7．7　　　　　　9．7　　　　　　4．4

（出所〕NogOes，01㏄howski，and　Winters1986

　　　　　　　　　　　　　　3．MFAの歴史

　MFAは繊維・衣服に対する貿易制限のフレームワークのみを提供し，実際の

制限は二国間での合意に基づく数量割当制限によって与えられる。そのためMFA

制限の厳しさは個々の二国間制限協定の存在と運用如何にかかっている。しか

し，従来の研究によれば，MFAの制限は次第に包括的かつ厳しいものになって

いるようである。

　GATTの報告（1984年）によれば，MFA第I期は繊維・衣服産業における

貿易の「相対的自由化」の時期とされており，この期間にMFA第2条に基づ

いて多数の制限が廃止された（MFA以前の制限のフェーズ・アウト）。MFA第

I期には，過去の制限を廃止し，一定の原則にのっとった制限が導入されたわ

けである。

　しかし，MFA第II期（1978年1月から1981年12月）はECの主張によってか

なり制限的なものとなった。MFA第I期には，開発途上国からの輸出が厳しい
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規制を行っているアメリカがらECヘジフトしたため，後者における輸入が激増

することとなった。このECにおける輸入の急増は第1次石油危機後の景気後退・

高失業と時を同じくしたため，MFA加盟国の大部分がMFAの単なる延長を望

むなかで，ECのみが強硬な姿勢をとったのである。MFA延長に関する議定書

においては，一定の場合に一定の条項から相互に合意された「合理的な乖離

（reasonabledeparture）」を認めるという規定が導入された。議定書によれば

「合理的な乖離」は一時的な措置のはずであったが，実際には長期にわたって

続けられる例が多発した。

　MFA第II期における「合理的な乖離」条項が頻繁に発動されたため，輸出国

たる開発途上国からの異議が急増し，MFA第III期（1982年1月から1986年7月）

の延長に関する議定書では「合理的な乖離」条項は削除された。しかし，代替

措置として，未消化割当枠の「急増防止条項」が設けられたのが注目に値する。

GATT繊維委員会によれば，MFA第III期を通じて制限の程度はさらに厳しい

ものとなっていったようである。

　MFA第IV期（1986年8月から1991年7月）にも，制限はより広範かつ厳しい

ものとなっていった。「合理的な乖離」条項は再び導入され，制限の対象となる

製品のカバレッジも拡大され，シルク混合繊維などを含むものとなったのであ

る。

　1991年以降，MFAはGATTウルグアイ・ラウンドの一部として交渉されて

おり，ウルグアイ・ラウンド合意までの経過措置として，原状のまま2度延長

されている。

　　　　　　　　　4．MFAの輸入国に対する経済的効果

　本稿の主たる目的はMFAが繊維・衣服の輸出国たる開発途上国にどのよう

な影響を及ぼすかを検討することであるが，輸入国に対する影響も同様に重要

であるため，まず輸入国に及ぼす影響について簡単に振り返ってみよう。輸入
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制限が実施される場合，その根拠として国内労働者の保護がしばしば挙げられ

るが，これまでの研究の多くはMFAなどの輸入制限は輸出国を害するだけで

なく，輸入国にとっても有害であるという点で一致しているようである。

（1）消費者コスト及び国内雇用創出

　MFAが輸入国の消費者にどのような影響を及ぼすかを取り扱った研究の多く

は，こうした輸入数量割当によって国内雇用がどのように変化したかについて

の検討も行っている。これらの研究は，MFA制限は輸入国の消費者に多大なコ

ストを与えている反面，国内雇用創出に対する効果は比較的小さいということ

で一致しているようである。したがって，MFAは外国からの競争に対して国内

労働者を保護する方策としてはあまり賢明でないようである。

　MFAの消費者コストに関する研究の代表的なものとしては，Cline

（1987），Hufbauer，Berliner，and　E11iotte（！986），Tarr　and　Morkre（1984），

Jenkins（1980），Spinanger　andZiets（1986a）などが挙げられる。これらの研

究は，モデルが依存する弾性値の値やその他の外生変数の値など細部は異なる

ものの，基本的な方法論は同様なものである。これらの研究の依存する分析フ

レームワークを図示すると図1のようになる。図1は外国からの供給の弾性値

は無限大であるという仮定の下に，価格と数量との関係を図示したものである

（外国からの供給が無限に弾力的であるという仮定は議論の簡便化のために用

いたものであり，同様な結論は通常の右上がりの供給曲線の下でも当てはまる

ということは言うまでもない）。図1において，自由貿易の下での均衡点はCで

あり，そこでは価格P。で数量Q。が輸入される。ここで，数量割当が実施され輸

入数量がQ。に制限されたと仮定しよう。この場合自由貿易価格P。のもとではBC

の超過需要が発生する。したがって，この超過需要を解消させるため価格は上

昇しなければならない。数量割当の下での均衡点はAであり，そこでは価格P。

の下でQ。が供給されるわけである。斜線を施したP．P．BAは数量割当レントを
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示している。MFAに基づく数量割当は輸出国によって運用されるため，この数

量割当レントは通常輸出国に移転されるものと考えられている。輸入国の消費

者はこうした輸出国に移転された数量割当レントに加えて別の損失をも被るよ

うである。図中で斜線を施した三角形ABCがこの更なる損失部分でありデット・

ウェイト・ロスと呼ばれている。このデット・ウェイト・ロスは輸入国の消費

者によっても輸出国によっても捕捉されず，完全に失われるものである。図1

は輸入される繊維・衣服装晶の需要と供給の状況を示したものであるが，輸入

繊維製品に対する制限はこうした輸入製品の価格に影響を及ぼすばがりでなく，

輸入国の国内で生産される製品の価格にも影響を及ぼすものである。というの

は通常の場合，輸入される繊維・衣服装晶と国内で生産される繊維・衣服装晶

とはしばしば代替財の関係にあり，輸入数量割当に基づく輸入繊維製品の価格

上昇は国内で生産される繊維製品の価格上昇にもつながるからである。

図1　数量割当の効果

価格

数量割当レント

デッド・ウェイト・ロス
PR

PF
一B

C
　　　　　　　S

0　　　　　　　　　　　QR QF　　　　　　　数量
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　上記のような方法論の下に，先に引用した諸研究はMFAに基づく輸入数量

割当が輸入国の消費者にどの程度のコストを及ぼしたかについての推計値を示

している。これらの推計値の主なものは表8に示されている。消費者コストの

実際の値はその研究が対象としている範囲やもとになる具体的な仮定などで異

なってはいるが，繊維・衣服装晶に対する輸入制限が消費者に多大なコストを

及ぼしているという点では一致しているようである。

　上述したように，多くの研究はさらに輸入制限によって国内雇用がどの程度

創出されたかについての推計も行っている。これらの研究の方法論は非常に単

純明解なものである。まず第1に輸入制限によって輸入数量が減少した結果，

国内生産がどの程度増加したかについての推計値を求める。第2に雇用者1人

当たりの国内生産額を求める。そして，この国内生産の増加分を雇用者1人当

たりの平均生産量で除することによって，輸入制限によって増加した国内雇用

者の数を求めることができる。表8にみるように，輸入制限によって創出され

る雇用者数は比較的少ないようである。つまり，救われた雇用者1人当たりに

ついて消費者が支払ったコストは42，OOOドルから57，OOOドルと推計されており，

これは米国の繊維・衣服産業における雇用者の平均賃金を大きく上回るもので

表8　織維・衣服製品の輸入制限の効果に関する研究結果

Cli，e　　　　Hufbaue「　　Tarr＆Morkre　　Jenkins　　　Spina㎎er
　　　　Berlmer＆ElIiott　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＆Zietz

（1987）　　　　　　　　　｛1986）　　　　　　　　　（1984〕　　　　　　　　　（1980）　　　　　　　　　（1986里）

対象年　　　　　　　　1985　　　　　1986　　　　　1983　　　　　1979　　　MFA第II期間

　　　　　　アメリカの繊維・　アメり力の繊維・　香港からの特定の衣服製品　　カナダの衣服　　　ドイツの繊維・
対象範囲
　　　　　　衣服製品輸入　　　衣服製品輸入　　　に対するア刈棚輸入　　製品輸入　　　　衣服製品輸入

制限の形態　　　　関税と数量割当　関税と数量割当　　数量割当　　関税と数量割当　　数量割当

消費者コスト　　　　＄20．3billion　　　＄27bilIion　　＄03呂一＄05m1111㎝　　＄400mi1Iion　　DM600－700ml111on

救われた雇用者数｛人）　　　434．200　　　　　640，OO0　　　　　9，OOO　　　　　　　n．a．　　　　　　　n．a．

救われた雇用者1人
　　　　　　　＄47，OOO　　　　　　　＄42，OOO　　　　　＄42，OOO一＄57，OOO
当たりの消費者コスト

（出所〕参考文献
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ある。さらに，消費者は輸入制限が続く限りこうしたコストを毎年支払わなけ

ればならないが，外国からの競争によって失業した労働者はやがて他のところ

に新たな職を見つけることができるという点にも注目しなければならない。

（2〕利潤及ぴ所得分配

　輸入制限は当該製品およびその代替財の価格上昇をもたらすため，MFAに基

づく輸入制限は国内生産者の利潤に対しても大きな影響を及ぼすことになる。

たとえば，Jenkins（1980）は繊維・衣服製品の輸入に対する関税と数量割当の

結果として，1979年現在，カナダの国内生産者は2億4千万ドル相当の利益を

得ており，これは消費者コストの約半分に匹敵するものであるという推計結果

を得ている。

　さらに，輸入制限を支持する議論の根拠の一つとして繊維・衣服産業に雇用

される労働者の賃金は比較的低いものであるからこれに対する輸入制限はこう

した労働者の賃金を相対的に上昇させ，その結果より公平な所得分配を実現す

るというものがある。こうした議論の妥当性を評価するため，C1ine（1987）は

MFA輸入制限のインパクトを5つの所得階層ごとに推計している。この研究の

中でClineは，雇用増加及び賃金上昇に基づく利益と，繊維・衣服製品の価格の

一般的な上昇に基づくコストとを，各階層ごとに比較している。その結果によ

れば，通常の印象とは逆に，輸入制限による繊維製品の価格上昇は高所得者層

の利益になり，低所得者層にとっては有害であるとされている。したがって，

彼の研究によれば，繊維・衣服装晶の輸入制限は所得分配を公平にするのでは

なく，より不平等な所得分配につながるということになる。

　　　　　　　　5．MFAの輸出国に対する短期的経済効果

MFAは開発途上国に対して差別的な制限を課すものであり，また，すでに見

たようにMFA制限は非常に長く続けられているため，短期的・長期的に輸出
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国たる開発途上国に大きな影響を及ぼすものである。まず第1にMFAによる

制限は輸出収入の減少及び数量割当レントの移転というかたちで制限された輸

出国に直接的な影響を及ぼす。第2にMFA制限は特定の国のみに課せられる

ため，繊維・衣服製品貿易パターンにも影響を及ぼす。たとえば，MFA制限を

課せられた国の犠牲のもとにこうした制限に服さない国の輸出が増加するとい

ったことが主張されるわけである。第3にMFA制限は，輸出総額ではなく輸

出数量に上限を設けるものであるため，輸出内容のアップグレードをもたらす

ものである。第4に香港などの制限された輸出国から中国などへの海外直接投

資は，MFAによる制限を回避しようという目的のために増加してきたといわれ

ており，こうした新興工業国から発展段階の遅れた国への海外直接投資はアジ

ア，ラテンアメリカ等の経済開発に貢献してきたとされている。第5にMFAは

既存の輸出国のシェアを固定しようとするものであり，したがって新規参入を

制限するものであるといった主張もなされている。以下これらの諸点について，

MFAが輸出国に対してどのような影響を及ぼしているかを検討してみよう。

（1）失われた輸出機会およびレント移転

　失われた輸出機会とレント移転に関する分析のフレームワークは，基本的に

は既に見た輸入国に対する効果の分析と同様である。図1（233ぺ一ジ）におい

て数量割当が実施される前の自由貿易下における輸出額はP．OQ．Cで表すこと

ができ，数量割当後の輸出額はP．OQ．Aで表すことができる。したがって，数

量割当による輸出国の輸出収入の減少分は両者の差ということになる。理論的

には，制限によって輸出数量が減少することも増加することも可能であるが，

一般的に実証研究はMFA数量割当後に輸出収入は減少するということを示し

ている。

　多くの実証研究はMFA制限によって減少した輸出国からの繊維・衣服装晶

の輸出額が非常に大きいものであるという結果を得ている。たとえば，UNCTAD
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（1986）は，現存する繊維・衣服製品に対する制限がすべて取り除かれた場合

には，開発途上国からEC，日本，アメリカヘの繊維製品の輸出額は96％上昇し

て150億ドルになると推計している。こうした96％の上昇分のうち，約60％はMFA

制限に代表されるような非関税障壁の除去から生じるものである。同様にKimani，

Molajoni，and　Mayer（1984）の研究は，関税及び非関税障壁が全て除去され

た場合には，開発途上国からOECD主要国に対する輸出額は，繊維製品につい

ては82％，衣服製品については93％増加すると推計している。さらに，Wha11ey

and　Tre1a（1988）の研究は一般均衡論的フレームワークに基づいて，MFA制

限は輸出額を減少させる反面，レントを移転させるものであるが，前者は後者

を大きく上回るものであり，したがって，開発途上国は総額110億ドルの損失を

被っていると推計している。

　この様に，多くの研究はMFAが繊維・衣服製品の輸出機会を大きく減少さ

せるという結果を得ているが，こうした考え方に疑問を投げかける研究も存在

するようである。例えば，Hughes　and　Krueger（1984）の研究は，1970年代

以降，MFA制限が一貫して強化されてきたにもかかわらず，開発途上国からの

繊維・衣服装晶の輸出は大きく伸びているという事実に着目している。つまり，

Hughes　and　KruegerはMFAなどさまざまな制限のなかで開発途上国からの

繊維・衣服製品の輸出が一貫して増加していることに注目し，MFA制限の輸出

減少効果に疑問を提示しているわけである。

　輸出機会減少だけでなく，開発途上国に移転された数量割当レントの大きさ

に関する実証研究もかなり存在している。これらの研究は，MFAに基づく個々

の数量制限は輸出国によって運用されるものであるため，数量割当レントの全

額が輸出国に移転するという仮定の下に推計を行っている。こうした仮定を用

いて，例えばTarr　and　Morkre（1984）は，一定の繊維・衣服製品に対するア

メリカの制限によって香港に移転されたレント類は2億1830万ドル，換言すれ

ばアメリカの消費者コストの2分の1から3分の2であるという推計結果を得
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でいる。同様にHami1ton（1986a）は，香港が1981年から1983年にかけてのEC

に対する輸出から獲得した数量割当レントは3億2千万ドルであり，1982年か

ら1984年の間にアメリカヘの輸出から獲得した数量割当レントは7億3千万ド

ルであるという推計結果を得ている。こうしたレント収入は1982年と1983年の

香港のGDPのO．7％から1．7％に匹敵するものであり，1982年の香港の衣服産業

の総付加価値額の10％を越えるものである。さらにPelzman（1988）は，繊維・

衣服製品の詳細なカテゴリーごとに数量制限の関掛目当額についての推計を行

い，アメリカから輸出国へ移転された数量割当レントの総額は数百万ドルにの

ぼると報告している。

　上記に引用した研究の多くは，輸出国に移転された数量割当レントの総額は

非常に大きいものであるが，失われた輸出機会はこれを大きく上回るものであ

るという結論で一致しているようである。Ba1assa　andMichalopou1os（1985）

の研究によれば，失われた輸出機会と数量割当レント類との比率はアメリカ市

場においては前者が後者を9倍上回っており，EC市場においては7倍上回って

いると推定している。しかし，これらの比較は輸出国に対するネットでの利益

や損失を正しく表しているとは言えないようである。つまり上記の研究はMFA

制限の下では輸入割当レントは100％輸出国に移転すると仮定しているが，この

仮定の妥当性には疑問が残るのである。たとえば，開発途上国からの繊維・衣

服製品輸出業者はしばしば零細企業であり，これが輸入国の巨大な流通業者と

対時する場合には，そこでの価格交渉によって輸出国に移転されるはずのレン

トの一部分は輸入業者によって獲得される場合も少なくないと考えられる。し

たがって，レントが一部しか輸出国に移転されないとすれば，ネットでの途上

国の損失はさらに大きいものとなるわけである。

（2〕貿易転換効果（Trade　Diversion）

　MFAは多くの差別的な数量制限によって構成されるものであるため，貿易パ
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ターンに対してもさまざまな影響を及ぼす。つまり制限を強く受けている国か

らの輸出が減少し制隈の少ない国からの輸出が増加するというわけである。Keesing

andWolf（1980）も指摘するように，MFA制限は開発途上国のみに適用され

るものであるため，先進工業国からの輸出を増加させ開発途上国からの輸出を

減少させるというかたちでの貿易転換効果をもたらすものである。こうした貿

易転換は先進国と開発途上国との間でのみ生じるものでなく開発途上国間でも

見られる。

　MFA加盟国の数は非常に大きいものであるが（MFA剃II期においては42か

国），個別の制限は輸出国と輸入国との間の二国間協定によって定められるた

め，実際に制限を受けている国の数はこれよりはるかに少ないものである。MFA

に基づく制限を強く受けているのはアジア地域を中心とする主要輸出国であり，

ラテンアメリカ諸国などは制限をあまり受けていない。表9にみられるように

香港や韓国などの主要輸出国はMFAによって非常に大きな制限を受けている

が，ラテンアメリカ諸国に対する制限は比較的小さい。加えて，香港や韓国な

どに課せられた数量制限枠はそのほとんどが消化されているが，コロンビアや

メキシコなどの数量制限消化率は50％に満たないものである。また，ロメ協定

表9　特定国におけるMFA数量割当のカバレッジ率と割当消化率
（％）

カバレッジ率a 消化率b

対アメリカ　　対EC　　対アメリカ　　対EC

コロンビア

香港

韓国

メキシコ

40，1

75，7

76，4

45．4

63，5　　　　　　　　43，5

94．7　　　　　　　100，0

95，1　　　　　　　96．2

6，4　　　　38．6

35，5

79，0

89，4

9．8

a．輸出合計に対するMFA制限に服する輸出の割合

b．MFA割当量に対する実際の輸出額の割合

（出所）GATT1984
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の規定によればACP（アフリカ，カリブ海，太平洋）諸国はその原材料が国産

またはECからの輸入晶である場合にはECによるMFA数量割当制限の適用を

受けないことになっている。さらに，最近アメリカによって定められた「スー

パー807条項」は，カリブ海諸国からの繊維・衣服製品輸入に対するMFA制限

の適用を免除している。つまり，アメリカの原材料によって加工された衣服装

晶はMFA制限を受けることなくアメリカに逆輸入できるというわけである。

このように，MFAによる数量割当制限は，GATT19条に基づくグローバルな数

量割当とは異なり差別的な性質を持つため，開発途上国のうちあるものは他国

に対するMFA制限により利益を受けているという主張がしばしばなされてい

る。たとえばCable（1981）はラテンアメリカや東ヨーロッパなどの競争力の弱

い輸出国はMFAによって市場シェアを保障されていると述べている。同じよ

うにWolfは差別的な数量割当は国内生産者とともに制限を受けない輸出国の利

益につながるものであるとしている。

KeesingandWo1f（1980）は！950年代末から1960年代にかけてのデータを用

いて貿易転換が起きたという結果を得ている。つまり，日本が1950年代にアメ

リカに対する繊維・衣服装晶の自主規制を発表するや否や香港がこの間隙を埋

めるべく輸出を著しく伸ばしてきたのである（表10参照）。さらに，Wolf（1987）

によれば1981年から85年にかけて，アメリカ市場においては厳しいMFA制限

表10アメー』カに対する綿製品輸出額

（100万U．S．ドル）

日本

香港

その他のアジア諸国

その他

　　　合　　　計

1956

84．1

　0．7

1513

54．2

154．3

1961

69，4

72，0

25，0

36．9

203．3

｛出所〕Hunsberger1964
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を受けているアジアの三大輸出国からの輸入は年率10％以下の上昇にとどまっ

たのに対しその他の開発途上国がらの輸入は22％，ヨーロッパからの輸入は33

％も伸びているという事実を見いだしている。

　しかしながら，アジア三大輸出国からの輸入の伸び率がその他の開発途上国

からの輸入の伸び率を下回っているという事実は，必ずしもこれがMFAによ

ってもたらされたということを意味するものではない。つまり，伸び率の違い

は比較優位のシフトによってもたらされたかも知れないからである。Erzan，Goto，

and　Holmes（1989）はMFAに基づく貿易転換がどの程度であったかについて

の推計結果を報告しているが，これによれば，MFA制限を受けていない開発途

上国が制限を受けている開発途上国の犠牲の下に増やした輸出は10％に過ぎな

いとされている。さらに，MFA制限は繊維・衣服製品貿易の現状のパターンを

固定しがちであるため，比較優位のシフトをかえって遅らせることもある。こ

うした効果や海外直接投資に基づく貿易転換については，以下経済開発に対す

る長期効果の項で改めて述べることにする。

（3）アップグレード（高晶質化）

　多くの研究によればMFAのような数量制限は輸出製品のアップグレードを

もたらすとされている。厳密に理論的にみれば数量制限はアップグレードにも

タウングレードにもっながるということがLeffler（1982）の研究に示されてい

る。しかし，実際のデータに基づいた多くの実証研究によれば，こうした数量

制限はアップグレードをもたらす場合がほとんどのようである。

　たとえば，C1ineは輸出数量の伸びと実質価格の伸びとを比較してアップグレ

ードを検証している。つまり，彼の研究によればMFAが締結される前の1961

年から72年にかけては実質価格の伸びが比較的緩やかだったのに対し，MFAが

締結された直後（1972年から77年）には実質価格が急上昇しているのである。

同様にWo1fは1981年から84年のデータを用いて，香港，韓国，台湾などの制限
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を受けている輸出国からの繊維製品輸入の単位価格は急上昇しているものの，

日本，ヨーロッパ諸国や制限を受けない開発途上国からの単位価格はドル高の

ためかえって低下しだということを見い出している。

　しかし，こうしたアップグレードについての議論に疑問を投げかける研究が

ないわけでもない。たとえば，Tarr　and　Morkreが述べているように，MFA

などの数量制限の有無に関わらず，技術進歩や労働の質の向上のため輸入製品

の質は時間とともに上昇してくるものである。輸出製品の質は時間とともに上

昇するものであるため，上記の諸研究の結果は必ずしもこうしたアップグレー

ドがMFA制限によってもたされたものであるとはいえないというわけである。

　　　　　　　　6．MFAの輸出国に対する長期的経済効果

　すでにみたように繊維・衣服製品に対する国際的制限が1961年に開始されて

以来30年以上が経過しており，しかも近い将来こうした制限が撤廃されるとい

う兆候はみられない。このようにMFA制限は永続的性格を有するため開発途

上国の経済開発に対しても重大な影響を及ぼしているようである。

（1〕海外直接投資

　たとえば，Kumar　and　McLeod（1981）の研究によればMFAは制限を強く

受けている国から比較的制限の弱い国に向けての海外直接投資を促進したとさ

れている。つまり，香港，韓国などの主要輸出国がMFA制限は半永久的に続

くものであるという認識を持った場合，他の制限を受けていない国へ向けての

海外直接投資を増加させるわけである。たとえば，香港の繊維・衣服製品生産

者の多くは中国など他のアジア諸国へ向けての海外直接投資を積極的に行って

きた。そして，こうした投資の多くは，MFA制限や関税を事実上回避するため

に行われているのである。筆者がドミニカ共和国を訪れた際のヒアリング調査

によれば，近年アジアの主要生産国からの海外直接投資が急増しているが，こ
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れは主としてMFA制限によるものであり，アジア輸出国に対するMFA制限

がなければドミニカ共和国やジャマイカなど比較的高コスト生産国に向けての

投資は低水準にとどまっていたであろうと推測される。

　こうした海外直接投資は，技術移転などを伴うことも多く，受け入れ国の経

済開発を促進させる場合が多い。しかしながら，MFAはこうした投資受け入れ

国からの輸出が急増することを許容してないようである。たとえば，韓国から

の投資によってバンクラデッシュが衣服生産を急増させ輸出も増加させた際，

先進工業国はバンクラデッシュと二国間協定を結び，その輸出を抑制したので

ある。

（2）新規参入の阻止

　ある意味ではMFAは繊維・衣服貿易パターンの現状を固定しようとするも

のであり，比較優位の変化による貿易パターンの変化を抑制する効果を持つも

のである。歴史的にみれば，繊維・衣服装晶に対する比較優位の変化により貿

易パターンが変化してきた事例が多く見受けられる。例えば，日本は明治維新

以来，生糸や綿製品の輸出によって経済発展を遂げてきたが，日本の資本蓄積

が進み賃金率が上昇するにつれてその生産は資本集約財へと変化してきた。こ

れに応じて，香港や韓国などが繊維・衣服装晶に対する比較優位を獲得しでき

たわけである。KeesingandWolfの主張によれば，現在もしMFAの制限がな

かったとすれば，比較優位が日本から香港や韓国のアジア主要生産国に移りそ

れとともに後者の輸出が急増してきたのと同様に，香港，韓国などのアジア主

要生産国から他の開発途上国へ比較優位が移り，こうした発展段階の遅れた開

発途上国からの繊維・衣服製品輸出がより急激に伸びていったはずである。し

かし，MFA制限により，貿易パターンが固定されたため依然として香港，韓

国，台湾などのアジア主要生産国からの輸出が大きなシェアを占めているとい

うわけである。
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　MFAが，比較優位のシフトに基づく貿易パターンの変化を妨げるのは次の2

つの理由による。まず第1に数量制限レントの存在によって香港や韓国などは

繊維・衣服製品生産の比較優位が他の開発途上国ヘジフトした後も生産を続け

ることが可能になる。第2にMFAは新規参入を直接的に抑制する効果がある。

この第2の新規参入抑制の代表的な事例としては前節に述べた1980年代におけ

るバンクラデッシュを挙げることができる。バンクラデッシュは世界で最も貧

しい国のひとつであり，これに対する開発援助は巨額にのぼっている。しかし，

韓国からの投資によってその衣服輸出は，1979年にはゼロに尊しがったものが，

8年後の1987年には5億ドルに達したのである。しかし，アメリカなどはバン

クラデッシュに対してMFAに基づく二国間制限協定を締結させることに成功

した。この結果として当時バンクラデッシュに700以上もあった衣服工場のうち

300以上が閉鎖に追い込まれた。このように貧しい国に対してMFA制限が課せ

られた例はバンクラデッシュにとどまるものではなくスリランカなどほかにも

多数存在する。

Keesi㎎andWolfも述べているように，貿易制限というものはほとんどの場

合有害であるが，MFAのような恒久的な制限は新規参入の抑止という形で，比

較優位シフトに基づく国際分業形態の変化を抑制するため，より有害であると

いえそうである。

　　　　　　　　　　　　　　　　7．結語

　以上，繊維・衣服貿易の現状及びMFAの歴史を概観した後，MFAが輸出国

に対しどのような影響を及ぼすかを検討してきた。最後にその要点をまとめて

小論を締めくくることにしたい。まず，MFAは繊維・衣服製品の輸出国たる開

発途上国に対し，短期的には次の4つの効果を及ぼすものである。つまり，（1）

輸出機会の喪失，（2）数量制限レントの移転，（3）制限を強く受けている国から制

限の弱い国への輸出数量のシフト（貿易転換），（4）輸出製品のアップグレード，
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がそれである。このうち（2）の数量制限レントの移転は輸出国たる開発途上国に

とってプラスになるものであるが，多くの研究によればこの移転された数量制

限レントは失われた輸出機会に比べればはるかに小さいもののようである。さ

らにMFAは恒久的に継続されているため輸出国の経済開発に対し長期的な影

響を及ぼしている。MFA制限によって，制限を強く受けている国から制限の弱

い国へと海外直接投資が進み，後者の経済開発を促進するという正の効果も否

定できないが，多くの研究によればMFAはさまざまなかたちを通してほとん

どすべての国の経済開発を阻害しているようである。

　既に述べたように現在のウルグアイ・ラウンドの交渉の中で，MFAを撤廃

し，繊維・衣服貿易に対してもGATT原則を適応しようとする試みがなされて

いる。最近の状況を見るとウルグアイ・ラウンドが成功するか否かについては

予断を許さないところであるが，本稿でみたように，MFAが輸入国ばかりでな

く輸出国たる開発途上国に対しても多大な悪影響を及ぼしていることに鑑みれ

ば，繊維・衣服製品貿易の自由化は急務の課題であると言えよう。
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（1）

ISDN時代のPCE

宮　崎　　耕

　　　　　　　　　　　　　　　1　はじめに

　1980年代後半以降，ディジタル通信技術を応用したデータ通信環境が急速に

整備され，従来，専用回線や公衆電話回線を使ってWANを形成していた企業

ユーザは，高速ディジタル回線やISDNを効果的に使い分けることによってコ

ストパフォーマンスの高い通信システムの構築を進めた。

　また，組織単位でLANの導入を進めてきた研究・開発ユーザは，ディジタル

回線を利用してインターネットを構築し，各自のWS（ワークステーション）か

ら全世界のWSに直接アクセスし，高速でコストのかからないメッセージ交換

やデータ転送を可能にする環境を整備した。

　多くのコンピュータユーザが新しいデータ通信環境を活用し，その恩恵を享

受している中で，個人PCユーザのデータ通信の形態は，ここ10年間はとんど変

化していない。旧態依然として，公衆電話回線を使ったホスト局アクセス方式

のPC通信での，メッセージやデータの交換が行われている。

　現在の主流は，送り手と受け手がリアルタイムで交信を行う直通方式である。

送り手と受け手がそれぞれホスト局に接続して，間接的に交信を行うホスト局

方式は亜流となり，個人ユーザのPC通信特有のものとなってきている。（第1

※　本稿を作成するにあたって，定道宏教授（神戸大学）と布上康夫教授（甲南大学）

　から貴重なコメントを頂き，ここに謝意を表する。

（1）Personal　Communication　Environment
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ホスト局

P　C

送信ユーザ

P　C

受信ユーザ

ホスト局方式

　P　C　　　　　　　　　　　　　p　C
送信ユーザ　　　　　　　　　　　　　　　　受信ユーザ

　　　　　　　　　直通方式

　　第1図　PCコミュニケーションの接続形態

図）

　直通方式では，電話やファクシミリと同じように，送信者からのメッセージ

やデータがリアルタイムで受信者自身のPCに直接届けられるのに対して，ホス

ト局方式では郵便私書箱や伝言ダイヤルサービスのように，メッセージの送信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
者だけでなく受信者もまたホストコンピュータにアクセスしなければならない。

　本稿では，メッセージ交換，データ転送の利便性および通信，計算機資源の

利用効率の両面で優れた直通方式の通信形態が個人のPCコミュニケーションで

（2〕受信メッセージの有無さえホストコンピュータにアクセスしない限り分がらない。

　したがってユーザは定期的にホストコンピュータにアクセスしてメールボックスを

　チェックすることが必要となる。
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積極的に利用されない原因を検討し，ISDNを活用したディジタル通信時代にふ

さわしいPC通信環境の具体像を提示する。

　　　　　　　l1　直通型PCコミュニケージ目ンの問題点

個人PCユーザが直通方式の通信形態を積極的に利用しない主たる原因とし

て，つぎの2点を指摘することができる。

　1．ホスト局方式に比べ通信コストが割高となる。

　2．相手ユーザ不在時にはメッセージ交換が不能である。

1．通イ言コスト

　ホスト局方式では，ユーザの通信コストを低減するため通常つぎのような方

策がとられている。

①アクセスポイントの設置

　各地にアクセスポイントを設置し，アクセスポイントからホストコンピュー

タまでの通信コストをホスト局側の負担として，ユーザには最寄りのアクセス

ポイントまでの通信コストだけを負担させる。

②DDX－Pへの接続
　　　　　　　　　　　　　　（3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〕
　ホストコンピュータをDDX－Pに接続し，ユーザにはDDX－TPを利用して

接続させる。

　DDX－TPは通信距離による料金差がほとんどなく，接続時間と転送データ量

に応じた課金方式となっているため，特に遠距離間の通信ではかなりのコスト

低減効果がある。

　これらの通信コスト低減策が施された結果，直通方式がホスト局方式よりも

（3〕Digital　Data　eXchange－Packet：第ユ種パケット交換サービス

（4〕DDX－Telephone　Packet：第2種パケット交換サービス
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕
通信コストの面で有利なケースは，送信ユーザと受信ユーザが同一MAに含ま

れる場合など，極めて限られたものとなる。

　例えば，神戸一東京間で（I〕断続的に計20行のメッセージ交換を行った場合，

（2）連続的に30KBのデータ転送を行った場合一一の通信コストを比較するとそれ

ぞれつぎのようになる。（第2図）

神戸 東京
r．■■一・一・一・・…　　一一・…　　■’．’『 r一一’．一i‘‘・・‘・…　　一一一…　　‘’．

1アクセスポイント1 ホスト局

専用回線

メッセージ交婁の場合

I

I

1市内通話
1

9分 30円

19毒ゲニン〆■一・一’亨一夕転送の場合1市内通話　　260パケット　l　　g分

30円

90円 ユ30円
i 長距菱通蟹6分PC

一400円
PC

送信ユーザ 受信ユーザ
I

■一一■P公衆電話回繧　　・・・・・・・…レパケヲト交養縮

通信コストの算出条件

　通信時間：直通方式では6分間，ホスト局方式ではログイン，ログアウト等の手続きに要する時間

　　　　　　を考慮して9分間。
　パケット数：メッセージ交換については，1行をユパケット（128オクテット）として計20パケット，

　　　　　　データ転送については，所要パケット数240パケット（＝30×！024／128）にホスト局

　　　　　　でのログイン，ログアウト等の手続きに要するパケットとして20パケットを加算して

　　　　　　いる。
通信コストは1993年3月末現在のNTTの平日昼間料金で算出した。
通信回線の基本料金やホストコンピュータの利用料金は含んでいない。

　　　　　　　　　　　　　　第2図　通信コストの比較

（5）Message　Area：単位料金区域
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　直通方式ではメッセージ交換，データ転送ともに400円の通信コストがかかる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛6〕
のに対して，ホスト局方式ではアクセスポイント利用の場合はどちらも60円，

送信ユーザがDDX－TP利用の場合でも，それぞれ140円，250円となり，コス

ト負担の軽減効果が確認できる。

2．相手不在時のメッセージ交換

　ホスト局方式では，メッセージやデータはホストコンピュータに蓄積される

ので，ホストコンピュータが稼働状態であれば，受信ユーザの状態にかかわら

ず（たとえ相手がPCの電源を切っていても）いつでもメッセージやデータを送

信しておくことができる。これに対して直通方式では，相手PCが交信可能な状

態でない場合（例えば，相手が不在でPCの電源が切られている場合）にはメッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
セージやデータを送信することができない。

　　　　　　lllパケット通信網利用による通信コストの低減効果

　さまざまな通信形態でPCコミュニケーションを行った場合の通信コストはつ

ぎのとおりである。（第1表）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛8〕
　送信側PCと受信側PCをパケット通信網（DDX－P，INS－P）によって直結

した場合の通信コストは，計20行の断続的なメッセージ交換ではわずか10円，

30KBの連続的なデータ転送でも120円に抑えられる。

　メソセージ交換を行った場合の通信コストは，ホスト局方式でアクヤスホイ

（6〕ホスト局方式では，受信ユーザ側の通信コストにも留意しなければならない。

（7）この点については，留守番電話機，自動受信機能付きファクシミリなどPC通信以

　外の直通方式の通信ですでに実現されている着信に対する自動応答機能を受信側ユ

　ーザが具備することで対応しなければならない。この問題に関しては別稿（宮崎　耕

　「INS－P（Dチャンネル）を利用したPCファイルリンクシステム」一参考文献［6］）

　に委ねる。

（8）Information　Network　System－Packet

253



経済経営研究第43号

第1表　通信コスト比較一覧表
（単位：円〕

通　偏　コ　ス　ト
描　続　形　態

20行の断続的なメ・ソセージ変換

洛蜻､　　　　　受備側

　30KBの連続的なデータ転送

乱M側　　　　　受備側
通信側

ﾊ信種別

接統

緖ｮ
受信側

ﾊ信橿別 接統料

ﾊ語科

パケット

ﾊ信料

接続料パケ・，ト

ﾊ；舌料　通信料

合　甜 接統料

ﾊ話料
パケット

ﾙ借料

接続料パケ・，ト

ﾊ話料　通借料

合　計

DDX・P，lHS・P 直通 D眺・P，lHS・P 1o 1o 1室。 120

DDX・P．lHS・P ホスト DDX・P』HS・P 加 20 如 130 130 260

7クセスポイント ホスト DDX・P，lHS・P 30 20 5o 30 130 I60

DDX・p』HS・P ホスト アクセスポイント 20 30 50 130 30 160

アクセスポイント ホスト アクセスポイント 30 30 60 30 ヨ。 60

DDX－TP 直通 DDX・P 60 10 70 60 120 130

DDX－p 直通 DDX－TP 60 1o 70 oo 120 1暑O

DDX－TP ホスト DDX・P．INS・p 90 20 別 130 畠。 130 130 350

DDX・P．INS・p ホスト DDX－TP 20 90 20 130 1宮。 邊。 130 350

DDX－TP ホスト アクセスポイント oo 20 30 140 90 130 30 250

アクセスポイント ホスト DDX－TP 呂。 90 20 140 30 90 130 250

DDX－TP ホスト DDX－TP 蓼。 20 90 20 220 oo 130 雪。 130 仙。

電話回線 直通 電話回親 400 400 400 400

※算出条件は，第2図と同一である。

ソトを利用した場合の6分の1，公衆電話回線を利用した直通方式の場合と比

べると実に40分の1であり，データ転送を行った場合の通信コストも，ホスト

局方式で送受信側のどちらかがDDX－TPを利用した場合の約半分，公衆電話回

線による直通方式の10分の3に抑えられる。

　パケット交換サービスでは，通信時間に関係なく転送されたデータ量あたり

で通信料金が課金されるため，通信コストの低減効果は，データ密度が低い断

続的なデータ通信で顕著となる。

　通常，個人間のPCコミュニケーションでは，大量のデータの連続的な転送よ

りも，メールやチャットなどの断続的なメッセージ交換が主流であることを考

慮すると，パケット交換サービスを利用することによって，多くの個人PCユー

ザが，通信コスト面でホスト局方式より有利な直通方式による通信環境を手に

入れることができると考えられる。
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　　　　　　　　　　lV　各種パケット交換サービスの比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔9〕
　NTT（日本電信電話株式会社）が提供しているパケット交換サービスは，パ

ケット網への接続方法によって，①DDX－P，②INS－P，③DDX－TPの3つに

大別できる。（第2表）

第2表NTTのパケット交換サービス
サービス種別

パケット網との接続方法

サービス開始

DDX－P
直結

1980年7月

INS－P

ISDN経由

1990年6月

DDX－TP
電話網経由

1985年4月

　以下，これら3つのサービスを通信品質及び通信機能，コストの面から比較

考察し，各サービスの特徴を明らかにする。

1．接続可能端末

　異なるパケット交換サービスを利用している相手との間の接続はつぎの範囲

で可能である。（第3表）

第3表相互接線可能端末一覧表

発信端末

着信端末

DDX－P
INS－P

DDX－P

○’

INS－P

○．

DDX－TP

DDX－TP
＊：ただし，DDX－Pの76年版X．25端末とは通信できない。

　DDX－TPでは，相手がDDX－Pユーザに限定されており，INS－PとDDX・TP

の間，およびDDX－TP相互間では通信できない。

（9）NTT以外の第一種電気通信事業者でパケット交換サービスを提供しているのは，

　現在のところ地域系のCTC（中部テレコミュニケーション）1社のみであり，個人

　でパケット交換サービスを導入する場合は通常NTTのサービスを利用することに

　なる。
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2．通信品質

各パケット交換サービスの通信晶質と通信機能，利用条件はつぎのとおりで

ある。（第4表）

第4表　パケット交換サービスの主要スペック

サービス種別 DDX－P INS－P・1

DDX－TP
晶質’機能等 48KbPs 9，600bps Bチャンネル Dチャンネル

回線遠度 48Kbps 9，600bps 64KbPs 16KbPs 工，200bps｝

最大パケット長 4，096オクテット 4，096オクテット 4，096オクテット 256オクテット 256オクテット

パケット多重化 最大248チャンネル 最大93チャンネル 最大248チャンネル 最大124チャンネル 不可

端末多重化 不可 不可 不可 最大8台 不可

マルチリンク 可 可 不可 不可 不可

着信課金受付 可 可 可 可 可

国際接続 可 可 可 可 不可

接続可能端末種類 ITU－T　X．25 ITU－T　X．25 ITU－T　X．25 ITU－T　X25 NPT
76．80184年版 76，80，84年版 80，84年版 80，84年版 （一般端末）

およびNPT

データパケット

転送遅延時間 223ms 313ms 450ms 450ms

瞬断に対する耐力 12．5秒 14．O秒 1．上15秒 1．上1．5秒

他トラヒックの影響 なし なし あり あり

トラヒックの定常値 30パケット／秒 3．Oパケット／秒 O．22パケット／秒 O．22パケット／秒

VC接続時の発信条件 なし なし 2秒間に3回未満 なし

VC接続時の着信条件 なし なし 同時着信最大数4 同時着信最大数4

＊11基本インタフェースサービス（INSネット64）を前提としている。

＊2：ただし，標準パソコン（JUST－PC〕手順では，2，400bpsおよび4，800bpsでの接続が可能である。

　　　　　　　　　　　（l　O〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1王〕

DDX・Pのマルチリンク機能とINS－P（Dチャンネル）の端末多重化機能はそ

れぞれのサービスに特有の機能であるが，個人ユーザのデータ通信の場合，こ

れらの機能が必要となるケースは稀で，実質的にはDDX－PとINS－Pに通信機

（10〕複数の物理回線に同一の回線番号を割り当てて，1回線のように利用する接続形態。

（ll）1本のDチャンネルに最大8台の端末を接続して，それぞれの端末ごとに別々の

　相手と同時に通信ができる機能。
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能面での差異はないといえる。

　通信品質，および利用面では，他のトラヒックの影響を受けないDDX－PがINS－P

より優れており，信頼性の高いサービスとなっている。

　DDX－TPには，回線速度が極端に遅いという問題がある。

3．通信コスト

　バケット通信料はサービスの種類を間わず一律となっており，その金額はパ

ケット長に応じてつぎのように定められている。（第5表）

　　　　　　　　　　　　　　第5表　パケット通信料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，（単イ立：円）

通信地域間距離 ！00km以下 100km超

通信時間帯
　平日昼間
i8時～！9時）

平日夜間

yび休日
　平日昼間

i8時一9時〕
平日夜間

yび休日

128オクテットまで O．40 O．24 O．50 O．30

256オクテットまで O．80 O．48 1．OO O．60

512オクテットまでI 1．20 O．72 1．50 O．90

768オクテットまで 1．80 1．08 2．20 1．32

1024オクテットまで 2．30 1．38 2．80 ！．68

1280オクテットまで 2．80 1．68 3．40 2．04

1536オクテットまで 3．20 ユ．92 3．90 2．34

1792オクテットまで 3．60 2．16 4．40 2．64

パケット長

2048オクテットまで 4．OO 2．40 4．90 2．94

2304オクテットまで 4．30 2．58 5．30 3．ユ8

2560オクテットまで 4．60 2．76 5．70 3．42

2816オクテットまで 4．90 2．94 6．10 3．66

3072オクテットまで 5．20 3．12 6．50 3．90

3328オクテットまで 5．50 3．30 6．80 4．08

3584オクテットまで 5．70 3．42 7．10 4．26

3840オクテットまで 6．00 3．60 7．40 4．44

4096オクテットまで 6．20 3．72 7．70 4．62

※1契約者回線番号ごとのパケット通信料の月額が10一万円を超える場合110万円を超える部分について

　10％の割引が適用される。
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　網掛けの部分は128オクテットあたりに換算した料金を示している。このよう

に256オクテットを超えるロングパケット利用時には割安な料金が適用されるた

め，ロングパケットの利用ができないINS・P（Dチャンネル）とDDX－TPは，パ

ケット通信料に関して不利である。

　DDX－TPでは，パケット通信料とは別に通信時間に応じて接続通信料が課金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12〕
されるため，他のバケット交換サービスに比べ通信コストが割高になる。　（第

6表）

　　　　　　　　　　　第6表DDX－TPの接続通信料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（通信時間3分までごと）

符号伝送速度（bpS）

料金（円）

200　　　　　　300　　　　　1．200　　　　2．400　　　　4，800

20　　　　　　　20　　　　　　　　30　　　　　　　30　　　　　　　30

4．固定コスト

パケット交換サービスを利用する場合の月額固定コスト（基本料金）はつぎの

とおりである。（第7表）

第7表　パケット交換サービスの月額固定コスト（住宅月）

サービス種別 DDX－P INS－P
DDX－TP

コスト項目 48Kbps 9，600bps Bチャンネル Dチャンネル

回線使用料（住宅刷 46，230円 26，230円 2，830円 2，830円 1，550円’

INS－P使用料 3，500円 1，000円

機器使用料｛DSU〕 3，700円 3，700円 1，700円 1，700円

計 49，930円 29，930円 ①8，030円 ②5，530円 ③1，550円

既存回線 既存回線が INS－P使用料 INS－P使用料

を活用す ISDNの場合 3，500円 1，000円

る場合の

追加 既存回線が ①一③ ②一③ 不要

コスト 電話の場合 6，480円 3，980円 0円

※各サービスとも屋内配線をNTTからのレンタルとする場合には，屋内配線使用料として60円が必要

　となる。

＊：5級局に収容されている場合。

（12）第1表参照。
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　INS－PとDDX－TPは，それぞれISDNと電話網からパケット網に接続するも

のである。表中最下段に示した金額は，既にこれらの回線を利用している場合

に，パケット網への接続のために追加的に必要となる料金である。

　既にISDNを利用している場合は，月額1，OOO円の追加料金だけでINS－P（D

チャンネル）を利用することができる。また，DDX－TPの利用にあたっての追

加的な料金は一切不要である。

　DDX－Pの月額固定コストは，個人ユーザ向きとはいえない金額である。

5．導入コスト

　パケット交換サービス導入時に必要な費用はつぎのとおりである。（第8表）

　　　　　　　　　第8表　パケット交換サービスの導入コスト

サービス種別 DDX－P INS－P
DDX－TP

コスト項圓 48Kbps 9，600bPs Bチャンネル Dチャンネル

施設設置負担金 102，O00円 102，OOO円 ③72．OOO円 ③72，OOO円 ⑤72，OOO円

契約料 800円 800円 800円 800円 800円

基本工事費 4，500円 4，500円 4，500円 4，500円

屋内配線工事費 3，800円 3，800円 3，800円 3，800円

機器配線工事 4，500円 4，500円

機器工事費（DSU） 6，000円 6，OOO円 8，500円 8，500円

取扱所交換設備工事 16，000円 16．O00円

パケット利用関連工事 ④2，OOO円 ④2，000円

計① 133，100円 133，100円 96，100円 96，1OO円 72，800円

既存回線 既存回線が 基本工事費十 基本工事費十
を活用す ISDNの場合 ④3，000円 ④3．O00円

る場合の

追加 既存回線が ①一③ ①一③ ①一⑤

コスト 電話の場合 24，100円 24，100円 800円

DCE阯② 362，000円｝ 198，OOO円閑 180，OOO円州 99，800円帖 19，800円“

合計①十② 495，IOO円 331，100円 276，100円 195，900円 92，600円

＊1：DDX－PではPAD，INS－PではPAD付TA，DDX－TPではモデムが対応する。表示した価
　　格は，1992年10月現在「日経データコム」（日経BP社）において性能・機能一覧表に掲載されて

　　いるもののうち，最も安価な機種の定価である。

＊2：カナダBDAInstmments〔日商エレクトロニクス〕，MPX．25000mini－PADシリーズF1目sb，1990

　　年5月発表
＊3：岩崎通信機〔岩通データシステム〕，パケット通信ユニットPX一ユ，1990年10月発表

＊4：日本電気，DATAX　iZ7200A，1991年12月発表／出荷

＊51三双電機，ALEX・64．1991年10月発表／1991年12月出荷

＊6：アイワ，PV－Mユ2．1990年9月出荷（同価格で他に3機種あり。〕
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　DDX・Pは，導入コストの面でも個人ユーザには不向きである。

　他方，DDX・TPは，既に電話回線とモデムを持っているユーザならばわずか

800円で導入することが可能である。

6．各種パケット交換サービスの価格性能比較

以上の比較結果を整理するとつぎのようになる。（第9表）

第9表 各パケット交換サービスの比較

DDX－P INS－P
DDX－TP種別 48Kbps 9，600bp昌 Bチャンネル Dチャンネル

相互接続可能性 ◎ ◎ ○ ○ X

通信晶質・機能 ◎ ◎ ○ ○ △

通信コスト ◎ ◎ ◎ ○ △

固定コスト X × △ ○ ◎

導入コスト X X △ ○ ◎

既設回線の活用 × X ○ O ◎

通話モード併用 X × ○ ◎ ○

※記号説明 ◎：特に優れている，○：優れている，△：やや劣っている，×：劣っている

　さらに，各パケット交換サービスの特徴をまとめるとつぎのようになる。（第

10表）

東10表 各パケット交換サービスの特徴

サービス種別 パフォーマンス コ　ス　ト 適　用　回　線

DDX－P
高機能・高品質・高

M頼性を確保

導入コスト，固定コ

Xトともに高価

大規模ネットワークの基幹回線，

zスト回線

INS－P

一般的な二一ズに対

梔ﾂ能な基本的機
¥・品質を具備

低廉なコストで導入，

ﾛ持することが可能

大規模ネットワークの足回り回

?竰?ｬ規模ネットワークの構

z用回線

DDX－TP
DDX－Pへの接続
ﾉ必要となる最小限

ﾌ機能のみ

極めて安価に導入で

ｫ，固定コストは不

v
DDX－Pホストヘ接続する端末
?[ザのための簡易データ回線
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　　　　　　　　　　　　　　　V　おわリに

　昨今の通信インフラの革新に対応して，多くのシステムが水平分散的な広域

ネットワークの形成を進める中で，未だに垂直集中型のホスト局方式が主流と

なっているPCコミュニケーションの世界は，時代の趨勢に取り残された感があ

る。

　ホスト局方式がPCユーザに支持され続けている要因の一つは通信コストの有

利性である。このことが個人のPC通信環境の向上を遅らせる結果となってい

る。送受信PC間でダイレクトにメッセージ交換やデータ転送を行う効率的で利

便性に富んだ直通方式を普及させるためには，パケット網の利用による通信コ

ストの低減が不可欠である。

　従来から提供されているDDX－PとDDX－TPの2つのパケット交換サービス

は，コスト面と性能面で個人ユーザの要求を満たすものではなかったが，1990

年6月に開始された「INS－P」は，パケット通信網の基本的機能と晶質を低廉な

コストで提供するコストパフォーマンスの高いサービスであり，個人ユーザに

実用的なパケット通信利用の道を拓くものである。

　個人PCユーザの間でINS－Pの導入が進み，パケット網を利用した通信が普

及すれば，「個人のパソコン通信＝ホスト局方式」という従来の常識は払拭さ

れ，既に企業ユーザや組織LANユーザの間では一般的な「直通方式＝エンドツ

ーエンド型」の通信環境がPCコミュニケーションの世界でも整備されることに

なる。（第3図）
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ホストサービス局

　　　　PC　　　　　　PC
従来型のPCコミュニケージ≡1ンの形態

データベース

サーピス属

　　　　　　　　　　　　　　　　PC

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PC

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PC　　　　　　　　PC

　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　S　ON崎代のP　Cコミュニケージ…1ンの形態

　　　　　　　　第3図　1SDN時代のPCコミュニケージ≡ン

ISDNには，パケット通信モードのほかディジタル通信モードや通話モードが

ある。（第4図）

　　　　　　　　　　　　　　　…一騎薮一他上擬・1

麗
鰯璽麗圃 SW

ディジタル通信モード

PC

㎜OE
通話モード（モデム通信〕

第4図 lSDNの通信そ≡一ド
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　ISDNの諸機能を活用すれば，

（1）比較的短いメッセージの断続的な交換にはパケット通信モード（INS・P）

（2〕大量のデータの連続的な転送にはディジタル通信モード（INS・C）

13〕電話網に接続された相手とのモデム通信には通話モード

　というようにデータ通信の特性に応じて各モードを効果的に使い分けること

が可能であり，ディジタル通信時代にふさわしい理想的なPCコミュニケーショ

ン環境へと発展させることが可能である。

　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

［1コD．A．Marchand，F．W．Horton，Jr．，“Infotrends：PrOfitingfrOmInfOrmation

　　Resources”，John　Wiley＆Sons，Inc．，1986

　　（栗原史郎他訳，『インワォトレンドー情報とビジネス戦略一』，オーム社，1989年）

［2］飯沼光夫他，『情報経済論』，有斐閣，1987年

［3］　日本電信電話㈱パケット通信事業本部，

　　　　『NTT　Packet　News』，1991年一1992年

　　　　『パケット通信サービス導入ポイントガイドブック』，1991年

　　　　『パケット通信ガイド／品質編』，1992年

［4］　日本電信電話㈱ISDN推進部，『INSネット販売マニュアル』，

　　一二三書房，1991年。

［5］日経コミュニケーション別冊，『通信サービス利用ガイドブック’93』，

　　日経BP社，1992年。

［6］宮崎　耕，「INS－P（Dチャンネル）を利用したPCファイルリンクシステム」

　　国民経済雑誌，第166巻第6号，pp，87－104．1992年。

※この研究は，文部省科学研究費補助金一研究成果公開促進費（データベース）〔申請番号：

64（平成5年度）〕，試験研究（B）（2〕〔課題番号：04553001〕の交付を受け，また神戸大学と

㈱日立製作所との共同研究として実施したものである。
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BBSによる日本貿易統計データベースシステムの利用

中　原　昭　宏

　　　　　　　　　　　　　　　1．　‘まじめ‘二

　本システムは，汎用コンピュータ上に構築した「日本貿易統計データベース

システム」（文献1）を，ワークステーション（SUN製SPARC　Station2［ホ

スト名：sirius］）のリレーショナルデータベース管理システム「Empress」上に

移行・再構築したデータベースである。本データベースは，SiriuS上での利用だ

けではなく，公衆回線を使用してワークステーション（日立製2050／32［ホスト

名：janus］）上のBBS「SK－BBS2」を経由して，パソコン端末からの利用も

可能としている。

　以下では，本データベースシステムのシステム構成，日本貿易統計データベ

ース，パソコン端末からの日本貿易統計データベースの利用及ぴダウンロード

について論ずる。

　　　　　　　　　　　　　　2．システムの積成

　Empressのあるホスト名siriusと日本貿易統計データの実データが格納され

ているホスト名spicaとBBSのホスト局であるjanus及び利用者のパソコン端

末は，図1のように接続される。また，研究所内Ethemetと共同研究室内の

Ethernetとはランデック製リピータ（CR－2001）で接続されている。

　利用者は，パソコン端末から通信プログラム（たとえば，「まいと～く」）を

用いてjanusにログインし，BBS「SK－BBS2」（文献6）を経由して，sirius

上の貿易統計データベースを容易に利用することができる。
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図1　システムの構成因

日立製ワークステーション

ポスト名
OanuS］

2050／32

一スト名 H　l・∪X／W
利用百ハン＿1ノ蜥木

ianuS］ 通信プログラム

S　K－B　BS2 （VT100エミュレータ）

共同研究室内Ethemot

ホスト名 ホスト名
［SiriuS］ ［spica］

S　u　n　OS H1一∪X／WE
リピータ

Emp　r6s　s
日本貿易統計

データーべ一ス

SuN製ワークステーション 日立製ワークステーション

SPRAC　Station2 3050

研究所内E－hemet

560！20エミュレータ 560／20エミュレータ

日立製FLORA3020F

利用者パソコン端末

日立製FLORA3020F

　　　　　　　　　　　　3．日本貿易統計データベース

　日本貿易統計データは，補助記憶装置の大きいワークステーション（日立製

3050［ホスト名：spica］）上に実データを格納し，NFSにより利用することに

した。

　DBMS（データベース管理システム）については，操作性の観点からリレー

ショナル型データベースが最適であると考え，EMPRESS　SOFTWARE社製

「Empress」を採用し，データベースを構築した。
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　日本貿易統計データベースには現在，輸出品目名テーブル（1）及び輸入品目名

テーブル（1），国名テーブル（1），輸出品目別・国別貿易統計テーブル（1㊦及び輸入

品目別・国別貿易統計テーブル（1割，輸出品目別・国別貿易統計テーブル（年次

データ）（1）及び輸入品目別・国別貿易統計テーブル（年次データ）（1）の合わせ

て35のテーブルが作成されている。

①輸出品目名テーブル（exportitem）及び輸入品目名テーブル（importitem）

　　　（財）日本関税協会サービス事業部発行の1991年版商品名テープより，デ

　　ータを整理して作成した。

　　　輸出品日名テーブル（exportitem）
表1
　　　輸入品日名テー1ブル（importitem）

欄　名 データタイプ 内 容

char 商品名コード
＝＝�E1 ま一理＝1…1雌・1蜆一一＝＝一＝　｝＝一＝岨挫11壷1三1圭善

I■一一一一一一一一1一■1’’一一■1■■一一■11一一一1一一一■一一一1I．I1－I一■1111』’■I’一

goods char 商品名（英文）

hinmei kanji 商品名（邦文）

（注）欄名の醸はインデックスが作成されていることを示す。

表2　国名テーブル（NATlON）

欄　名 データタイプ 内 容

char 国コード （3桁数字）関税局
｢11＝＝三一≡。一二＝一≡」二一批＝≡1一土。＝二｛1＝二一二一三1…」三1一一1一三批・一“一一

COdej char 国コード （3桁数字）JIS

code2 char　． 国コード （2桁英字）JIS

code3 char 国コード （3桁英字）JIS

kokumei kanji 邦文国名

name char 英文略名

COuntry char 英文国名

（注）欄名の醸翻はインデックスが作成されていることを示す。
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②国名テーブル（nation）

　　関税局独自の3桁の国名符号及びJISの国コードからも国名が引けるよう

　　に作成した。

③輸出品目別・国別貿易統計テーブル（exportnn）及び輸入品目別・国別貿易

　統計テーブル（importnn）

　　大蔵省関税局から毎月発行される品目別・国別貿易統計データ（現在1978

　　年一1992年）を使用し，各月のデータを年単位で商品コード及び国コード

　　　輸出品目別・国別貿易統計テーブル（export78～export92）
表3
　　　輸入品日別・国別貿易統計テーブル（import78～import92）

欄　名 データタイプ 内 容

char 商品名コード
11搬1章1鵜1蝶11…1幸1胆．羊1≡11．1111。；。

char 国コード（3桁数字）関税局
Z■■・．±．・一＝一’　　　　　一一一■・■・ユ1■・■1■一・一±1・一・’一＿・二」

unit1 char 第一単位

unit2 Char 第二単位

volume1　01 longinteger 1月 第一数量
凹volume2　01 longinteger 1月 第二数量
■amount　01 dollar 1月 価額（千円）

’

2月～11月（1月と同一形式）

volume1　12 longinteger 12月 第一数量
一volume2　12 longinteger 12月 第二数量
一amount　！2 dollar 12月 価額（千円）

　　　川
tvolume1 decimal 第一数量合計

tvolume2 decima1 第二数量合計

tamount decima1 価額合計（千円）

　（注）欄名の翻はインデックスが作成されていることを示す。
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　　毎に整理し，数量及び価額についてはその年の合計値を求め欄を作成した。

④輸出品目別・国別貿易統計テーブル（年次データ）（exporty）及び輸入品目

　別・国別貿易統計テーブル（年次データ）（importy）

　　大蔵省関税局から毎月発行される品目別・国別貿易統計データ（現在1978

　　年～1992年）を使用し，商品コード及び国コード毎に数量と価額の年次デ

　　ータを作成した。

　各テーブルの形式は表1－4のようになっている。

　　　　　　　　　　4．日本貿易統計データベースの利用

　本システムは，パソコンからjanusのBBS「SK－BBS2」を経由してsirius

へ接続し，日本貿易統計データベースの利用を可能としている。Ethernet上の

janusからsir1usへの接続は，「SK－BBS2」のメニューの中に組み込まれて

　　　輸出品目別・国別貿易統計テーブル（年次データ）（exporty）

表4
　　　輸入品目別・国別貿易統計テーブル（年次データ）（importy）

欄　名 データタイプ 内 容

灘灘111葵11＝1嚇ξ一！。。．。」・

char 商品名コード

char 国コード （3桁数字）関税局
一出一二一1皿1蛆．’・一｛・胆一一雌一1 世1！＾・＝一1一二1＝一三

unit1 char 第一単位

unit2 char 第二単位

tvolume1 decima1 第一数量合計

tvolume2 decimal 第二数量含計

tamOunt decima1 価額合計（千円）

nen integer 年度

（注）欄名の麗はインデッgスが作成されていることを示す。
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おり，利用者はLANの構成を意識することなく容易にsirius上の日本貿易統計

データベースを利用することができる。

　日本貿易統計データベースの利用は，リレーショナルデータベースの標準言

語であるSQLを使用して行うことができる。

　以下ではパソコンで通信ソフトウェア「まいと～く」を使用し，まず，januS

にログインし（文献1，2），次に「SK－BBS2」のメニューからsiriusに接

続し，日本貿易統計データベースを利用するまでの処理について述べる。（図2）

　また，日本貿易統計データベースの検索実行例は付録に示す。

　　　　　　　　図2　日本貿易統計データベースの使用例

①まず，パソコン端末から電話をかけてjanuSにログインする。

②BBSのメインメニューが表示される。

神戸大学世界経済総合データベースヘようこそ〃

Menu　No．OOO一…　神戸犬学世界経済総合データベース　一一…

1：統計データベース　　2：掲示板　　　　　　3：個人メール

4：個人ファイル　　　　5：ネットワーク池　　6：使い方

番号を選んで下さい。（QQ：終了）：1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

③日本貿易統計データベースを選択する

Menu　No．100一…　統計データベース　一一一一一

1：世界マクロ経済データベース　　2

3：計量経済モデルベース

番号を選んで下さい。（Q：終了）：2

：日本貿易統計データベース
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④SiriuSに接続される

Trying．．．

Connected　to　sirius．

Escape　character　is’＾ R’．

Strict　carriage　return／nu11　on　input．

Standard　mapPing　on　output．

SunOS　UNIX（sirius）

login：XXXXXXX
Password：＊＊＊＊＊＊＊

Last　login：Sat　May2210：03：35from　janus

SiriuS％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

⑤日本貿易統計データベースの検索をSe1eCtコマンドで行う。

sirius％ms　trade／trade1

　EMPRESS　V2．4
　（c）エンプレスソフトウエアー　Inc．1985．1986．1987

＊se1ect　nen　tvolume2，unit2，tamomt　kokumei　hinmei Sum
（tamOunt） where　im　ort a，im　ortitem　b，nation　c　where　a．item＝

b．code　and　a．nation＝b，code　and　a．item　match’2709＊’ ou　b　a．

nen

1981

1982

付。1㎜d　unit2　　　　tamount
　　hinmei

9526843　　KL　　￥475，706，771．00

　　石油及び歴青油（原油）

10592433　　KL　　￥580，277，146．OO

　　石油及び歴青油（原油）

kokumei

中華人民共和国

中華人民共和国

1991

1992

39919　　KL　　　　￥741，119．OO
　石油及び歴青油（原油）

188297　　KL　　　￥3，493，866．OO

　石油及び歴青油（原油）

ニュージーランド

ニュージーランド
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SUM（tamount）　＝4234985．OO

＊eXit

SiriuS％

⑥SiriuSの接続を終了する。

SiriuS％幽
Connection　closed　by　foreign　host．

⑦メインメニューに戻る。

Menu　No．100一一一一一統計データベース　一一一一一

1：世界マクロ経済データベース　　2：日本貿易統計データベース

3：計量経済モデルベース

番号を選んで下さい。（Q：終了）：Q

⑧BBSの終了を選択する。

Mem　No，000一一一一神戸大学世界経済総合データベース　一一一一一

1：統計データベース　　2：掲示板　　　　　　3：個人メール

4：個人ファイル　　　　5：ネットワーク他　　6：使い方

番号を選んで下さい。（QQ：終了）：QQ

　　　　　　　　　　　　　　5．ダウンロード

　本システムはSQLによって検索した結果をパソコン端末にMS－DOS形式で

ダウンロードすることができる。利用者はパソコン端末で，たとえば「エクセ

ル」などを使用して，表やグラフを作成することができる。

　以下に検索した結果をダウンロードするまでの例を述べる。（図3）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3　ダウンロードの使月例

①日本貿易統計データベースの検索をseleCtコマンドで行う，検索結果をノtmp／

data1へCSV形式で出力する。

sirius％ms　trade／trade1－

　EMPRESS　V2．4

　（c）エンプレスソフトウエアー　Inc11985．1986．1987

＊set　MSVALSEP　to””・

＊select　nen　tvolume2，unit2，tamount，kokumei，hinmei，sum

（tamOunt） from　im　ort a　im　ortitem　b　nation　c　where　a．item＝

b．code　and　a，nation＝b．code　and　a．item　match’2709＊’

nation　order　b a．nation，alnen　into　dum

rou　b　a．

”／tm／data1”・

＊eXit

SiriuS％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

②／tmp／data1をホスト名janusの／tmp／data1へ転送する。

SmS％胞Connect　to　janus

220janus　FUSION　FTP　server　（Version3．1．7）　ready．

Name　（］ams　xxxxxxxx）　xxxxxxxx
331Password　required　for　xxxxxxxx．

Password：＊＊＊＊＊＊＊＊
230User　xxxxxxxx　logged　in．

ftp＞地200PORT　command　ok1
1500pening　data　comection　for／tmp／data1（128，1．0．50．1622）．

226Transfer　complete．

local：／tmp／data1remote：／tmp／data！

33103bytes　sent　in0．14　seconds　（2．3e＋02Kbytes／s）

ftp＞堕
221Goodbye．
SiriuS％
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③SiriuSの接続を終了する。

SiriuS％虹
Connection　cIosed　by　foreign　host．

④メインメニューに戻る。

Menu　No．100川…　統計データベース　一一一一一

1：世界マクロ経済データベース　　2：日本貿易統計データベース

3：計量経済モデルベース

番号を選んで下さい。（Q：終了）：Q

⑤ネットワーク他を選択する。

Menu　No．000一一一　神戸大学世界経済総合データベース　一一一一一

1：統計データベース　　2：掲示板　　　　　　3：個人メール

4：個人ファイル　　　　5：ネットワーク他　　6：使い方

番号を選んで下さい。（QQ：終了）：5

⑥ダウンロードを選択する。

Menu　No．500一一一一　ネットワーク他　…皿

1：apo11oへの接続　　2：siriusへの接続

4：ダウンロード　　　5：ロギングー覧

7：端末タイプの変更

番号を選んで下さい。（Q：終了）：4

3：spicaへの接続

6：パスワードの変更

274



　　　　　　　　　　　　　BBSによる日本貿易統計データベースシステムの利用（中原〕

⑦端末へのダウンロードを開始する。

端末ソフトをXMODEM手順のダウンロードモードにして下さい。

⑧端末側でXMODEMの受信を行う。

Xmodem　受信

受信中：1

Disk：2574300

data　1．csv

⑨メインメニューに戻る。

Menu　No．500一一一　ネットワーク池　一一一一一

1：apolloへの接続　　2：siriusへの接続

4：ダウンロード　　　5：ロギングー覧

7：端末タイプの変更

番号を選んで下さい。（Q：終了）：Q

3：spicaへの接続

6：パスワードの変更

⑩BBSの終了を選択する

Mem　No．OOO一一一一神戸犬学世界経済総合データベース　一一一一一

1：統計データベース　　2：掲示板

4：個人ファイル　　　5：ネットワーク他

番号を選んで下さい。（QQ：終了）：QQ

3：個人メール

6：使い方
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　　　　　　　　　　　　　　　　6．むすび

　本システムは，ワークステーション上に日本貿易統計データベースを構築す

ることにより，汎用コンピュータでは容易に実現できなかった，各ワークステ

ーションで構築した統計データベースを一元管理し，あたかも一つのデータベ

ースであるかのようにする分散型データベース利用システムの構築を進めるも

のである。

　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

［1コ　中原昭宏「日本貿易統計データベースシステム」経済経営研究年報，第42号，1992

　　年．

［2］中原昭宏「BBSソフトとDBMSソフトを結合したデータベース利用通信シス

　　テムの開発」経済経営研究年報，第40号（II），1990年．

［3］宮崎耕「世界マクロ経済統計データベースシステム」経済経営研究年報，第40号

　　（II），1990年．

［4］定道宏「SQLと時系列データベースについて」国民経済雑誌，第164巻，第5号，1991

　　年．

［5コ『Empress日本語マニュアル』EMPRESS　SOFTWARE社，1989年1月．

［6コ　『BBSホストプログラムSK－BBS2取扱説明書』日立ソフトウェアエンジニ

　　アリング，平成元年7月．

※この研究は，文部省科学研究費補助金一研究成果公開促進費（データベース）

［申請番号：64，代表者：定道　宏］，試験研究B（2）［課題番号：045530001，代表

者：定道宏コの交付を受け，また神戸大学と㈱日立製作所との共同研究として実施

したものである。
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　　　　　　　　付録　日本貿易統計データベースの検索実行例

（1）輸入品目名テーブル（年次データ）から，1981年一1992年のサウジアラビアからの

原油の輸入量を検索する。

sirius％select　kokumei，nen，tvolume2，tamount，sum（tamount），hinmei　from　impor一

ty　a，importitem　b，nationc　where　a．item＝b．code　and　a．nation＝c．code　and　a一

nation＝’137’and　a．item　match’2709＊’order　by　alnen　into　pager；

kokumei

t2　　　　　　　　tamount

サウジアラビア王国

　　　　￥3，730，739，460．00

サウジアラビア王国

　　　　￥4，354，053，752．00

サウジアラビア王国

　　　　￥3，080，016，780．OO

サウジアラビア王国

　　　　￥2，926，324，767．OO

サウジアラビア王国

　　　　￥1，952，110，570．00

サウジアラビア王国

　　　　　￥536，514，561．00

サウジアラビア王国

　　　　　￥635，503，312．00

サウジアラビア王国

　　　　　￥417，248，357．OO

サウジアラビア王国

hinmei

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

石油及び歴青油（原油）

nen　tvolume2　uni

1981　77337350　　KL

1982　82297081　KL

1983　68090117　　KL

1984　67932175　　KL

1985　44838277　　KL

1986　　32160309　　KL

1987　39521987　　KL

1988　34142764　　KL

1989　36201303　　KL
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　　　　　￥501，668，023．00　石油及び歴青油（原油）

サウジアラビア王国

　　　　　￥866，021，201．OO　石油及び歴青油（原油）

サウジアラビア王国

　　　　　￥855，862，116．OO石油及び歴青油（原油）

サウジアラビア王国

　　　　　￥883，589，458．OO石油及び歴青油（原油）

SUM（tamount）　＝20739652357．00

1990　44456459　　KL

1991　53886569　　KL

1992　60067274　　KL

（2）輸入品目名テーブル（年次データ）から，1988年一1992年のフランスがらの乗用自

動車の輸入量を検索する。

sirius％select　kokumei，nen，tvolume2，tamount，sum（tamount），hinmei　from

importy　a，importitem　b，nationc　where　a．item＝b．code　and　a－nation＝c．code　and　a、

nation＝’137’and　a．item　match’28442＊’a．nen　between1988and19929roup　by　a．

nation　order　by　a．nation　a．nen　into　pager；

kokumei　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nen　tvolume2　uni

it2　　　　　　　　tamount　hinmei

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　　1　　　NO

　　￥2，807．OO雪上走行用に特に設計した車両及びゴルフカーその他これに類する

　　車両

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　592　　NO

　　￥367，203．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シりンダー容積が1，OOO立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　1282　　NO

　　￥1，359，455．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

278



BBSによる日本貿易統計データベースシステムの利用（中原）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートルを超え1，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　5435　　NO

　　￥8，029，644．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え3，OOO立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　　11　　　NO

　　￥708，194．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が3，000立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　　1　　　N0

　　￥983．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　28　　　NO

　　￥33，934．00乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え2，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　7　　　NO

　　￥35，096．OO雪上走行用に特に設計した車両及ぴゴルフカーその他これに類する

　　車両

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　3　　　N0

　　￥1，016．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関又はピストン式圧縮点火

　　　内燃機関を搭載したものを除く。）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　626　　N0

　　￥421，108．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　2808　　N0
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　　￥2，878，281．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，000立方センチメートルを超え1，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　10276　　NO

　　￥18，104，491．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを趨え3，000立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　8　　　NO

　　￥79，084．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が3，OOO立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　104　　NO

　　￥114．848100乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え2，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　2　　　NO

　　￥66，925．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が2，500立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　549　　N0

　　￥414，799．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積がユ，000立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　3330　　NO

　　￥4，019，243．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートルを超え1，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　　2　　　NO

　　￥6，920．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関又はピストン式圧縮点火
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　　　内燃機関を搭載したものを除く。）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　11409　　NO

　　￥24，689，957．OO乗用自動率（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え3，OOO立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　12　　　NO

　　￥2，959，876．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が3，OOO立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　93　　　NO

　　￥132，332．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え2，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　　1　　　NO

　　￥5，037．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が2，500立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　2872　　N0

　　￥3，456，239．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートルを超え1，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　6391　　NO

　　￥14，143，084．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え3，OOO立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　　8　　　NO

　　￥708，562．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が3，000立方センチメートルを超えるもの）
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フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　144　　N0

　　￥178，451．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え2，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　33　　　NO

　　￥17，055．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　　1　　　N0

　　￥3，888．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関又はピストン式圧縮点火

　　　内燃機関を搭載したものを除く。）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　32　　　N0

　　￥16，081．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，OOO立方センチメートル以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　1048　　N0

　　￥1，403，711．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，O00立方センチメートルを超え1，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　4772　　NO

　　￥8，627，809．00乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え3，000立方センチメートル

　　　以下のもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　　4　　　NO

　　￥53，012．OO乗用自動車（ピストン式火花点火内燃機関を搭載したもの）

　　　（シリンダー容積が3，000立方センチメートルを超えるもの）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　　4　　　NO

　　￥11，448．OO乗用自動車（ピストン式圧縮点火内燃機関を搭載したもの）
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　　　（シリンダー容積が1，500立方センチメートルを超え2，500立方センチメートル

　　　以下のもの）

SUM（tamount）　＝93050573，OO

（3）輸入品目名テーブル（年次データ）から，1988年一1992年の濃縮ウランの輸入量を

検索する

sirius％se1ect　kokumei，nen，tvolume2，tamount，sum（tamount），hinmei　from

importy　a，importitem　b，nationc　where　a．item＝b．code　and　a．nation＝c．code　and　a．

nation＝1137’and　a．item　match’28442＊’a．nen　between1988and19929roup　by　a．

nation　order　by　a．nation　a．nen　into　pager；

kokumei　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nen　tvolume2　un

it2　　　　　　　　tamount　hinmei

グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国　　　1988　　　296　KG

　　　　　　　￥60，386．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

グレートブリテン及び北部アイルランド運含王国　　　1989　　　　0　KG

　　　　　　　　￥6，986．OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

グレートブりテン及び北部アイルランド連合王国　　　1989　　　　0　KG

　　　　　　　　￥6，704．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を
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含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素）

グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国　　　　1990　　　　　3　KG

　　　　　　　￥24，153，OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国　　　　1991　　　28175　KG

　　　　　　￥4，053，137．00ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国　　　1992　　　53273　KG

　　　　　　￥9，170，624，00　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

SUM（tamount）　＝13321990．OO

ベルギー王国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　　0　　　KG

　　　　　　　　￥9，O02．OO　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

SUM（tamount）　＝9002．OO

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　15　　　KG

　　　　　　　　￥22，847．00ウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並びにこ
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れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　386645　　KG

　　　　　￥41，919，172．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　7　　　KG

　　　　　　　￥13，665．00ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　88603　　KG

　　　　　￥12，822，891．00ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　172250　　KG

　　　　　￥29，807，418．OO　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　286192　　KG

　　　　　￥34，363，823，OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を
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含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　　0　　　KG

　　　　　　　　￥4，293．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　　　0　　　KG

　　　　　　　　￥3，890．00　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

フランス共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　295989　　KG

　　　　　￥35，796，262．OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

SUM（tamount）　＝154754261．00

ドイツ民主共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　128202　　KG

　　　　　￥13，457，607．00ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

ドイツ連邦共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　128202　　KG

　　　　　￥13，457，607，OO　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を
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含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

ドイツ連邦共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　66949　　KG

　　　　　　￥8，490，970．OO　ウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

ドイツ民主共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　66949　　KG

　　　　　　￥8，490，970．OO　ウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

ドイツ連邦共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　73055　　KG

　　　　　￥11，928，048．OO　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

ドイツ民主共和国　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　73055　　KG

　　　　　￥11，928，048．OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

SUM（tamount）　＝67753250．OO

オーストリア共和国　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　0　　　KG

　　　　　　　　　￥469．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を
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含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素）

SUM（tamount）　＝469．00

カナダ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　　41710　　KG

　　　　　　￥4，238，312．OO　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

SUM（tamount）　＝4238312．00

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　558863　　KG

　　　　　￥59，042，188．OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及ぴ混合物（核分

裂性同位元素を除く）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988　　111　　KG

　　　　　　　￥21，632．00　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　966423　　KG

　　　　　￥104，819，613．00　ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1989　　　5　　　KG

　　　　　　　￥28，129．00ウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ
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れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　1011240　KG

　　　　　￥112，654，025．OO　ウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並ぴにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメット合む。），陶磁製品及び混合物（核分裂

性同位元素を除く）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1990　　　0　　　KG

　　　　　　　　￥5，990．OOウラン235を濃縮したウラン及ぴプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

合有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991　1049849　KG

　　　　　￥109，107，459．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

アメリカ合衆国　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992　1041612　KG

　　　　　￥115，491，097．OOウラン235を濃縮したウラン及びプルトニウム並びにこ

れらの化合物並びにウラン235を濃縮したウラン，プルトニウム又はこれらの化合物を

含有する合金，ディスパージョン（サーメットを含む。），陶磁製品及び混合物（核分

裂性同位元素を除く）

SUM（tamount）　＝501170133．OO
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大企業の新規事業開発における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米

　　　　　日本的経営の役割

金　　龍　烈

　　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　ここ数年間，経済環境の急激な変化にともない既存事業の成熟化に直面した

多くの大企業では，今までの事業分野から離れた新しい分野への進出といった

積極的な新規事業開発がしきりに試みられている。

　ところが，今日の日本企業がこうした新規事業開発を進めるにあたって，官

僚的になりがちの大企業の風土に加え，個人よりは集団を，競争よりは調和を，

創造よりは適応を強調する日本的経営の影響が大きなネックになるとも言われ

ている。具体的には，オペレーション志向とグループダイナミクス重視の要素

が強く，インクリメンタルな環境適応に慣れてきた日本的経営の下では，既存

事業から離れた新規事業開発のようなラディカルなイノベーションがなかなか

起こりにくく，そのための企業家精神を発揮するのもかなり難しいと見ら札で

いる。

＊　本稿は，筆者の博士論文（『企業家精神と日本的経営一新規事業開発を中心にして』

神戸犬学大学院経営学研究科，1993年3月）に基づいてその主たる内容を述べたも

のである。本稿や博士論文の作成にあたり，神戸大学経済経営研究所の吉原英樹先

生からご指導いただいたことを記して感謝する。もちろん，ありうべき誤謬は筆者

の責任である。
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一般に，大企業の中でしかも日本的経営の下で，新規事業開発のイノベーシ

ョンが実現しがたいということに関しては，次のようないくつかの仮説が前提

になっている。

・大企業の中には本業への慣性，変化への抵抗があるから，いきなり大きな流

れを変えるのは大へん難しい。仮に無理やりに変えようとしてもなかなか付い

てこないことがある。

・新規事業の分野は既存事業と違うのが一般的であって，今まで培ってきた経

営資源があまり役に立たない。したがって既存事業と同じやり方で新規事業を

進めるのは非常識であり，まったくの初心者の立場でやらなければならない。

・新規事業というのは，いくら事前の計画と準備を徹底的にしても，予想どお

りの成果が上がらず，既存事業の業績に比べて劣るのが普通である。その結果，

社内の非難や反対を浴びることが多い。

・日本企業における組織参加の形態は原則的に長期雇用を前提にしている。そ

のせいで本業にしろ，新規事業にしろ，人並みに頑張ればそれでいいという意

識が存在する。

・いくら頑張って新規事業を成功させたとしても，別に特別なインセンティブ

があるわけではない。新規事業開発に関しては消極的，保守的な姿勢を見せる

のが賢明であるという心構えが定着している。

・一ﾊ的に平等主義・集団主義の傾向が支配的な組織文化の中では，個性の強

い企業家的な個人が自律的な行動を取るのは難しい。新規事業開発に取り組む

企業家的な個人はフラストレーションに陥りやすい。

・ボトムアップとコンセンサス型の経営を主張する限り，常に変化する外部環

境に機動的に対処するのは難しい。結局，インクリメンタルでないラディカル

なイノベーションは起こりにくい。

・日本企業の新規事業開発においては内部蓄積とシーズ志向が主流である。し
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かし，このようなやり方では，新規事業の開発に多くの時間がかかるし，進出

する分野にも限界がある。

　これらの仮説がすべて当てはまるとはいえないけれども，長い間，相当強く

主張されてきたのも事実である。確かに小さなバリエーションの持続的適応に

強みを持ってきた日本企業が，事業構造の再構築が問われている最近の急激な

環境変化に向かって，企業家精神を発揮することができるかは疑問である。に

もかかわらず，現実には数多くの日本企業が様々な形で新規事業開発に取り組

んでおり，その中では見事に成功を収めている場合もあれば，予想外れの成果

でつまづいている場合もある。それらの会社は新規事業開発の活動を企業家精

神の根本原理に沿って，あるいは日本的経営の典型的なやり方に従って進めて

いるわけではないし，いろいろなバラエティーが存在する。

　この論文では以上のような問題意識に基づいて，今日の成熟化した日本の大

企業の中で進められている新規事業開発の活動を具体的に考察する。これによ

って，新規事業開発のための企業家精神がいかに展開されており，その際に日

本的経営がいかなる役割を果たしているかを分析するのが目的である。

　こうした研究目的にしたがって，まず全体の議論のキー・コンセプトになる

企業家精神に関する理論的枠組みを整理し，実際の新規事業開発の活動に対す

る実証分析として行われた3社のケーススタディおよび大量サンプルによるア

ンケート調査の結果を簡単に要約する。また，今までの実証分析から得られた

主な発見事実を上げ，これらの発見事実が大企業の新規事業開発における日本

的経営の役割に与えるいくつかのインプリケーションについて詳しく論議する。

　　　　　　　　　　　　　　l1．理論的枠組み

　最近，急激な環境変化にともなう脱成熟化やリストラクチャリングのような

企業革新の一つとして，既存の大企業の中で今までの事業分野から離れた新し

293



経済経営研究第43号

い事業分野への進出という新規事業開発が注目を浴びている。特に，大企業の

中での新規事業開発は，既存事業とは異なる分野に向けて，また経営資源の新

しい結合を通じて行われるという点で企業家精神と不可分の関連を持っている。

この場合の企業家精神は本来の抽象的概念としてではなく，新規事業開発とい

う具体的活動として取り扱われている。

　既存の大企業における新規事業開発には，官僚主義やセクショナリズムとい

った大企業の体質のために企業家的創意性がなかなか生まれにくく，また既存

秩序への慣性や変化への抵抗のような組織風土によって企業家的アイデアが途

中で挫折してしまう場合が少なくない。反面，大企業の内部には長い間蓄積さ

れた経営資源の中でまだ利用されていない余剰の能力があり，優秀な人材や市

場及び技術のノウハウなど事業創造のポテンシャルとメリットが備わっている。

　このように可能性と困難性を同時に持っ大企業の新規事業開発のためには，

大企業の中に旺盛な企業家精神を育てて，それを持続的に管理しなければなら

ない。そうした大企業の新規事業開発における企業家精神を，ここでは「社内

企業家精神」（corporate　entrepreneurship）という企業家精神の新しい理論と

　　　　　　　　　　　（1〕
して把握することにしよう。

　この社内企業家精神という概念は，今までよく使われてきた「社内ベンチャ

ー」とか「社内企業家（者）」の用語に比べてそれほど一般化していないので理

解しにくい面があるが，社内ベンチャーのような制度や社内企業家の個別活動

を含めたより包括的な組織の活動を意味している。この場合，社内企業家精神

は既存の大企業の中の企業家的活動（entrepreneuria1activities　inlargefirms）

（1）アメリカの様々な研究論文では，この用語を“Intemal　Entrepreneurship”とか

　“Intemal　Corporate　Entrepreneurship”という言葉で記すことがある。また場合に

　よっては，密接な関係を持つ用語として“CorporateVenturing”という言葉を使うこ

　ともある。日本語にはまだ適当な訳語がないので，暫定自勺に「社内企業家精神」と

　訳すことにする。
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　　　　　　　　　　　　〔2〕
を示していると考えてよい。

　もともと，新規事業開発に関連する企業家精神は大企業から離れた外部の独

立的活動を中心にしており，個人の自律性や創意性を最大に尊重するというイ

メージを持っている。それに対してここでいう社内企業家精神は，大企業の中

でしかも組織活動の一部で行われるという点で今までの既存理論とは違う新し

い概念として受け止められる。

　大企業の新規事業開発における企業家精神を社内企業家精神としてとらえる

場合，その具体的な分析内容はプロジェクト・レベルと全社レベルの二つのレ

ベルに分けることができる。まずプロジェクト・レベルで社内企業家精神を分

析するというのは，新規事業を興す個別企業家が中心になって，その社内企業

家の企業家的イニシャティブがどのような段階を経てプロジェクト化され，ま

た一つの独立事業にまで発展するかを順次に調査することを意味している。こ

うしたプロジェクト・レベルの研究は大企業の中で新規事業が創造されるプロ

セスをはっきり見せてくれる反面，事業創造と関連する一都の組織と活動だけ

を対象にする可能性がある。これに対して，全社レベルで社内企業家精神を分

析する時に，新規事業の開発と関連した会社全体の戦略目標とか組織のいろい

ろな活動がいかに働くかなども明らかにすることができる。

　ここでは，現代の大企業が企業環境の急激な変化に対応して既存事業の活性

化を試みると同時に，新しい事業への進出を図ることによって，会社全体の脱

成熟化やリストラクチャリングを進めていくことを想定している点から，プロ

ジェクト・レベルより全社レベルで社内企業家精神を分析するのが望ましいと

考えられる。もちろん，その分析過程で個別のプロジェクトがどのようなプロ

（2〕こうした定義は，Churchill，N．C．，andL．L，Virginia，“EntrepreneurshipResearch：

　Directions　and　Methods”，in　Sexton，D．L，and　R．W．Smilor　eds．，職eλガ伽3

　Sc4mceぴ亙m肋幼mmm閑ゐφ，BaHingerPub1ishing，1986．によっている。
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セスを経て事業に至るかも無視するわけにはいかない。

　社内企業家精神をプロジェクト・レベルではなく全社レベルで説明しようと

する研究の動きは比較的最近のことであり，こうした全社レベルでの社内企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）
家精神について本格的に触れたのはBurgelman（1983）が代表的である。

　Burgelmanは大企業における社内ベンチャー活動の研究を通じて，全社レベ

ルでの社内企業家精神を「戦略プロセスモデル」という具体的なモデルを使っ

て理解する枠組みを呈示した。このモデルは多角化した大企業の社内ベンチャ

ーに関するプロセスモデルを，戦略決定の側面からとらえて作り直したという

ことで戦略プロセスモデルと呼ばれている。このモデルでは，個人の戦略行動

（strategic　behavior），組織の状況の決定要因（context　determination），会

社全体の戦略概念（c㎝cept　of　strategy）の三つの間の相互作用によって戦略

プロセスが行われることを示している。

　このBurgelmanの戦略プロセスモデルは，会社全体のレベルで既存事業から

離れた新規事業開発のような社内企業家精神の活動が行われる過程を詳しく説

明している点で優れた視角を提供している。したがって本研究においては，基

本的にこのBurge1manの戦略プロセスモデルをべ一スにし，後のケーススタデ

ィやアンケート調査の実証分析のための準拠体系として，社内企業家精神の具

体的な活動を分析する概念的枠組みを設定することにしたい。

　Burgelmanの戦略プロセスモデルでは，大企業の新規事業開発における社内

企業家精神の具体的な活動を個人の戦略的行動とそれを取り巻くコンテクスト

要因及び会社全体の戦略概念の三つの階層的なカテゴリーに分けて把握しよう

としている。この論文の研究でもそうした分析体系にならって今日の成熟化し

（3〕Burge1man，R．A．，“Corporate　Entrepreneurship　and　Strategic　Management：

　Insights　from　a　Processs　Study”，Mmαg召me〃∫cタmce，Dec．1983及び“A　Mode1of

　the　Interaction　of　Strategic　Behavior，Corporate　Context　and　the　Concept　of

　Strategy”，λcαaemツρ戸Mm㎎emmオRmクem，Aug．1983．
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た大企業の中で行われる社内企業家精神の活動要素を，「推進者のコミットメン

ト」「組織のコンテクスト」「会社の戦略志向」という三つのレベルに分けるこ

とにする。

　このように社内企業家精神の要素を三つのレベルに分けるのは，大企業の新

規事業開発に関わる企業家精神は，単に新規事業開発をめぐって旺盛な意欲と

情熱を発揮する企業家的個人の活動ではなく，その推進者の企業家的活動をサ

ポートするあるいは妨げる組織のコンテクストとか新規事業開発を含めた全体

の方向づけを決める会社の戦略志向との関連で現れる活動であるからである。

　社内企業家精神の活動要素を，推進者たる企業家の企業家的活動とともに，

その企業家が企業家的機能を遂行するのに関わる組織と戦略の要因も考慮に入

れてとらえる場合，ここでいう社内企業家精神の活動は単なる個人企業家の心

理属性や行動特性としてではなく，新規事業開発の全般的な活動と関係がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〕
あらゆるレベルで行われる組織現象として理解しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　l11分析結果の要約

　前での理論的枠組みにもとづいて，日本企業の中で新規事業開発に意欲的に

取り組んでいる大阪ガス・クボク・川崎製鉄の3社のケーススタディと，多数

のサンプルを対象としたアンケート調査が行われた。以下では，ケーススタデ

ィとアンケート調査の分析結果を新規事業開発の進め方，新規事業開発の成果，

新規事業開発のプロセスにかかわる企業家精神の要素などのポイントを中心に

述べることにしたい。

1．大阪ガス

（4）このような見解は，Guth，W．D．，andA．Ginsberg，“CorporateEntrepreneurship”

　（Guest　Editor’s　Introduction），∫宕mサ悠5c　Mαm㎎2例mまノbmγmα互，1990，Special　Issue．

　でも支持されている。
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　大阪ガスは，大へんな勢いで次々と新規事業に進出してきており，最近にな

っていくつかの中核会社を中心に様々な分野の新規事業を再編すると同時に，

もっと大きく育てていこうとしている。

　大阪ガスの新規事業開発によって生まれた関連会社の数は調査時点で65社に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛5）
上っており，現在では80社に近いともいわれている。大阪ガスの新規事業開発

は意欲的に行われているのである。それらの新規事業あるいは関連会社の中に

は，売上げや利益の面でいろいろなバラエティーに富んではいるものの，失敗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〕
のために撤退を余儀なくされたのはほんの僅かに過ぎない。全般的にかなり良

好な成果を上げているといえる。

　では，このような活発かつ堅実な新規事業開発が可能になった要因は何であ

ろうか。多角化あるいは新規事業開発についての明確な戦略志向，推進者たち

のコミットメント，新規事業開発のための組織的な仕組みが整っていたこと，

の3点を上げることができる。

　また，大阪ガスの新規事業開発の特徴は「小さな試みの連続」というキーワ

ードで表現することができる。はじめから大きなスケールで勝負をかけるので

はなく，とにかくできることから徐々にやっていくというアプローチが主流に

なっている。新規事業開発の具体的な指針として基本的にこのようなアプロー

チをとっているから，本業の事業分野からいくら離れても何か新しいもの，価

値があるもの，や凸）たいものなら何でもどんどんやってみるように許可が得ら

れる。また，こうした新規事業が失敗になっても会社全体としてはあまり影響

がない。さらに，小さいことからやってみるアプローチでは，大阪ガスの新規

事業開発の特徴として上げられる「やりたい人にやらせる」とか「かなり自由

（5）　「大阪ガス：ダボハゼ型子会社群の再編に本腰」『週干■」東洋経済」，1991年7月20

　日号。

（6）調査時点（1991年上半期）まで，二社が撤退したとされている。
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な雰囲気が広まっている」状況が出現しやすいという付随的な効果も，期待さ

れる。

　要するに，大阪ガスでは新規事業に携わる人々が非常に生き生きとしており，

それを支持する組織雰囲気や管理システムが存在しているのである。

2．クポタ

　100年の歴史を持つクボクは農機・パイプの既存事業の成熟化にともない，将

来の第3の柱になる新規事業に目を転じ始めた。その一つとしてクボクは，ア

メリカのベンチャー・ビジネスとの戦略的提携を通じて3次元グラフィックス・

ワークステーションというコンピュータ事業及びその周辺事業に進出し，独り

立ちの事業に育つように積極的な資源展開を行っている。

　クボクの新規事業開発は，自ら『落下傘型」という戦略概念を作りながら強

力なリーダーシップを発揮している三野重和社長（現会長）や，事業開発の初

期段階から中心的な役割を果たしている吉田昌弘専務（当時）など，少数の核

心メンバーによってスピーディかつ戦略的に進められている。その反面，コン

ピュータ事業の実質的な推進者となるべきミドル・レベルの旺盛な活躍と熱意

はそれほど目立たない。

　このようにトップ・ドリブンの性格が強いクボクのコンピュータ事業は，短

期間のうちに事業の立上がりに成功しているといえるかもしれない。しかし，

その後の予想せぬ出来事やマーケットの不振で期待どおりの成果が上がらず，

激しくなりつつある市場競争と持続的な資源投入の要求で苦しんでいる。特に，

提携先のアメリカのベンチャー・ビジネスの一方的な合併・解散が相次ぎ，大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
きな投資損失を被るなど，一部では「誤算の事業」ともいわれるくらい新規事

業の難しさに直面している。

　クボクにおけるコンピュータ事業の展開を一言で表現するには，「トップ・ド

リブンのスピーディな事業展開」というキーワードが適切であろう。即ち，本

業の成熟化への危機意識から企業変革の戦略志向が強調される中で，社長をは
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しめとするトップ・レベルの主導で新規事業が展開されており，アメリカのベ

ンチャー・ビジネスとの戦略的提携によって短期間のうちにまったく新しい分

野のコンピュータ事業に乗り出したのである。

　一方，クボクが新規事業開発に臨む基本姿勢は，手掛ける新規事業の規模と

技術属性の面で大阪ガスとは大きな相違を見せているので，大阪ガスのように

自由な雰囲気でやりたい人にやらせるわけにはいかない。また，大阪ガスが採

択している「小さなことからやってみて段々大きくする」ようなアプローチは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
とっていない。むしろ当初の事業目的にしたがって大型の投資を行い，クボク

全体の企業変革の糸口になるコンピュータ事業に集中的な資源の展開を進めて

いる。

　ただ問題は，トップの意欲は強いが，その意欲が全体の組織構成員に幅広く

共有されず，ミドル以下がそれに付いていかないままで，トップとミドルの間

に乖離が存在しているところにあるといえよう。

3．川崎製鉄

　川崎製鉄では長い間の鉄鋼事業の低迷から立ち直り，新しい成長機会を模索

するというリストラクチャリングの一環として，従来からのいろいろな多角化

部門に加えてLSI事業という飛び地の事業分野にチャレンジし，緻密な事業展

開で大掛かりの勝負をかけている。

　川鉄におけるLSI事業の展開プロセスは，まず社内のシーズのないところへ

の新規参入のためにアメリカのベンチャー・ビジネスとの提携を結んで当面の

（7〕クボクのコンピュータ及びその周辺事業は，スターテント社の解散以後もミップ

　ス社の合併・解散という事態を迎え，かなり苦しい事業展開に直面している。その

　点でクボクの新規事業開発を誤算のケースとして取り上げる観点がよく見られる。

　代表的には，「誤算の研究：クボク」r日経ビジネス』1992年8月31日号を参照。

（8〕クボクでのインタビューによると，大掛かりの新規事業に進出する場合一番よく

　ないのは，事業展開に要る資金など経営資源を徐々に投入するやり方であるという。
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足掛かりを築いた後，そこからのノウハウをべ一スにもっと大きなスケールで，

またもっと広い範囲で自社事業としての本格展開を図るという二つのステップ

に分けられる。

　川鉄がこうした合弁事業と独自事業を含めた全体のLSI事業に進出するかし

ないかをめぐって，社内で1年間くらい活発な議論が展開された。それはLSI事

業が今までの新規事業投資とは違ってかなりの投資規模にのぼるという点とと

もに，既存の鉄鋼事業からあまりにも離れた馴染みのない事業分野であったと

いう点が原因であった。LSI事業への強い反対があったにもかかわらず，新規事

業のプロジェクト・チームに携わっていたミドル・マネジャーたちの新規事業

への情熱と愛着が実り，LSI事業の案件は最終のゴーサインを得て，本格的なス

タートを切ったのである。

　LSI事業への参入に関する社内の検討と議論が終わった後，残るのは一生懸命

に頑張ってこの新規事業を成功させることであった。新規事業の推進者たちは

トップの目に見えない理解と後援の下で，既存事業とのカルチャーの違い，合

弁事業の調整の難しさ，対外交渉と社内説得の壁などの障害を克服し，新規事

業のための新しいパラダイムの創造，他の競争企業との徹底的な差別化の追求

などを通じて旺盛な企業家精神を発揮している。

　川鉄のLSI事業の成果についてみると，LSIロジックとの提携による合弁企

業は生産に専念するとか相手が1社に絞られているなどのこともあって，設立

まもないうちに黒字を計上している。ところが，自社工場の建設と稼働からは

まだ満足しうる水準の成果が出ていないし，依然としてマーケティングの問題

が解決されていない。川鉄のLSI事業は，「徹底した議論と総力傾注」のキーワ

ードで特徴づけることができる。やるかやるまいかに関して徹底的に議論し，

やることで結論が出た以上，総力を傾けてやるしがないという姿勢が見られる。

そのために川鉄のLSI事業は全社的な戦略上の地位が非常に高く，他の本社部

門も積極的な支持を示していると同時に，新規事業に携わる推進者たちのコミ
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ットメントがきわめて高い。

4．アンケート分析

　アンケート調査を通じて，大企業の中でしかも日本的経営の下で新規事業開

発のための企業家精神がいかに展開されており，その際日本的経営はいかなる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
役割を果たしているかを分析することにしたい。

　アンケート調査の分析で明らがになったことの一つは，今日の成熟化した日

本企業では既存事業の脱成熟化や会社全体のリストラクチャリングをめざして，

本業から離れた新規事業の開発にかなり意欲的に取り組んでいることである。

昭和60年代以来，1社当たり約15の新規事業に進出しているのである。前のケ

ーススタディで積極的な新規事業開発を展開している3社は決して例外ではな

いことがわかる。

　次に注目できることは，新規事業開発の成果はそれほど華々しくないことで

ある。調査対象企業の約半分くらいが今までの新規事業の業績を「成功とはい

えない」と答えている（成功である82社，成功とはいえない81社）。また，意欲

的に進出した新規事業の中で途中で撤退や中止を余儀なくされたケースも多い。

平均的に1社当り15の新規事業に進出し，その中で少なくとも三つの新規事業

から撤退している。なお，新規事業開発の全般的な成果を売上・利益・社内活

性化など六つの基準で集計した結果，新規事業の成功率は35．8％に止まってい

る。

　新規事業開発の際に重視する様々な考慮要因の中では，「新しい市場・技術に

（9）日本の大企業（東証・大証の上場企業を中心にして一部未上場企業をふくむ）の

　中で新規事業開発に取り組んでいる353社にアンケート質問票を郵送し，174社から

　有効回答を得た（有効回答率49％）。アンケート調査の質問のテーマは，新規事業開

　発の推進者，組織，戦略，成果の4つである。なお，このアンケート調査の集計表

　およびアンケート結果の分析については次を参照。金龍烈，吉原英樹「新規事業開

　発の過程と成果」（本年報に収録）。
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関する知識」「会社の確固たる方針」「企業家精神に溢れる人材」「推進者たちの

ヤル気」などの指摘が最も多がった。反面，「担当者に対する報償制度」「既存

事業部との関係」「社内の管理システム」等の要因は，新規事業開発の障害要因

や成否の決定要因としてそれほど重要でない。とりわけ，新規事業の推進者に

対して特別な報償制度が備わっていないことが新規事業推進の障害になると答

えたのは171社のうち12社，全体の7．O％に過ぎなかった。

　各社が新規事業開発に臨む理由ないし動機については，「既存事業の成熟化」

「将来の成長機会」が圧倒的に多く（41，1％，35．O％），「余剰資源の活用」「組

織風土の活性化」はそれほど高くなかった（！7．8％，6．1％）。新規事業の進出

分野としては，二一ズ（47社）よりシーズ（58社），非関連（20社）より関連（95

社），販売・サービス（32社）より技術・製造（86社）の分野が選ばれている。

　新規事業開発のプロセスにかかわる推進者・組織・戦略の三つのレベルの中

で，まず新規事業の中心的な推進者の役割に関しては，新規事業の開発プロセ

スにおいて一人の個人あるいは何人かのグループの推進者の存在がかなり高く

評価されている。各社にはそれぞれ中心的な推進者が存在しており，その推進

者が発案する事業案件を中心に新規事業が進められている。ところが，各自の

推進者が自ら手を上げて新規事業に参加する場合は非常に少なく（4．O％），大

半は会社から命じられて新規事業に取り組むことになっている（64．4％）。一

旦，新規事業開発の任務を命じられ，新規事業に取り組んでからは，その職務

に限定的にかかわるのではなく（4．O％），特別の理由がない限り新規事業開発

にロングスパンでかかわることになっている（44．5％）。

　新規事業開発に取り組む推進者のコミットメントという点からみると，新規

事業への一体感はそれほど高くないのに対して，新規事業の性格に絡む仕事の

変化から高いコミットメントが注がれることになっている。また，大企業の中

で新規事業に取り組むことに対して，大半の企業は大きなメリットがあると見

ている。新規事業の推進者に与えられるインセンティブとしては，経済的なイ
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シセンティブがほとんどない反面，非経済的なインセンティブが多くあること

が明らかにされた。といっても新規事業に携わり実際の権限が増えるというよ

り，取り組む仕事の特徴がインセンティブの源泉になっている。一方，新規事

業の推進に際し与えられる自律性は大きくなるのに対して，新規事業の報告の

手続きはあまり少なくならないのも明らかになった。結局，新規事業の推進者

のコミットメントが太いに発揮されており，その際のインセンティブは仕事そ

のものあるいは仕事と直接的に関連がある職務要因にあることが特徴として上

げられる。

　次に新規事業開発をめぐる組織状況と関連してみると，事業開発組織の有無

と位置づけに関して半分くらいの企業で独立した組織があり，全体の中での位

置づけも高い（47．1％）。事業開発組織が果たすマネジメント上の役割について

は，「反対・非難からの保護・支援」や「経営資源の動員をめぐる社内の説得・

交渉」の役割が極めて重要視されている。こうした答えを裏付けるように，新

規事業の推進には「若干の反対と抵抗があったけど，決定的な障壁にはならな

かった」のが多く（67．8％），新規事業のプロジェクトが「ほとんど単独で行わ

れた」より（30．6％）「社内の関連部門から協力や交流を得た」のが多くなって

いる（37．6％）。

　新規事業の評価基準については，「はっきりした評価基準がありきっちりチェ

ックをする」企業より（11，5％），「はっきりした評価基準はなくあまり厳しく

チェックしない」と答えた企業が多い（36．2％）。新規事業の業績に関する考え

方では，「新規事業といえども計画どおり業績を上げるべき」というのが多くな

っている（40．2％）。また，新規事業の失敗への姿勢をみると，「どんな場合で

あっても失敗は許されない」のはほんの僅かに過ぎなく（4．O％），「積極的な試

みのあげく失敗になるのは認められる」といった企業が全体の半分を超えてい

る（58．O％）。失敗後の処遇においても，「処罰はないにしても個人的には大き

な傷になる」より（8．6％），「適正な失敗は責任を問わないのでほとんど影響が
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ない」の方が多くなっている（25，3％）。全体的に新規事業開発に関する組織の

面で，マネジメントサポートやスポンサーシップの役割が非常に発達している

のがうかがえる。

　最後に新規事業開発に関する戦略志向の面では，まず会社全体のレベルで新

規事業開発の戦略概念を他の戦略代案に比べてはっきりする傾向があるが，会

社が掲げる戦略と実際に組織成貴によって認識される度合いには若干のずれが

あることが明らかになった。また，トップ・マネジメントは新規事業への長期

的な視野と自らの戦略的介入によって一定の役割を果たしており，新規事業開

発のための資源動員に関しても内部組織や系列会社及ぴ戦略的提携や買収合併

など内部と外部の資源を適当に活用している。

　しかし各社が手掛ける新規事業の規模は，ほとんどの企業で「本業に比べて

ほんの僅かに過ぎない」となっており（71．1％），新規事業に携わる人の水準も

「できるだけ工一スの人材を投入する」のは16．7％に過ぎなく，「他の事業と別

に変わらない」か「あまりはっきりしていない」といったのが大半である。こ

のような姿勢は，新規事業の狙いにおいても「あくまでも本業の停滞を補う立

場にある」のが多く（34．7％），「将来に本業に代わって会社全体を引っ張って

いく」のはそれほど多くない（19，7％），という結果にも現れている。一方，会

社の戦略志向と関連した新規事業開発の仕組みでは，「とりあえず小さいことか

らやってみて成果がよければ段々犬きくする」というアプローチが半分を越え

ており（58．6％），「最初から大きなスケールで手掛けて勝負をかける」アプロ

ーチは全体の中で8社に過ぎなかった。事業化を完了した新規事業は，既存事

業部の中に統合されるのは非常に少なく（10．8％），だいたい新しい事業部にな

るか別会社として設立されることが多い（47．3％，41．9％）。要するに，新規事

業開発の戦略志向という観点から見ると，多くの会社が全社的なレベルで総力

をかけて新規事業開発に取り組むという姿勢に欠けており，リスクの少ない分

野への消極的な資源展開で臨んでいる傾向が強いといえよう。
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　　　　　　　　　　　　　　lV主な発見事実

　ここではケーススタディとアンケート調査の分析から明らかになった発見事

実について述べることにする。

［発見高笑1］

　新規書業開発への積極的な取組み一

　今日の成熟化しつつある日本企業の中では，本業から離れた積極的な新規事

業開発がどんどん行われており，新規事業開発の戦略・組織・展開プロセスな

どのあらゆる面でかなり意欲的な姿勢が見られる。もちろん，具体的な新規事

業の進め方，企業家精神が発揮されるパターン，新規事業開発の実質的な成果

などにおいては様々なバラエティーがある。

　この論文で取り上げている新規事業開発は，消極的な脈絡での多角化展開あ

るいは新規事業進出と根本的に意味を異にしている。従来，労働の長期雇用と

年功昇進をべ一スにしてきた日本企業は，環境変化にともなう余剰人員の対応

策として，また既存の事業活動から産み出された未利用資源の有効な活用のだ
　（l　o〕

めに，本業の周辺分野を中心に新規事業を開拓してきた。

　最近の積極的な新規事業開発は，①既存事業の脱成熟化と会社全体のリスト

ラクチャリングをめざして，②本業から離れた将来の成長分野に向けて行われ

ている点に大きな特徴がある。こうしてみると，本業中心の事業展開に慣れて

きた日本企業が，本業から離れた新規事業開発を進めるのは難しいという従来

の通説が必ずしも当てはまるとはいえないであろう。

　実際に前の分析結果では，大阪ガスが本業のガス事業とはまったく関係のな

い数多くの新規事業にどんどん進出しており，クボクと川鉄でも成熟化した既

存事業に代えて新しい成長分野の新規事業を戦略的に推進していることが明ら

（1⑰　未利用資源の発生と活用については，伊丹敬之・加護野忠男『ゼミナール経営学

　入門』日本経済新聞社，1989年が詳しい。
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かになった。またアンケート調査でも，回答企業の多くがかなりの勢いで既存

事業の延長線上ではない新規事業開発を進めていることがわかった。

　このような活発な新規事業開発をもたらした要因には，基本的に既存事業の

成熟化及び本業の危機意識が前提になっているが，それだけでは説明し切れな

い部分が残る。即ち，大阪ガスの例に見るように同じガス業界の中でもとりわ

け新規事業開発に熱心であるとか，成熟化の進み具合がよく似ている企業であ

るにもかかわらず相対的に新規事業開発が進んでいる企業と進んでいない企業

に分けられるなど，プラスαの要因が作用していると考えられる。

　そのプラス”の要因としては，まずトップの先見性と戦略的ビジョンが上げ

られるが，またそのような会社の戦略志向とともにそれを実際に組織の中に組

み込み具体的な活動に結び付ける組織の仕組みが大切である。いくら会社の戦

略志向ができていても組織の仕組みがそれを具体化しない限り，新規事業開発

への旺盛な取組みは期待できない。

［発見■実2］

　新規事業の成果の低迷一

　今日の日本企業がいかに新規事業開発に意欲的な姿勢を示していても，実際

に新規事業開発から得られる成果はそれほど成功とはいえない。3社のケース

スタディとアンケート調査の結果を見る限り，新規事業開発の成果は決して満

足しうる水準ではないのである。

　大阪ガスの数多くの新規事業の中で赤字を出しているのはほとんどなく，設

立まもない数社を除いた大部分の関連会社は利益を上げている。しかし，一つ

一つの新規事業の売上げや利益の水準は本業のガス事業に比べるとまだ低い。

また川鉄のLSI事業では，合弁事業の場合，事業開始後まもないうちに早くも

黒字に転じているが，独自事業についてはまだ事業の成否を判断することがで

きない。クボクのコンピュータ事業は，一応立上がりには成功したとしても，

その後の事業運営において予想外の障害要因で苦戦を強いられている。アンケ
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一ト調査では，半分以上の回答企業が新規事業の成果が不振であるとの厳しい

状況を報告している。

　このような新規事業開発の成果の低迷に関しては，前のケーススタディとア

ンケート調査の分析を通じて次の二つのことがいえる。

　まず，新規事業は独り立ちの事業に育つまで1O年から15年がかかるという前

向きの姿勢がある。多くの企業では，新規事業開発からすぐに優れた成果を上

げるのを最初から期待しておらず，当分の間，予想しなかった出来事や環境変

化で新規事業がつまずいても，簡単に撤退とか方向修正の検討に取り掛かるこ

とはない。むしろ辛抱づよく新規事業の成果が軌道に乗るまで見守っている。

　二番目に，新規事業開発から得られるものには新規事業の業績だけでなく，

新しい分野のマーケットや技術に関する「経営資源の蓄積」とか，新規事業へ

のチャレンジと失敗への対応に関わる「組織風土の変化」のような効果がある

という考え方がある。こうした積極的な考え方の下では，しばらくの間，新規

事業の成果が上がらず，追加の投資が要るなどで直接的な業績がよくなくても，

それが将来への発展力として結び付くならば，それなりに大きな意味があると

判断する。

　以上のような新規事業開発の成果に対する寛大な姿勢は，長期的な視野に立

って企業の存続と成長を最優先の価値として尊重する日本的経営の特徴と密接

な関連を持っていると考えられる。

［発見事実3］

一多くの失敗一

　上の新規事業開発の成果とも関係があるもう一つの発見事実は，日本企業の

新規事業開発には失敗が多いことである。ここでいう失敗とは，プロジェクト

の検討段階における様々な試行錯誤を意味するのではなく，事業化の承認を受

けて一つの新設会社あるいは事業部（既存事業から離れた積極的な新規事業開

発の場合は，ほとんど外部の別会社として設立するのが一般的である）に独立
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した後，事業運営の途中でやむをえず撤退や中止になることを意味している。

　新規事業開発の失敗という点からは，大阪ガス・クボク・川崎製鉄の3社の

ケースはかなり例外に属していると考えられる。実際にこれらの3社では，今

までのところ進出後，撤退を余儀なくされたのはごく僅かにすぎなく，まだ大

きな失敗を経験していない。しかしアンケート調査では，回答企業は平均的に

15の新規事業に進出し少なくとも三つの新規事業から撤退したことが明らかに

なっている。極端な例としては50件から40件の撤退や150件の新規事業のうち100

件の撤退を記録したケースもある。

　このような多くの失敗と関連して重要なのは，失敗への積極的な姿勢と失敗

からの学習効果という二つの点であろう。

　まず失敗への姿勢という観点から見ると，3社のケーススタディとアンケー

ト調査から全力を尽くして新規事業に取り組んだ結果，失敗になることに対し

てはあまり厳しく追及しておらず，むしろ何もせずに結果がないよりは失敗し

でもいいから積極的にチャレンジした方が望ましいというポジティブな姿勢が

明らかになった。

　次に失敗からの学習という点では，実際のプロセスにおいて新規事業の成功

からだけでなく，失敗からの学習によって新規事業開発に関する新しい知識・

情報が得ら乱るということが強調される。つまり，失敗こそ新規事業開発の原

動力になる貴重な経験なので，多くの失敗を繰り返しその失敗からの学習効果

に基づいて新規事業の新しいパラダイムが生まれるというのである。

　今日の日本企業では，こうした多くの失敗にもかかわらず新規事業開発のぺ

一スを落とすことなく，どんどん続けていくところに大きな特徴が見られる。

また具体的な対応において失敗に対する個人的な責任を問わないのも特徴であ

るといえよう。

［発見事実4］

一推進者の＝1ミットメシトー
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　日本企業の新規事業開発に関するケーススタディとアンケート調査を通じて，

推進者たちの新規事業への意欲・情熱・愛着などコミットメントが非常に高い

ことが明らかになった。もちろん，推進者のコミットメントが発揮される条件

と具体的なパターンは新規事業の規模や戦略的地位によって異なる。

　推進者たちの旺盛なコミットメントは，3社のケーススタディの中でも特に

大阪ガスと川崎製鉄のケースで顕著に見られる。大阪ガスの場合，新分野チャ

レンジ制度あるいは事業開発部での発案によって採択された新規事業のプロジ

ェクトを実質的な提案者に任せて，自由にやらせる仕組みの中で，新規事業へ

の活発なコミットメントが発揮されている。また川鉄のケースでは，長い間の

チャレンジ精神を背景に徹底した議論を通じて進出しだしSI事業をめぐって，

ミドル・マネジャーたちが猛烈なコミットメントで新規事業に取り組んでいる。

　アンケート調査の分析でも，回答企業の各社において推進者たちのコミット

メントが非常に高いことが明らかになっている。

　日本企業の新規事業開発における高いコミットメントに関しては，大阪ガス

と川崎製鉄の代表的なケースのバターンで分けてみることができる。まず大阪

ガスにおけるコミットメントのパターンでは，手掛ける新規事業の規模があま

り大きくなく，一つ一つの新規事業が会社全体の戦略で占める地位がそれほど

高くない場合，新規事業の推進者が容易に新規事業にチャレンジし，最大の自

律性と自己責任の下で，様々な企業家的活動を展開する。また，川鉄のLSI事

業のように今までの流れを変えるような重大かつ大掛かりな新規事業開発の場

合，会社全体の大きな戦略転換のために自分たちが選ばれ，企業家的役割を果

たしながら会社の期待に応じ，自分の夢を実現していくということで，強いコ

ミットメントが現れる。

　この二つのタイプは，発揮されるコミットメントの性格と意味は違うが，新

規事業開発を進める際に推進者たちのコミットメントが最も重要なドライビン

グ・フォースになるという点では一致している。
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［発見書実5］

一赤経済的なインセンティブと大企業の有利性一

　日本企業の場合，新規事業開発の推進者に対するインセンティブの意味が欧

米企業のそれとだいぷ違う。また日本企業では，推進者たちにとってインセン

ティブとして受け止められる誘因の要素が多い。

　ケーススタディとアンケート調査によると，日本企業の新規事業開発のプロ

セスには新規事業の推進者に対する特別の経済的な報酬はほとんど見当たらな

い。実際に，新規事業の業績にともなう成功報酬はもちろん，昇進や昇格の面

　　　　　　　　　　　　　　　　　（l　l〕
でも既存事業の制度となんら区別がない。にもかかわらず，新規事業の推進者

たちが活発なコミットメントを発揮することになる原動力は何であろうか。

　日本企業における新規事業開発のインセンティブとして明らかになった一つ

は，新規事業の推進者たちが目に見える経済的報酬より目に見えない非経済的

誘因をもっと高く評価しているという点である。新規事業の非経済的なインセ

ンティブとしては，①自分がやりたいことをやらせてもらう，②新規事業の推

進者にほとんど任せてくれる，③仕事の権限や自由に使える経営資源の範囲が

広がる，④会社の期待に応じ上司や同僚から認めてもらう，⑤全体の事業運営

に関する経営の知識と経験が得られる，などがある。これらの非経済的なイン

センティブの要素が日本企業の新規事業開発に大きな原動力として作用してい

るのである。

　また，こうした非経済的なインセンティブとともに新規事業開発への積極的

な取組みをもたらす要因としてもう一つ欠かせないのは，新規事業開発に関す

る大企業の有利性である。即ち大企業の中には，①長い間蓄積された市場・技

術のノウハウや新規事業のための余裕の資金と熟練の人材など未利用の資源が

（ll）大滝清一「社内ベンチャー活動の日米比較」r専修経営学論集』第39号，1985年を

　参照。
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用意されている，②そのため様々な試行錯誤や失敗があっても耐える余地があ

る，③大企業の名声や信頼が新規事業の展開に間接的に役立つ，といった有利

な条件が備わっている。こうした点から見ると，大企業の中で新規事業を起こ

すのが必ずしも独立のベンチャー・ビジネスに比べて不利でなく，むしろ安全

かつ有利であるかも知れない。またその分，成功の確率も高くなる可能性があ

る。

［発見事実6］

一戦略志向によるコミットメントの誘発一

　日本企業において新規事業開発への高いコミットメントは，会社の明確な戦

略志向によって誘発される。したがって新規事業に対する意欲的なコミットメ

ントを確保するには，まず会社の戦略志向をはっきりさせる必要がある。その

反面あまりにもトップ主導で新規事業開発が行われると，むしろ推進者たちの

コミットメントがそれについていけない。

　日本企業の新規事業開発における企業家精神のパターンと関連する特徴の一

つは，推進者たちのコミットメントが非常に高いが，それはあくまでも会社の

戦略志向によって誘発されたという点である。もちろん，会社の事前的なガイ

ドがなくても，創意性に溢れる企業家的個人が有望な事業代案を探して事業化

　　　　　　　　　　　｛12〕
に成功する場合もありうる。しかしそのような例は本業の周りの分野での小さ

な事業に限定されるのが一般的である。新規事業の分野が本業から遠ければ遠

いほど，また新規事業の規模が大きければ大きいほど，新規事業開発へのコミ

ットメントは会社の戦略志向に依存しているのである。

　このような特徴は，前のケーススタディとアンケート調査で明らかにされて

いる。つまり，ケーススタディの各社で新規事業開発が本格的に議論され始め

たのは，2000年ビジョンとか長期プランのような戦略ビジョンあるいは「総合

生活産業」「事業の構造改革」「複合経営体制」などの戦略概念が提示されてか

らである。また推進者たちが新規事業にコミットする具体的なきっかけは，新
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規事業開発の部門が社内に正式に設立されたことから与えられている。さらに

アンケート調査の分析では，新規事業の推進者たちが自らの積極的な問題提起

によってではなく，会社の戦略指針にしたがって新規事業に取り組むことにな

ったというのがはっきり示されている。

　一方，推進者たちのコミットメントを導き出すために会社の戦略志向がいか

に重要であっても，新規事業開発のプロセスがあまりにもトップ中心で進めら

れる場合は，逆に推進者のコミットメントは発揮されないことがある。トップ

白らが猛烈な推進者になって新規事業を推進することになると，ミドル・マネ

ジャーは自分たちが企業家的活動を展開する意欲を喪失し，トップの強力な意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ3〕
志に一方的に従う戦略行動を見せかねない。最も理想的なのは，明確な戦略志

向の下でミドル・レベルの推進者たちにコミットメントの機会を与え，トップ

はそのコミットメントを間接的に支援するいわば「後援者」の役割を果たすこ

とであろう。

［発見書実7］

一会社の戦略志向と最初の飛躍の重要性一

　既存事業から離れた積極的な新規事業開発のようなラディカルなイノベーシ

ョンのためには，なによりも会社の戦略志向が重要である。しかし一般的には

日本企業の中で新規事業開発に関する戦略志向はそれほど明確でない。

　アンケート調査では，既存事業から離れた新規事業への積極的な取り組み，

新規事業の戦略概念の明確性，トップの関与などの変数で会社の戦略志向のレ

ベルを調べてみたところ，金体的にかなり低い水準であることが明らかになっ

ている。ケーススタディに挙げられた3社は，それぞれ若千のバラエティーは

（1勃　こうした新規事業の例としては，日本農産工業株式会社のヨード即事業が上げら

　れる。（沼上幹・神田博「信念が産んだヨード卵」『月刊クルート』1990年6月号）。

（1勧　クボクのケースにこのような特徴が見られる。
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あるものの，新規事業開発を会社全体の確固たる戦略として指定し，それにし

たがう具体的な指針を提供するという戦略志向の面が比較的に発達している事

例と考えることができる。

　今まで日本企業は小さなバリエーションの持統的適応といったインクリメン

タルなイノベーションに，曖昧な戦略概念と自由な戦略行動をもって対応して

きた。ところが，事業構造の根本的な再構築が問われる今日の企業環境の下で，

既存事業から離れたまったく新しい事業を推進していくには，まず会社の戦略

志向をはっきりしなければならない。

　会社の戦略志向の形成と強化に関連してケーススタディから参考になるのは，

今までの流れから逸脱した最初の飛躍（あるいは突出）が非常に重要であると

いう点である。つまり，従来の関連事業への多角化や付随的な新規事業開発の

伝統を一気に変え，既存事業と関係のない分野へ，本格的な新規事業開発を進

めていくためには，最初の試みがうまくいくことがなによりも決定的に重要で

ある。

　実際に，この最初の飛躍がきっかけになって，その後の新規事業開発に弾み

がついていくのが普通である。最初のチャレンジを成功させることが大切であ

るというのが，ケーススタディの各社で共通的に強調されているのである。こ

の点で，大阪ガスの多くの新規事業の中でオージーロイヤルの飛躍と成功がも

つ意味は大きく，クボクと川崎製鉄のコンピュータ事業やLSI事業が将来どの

ように展開していくかが両社の今後の新規事業開発に重要な意味をもっている

といえよう。

　　　　　　　　　　　　V．インプリケーション

　以下では，新規事業開発に見られる様々な企業家精神の要素が日本的経営の

諸側面に対していかなるインプリケーションを持つかについて考えてみること

にする。
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1．日本的経営のメリット

（1）コミットメントの高さ

　日本企業の新規事業開発に関わる社内企業家精神の三つのレベルの中で，最

も大きな役割を果たしているのは推進者たちのコミットメントである。ここで

なによりも関心を引くのは「終身雇用制や年功序列制など従業員の地位の安定

と平等な待遇が根幹になっている日本的経営の下で，なぜ推進者たちは情熱的

なコミットメントを注ぐのか」という問い掛けである。

　このような間い掛けに対しては二通りの解答が考えられる。まず一つは，も

ともと日本企業の従業員は会社への帰属感や貢献意欲が高く，それが新規事業

開発というイノベーション活動にも反映されていると見る考え方である。もう

一つは，日本企業の従業員が新規事業開発のような特別な意味を持つイノベー

ション活動に携わる時には大きなコミットメントが沸いてくるという考え方で

ある。この二つの考え方については，ある一方が正しく他方が間違っていると

いうよりは，両方が互いに密接な関連を持ちながら日本企業の新規事業開発に

おける高いコミットメントの現象を説明してくれると思われる。

　①一般的なコミットメント

　日本企業の従業員が一般的な状況の中でも高いコミットメントを示すことに

関しては三つの説明がありうる。まず，ハーシュマン（1970）が提示したr発

　　　　　　　　　　　　　　｛14〕
言と退出のオプション」によって，日本企業の従業員におけるコミットメント

の高さを説明できる。つまり，日本企業の中では組織の構成員が選択しうる二

つのオプションのうち比較的に選択の余地が限られている退出のオプションよ

り，発言のオプションが選択される可能性が高い。この発言オプションの具体

的な活動として高いコミットメントが生み出されるのである。

この論理に従うと，日本企業の従業員は目に見えないが明らかな存在として意

識される退出障壁の下で，退出メカニズムにとって代わる何らかの発言方法と

してコミットメントを高める仕組みに慣れているといえる。
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　次に，加護野忠男・小林孝雄（1989）は「資源拠出と退出障壁」という独特

な取引の思想に着目して，日本企業の従業員と企業との関係に存在するコミッ

　　　　　　　　　　　　　　　　（15〕
トメントの論理をうまくとらえている。即ち，日本企業の終身雇用制や年功序

列制を支えるシステムとして生産性と賃金の間にいわゆる「見えざる出資」の

資源拠出が上げられる。その見えざる資源拠出の働きで従業員の会社に対する

一体感・所有意識・貢献意欲・成長志向など企業行動の特徴が現れるというの

がここでのコミットメントの論理である。

　日本企業の従業員に見られる高いコミットメントの構造や原因を説明する理

論の中で，前のハーシュマンの理論がどちらかというとコミットメントの消極

的な側面を説明しているとするならぱ，後の見えざる出資に関連する理論はよ

り積極的かつダイナミックな側面に注目していると考えられる。

　一方，これらの二つの理論とは若干違う観点として，日本企業における高い

コミットメントの原因を日本企業の集団圧力に求める説明がある。この説明に

よると，チームワークと調和を重視する集団主義的な日本企業の中では，従業

員たちのコミットメントがその個人の勤労意欲とか忠誠心によって決まるので

はなく，他の従業員の行動とか集団のノルマによって影響を受けるという。

　しかし，このように従業員のコミットメントが集団的な雰囲気とかピアーグ

ループとの調和に攻められて仕方なく現れる現象と見る観点は，日本企業の様々

なイノベーション活動に関わる自発的コミットメントを説明するには物足りな

ω　Hirschman，A．，幽犯γo4ce　ma　Zoツα吻，HarvardUniversityPress，1972、（三浦

　隆之訳『組織社会の論理構造一退出・告発・ロイヤルティ』ミネルヴァ書房，1975

　年）

㈹　加護野忠男・小林孝雄「資源拠出と退出障壁」今井賢一・小宮隆太郎編『日本の

　企業』東京犬学出版会，1989年；伊丹敬之・加護野忠勇・小林孝雄・榊原清則・伊藤

　元重訂競争と革新一自動車産業の企業成長』（第9章「見えざる出資：従業員持分と

　企業成長」）東洋経済新報社，1988年。
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いところが多い。むしろこの見解は，最近，ストレスや過労死など日本的経営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（i6〕
の疲弊を訴える批判的な視角の強い根拠になっていると思われる。

　②新規事業開発におけるコミットメント

　上にあげた一般的なコミットメントが新規事業開発という特別な活動におい

てどのような意味を持つかについて考える際に，まず新規事業開発の活動が他

の日常活動と違う特異なものであるかどうかをはっきりしなければならない。

今日の日本企業における新規事業開発の活動は他の日常活動とずいぶん違う。

新規事業開発の活動が他の日常活動に比べて特異なのは，次の二つの理由に集

約される。

　まず一つは，既存事業が成熟しているからこそ，その事業分野とは関係のな

い新しい分野に成長の機会を求めるという点である。二つには，既存事業から

離れた新しい事業分野へ進出する場合，その分野に関して事前にわかっていな

いという点がある。したがって，今まで培ってきたノウハウや知識がほとんど

役に立たないのはもちろん，むしろ逆の効果をもたらす可能性がある。そのた

め，これまでとは違うやり方を採択しなければならない。

　このように他の日常活動とは異なる新規事業開発の活動を営むにあたって，

新規事業の推進者たちはなぜ高いコミットメントを注ぐことになるのか。

　まず一つには，新規事業の開発及び育成プロセスにおいてかなり大きな自律

性が与えられるという点が上げられる。これは前にも説明したように新規事業

に関しではだれもが確実な知識をもっていないし，その新規事業の推進者が最

も詳しく知っている。こうした状況の下では，推進者たちに自律性を与え彼ら

の判断やビジョンに任せてやらせた方が効率的かつ創造的な活動が保証される

のである。

（1⑤稲村毅・仲田正機編著『転換期の経営学』中央経済社，1992年；内橋克人・奥村

　宏・佐高信『会社本位主義をどう超える』東洋経済新報社，1992年。
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　二番目に，一般的に新規事業というのは思わぬ環境の変化や経験不足でどう

しても既存事業なみの成果を上げることができなく，会社側としても当分の間

は大きな成果を期待しないのが普通になっている。それゆえに，新規事業に関

するチェックとコントロールの管理システムがかなりルースな形で行われると

いう点を上げたい。

　三番目には，大企業の中で新規事業開発に取り組むには豊富な資源が利用で

き，またある程度，試行錯誤を続けながらも耐えていける余地がある。したが

って，推進者たちが新規事業の案件に関連してさっそく実行に移してみるとか

敢えてリスクに挑戦してみるという行動を取りやすいという点が上げられる。

　四つ目に最も重要なポイントとして指摘されるのは，成熟化した大企業の新

規事業開発に携わる推進者には役割期待の使命感が大いに影響を及ぼしている

ことである。ここでいう役割期待とは，自分たちがこの新規事業を見事に成功

させることによってトップ・マネジメントの期待に応え，会社の脱成熟化やリ

ストラクチャリングの課題に貢献できることを意味する。もちろん，こうした

観点が成立するためには，取り組む新規事業の物理的な規模や戦略的重要性が

ある程度大きいことを前提にしている。普通の場合，新規事業開発の中心的な

推進者になるミドル・マネジャーはルーチン化した日常業務の流れから変化を

求め，会社全体の方向づけと密接な関連を持つ重要な活動に参加したいという

欲求をもっている。この点で，新しく与えられた新規事業開発は彼らから高い

コミットメントを引き出すのである。

（2）インセンティブの奥深さ

　日本企業の新規事業開発に関するもう一つの特徴は，新規事業の推進者に対

するインセンティブの属性がかなり奥深い意味を持っているという事実である。

　新規事業開発のプロセスを通じて推進者たちへの経済的な報酬はほとんどな

い。そのかわりに仕事からの満足や取り扱う資源範囲の拡大など非経済的なイ

ンセンティブが多い。重要なのは，そうしたインセンティブが当事者の推進者
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たちにとってどんな意味として解釈されるのかという問題であろう。

　というのも，大企業の中で社内ベンチャーのような方式に基づいて行われる

新規事業開発に関連してみると，日本企業ばかりでなくアメリカの企業でも中

心的な推進者たる社内企業家たちへの金銭的・地位上の報酬がそれほどはっき

りしていない。明確なインセンティブの要素が社内企業家たちの新規事業への

旺盛なコミットメントを誘引する決定的な条件ではない。また，はっきりした

経済的なコンペンセーションプランがあるかどうかと新規事業の業績との間に

　　　　　　　　　　　　　（17〕
特別な相関関係も見当たらない。

　では，日本企業における新規事業開発の推進者たちにとってこうしたインセ

ンティブの特性はどのように解釈されるのか。ケーススタディとアンケート調

査からはインセンティブの意味として次の3点を上げることができる。

　まず第一に，周知のように年功序列によって従業員のキャリアを管理する日

本的経営の下では，携わる仕事の性格や成し遂げた成果の水準によって個別的

に従業員を評価することは難しい。したがって，会社の戦略上重要なある新規

事業のプロジェクトがいかに成功を収めたとしても，その新規事業の推進者だ

けを特別扱いするわけにはいかない。またそ札は，新規事業の推進者があらゆ

る注意を払って徹底した努力をしたにもかかわらず，万が一新規事業開発が失

敗になった場合も同じである。推進者の個人に失敗の責任を問うことはまずな

いのである。

　このように日本的経営の下での評価体制が基本的に年功序列をべ一スにして

いることを考えるならば，新規事業開発に関わる業績の評価にも特別なインセ

ンティブがあってはならない。また新規事業の推進者たちもそれを暗黙的に認

めている。新規事業開発のケースをみると，新規事業の推進者たちが目に見え

るはっきりしたインセンティブがないことに対して不満を持ち，フラストレー

ションに陥ったという証拠はほとんどない。アンケート調査の結果でも，推進

者に対する報償制度の不備が新規事業開発の障害要因になるという指摘はほん
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の僅かに過ぎなかった。

　しかしながら，日本企業の新規事業開発にも実質上いろいろなインセンティ

ブが存在するというのが第二の説明である。前にも指摘したように，日本企業

の新規事業開発においては給料・ボーナス・昇進・持株など経済的なインセン

ティブがない反面，仕事の内容変化や職権範囲の拡大など非経済的なインセン

ティブが多く存在している。新規事業の推進者が事実上のインセンティブとし

て高く評価するのは後者の目に見えない非経済的な報酬なのである。

　これをもっと詳しく説明すると，新規事業の開発プロセスを通じて最も大き

なインセンティブになるのは新規事業開発に携わっていること自体である。成

熟化した今日の日本企業が全般的な事業構造の再構築を狙って手掛ける新規事

業は，スタートポイントの規模や地位はともかく会社全体のレベルで非常に重

要な意味を持つ。その重要な新規事業に携わる推進者たちや回りの人々はそう

した事実を高く評価する。また，新規事業の推進者にやりたいことをやらせる

とかほとんど任せるというふうに，仕事そのものに関する権限や責任が割り当

てられている。それらの仕事環境は今までの日常業務や他の従業員に比べてず

いぶん特別な価値として認識される。新規事業開発における真のインセンティ

ブは，仕事そのものに関わる様々な価値や意味に大いに関連しているといえる

のである。

　第三に，今まで述べてきたような新規事業開発に伴うインセンティブの独特

な性格が，日本的経営のシステムの中で精密な整合性を持っているという点を

指摘しておきたい。というのは，上にあげたインセンティブの日本的な特徴か

ら，日本企業の従業員の価値観が特異であり日本的経営の本質が西洋のそれと

㈹　アメリカ企業におけるインセンティブの形態や役割に関しては，Pinchot，G」II，

　〃吻mmm肋g，Harper＆Row，！985．（清水紀彦訳『社内企業家』講談社，1985

　年）；B1ock，Z．and　O．A．Ornati，“Compensating　Corporate　Venture　Managers．”

　∫omm〃〆B郷4m∫∫γm切れmg，Vol．2，no．1．1987．が詳しい。
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根本的に違うとは言い切れない。それにより，新規事業開発のインセンティブ

をはじめとする日本型の評価メカニズムにはそれなりの合理性があるというの

が適切であろう。

　こうした主張を支える基本原理は，伊丹敬之（1986）が提示した分散シェア

　　　　　　　　　　　　｛18〕
リングの概念から理解できる。日本的経営の普遍的原理の新しい特徴として伊

丹が考え出した分散シェアリングの評価システムによると，日本企業の中では

権限・地位・報酬などの変数が少数の人々に集中するのではなく，いろいろな

形で分散したパターンで多数の人々にシェアリングされている。したがって，

こうした分散シェアリングの基本原理が働く組織においては，新規事業の推進

者たちが非常に重要であり，なおやりがいのある仕事に従事しながら，またそ

の上に目に見える経済的なインセンティブを享受するのは決してフェアーでな

い。実際に，本研究の調査でもこのような認識が新規事業の推進者はもちろん，

他のマネジャーや従業員の中にかなり一般的に広まっていることが確認された。

2．E1本的経営の制約

（1〕自律的戦略行動の難しさ

　まず日本企業の新規事業開発における最初の制約として，一般的にチームワ

ークと調和を重視する日本的経営の下では企業家的個人の戦略行動が大きく制

限されるという点が上げられる。つまり，個人よりは集団を，また競争よりは

調和を強調する日本的経営の風土では，自ら会社の現在の戦略志向に疑問を抱

き自発的な行動を取るような自律的戦略行動が現れにくいのである。

日本企業の従業員が社内企業家精神を要求するラディカルなイノベーションの

場面において，自律的戦略行動（autonomous　strategicbehavior）ではなく誘

導的戦略行動（induced　strategicbehavior）を取りがちであると指摘したのは

　　　　　　　　　　　（19〕
Burgelman（1988）である。彼によると，日本企業の中で他の人とがグループ

（1勧伊丹敬之『人本主義企業』筑摩書房，1987年。
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の行動パターンとは関係のない自律的戦略行動を取る人は組織のメンバーたち

から異端者のように扱わ札，全体の戦略プロセスにおいても中心的な役割を果

たすことはできない。

　実際の日本企業の新規事業開発活動においては，新規事業に携わる推進者た

ちが自ら会社の現在のドメインに疑いを提起しそれに対応する戦略行動を自発

的に展開する余地はきわめて少ない。あくまでも既存事業から離れた新規事業

開発へのリストラクチャリングといった会社の戦略志向が明らかになった上で

はじめて企業家的な戦略行動を取るのが一般的である。

　日本企業の新規事業開発における自律的戦略行動の制約は，新製品開発のよ

うなインクリメンタルなイノベーション活動に頻繁に見られる積極的な戦略行

動と対照をなしている。その分，ここで分析の対象になっている新規事業開発

のように全体的な事業構造の転換を伴う犬きなイノベーションの場合，それに

要求される推進者の戦略行動を確保するのが難しいことを物語っている。にも

かかわらず，日本企業の新規事業開発に関わる社内企業家精神の要素の中で推

進者たちの自律的戦略行動が占める重要一性がますます高くなりつつある。その

点でこうした自律的戦略行動の制約は，これからの企業革新の成否を問う日本

的経営の改善要因として受け止めなければならないであろう。

（2）戦略的志向の欠如

　日本企業の新規事業開発に関わる社内企業家精神の三つのレベルの中で，推

進者レベルのコミットメントが非常に高いこととは反対に，会社全体の戦略志

向の水準は低い。

　こうした発見事実は，一般に日本企業では暖味な戦略指針と組織の仕組みが

（1⑨　Burgelman，R．A．，“A　Comparative　EvoIutionary　Perspectiveon　Strategy－

　Making：Advantages　and　Limitations　of　the　Japanese　Approach”，in　Urabe，K．，

　J．Child，T．Kagono　eds．，∫mmo砂α地mαmd　M伽αg召me炊〃f召mα地mα王Co榊紬外

　∫om∫，Walter　de　Gruyter，1988．
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発達しているのに対して，アメリカの企業においては明確な戦略概念の下で個

人の戦略的行動を導き出すことに頼っているという対象的なパターンを裏付け

ている。確かに，日本企業の中には会社全体の戦略を日常の活動に結び付ける

具体的な指針が乏しく，アメリカ企業に比べて戦略の概念を明確にしない傾向

がある。それゆえに日本企業の中では，業務レベルの戦略行動が広範な範囲で

行われる余地はあるものの，曖昧な戦略志向の下で新規事業開発の推進者の戦

略行動を引き起こす可能性はあまり高くない。

　今までの既存事業とまったく関係のない新しい分野への進出といった急進的

なイノベーションのためには，なによりもまず会社の戦略ビジョンを明らかに

する必要がある。そのためには，新規事業推進の管理システムに明確な戦略指

針と強力なトップ・リーダーシップで代表される戦略型経営の要素を取り入れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20〕
るべきであるという主張がますます広まっている。

　日本企業の新規事業開発において戦略志向の側面が最も欠けていることは，

本研究の調査結果にも如実に現れている。即ち，今日の日本企業の新規事業開

発に関するアンケート調査では，新規事業開発に関する会社全体の方向づけや

トップ・マネジメントの戦略的コミットメントがかなり低い水準に止まってい

る。また，会社全体のレベルで戦略的志向の要素を強化しなければならないと

いう指摘が多く見られる。

　要するに，今日の成熟化した日本企業は既存事業から離れた積極的な新規事

業開発を通じて会社全体の脱成熟化やリストラクチャリングを進める必要性に

迫られながらも，またそれに対する明確な戦略指針をはっきり示しておらず，

⑫⑪　このような主張は，Yoshihara，H．，“Dynamic　Synergy　and　Top　Management

　Leadership：Strategic　Imovation　in　Japanese　Companies”，in　Urabe，K．，J，Child，

　T．Kagono　eds．，∫mmomκomαma　Mmαgemmた∫〃emα仇mα∫Comφ〃必。m∫，

　Walter　de　Gruyter，1988；吉原英樹『戦略的企業革新』東洋経済新報社，1986年；阿

　部彰一「新規事業推進と管理システム」『新規事業の開発と起業化の実際』　企業研

　究会，1991年などが代表的である。
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それだけ会社全体のレベルで戦略的に十分コミットしていないのである。

　　　　　　　　　　　　　　Vl．結びにかえて

　今までの分析を通して明らかになったのは，日本企業の場合，大企業の中で

しかも日本的経営の下で新規事業開発を進めるのが必ずしも不利ではないとい

う点である。むしろ，日本の大企業にはメリットがありうるのである。今後の

日本企業の新規事業開発においては，これらのメリットを最大限に生かしなが

ら制約の要因を一つずつ変えていく必要がある。そうすることによって，脱成

熟化やリストラクチャリングの企業革新に大きな弾みがつく可能性も十分考え

られる。

　日本には潜在的な企業家によるニュービジネスの設立に欠かせない労働市場

及ぴ金融市場の条件がアメリカに比べて整っていない。そのため，大部分の従

業員は敢えて大企業からスピンオフして独立的なベンチャー・ビジネスを設立

するより，できるだけ今の企業に止まりながら新規事業開発に携わる傾向がか

なり浸透している。

　これらの二つのファクターを合わせて判断すると，日本企業の内部メカニズ

ムと外部コンテクストの下では大企業を中心とした社内での企業家精神が企業

成長の原動力になっていると見られる。それに対して，アメリカでは大企業か

ら離れて自らベンチャー・ビジネスを設立する個人的な企業家精神によって経

済成長が支えられていると考えられる。

　また，こうした命題を暫定的に認めるならば，今までのところ，大企業の中

での社内企業家精神による日本企業の成長バターンがベンチャー・ビジネスの

個人的企業家精神によるアメリカ企業の成長パターンより効率的であったこと

になる。また，現在アメリカで深刻な問題になっている「大企業離れ」や「経

　　　　（2　1〕
済のアトム化」は，ここでいう企業家精神のパターンの違いから生じているの

ではないかとも推測される。
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　ただし，上にあげた日本的経営の長所を今後もっと伸ばしていくためには，

次の二つの要素を今後の日本的経営のメカニズムに組み込んでいかなければな

らない。一つは，推進者個人の自律的戦略行動を引き起こすという次元で価性・

挑戦・創造など新しい価値を重視する企業家的マネジメント（entrepreneurial

management）の要素である。二つには，会社全体のレベルで戦略的志向を強化

するという次元で明確なビジョンと強力なリーダーシップを中心とした戦略型

経営（StrategiC　management）の要素である。

⑫1〕日本経済新聞社『ゼミナール現代企業入門』（第10章「ベンチャー企業の挑戦」）

　1990年。
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研　究　会　記　事

国際労働研究部会

第5回（平成4年12月8日）

経済状況と政党支持

神戸大学教授　三　宅　一　部

第6回（平成5年1月12日）

賃金および労働時間に関する組合モデル

大分大学助教授　大　住　康　之

　本稿の目的は，労働時間が労使交渉によって決定され，その結果労働時間の短縮が進む

ためにはどのような条件（経済状態）が必要であり，またその結果労働時間以外に何が景

気調整作用を演じるかなどを分析することである。その枠組みの一つとして二重労働市場

の分析手法を用いる。モデルの構成は，次の通り。第一次部門労働市場では，労働者は

McDonald・Solowタイプの組合を結成し企業との交渉に望む。交渉の対象となるのは第一

次部門の賃金率と労働時間である。企業側の目白勺関数は，生産物市場で予想される制約さ

れた生産量のもとで第一次部門雇用量及び第二次部門の賃金と雇用量の三変数を戦略変数

として利潤最大化からえる期待利潤関数を想定する。一方組合側の目的関数は消費量（所

得）と労働時間（余暇）を変数とする各構成員の効用関数の和の形をとる。両者の利得の

積を最大にするようにナッシュ均衡解が求められ，賃金率と労働時間が決定される。これ

をうけて企業は第一次部門雇用量及び第二次部門の雇用量を決定し，同時に逆労働供給曲

線を通じてこの部門の賃金率が決定される。従って展開される交渉モデルは，righttomanage

型に含まれる。

　結論として，好況期において，労働時間の生産に関する効率性や雇用の調整コストが大

きく，基本的には各組合員である第一次部門労働者の態度が労働所得と余暇の代替の弾力

性が1を下回るようなレジャー選好的であり，団体としての労働組合の時短選好も賃金選
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好に比して強く働く場合，時短が進む可能性が生じる。

　そして労働時間が景気調整弁とならない場合，景気の調整機能の役割として第二次部門

雇用量の存在が確認される。

　詳細は大住，下田（1993），「賃金及び労働時間に関する組合モデル」『大分大学経済論集』

第44巻第6号を参照されたい。

第7回（平成5年2月2日）

外国人労働者の就労問題について

神戸犬学教授　奥　林　康　司

　わが国における国際化の進展や国内の労働力不足を背景として1990年代初頭において外

国人労働者の就労問題が社会の関心を集めるようになった。労働力不足の下で勤勉な外国

人労働者が中小企業経営者から歓迎される一方，中高年齢者や女子労働者を中心とする労

働市場では，外国人労働者の不法就労が問題とされるに至っている。

　そこで本報告では，（1〕外国人労働者の就労実態はどのようなものであり，何が問題にな

っているか，（2〕日本の外国人労働者対策として外国人研修制度はどのようになっているか

を明らがにしようとしたのである。

　外国人労働者は中小企業を中心として，その経営の存続を左右するほどに深く浸透して

いる。1991－2年頃はブラジル，バングラディシュ，イランからの労働者が企業規模100人

未満の中小零細規模に多く就業している。彼らは，不法就労である場合があるが，母国で

の学歴も高く，経営者からは比較的好意的に評価されている。彼らの住宅や医療への配慮

を考えると必ずしも労務費が日本人に比べて格段に安いとはいえないが，中小企業の経営

者は人手不足感から彼らの雇用に積極的である。

　外国人の不熟練労働者に対してその就労許可に消極的な政府の基本方針と，他方では外

国人労働者への依存の妥協態度として，外国人研修制度の拡充が注目されている。特に国

際協力事業団や海外技術者研修協会は外国人の研修生を多く受入れている。研修生の受入

れは日本の技術を海外に移転すると同時に，海外の日本企業の活動を促進する点で有効で

ある。しかし，これらの研修生は不法労働者送出し国からは少なく，研修生受入れのミス

マッチが生じている点が問題として残っている。
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国際産業マルチメディア研究部会

第1回（平成5年3月15日）

マルチメディア情報システムの課題と現状

広島大学助教授　池　田　秀　人

　情報システムは，コンピュータで情報を管理し，それを共有しながら広域的かつ高度に

活用しようというもので，今日では，あらゆる分野・業種で，構築され，重要な殺害1」を果

たしている。この情報システムを構造的に分解すると，ハードウェア層（端末／PC／WS，

ネットワーク，サーバ），基本ソフトウェア層（OS，言語／DBMS／UI，システムデー

タ），応用ソフトウェア（応用プログラム，ユーザデータ），目的層（効率向上，晶質向上，

知的支援）の4層になる。

　1990年代に入って，これらの各層で1980年代とは異なった動きが始まった。ハードウェ

ア層では，1980年代に次々と新しいモデルを発表して著しい発展をしたマイクロプロセッ

サチップの技術が，1990年代に入って成長が停まり，新しく登場したRISCチップにその席

を明け渡し，通信分野では，電話回線やイーサネット等の低・中速ネットワークから，

FDDI，HIPPI，BISDN等の高速通信が利用可能になり，コンピュータシステムも大型汎

用機やベクトル型スーパコンピュータから，超並列コンピュータに大きく代わりつつある。

これに伴って，ソフトウェア層でも変化が起こり，OSは，ハードウェア／メーカ従属のOS

から，OSF等のネットワーク思考でかつオープンアーキテクチャのOSに代わりつつあ

り，ユーザインタフェースもブルスクリーン・チャラクタ・インタフェースからグラフィ

カル・ユーザ・インタフェース（GUI）に代わった。応用ソフトウェア層では，1980年代活

発に開発されたパソコン用ソフト（ワープロ，スプレッドシート，データベース管理シス

テム）は，一定の落ち着きを見せ，それをUNIXべ一スのワークステーションに移植する

一方，分散環境のサポートとマルチメディア情報への拡張に入って来た。データもマルチ

メディア時代に対応して，電子辞書，電子図鑑，電子地図，電子ジャーナル等の電子出版

が活況を呈している他，CD・ROMデータベース，CAIソフト，ゲーム等従来から，コンピ

ュータ可読で配布されていたものも，CD－ROM出版の仲間に加わり，取り扱うデータの巾

を広げている。そして，最上層である目的層では，1980年代に注目された意志決定支援シ

ステム，エンドユーザコンピューティング，オフィスオートメーション，戦略型情報シス

テムが，ダウンサイジングに大きく方向転換された。

　しかし，これら各層での変化は，上下層間の整合性を保ってはいない。一般に，進歩は
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各層内で独立に行われ，上位の層が，下位の層の技術の評価と整合1生を保つ責任がある。

従って，上位の層は，時間的には下位の層の変化を少し遅れて取り込むことになる。各層

間の時差は，経験的には3年から8年位であると思われる。もちろん，上位の要求が下位

の進歩を促す要求先行型の発展局面も無くもないが，今のところ，技術先行型で進んでい

る。

　従って，今後の情報システムの課題は，現在のハードウェア層で可能になって来た技術

（高性能ワークステーション，高速通信，超並列コンピュータ等）を，従来の技術とうま

く組み合わせて，うまく使いこなすための基本ソフトを開発し，それを使って，効果的な

応用ソフトを開発し，実社会の問題解決や新しい可能性を切り開くことと言える。なかで

もマルチメディア情報システムは，その中心課題といえる。

国際比較経済研究部会

第6回（平成5年7月15日）

オーストラリアの外国投資について
　　　　　　　　　　　　　　　　神戸大学教授　石　垣　健　一

策7回（平成5年7月27日）

環太平洋経済における相互依存性
　　　　　　　　　　　　　　　タイ経済について

神戸商科大学教授　川　鍋　嚢

　タイの1980年代後半の経済成長はめざましいもので，1988年から1990年の3年間には実

質GDPは3ケタで成長した。1960年代からタイの経済成長率は高いものであったし，工業

化も進んで来たが，1970年代までは，労働人口の8割を占める農業の生産と輸出の拡大が

輸入代替工業の製品需要と必要な中間財・資本財の輸入のための外貨供給を支えるという，

農業と輸入代替工業による成長であった。ところが1980年代後半には，農業の人口・生産・

輸出の割合は急激に減少し農業の経済成長への寄与率は著しく低下した。他方で，1990年

には輸出額の3分の2を工業製品輸出が占めているところに現れているように，輸出品工

業の成長が著しい。つまり1980年代後半には，中間財・資本財を輸入して豊富・低廉な労
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働力によって加工して輸出する輸出工業を軸とした，需要面で海外市場に大きく依存し必

要な外貨は工業自信が檬得するという，NICs型の輸出主導型成長に転換している。タイの

貿易・産業政策は，1972年にそれまでの輸入関税とさまざまな優遇措置による輸入代替産

業一辺倒のものから輸出産業にも優遇措置を与えて関税による輸出産業の不利を手直しす

るものに変わったが，その後は1980年代に入っても，関税率はむしろ引き上げられ，輸出

産業への優遇も強化されたとは言うものの基本的には輸入代替産業に有利なバイアスは変

わっていない。このように輸入の全面的自由化という貿易・産業政策の根本的な転換なし

に輸出主導型の高度成長が起こったのだが，そこで最も強く働いている要因は，アジア地

域における労働集約的工業製品の国際競争力の構造がNICsに不利にタイに有利に変化した

ことであろう。

第8回（平成5年11月8日）

Prob1ems　of　APEC

オーストラリア国立犬学教授　Peter　Drysda1e

国際比較統計研究部会

第8回（平成5年6月12日）

EC経済統合の効果

立命館大学助教授　稲　田　義　久

第9回（平成5年10月2日）

環境勘定・環境監査の動向

神戸大学助教授　小　幡　範　雄
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第10回（平成5年12月7日）

Asset　Markets　and　Business　Stagnation　in　Japan

神戸犬学助教授　小　川　一　夫

　日本経済は，1986年に始まった戦後二番目に長い好景気の後，深刻な不況局面に陥って

いる。今回の景気循環の特徴として資産価格の大きな変動が指摘される。本稿は，資産市

場の動きが，わが国の景気変動にどのような影響をもったのか，実証的に解明しようとす

るものである。とりわけ，われわれの関心事は二つある。

　第一に，土地が担保価値として果した役割である。土地の担保価値としての機能は，し

ばしば指摘されるところであるが，われわれは土地の担保価値についての定量的な分析を

試みる。

　まず，銀行の中小企業向け貸出と土地を担保とした貸出制含が密接に関連していること

が示される。次に法人企業の設備投資関数，土地需要関数，借り入れ関数を計測すること

により，企業が保有している土地の資産価値が企業の設備投資行動ならびに借り入れ行動

に及ぼす影響を定量的に明らかにする。われわれの計測結果によれば，土地の資産価値は

設備投資ならびに銀行借り入れに対して有意な正の効果をもつことが示される。

　第二の関心事は，株式価格が企業収益を適切に反映しているのかどうかという株式市場

のシグナル機能である。わが国では，この株式市場のシグナル機能が十分に働いているの

かどうか実証的に検討を加える。このことはバブルやファッズの存在の有無についての検

証にもつながる。われわれは企業の平均qと限界qの関係を基にして，企業の実物投資か

らの将来における収益が株式収益において正しく反映されているのかどうか，実証的に分

析する。

　われわれの実証結果によれば80年代中頃から90年にかけて平均qは限界qを一方的に上

回っており，この時期に株式市場のシグナル機能が働いていなかったことを示している。

われわれは，さらに株式価格が企業収益を十分に反映していない（平均qの限界qからの

乖離が存在する）場合に，その乖離が企業の資産選択に対してどのような影響を及ぼすの

がについても，検討を加える。多くの場合にこの乖離が実物投資に対してマイナスの影響

を及ぼすことが明らかとなる。
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研究所講演会

日　時 論　　　題 報告者

H．5．6．3 日本経済の高投資率 ブリティッシュ・

コロンビア大学

Keizo　Nagatani

H．5．10．6 Growth，Capital　A㏄umulation　and ニューサウス

Foreign　Debt ウェールズ大学

Ross　Milboume

H．5．10．25 TechnoIogy　Adoption　and　Economic 台湾中央経済研究院

Grow出in　a　Deve1oping　Country Been－Lon　Chen

益田基金招へい研究者講演会

日　時 論　　　題 報告者
H．5．4，22 The　New　Protectionism　and　the　Nature

23 of　World　Trade

27 Trade　Theory　and　Income　Distribution
ロチェスター大学

28
Ronald　E．Jones
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兼松セミナー

回数 日　時 論　　　題 報告者
132 H5．5．12 価格不確実1生下でのリカーディアン 神戸犬学助教授

貿易理論に関するノート 下　村　和　雄

133 H5．5．26 流動一性制約の存在について： 大阪犬学教授

クロスセクション分析 伴　金　業

134 H516．19 ◆兼松・六甲台特別セミナー◆ 神戸大学助教授

A　Geometric　Approach　to　the 下　村　和　雄

Stolper－Samuelson　Theorem　in　the University　of

4×4Hecksher－Ohlin　Model Pemsylvania

The　Results　Oriented　Trade　Policy Wi1fred　Ethier

Marsha11ian　Stability　and　Economic Southern　minois

Theory　with　Special　Reference　to UniVerSity

Intemationa1Trade　Theory Akira　Takayama

135 H5，7．22 磁性体モデルによる日本型システム 京都大学教授

の分析 吉　田　和　男

136 H5．7．28 Bargaining　for　the　Licensing　of　a 京都犬学教授

Techno1ogy 今　井　晴　雄

137 H5．10．7 Price　and　Quantity　Competition： 筑波犬学教授

Do　Mixed　Oligopolies　Constitute 酒　井　泰　弘

an　Equilibrium？

138 H5．11．11 研究開発投資と海外生産活動一電気機 一橋犬学助教授

械器具産業の企業データによる実証分 深　尾　京　司

析一

139 H5．11．18 AHayek－CoasianTheoryof 筑波大学助教授

Entrepreneurial　Capacity 小　谷　清

140 H5．11．26 ◆兼松・六甲台特別セミナー◆ Technische

Rational　Addiction　and　Strange Universit趾Wien
Behavior Gustav　Feichtinger

Simple　and　Complex　Dynamics　of UniVerSity　Of

Markov　Equilibria　in　aαass　of Vienna

Capital　Accumulation　Games Gerhard　Sorger

Ergodic　Chaos　and　its　Application　to Universita　Degli

Economic　Problems Studi　di　Venezia

Alfredo　Medi0
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定道　　宏……

吉原　英樹……

井川　一宏……

阿部　茂行……

角田　　勝・・・…

西島　章次・…・・

山地　秀俊……

井澤　秀記……

後藤　純一……

宮崎　　耕……

中原　昭宏……

金龍烈……

執　筆　者　紹　介（執筆順）

…・ ｳ　　　授　　国際経済経営環境部門

　・・教　　　授　　国際経営部門

　経営学博士

　・・教　　　授　　国際経済部門

　経済学博士

…教　　　授　　国際経済経営環境部門

　・・摂南大学経営情報学部教授

　・・助教授　国際比較経済都門

　・・助教授　国際経営部門

　・・助教授　国際経済部門

…助　教　授　　国際経済経営環境部門

　・・助　　　手　　国際経済経営環境部門

　・・助　　　手　　国際経済経営環境部門

　・・招へい外国人研究者



経済経営研究（既刊）日次

第42号平成5年3月15日発行

利害関係者グループの不信解消装置としての社会責任情報開示

　　一概念的モデルにもとづく研究の概観一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中野　勲

アメリカにおける情報公開規制の系譜

　　一19世紀アメリカ鉄道会社規制再考一
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本邦信託銀行の国際化に関する研究　　　…………井澤　秀記

E　C統合の域外諸国に対する経済的影響　…………後藤　純一
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